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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

茨城県取手
市

市民とのパートナー
シップによる地域協働
社会の構築

1355 1355040 090010
児童手当事務取扱者の資格要
件緩和

児童手当事務取扱者の資格要件
緩和
・市職員以外でも市が条例で定め
た資格要件を満たすものに対して
児童福祉事務を取り扱えるように
する。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要
件を満たすものに対して児童手当事務を
取り扱えるようにし、行政窓口機能の拡充
を図る。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満
たすものに対して児童手当事務を取り扱えるように
し、行政窓口機能の拡充を図るため、本提案を行
なう。

児童手当法第７条、
第８条

児童手当は市町村において認定・支給の
事務を行っている。

3
児童手当の事務は、受給資格者の「監護の状況」、「所得の状況」等、個人情
報を取り扱うとともに、資格決定や支給など行政処分に該当し、公金を取り扱う
事務であるため、公務員以外の者が行うことは不適当である。

行政窓口機能の拡充を図るという提案の
趣旨を踏まえ、個人情報に配慮して守秘義
務を課すなど一定の要件を課すことも念頭
におきながら、再度検討し、回答されたい。

3

児童手当の事務は、守秘義務を課したとし
ても、資格決定や支給など受給権に係る行
政処分に該当し、公金を取り扱う事務を行
うものであるため、支給主体である市町村
が直接事務を実施することが適当である。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051020 090020

本事業の実施主体を弊ＮＰＯ
法人就業支援ネットワークへの
委託による行政サービスの民
間開放

母子家庭等自立支援特定モデル
事業の実施主体者は、市であるが
その実施主体を民間開放（国から
直接民間委託）

母子家庭等自立支援特定モデル事業の実
施主体として民間の弊ＮＰＯ法人が実施す
ることによって、業務実施時の自治体内部
の他部署への遠慮だとか人間関係等を考
えることなく、事業の目的と達成のみを考
えての活動が可能となる。民間としてのノ
ウハウ等で地域再生の活動が可能とな
る。
行政として商業等活性に限界がある。（行
政等が提案等した場合、補助金等の金員
に係わるいわゆるおねだり的な事を要求す
る商業、企業者が多い。しかし実施主体と
して民間が動く際にはそういう発想にはな
りづらい）

母子家庭等自立支援策の特定事業推進モデル事
業の実施主体者は、市であるが地方自治体福祉
担当（母子家庭担当所管）の雇用対策への不慣れ
と新規事業に対する不安感により（面接、聞き取り
調査）母子家庭等自立特定モデル事業１０市予定
の実施自治体は２年続けて松山市（地域振興課）
のみである。

特定事業推進モデル
事業の実施について
（H15.6.30雇児発第
0630010号雇用均等・
児童家庭局長通知）

実施要綱で、実施主体は都道府県又は市
町村（特別区を含む。）とし、この事業の一
部を母子福祉団体、NPO法人、民間団体
等に委託することができるとされている。

3 －
ご提案では、国がＮＰＯに直接委託することとしているが、当該事業は、地域の
実情に応じ創意工夫して行う事業であるため、国ではなく、地域の実情を把握
している地方自治体が事業を実施することが必要である。

提案主体によれば、当該事業の実施自治
体は２年続けて松山市のみとのことである
が、それは事実とすれば選定の在り方に
問題があるのではないか。提案の趣旨を
踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

当該事業は、地域の実情に応じ創意工夫
して行う事業であるため、国ではなく、地域
の実情を把握している地方自治体が事業
を実施することが必要である。なお、実施
自治体の選定は適正に行われているとこ
ろである。今後とも、地方自治体の本事業
の実施を前向きに支援していくこととしてい
る。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051030 090030
自立促進計画策定と計画実施
指導の行政サービスの一部受
託

地方自治体が実施する自立促進
計画策定を一部民間開放（実施主
体者　県・市町村）

本事業に就業者として参加する母子家庭
等の生活環境、生活状態、経済状態を把
握することにより、収入増になった際も計
画的な経済ブランを立て、返済金等の返済
状況を含めて実施状況を把握する。

自立促進計画策定と計画実施指導が可能となれ
ば、自立計画と就業による収入増等生活設計を含
めて計画的な自立を側面支援が可能となる。

母子及び寡婦福祉法
第１２条、母子家庭及
び寡婦の生活の安定
と向上のための措置
に関する基本的な方
針（平成１５年厚生労
働省告示第１０２号）

母子家庭等施策は総合的かつ計画的に推
進することが重要であるため、都道府県等
は、国の基本方針に即して、母子家庭及び
寡婦自立促進計画を定めることができる。
その際には、当該地域における母子家庭
等の現状を把握し、また、関係団体や住民
からの意見も聴取することとなっている。

3 －

都道府県等が自立促進計画を定める際には、当該地域における母子家庭等
の現状を把握し、また、関係団体や住民からの意見も聴取することとなるが、
自立促進計画はあくまでも、都道府県等が各種施策を総合的、計画的に実施
するための指針であり、その策定は、住民の福祉の向上という観点から都道府
県等の責務において行われるべきものである。

提案の実現により、自立計画と就業による
収入増生活設計を含めて計画的な側面支
援が可能となるという趣旨を踏まえ、再度
検討し、回答されたい。

3

都道府県等が自立促進計画を定める際に
は、当該地域における母子家庭等の現状
を把握し、また、関係団体や住民からの意
見も聴取することとなるが、自立促進計画
はあくまでも、都道府県等が各種施策を総
合的、計画的に実施するための指針であ
り、個々人の自立計画ではないため、その
策定は、住民の福祉の向上という観点から
都道府県等の責務において行われるべき
ものである。

矢祭町 幼保一体化構想 1360 1360010 090040
町施設使用の効率化と民間委
託することによる雇用促進

保育所児童の給食について外部搬
入を認めてほしい。幼稚園の空き
教室を利用して保育所として利用
することによって、施設の効率的な
利用が図られる｡

平成16年4月より給食センターを民間委託
する予定であり、保育所、幼稚園を一体化
する予定である。

給食センターを民間委託することによって雇用の
促進にもつながり、幼稚園を保育所として利用する
ことにより、施設の効率化が図れる。

・児童福祉施設最低
基準第３２条第１号及
び第５号
・保育所における調
理業務の委託につい
て（平成10年２月18
日児発第86号）
・公立保育所におけ
る給食の外部搬入方
式の容認（平成１５年
９月１２日構造改革特
別区域推進本部決
定）

保育所には調理室を設けなければならず、
また、保育所の施設外において調理し搬
入することは原則認めない。

○公立
保育所に
おける給
食の外
部搬入に
ついては
４

○その他
について
は７

○　保育所における食事については、子どもの発育・発達に欠くことができない重要な
ものであり、①離乳食等一人ひとりにきめ細やかな対応ができること、②楽しい家庭
的な雰囲気の中で、おいしく食事ができること、が必要。
○　このような認識の下、保育所の調理室については、①一人ひとりの子どもの状況
に応じたきめ細やかな対応、②多様な保育ニーズへの対応、③食育を通じた児童の
健全育成、を図る観点から、必要であると考える。
○　なお、構造改革特区第３次提案を受け、特区において、公立保育所の運営の合
理化を進める等の観点から、次の要件に該当する場合、公立保育所における給食の
外部搬入を認めたところ。
①調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設けること
②児童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができること
③社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生面で
は保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業務の委託・受託に係る基準を遵
守すること
④必要な栄養素量を給与するとともに、食育を図る観点から、食育プログラムに基づ
き食事を提供すること

昭和村
公共施設連携による
地域再生計画

1060 1060010 090050
保育所調理施設以外での調理
委託

現在、施設内の調理室を使用して
調理させることになっており、施設
外で調理したものを搬入する方法
は認められていないのでそれを可
能とする。

保育所児童分の給食を昭和村給食セン
ターで献立作成、調理し搬入する。

現在、調理業務は保育所施設内で調理することに
なっているが、一貫した調理施設を活用するには
保育所施設以外でも調理ができることとする。

・児童福祉施設最低
基準第３２条第１号及
び第５号
・保育所における調
理業務の委託につい
て（平成10年２月18
日児発第86号）
・公立保育所におけ
る給食の外部搬入方
式の容認（平成１５年
９月１２日構造改革特
別区域推進本部決
定）

保育所には調理室を設けなければならず、
また、保育所の施設外において調理し搬
入することは原則認めない。

○公立
保育所に
おける給
食の外
部搬入に
ついては
４

○その他
について
は７

○　保育所における食事については、子どもの発育・発達に欠くことができない重要な
ものであり、①離乳食等一人ひとりにきめ細やかな対応ができること、②楽しい家庭
的な雰囲気の中で、おいしく食事ができること、が必要。
○　このような認識の下、保育所の調理室については、①一人ひとりの子どもの状況
に応じたきめ細やかな対応、②多様な保育ニーズへの対応、③食育を通じた児童の
健全育成、を図る観点から、必要であると考える。
○　なお、構造改革特区第３次提案を受け、特区において、公立保育所の運営の合
理化を進める等の観点から、次の要件に該当する場合、公立保育所における給食の
外部搬入を認めたところ。
①調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設けること
②児童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができること
③社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生面で
は保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業務の委託・受託に係る基準を遵
守すること
④必要な栄養素量を給与するとともに、食育を図る観点から、食育プログラムに基づ
き食事を提供すること

石川町
幼児教育、保育の一
元化による地域再生
計画

1113 1113020 090060
保育所における調理施設の施
設設置の緩和

現在施設内調理しか認められてい
ない規定を除外する。また外部委
託することを可能とする。

保育施設の調理業務の集約
施設内での調理業務を集約することにより効率的
な業務が遂行できる。また、外部委託とすることに
より地域の活性化が図れる。

・児童福祉施設最低
基準第３２条第１号及
び第５号
・保育所における調
理業務の委託につい
て（平成10年２月18
日児発第86号）
・公立保育所におけ
る給食の外部搬入方
式の容認（平成１５年
９月１２日構造改革特
別区域推進本部決
定）

保育所には調理室を設けなければならず、
また、保育所の施設外において調理し搬
入することは原則認めない。

○公立
保育所に
おける給
食の外
部搬入に
ついては
４

○その他
について
は７

○　保育所における食事については、子どもの発育・発達に欠くことができない
重要なものであり、①離乳食等一人ひとりにきめ細やかな対応ができること、
②楽しい家庭的な雰囲気の中で、おいしく食事ができること、が必要。
○　このような認識の下、保育所の調理室については、①一人ひとりの子ども
の状況に応じたきめ細やかな対応、②多様な保育ニーズへの対応、③食育を
通じた児童の健全育成、を図る観点から、必要であると考える。
○　なお、構造改革特区第３次提案を受け、特区において、公立保育所の運営
の合理化を進める等の観点から、次の要件に該当する場合、公立保育所にお
ける給食の外部搬入を認めたところ。
①調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設ける
こと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②児
童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができること
③社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生
面では保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業務の委託・受託に係
る基準を遵守すること
④必要な栄養素量を給与するとともに、食育を図る観点から、食育プログラム
に基づき食事を提供すること

茨城県取手
市

市民とのパートナー
シップによる地域協働
社会の構築

1355 1355050 090070
介護保険事務取扱者の資格要
件緩和

介護保険事務取扱者の資格要件
緩和
・市職員以外でも市が条例で定め
た資格要件を満たすものに対して
介護保険事務を取り扱えるように
する。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要
件を満たすものに対して介護保険事務を
取り扱えるようにし、行政窓口機能の拡充
を図る。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満
たすものに対して介護保険事務を取り扱えるように
し、行政窓口機能の拡充を図るため、本提案を行
なう。

介護保険法第３条
市町村は、介護保険を行うものとされてい
る。

3

制度運営そのものや、行政処分にかかる権能を委託することについては、制度
の根本に関わるものであるため困難であるが、その他の事務については、地
方制度関係法規に基づき、各市町村において判断することが可能と考えてい
る。

行政窓口機能の拡充を図るという提案の
趣旨を踏まえ、個人情報に配慮して守秘義
務を課すなど一定の要件を課すことも念頭
におきながら、再度検討し、回答されたい。
また、貴省回答にある「その他の事務」の
具体的な内容を明らかにした上で、それに
ついては各市町村の自由な判断で要望内
容は実現できるのか、明確にされたい。

6

○制度運営そのものや、行政処分にかかる権
能を委託することについては、制度の根本に
関わるものであるため困難である。
○介護保険法では市町村が保険者として行う
事務の範囲を規定しているものの、事務取扱
者の資格要件を規定しているものではなく、保
険料納付書の発送や広報等、制度運営そのも
のや行政処分に係る権能以外の事務につい
ては、地方制度関係法規に基づき、各市町村
において判断するものと考えている。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

茨城県取手
市

市民とのパートナー
シップによる地域協働
社会の構築

1355 1355030 090080
国民健康保険事務取扱者の資
格要件緩和

国民健康保険事務取扱者の資格
要件緩和
・市職員以外でも市が条例で定め
た資格要件を満たすものに対して
国民健康保険事務を取り扱えるよ
うにする。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要
件を満たすものに対して国民健康保険事
務を取り扱えるようにし、行政窓口機能の
拡充を図る。

市職員以外でも市が条例で定めた資格要件を満
たすものに対して国民健康保険事務を取り扱える
ようにし、行政窓口機能の拡充を図るため、本提
案を行なう。

国民健康保険法第３
条

市町村及び特別区は国民健康保険事業を
行うこととしている。

3

制度運営そのものや、行政処分にかかる権能を委託することについては、制度
の根本に関わるものであるため困難であるが、その他の事務については、地
方制度関係法規に基づき、各市町村において判断することが可能と考えてい
る。

行政窓口機能の拡充を図るという提案の
趣旨を踏まえ、個人情報に配慮して守秘義
務を課すなど一定の要件を課すことも念頭
におきながら、再度検討し、回答されたい。
また、貴省回答にある「その他の事務」の
具体的な内容を明らかにした上で、それに
ついては各市町村の自由な判断で要望内
容は実現できるのか、明確にされたい。

3

制度運営そのものや、行政処分に係る権
能を委託することについては、制度の根本
に関わるものであるため困難であるが、納
付書の発送や広報などその他の事務につ
いては、地方制度関係法規に基づき各市
町村において判断することが可能であると
考えている。

河東町
国際観光ネットワーク
河東学園構想

1118 1118020 090090
学校施設での食加工生産・飲
食サービス

■学校施設での学習や地域農業
や地域教育、交流観光に貢献でき
る食加工生産・飲食サービス

● 夜間･土日祭日の学校給食設備の有料
利用飲食サービス
・地元農家の出前料理講座としての旬な野
菜山菜レストラン
・地元農家の出前料理講座としての地元交
流のためのミニコンサート発表会+食パー
ティ
・地元農家の出前料理講座としての農産物
加工・生産
・私シェフの河東料理発表の旬刊講座

■地域の旬な野菜や山菜、地域産物の「地域学・
地元学」としての学習利用を図りたい。

■地域の旬な農産物と農家潜在力、商工業者の
ネットワーク協働による国際交流観光事業の展開
による新たな異業種ネットワークの実現を図りた
い。

■生命産業ともいえる農業と農家、農村の再構築
と生きる力を学習する子供達の体験交流・自己発
見としての『食交流学園』の実現を図りたい。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

西郷町
観光を機軸に交流・産
業を創出するまち

2066 2066010 090100 屠殺場（業）への民間の参入

屠殺場（業）への民間事業者の参
入により、隠岐で生産され飼育され
た黒毛和種牛に限り島後内で食肉
処理を可能なものとする。

隠岐は黒毛和種牛の産地として有名であ
り、隠岐島後では闘牛も盛んである。島内
での食肉処理を可能にすることで「隠岐
牛」のブランド化により地産地消を進め、飼
育農家の負担を軽減し、飼育頭数を増加
することで畜産業の振興と観光業の振興を
図る。

屠殺場（業）には食品衛生法上の規制があると思
われ、民間事業者の参入ができない状態にあり、
現状では、肉牛処理には一度県内の大田市まで
輸送する必要がある。民間事業者が島内で処理で
きることで、輸送コストや労力を省くことができ、ま
た、闘牛や老牛の処分や、子牛への更新にかかる
飼育農家の負担が軽減される。

と畜場法第４条第１
項

牛のとさつについては、衛生の観点からと
畜場において行うことが必要であり、と畜
場の設置にあたっては都道府県知事の許
可が必要であるが、その設置主体には制
限はない。

5
牛のとさつを行うと畜場については、と畜場法上設置主体に制限はないため、
民間団体であっても都道府県知事の許可を得ることで設置は可能である。

札幌市
交流と創造の空間・活
動づくり

1258 1258100 090110
無料職業紹介事業の弾力的運
用

地方公共団体が無料職業紹介を
行う場合,「自ら行う行政施策を実施
する上での付帯的な業務」に限定
されている。このため，民間活力を
有効に活用できるよう「自ら行う行
政施策」を弾力的に解釈し，民間委
託による活用が図れるようにする。

無料職業紹介における民間活力を有効活
用の可能とするための弾力的運用など。

職業紹介事業の活用
職業安定法第33条の
４

改正職業安定法の施行（平成16年３月１
日）により、地方公共団体の施策に附帯す
る業務として無料職業紹介事業を届出に
より行うことができることとなる。

5

○無料職業紹介事業が附帯する行政施策については、改正職業安定法第33
条の４第１項に規定された「住民の福祉の増進、産業経済の発展」に資する施
策は例示であり、これらに限定されるものではなく、例えばＵターン就職の促進
のための施策、生活相談等のカウンセリングを中心とする再就職支援に係る
施策、自然環境の保全のための施策等、地方公共団体において、自ら行うべ
き行政施策であると判断されるものであれば認められる。
○行政施策と無料職業紹介事業との関連性については、地方公共団体におい
て、当該行政施策を効果的に実施する等の観点から無料職業紹介事業の実
施が必要であると判断するものであれば、それで足りるものであり、特段、地方
公共団体が行いうる無料職業紹介事業の範囲が狭く限定されるものではな
い。
○また、無料職業紹介事業の全部を適正に許可を得た民間職業紹介事業者
に委託する場合には現行でも実施可能である。

菊池市
いってみたい農山村・
やってみたい農林業

2128 2128010 090120
農業法人に対する就農相談、
就農訓練業務の委託

行政サービスの民間開放：行政ま
たはその関連団体が行う就農相
談、就農訓練に関する業務の一部
を農業法人に対しその能力に応じ
て段階的に開放されたい。

委託を受けた農業法人は、関係機関と連
携し広く就農希望者を募集するとともに、
新たに農業参入されたい方々に対する就
農相談はじめ、地域において新規に就農さ
れた方に対し、栽培指導や経営指導など、
農業経営に関する様々な支援を行いなが
ら、その円滑な就農を促すこととする。その
後、地域再生に向け、やる気と様々なノウ
ハウを持つ就農者と共に、多様な経営体
の創出や様々なサービスの提供をはじめ、
将来の農業担い手の育成、安全安心な食
料の安定提供、地域産業（雇用）の創出を
促進したいと考えている。
なお、この委託事業により生じる直接的な
効果として、新規就農者に対する地域に密
着した実践的かつきめ細やかな支援体制
の充実、雇用のミスマッチの解消、失業者
対策などがある。

この提案のねらいは、農外からやる気のある多様
な人材をより多く確保、支援し、その個人の力を最
大限生かすことである。そのためには、地域に根ざ
した実践的かつ、きめ細やかな支援が必要不可欠
である。一部の農業法人においては、これまで、就
農に関する相談や研修生の受入れなどを行ってい
るが、行政が就農支援に関する業務の一部を委託
することで、委託を受ける法人においては、就農支
援体制の強化、対外的信頼性の向上が図られ、就
農希望者と地域との架け橋として地域に根ざした
実践的かつ、きめ細やかな支援が可能となる。

職業能力開発促進法
１５条の６第３項
平成１５年４月１日能
発第0401049号「委託
訓練実施要領」
平成１５年５月２３日
職発第0523006号、
能発0523005号「「農
林業をやってみよう」
プログラム」等の実施
について

職業能力開発促進法第１５条の６第３項に
おいて、職業を転換しようとする労働者等
を対象に委託訓練を実施できることされて
いる。その委託先として既に様々な民間教
育訓練機関を活用しつつ実施しているとこ
ろである。

5

５・６

職業能力開発促進法第１５条の６第３項において、職業を転換しようとする労働
者等を対象に委託訓練を実施できることとされており、その委託先としては既
に様々な民間教育訓練機関を活用しつつ実施しているところである。
ただし、平成１５年４月１日付け能発0401049号「委託訓練実施要領」に基づき、
委託先機関の選定、訓練コースの設定に当たっては、訓練受託実績（就職率、
就職支援への取組状況等）等を踏まえ、真に就職に資するものになるよう、当
該科目の訓練を適切に実施することができると認められる施設を選定すること
とされている。したがって当該農業法人が委託先選定の要件である真に就職に
資するものとなるような施設であれば、委託先となりうるものである。

農林水産省の所管事項である。
なお、職業安定法による許可を受けて職業紹介事業を行うことは可能である。

㈱東京リーガ
ルマインド

民間活力の積極的活
用による地域経済活
性化について

3089 3089010 090130 ハローワークの民営化
ハローワークの権限・機能を民間
に移譲する。

民間事業者がハローワークを運営する。
公的機関による運営では市場原理が働かないた
め、十分な成果をあげることができない。

職業安定法第５条、
雇用保険法第２条等

公共職業安定所は国が運営 3

○ILO88号条約に抵触すること
○職業紹介サービスが受けられなくなる層が発生するなど、国民の勤労権の
保持や、職業選択の自由の保障というセーフティネットとしての役割に支障が
生ずること
○既に、民間機関は一定のルールの元に職業紹介事業を行うことができること
○雇用保険関係業務や事業主指導関係業務は公権力行使に当たる業務を含
むこと
○職業紹介、雇用保険、雇用対策の実施等の各種業務は一体的に実施するこ
とが効率的・効果的であること
等から、公共職業安定所の権限・機能の民間への譲渡は不適当。

ハローワークの権限・機能を民間に移譲す
ることについて、提案者の要望を踏まえ、
再度検討し、回答されたい。

3

　ハローワークは、国民の雇用面でのセー
フティネットとして、全国的なネットワークを
活用して効率的・効果的にサービスを提供
しているところであり、また、ＩＬＯ条約の要
請もふまえれば、その権限・機能の民間へ
の譲渡は不適当である。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069080 090140
職業能力開発施設への公設民
営方式の導入

職業能力開発施設の管理運営を
設置主体である地方公共団体以外
の者に委託することができることと
する。この場合には、地方自治法
の指定管理者制度を準用する。

職業能力開発施設へ公設民営方式を導入
することにより、地域社会の人材育成を推
進する。このことにより次の効果が期待で
きる。①民間の優れた経営手法の活用に
より、職業訓練機関をより地域に密着した
形で展開できる。②硬直しやすい行政組織
による運営から脱し、柔軟で弾力的な運営
により提供するサービスの質が向上する。
③NPOなどコモンズの新しい担い手が運営
主体となる道が開かれることにより、地域
の活性化が図れる。④新たなビジネスチャ
ンスや雇用の創出につながる。

現行の職業能力開発促進法では、職業能力開発
開発施設の設置主体である地方公共団体が管理
運営も直接行うものとされているため

職業能力開発促進法
第１５条の６、第１６
条、第１８条
地方自治法第２４４条

職業能力開発促進法第１６条第１項において、職業
能力開発校は原則として都道府県が設置することを
明らかにしており、設置者である都道府県自ら運営
を行うべき法意と解されているところから、職業能力
開発施設の運営を設置者である地方公共団体以外
の者に委託することはできないが、施設管理につい
ては、指定管理者制度を活用して地方公共団体以
外の者に委託することが可能となっている。
都道府県においては、職業能力開発促進法（昭和４
４年法律第６４号。以下「法」という。）第１６条第１項
に基づき、職業能力開発校の設置を行うこととされ
ている。
職業能力開発校の管理運営については、
○　職業能力開発校は、都道府県が設置するものと
明確に規定されていること
○　法第１６条第４項において、訓練科名、訓練定
員、訓練校の組織、その他公共職業能力開発施設
の運営に関する事項は都道府県の条例で定めるよ
う規定されていること
から、法第１６条第１項に基づき、設置者である都道
府県が自ら管理運営を行うべきと解されるところで
ある。
また、法第１８条において、国、都道府県、市町村の
公共職業能力開発施設の設置及び運営について、
相互の公共職業能力開発施設が競合しないための
配慮義務が規定されており、地域における人材ニー
ズ等の固有の事情を把握及び分析しつつ、他の設
置主体と協調して、職業能力の開発及び向上を行う
こととされているところである。

3

都道府県においては、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号。以下
「法」という。）第１６条第１項に基づき、職業能力開発校の設置を行うこととされ
ている。
職業能力開発校の管理運営については、
○　職業能力開発校は、都道府県が設置するものと明確に規定されていること
○　法第１６条第４項において、訓練科名、訓練定員、訓練校の組織、その他
公共職業能力開発施設の運営に関する事項は都道府県の条例で定めるよう
規定されていること
から、法第１６条第１項に基づき、設置者である都道府県が自ら管理運営を行
うべきと解されるところである。
また、法第１８条において、国、都道府県、市町村の公共職業能力開発施設の
設置及び運営について、相互の公共職業能力開発施設が競合しないための配
慮義務が規定されており、地域における人材ニーズ等の固有の事情を把握及
び分析しつつ、他の設置主体と協調して、職業能力の開発及び向上を行うこと
とされているところである。
よって、設置主体以外の第３者が、都道府県の判断を経ず公共職業能力開発
施設の運営を行った場合、
○　法第１６条の法意に反するおそれがあること
○　法第１８条の配慮義務に支障を来すおそれがあること
から、公共職業能力開発施設の管理運営を、設置主体以外の第３者が担うこと
は困難である。

提案主体に当室から確認したところ、県内
の特定の職業能力開発校について、県に
おいて職業訓練の対象者、受講料、科目
等についての大枠を定めた上で、具体的な
カリキュラムの設定など企画的な事務も含
め、職業訓練の実施を民間に委託すること
を要望するものであった。これを踏まえ、要
望を実現するにはどうすればいいか再度
検討し、回答されたい。

1,3,5 Ⅴ

　当該要望については、公共職業能力開
発施設において、民間機関が県から委託
を受けて、公共職業訓練の基準にかかわ
らず教育訓練を行う趣旨と考えられるが、
それは公共職業訓練ではなく、職業能力
開発促進法の制約を受けるものものでは
ない。よって、従えば職業能力開発校が県
内に複数存在することを前提に、民間委託
を考えている職業能力開発訓練校を廃止
し、民間機関に教育訓練等を行う施策とし
てその運営を委託することによって当該要
望を実現しうると考えられる。
　職業能力開発校の施設転用について
は、平成１６年度から手続きの簡素合理化
及び地域再生の観点からの転用に当たっ
ての大臣同意基準等の必要な事項を明確
化した通達を都道府県に発出する。

福岡パソコン
協同組合

地域再生と雇用につ
ながるパソコン教育の
効率化

3027 3027030 090150
行政サービスのアウトソーシン
グ

地域に根付いたパソコン教室への
業務依託。

①地域内の教室開催により、交通費削減
と通う時間のロスの減少。
②教室は常に開いているので、受講後や
就職後のアフターフォローの実現化。
③地域特性の実情にあった講座を開催し、
商業や企業の実務に即した内容を展開で
きる。
④土日の講座開催も可能。

地域のパソコン教室は、雇用能力開発機構が定め
る委託訓練受託対象要件では適合しないところが
多く、行政サービスのアウトソーシングへの参入も
できない。

・職業能力開発促進
法
　第１５条の６第３項
（委託訓練）
　第１９条（職業訓練
の基準）
・職業能力開発促進
法施行規則第１１条
（短期課程の訓練基
準）
・委託訓練実施要領
（平成１３年１２月３日
能発第５１９－２号）
第５、１

職業能力開発促進法第１５条の６第３項に
おいて、職業を転換しようとする労働者等
を対象に委託訓練を実施できることされて
いる。その委託先として既に様々な民間教
育訓練機関を活用しつつ実施しているとこ
ろである。

5

職業能力開発促進法第１５条の６第３項において、職業を転換しようとする労働
者等を対象に委託訓練を実施できることとされており、その委託先としては既
に様々な民間教育訓練機関を活用しつつ実施しているところである。
ただし、平成１５年４月１日付け能発0401049号「委託訓練実施要領」に基づき、
委託先機関の選定、訓練コースの設定に当たっては、訓練受託実績（就職率、
就職支援への取組状況等）等を踏まえ、真に就職に資するものになるよう、当
該科目の訓練を適切に実施することができると認められる施設を選定すること
とされている。したがって当該パソコン教室が委託先選定の要件である真に就
職に資するものとなるような施設であれば、委託先となりうるものである。

NPO法人シン
クバンク研究
所、広島国際
大学ＰＦＩ研究
会

PFI・PPP方式の地域
統合型新給食システ
ムでの地域活性化策
＜呉地域モデル＞

3055 3055010 090160
呉地域における官制市場の新
調理給食サービスの民間開放

１）文部科学省の学校給食の衛生
基準権限を呉市に移譲する。２）厚
生労働省の私立保育所の衛生基
準権限を呉市に移譲する。３）防衛
施設局内の食事を呉市に外部委託
する。

１）文部科学省関連：学校給食の衛生基準
管理、コストダウン、食教育システムの総
合開発　２）厚生労働省関連：保育所の衛
生基準管理、在宅高齢者向け給食システ
ムの衛生管理　３）内閣府関連：防衛施設
の給食サービス管理。などの事業が総合
的に行えるよう管理権限を呉市に委譲し、
官制給食サービス市場の開放と統合で、
市場の再構築を行い、PFI・PPP手法により
SPC設立と民間新調理給食サービス会社
の設立を行う。給食サービス事業開始を平
成17年度とする。

これまで、前項１）２）３）の分野の官制給食サービ
ス市場は、地域集積があるにもかかわらず行政的
には縦割りの制度管理であり、個別の市場形成の
ため経済効果が少なく、非効率的であった。この官
制給食サービス市場の開放と統合と自治体への
権限委譲によって、食品衛生管理の精度の向上、
新市場の形成、雇用促進、民間投資機会の創出
が望める。さらに、IT教育や在宅高齢者配食シス
テムなど新産業の構築で地域経済の活性化を行
う。また、水平展開のモデルプロジェクトとして適し
た地域である。

・児童福祉施設最低
基準第３２条第１号及
び第５号
・保育所における調
理業務の委託につい
て（平成10年２月18
日児発第86号）

保育所には調理室を設けなければならず、
また、保育所の施設外において調理し搬
入することは原則認めない。

○公立
保育所に
おける給
食の外
部搬入に
ついては
４

○その他
について
は７

○　保育所における食事については、子どもの発育・発達に欠くことができない
重要なものであり、①離乳食等一人ひとりにきめ細やかな対応ができること、
②楽しい家庭的な雰囲気の中で、おいしく食事ができること、が必要。
○　このような認識の下、保育所の調理室については、①一人ひとりの子ども
の状況に応じたきめ細やかな対応、②多様な保育ニーズへの対応、③食育を
通じた児童の健全育成、を図る観点から、必要であると考える。
○　なお、構造改革特区第３次提案を受け、特区において、公立保育所の運営
の合理化を進める等の観点から、次の要件に該当する場合、公立保育所にお
ける給食の外部搬入を認めたところ。
①調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設ける
こと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②児
童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができること
③社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生
面では保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業務の委託・受託に係
る基準を遵守すること
④必要な栄養素量を給与するとともに、食育を図る観点から、食育プログラム
に基づき食事を提供すること

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325140 090170
児童福祉司等の資格要件であ
る養成学校の指定及び養成学
校の監督

児童福祉司、母子指導員、児童指
導員、児童自立支援専門員の資格
要件である養成学校の指定権限及
び養成学校の監督権限を、国が全
国統一基準を定めた上で、政令県
に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

児童福祉法第11条第
１項第１号、児童福祉
施設最低基準第28条
第１号、第43条第１
号、第82条第１号、法
施行規則第6条の8

児童相談所に置かれる児童福祉司、母子
生活支援施設に置かれる母子指導員、児
童養護施設に置かれる児童指導員、児童
自立支援施設に置かれる児童自立支援専
門員の任用資格の１類型として、指定養成
施設を卒業した者が挙げられている。
養成施設の指定、監督等の権限は、地方
厚生局長が行うこととなっている。

3

　児童福祉司、児童指導員等については、児童虐待や少年非行等への対応を
行う者であり、専門的な養成を必要とすること、また、当該施設を修了すれば国
内のどの地域においても児童福祉司等として働くことができることからすれば、
全国的に一定の水準を確保するために、養成施設の指定、監督、指定取消等
の処分を国が一元的に実施する必要がある。
　また、実際に養成施設になりうる施設も現在全国で４施設（２都県）と少なく、
養成数も少数であることからすれば、指定等の権限を地方自治体に移譲する
必要性も乏しいと考える。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

実際に養成施設になりうる施設も現在全国
で４施設（２都県）と少なく、養成数も少数で
あるにもかかわらず、各都道府県が指定を
できるよう体制を整備することは、かえって
事務の効率的、効果的な実施を損なうこと
になる。
また、他の資格要件として大学卒業等が挙
げられており、大学の設置認可が文部科
学大臣とされていることとの均衡も害する
ことになる。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325150 090180
児童扶養手当の支給に関し市
町村が処理する事務について
の監査

児童扶養手当法の規定による児童
扶養手当の支給に関し市町村が処
理する事務についての監査権限を
政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

地方自治法第２４５条
の４

市町村に対する監査については、県でおこ
なわれており、市及び福祉事務所設置町
村については厚生労働省からも監査を
行っているところである。

3 －
児童扶養手当の支給は法定受託事務でもあり、全国的に支給事務の円滑な実
施と均一な支給水準の確保を図る必要があるので、引き続き国が行う必要が
ある。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325160 090190 主任児童委員の指名
主任児童委員の指名に関する権限
を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

児童福祉法第１２条
第２項

民生委員・児童委員に対し厚生労働大臣
が主任児童委員の指名を行っている。

3

主任児童委員については、平成１３年の法改正において児童虐待の増加等児
童を取り巻く環境の変化等により、その活動が期待されていることから、身分に
ついては厚生労働大臣からの指名としたところであり、それらの者の活動の大
きな支えとなっていることから現状の取扱いを継続させることが適当である。な
お、厚生労働大臣から委嘱されている民生委員・児童委員と一体の取り扱いで
ある。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325170 090200
児童福祉法施行令に規定する
指定保育士養成施設の指定及
び監督

児童福祉法施行令に規定する指定
保育士養成施設の指定及び監督
権限を、国が全国統一基準を定め
た上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

児童福祉法施行令第
１８条の６

○保育士養成施設については、厚生労働
大臣が指定する。

3

○　保育に係る業務は、児童の心身の成長に大きな影響を与えるものであり、
その中で保育の実施を担う専門職としての保育士の役割は重要である。平成１
３年の児童福祉法改正においても、その質の向上を図るため保育士の資格を
法定化したところである。
○　保育士養成施設については、そのような保育士を養成する機関であり、レ
ベルの高い養成施設が全国各地にバランスよく存在する必要があり、申請者
の適否や地域的バランスを総合的にみて判断するため厚生労働大臣による指
定が必要と考える。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

次の理由より、保育士養成施設の指定については、国が行
うことが適当であると考える。
①　保育に係る業務は、児童の心身の成長に大きな影響を
与えるものであり、保育の実施を担う専門職としての保育士
の役割は重要である。平成１３年の児童福祉法改正におい
ても、その質の向上を図るため保育士の資格を法定化した
ところである。
②　保育士養成施設の指定については、全国で年間約２０
件程度であり、しかもその大部分は大都市部に集中してい
る。その他の県においては、指定申請が数年に１件程度と
いう状況である。こうした中、都道府県が指定のための体制
を整えるのは非効率であり、かつ、指定に関するノウハウが
蓄積せず、適切な指定が担保できない可能性がある。
③　民間活力を生かした効率的なサービス提供が求められ
る規制緩和の流れの中でも、資格制度は、規制改革推進３
か年計画（改定）（平成１４年３月２９日閣議決定）において、
「制度の充実のために」「補強すべきシステム」としてされて
おり、養成施設に係る指導・監督は強化すべき状況にあり、
引き続き、国が保育士養成施設の指定を行うことが適当で
ある。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325180 090210
母子保健法に規定する指定養
育医療機関の指定及び監督

母子保健法に規定する指定養育医
療機関の指定及び監督権限を、国
が全国統一基準を定めた上で、政
令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

母子保健法第20条第
５項、第６項、児童福
祉法第21条の９第７
項
母子保健法施行規則
第15条第１号

指定養育医療機関の指定及び監督に関す
る厚生労働大臣の権限は、地方厚生局長
に委任されているところ。

3

（国が開設した病院、診療所等以外の病院、診療所等については、都道府県知
事がその開設者の同意を得て医療機関の指定を行い、国が開設した病院、診
療所等については、厚生労働大臣がその主務大臣の同意を得て医療機関の
指定を行うこととされている。国が開設した病院、診療所等については、主務大
臣との関係があり、また国自らの責任において管理することが適当である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325190 090220
児童福祉法に規定する指定療
育機関の指定及び監督

児童福祉法に規定する指定養育医
療機関（国が開設する病院、診療
所又は薬局）の指定及び監督権限
を、国が全国統一基準を定めた上
で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

児童福祉法第21条の
９第４項、第７項
児童福祉法施行規則
第49条の８第５号

指定療育機関の指定及び監督に関する厚
生労働大臣の権限は、地方厚生局長に委
任されているところ。

3

（国が開設した病院、診療所等以外の病院、診療所等については、都道府県知
事がその開設者の同意を得て医療機関の指定を行い、国が開設した病院、診
療所等については、厚生労働大臣がその主務大臣の同意を得て医療機関の
指定を行うこととされている。国が開設した病院、診療所等については、主務大
臣との関係があり、また国自らの責任において管理することが適当である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325280 090230
児童福祉法による指定育成医
療機関に対する報告徴収及び
検査

児童福祉法による指定育成医療機
関（厚生労働大臣が指定したも
の。）に対する報告徴収及び検査
権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

児童福祉法第２１条
の４第１項

厚生労働大臣が指定した指定育成医療機
関については、厚生労働大臣又は都道府
県知事が指定育成医療機関の診療報酬
の請求が適正であるかどうかを調査するた
め必要があると認めるとき、指定育成医療
機関の管理者に対して必要な報告を求
め、又は当該職員をして、指定育成医療機
関について、その管理者の同意を得て、実
地に診療録その他の帳簿書類を検査させ
ることができることとされている。

5
厚生労働大臣が指定した指定育成医療機関に対する報告徴収及び検査につ
いては、厚生労働大臣又は都道府県知事が行うことができることとされており、
現行においても、都道府県知事が報告徴収又は検査を行うことが可能である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325340 090240
児童福祉施設等の措置費に関
する監査

保育、助産及び母子保護の実施に
要する費用並びに児童福祉施設へ
の入所又は通所の措置に要する費
用並びに身体障害者更生援護施
設及び知的障害者援護施設への
入所又は通所に要する費用の監査
に係る権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

地方自治法第２４５条
の４

地方自治法第２４５条の４　技術的助言に
基づき実施している。

3

地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平成１１年法
律第８７号）が公布され、平成１２年４月１日から施行されたことに伴い、児童福
祉施設等の措置費に関する監査は自治事務とされたところであり、国は地方自
治法第２４５条の４に基づき技術的な助言をおこなっている。ただし、国が交付
した補助金等について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律に
基づき、不正等の疑いがある場合は立ち入り検査等を行う目的のため厚生労
働省組織令及び厚生労働省組織規則において事務をつかさどることを定めて
いるため、厚生労働省組織規則第７０７条第３５条についての対応は不可であ
る。

提案の実現により、真に住民に必要な行
政サービスを地方自らの責任で効率的・効
果的に行うことができるという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

　児童福祉施設等の措置費に関する監査について
は、平成１２年度より自治事務とされ、国は地方自
治法第２４５条の４に基づき技術的な助言を行って
いる。この要望については、「厚生労働省組織規則
第７０７条第３５号　保育、助産及び母子保護の実施
に要する費用並びに児童福祉施設への入所又は通
所の措置に要する費用並びに身体障害者更生援護
施設及び知的障害者援護施設への入所又は通所
に要する費用の監査に関すること」　の削除を求め
るものであるが、この条文は、国の交付する補助金
等について、「補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律」に基づき、不正等の疑いがある場合
は立ち入り検査を行う目的のためのものであり、こ
の条文の削除は不可である。さらに、国が費用を負
担しているにもかかわらず監査することができず、県
のみが監査を行うのは適当ではない。

枚方市
次世代育成のための
地域資源活用事業

2142 2142010 090250
児童福祉施設の認可権限の移
譲

児童福祉法第35条第4項に規定す
る「国、都道府県及び市町村以外
の者が、厚生労働省令の定めると
ころにより、都道府県知事の認可を
得て、児童福祉施設を設置するこ
とができる」場合の権限に関して、
事業実施の対象を市民とする施設
を設置する場合には、当該市町村
において認可することができること
とする。

設置者が社会福祉法人である児童福祉施
設を設置する場合、都道府県知事の認可
が必要となるが、当該施設において、実施
事業が市域を対象としている場合は、市に
も認可権限を持たすことにより、市の地域
性に合ったその地域が必要とすることに対
応できる施設の設置が可能である。特に、
子どもや親からの相談業務については、国
においても、児童相談所機能の見直しが
進められ、市町村に移譲される方針がださ
れており、これに対応するため、「児童家庭
支援センター（児童福祉法第44条の2に規
定される児童福祉施設）」の設置などに係
る権限を移譲を行う

都道府県域を単位として、施設の認可を行うこと
で、ニーズに合った施設の設置が、特に民間活力
導入を促進しようとする場合に、阻害されることも
あり、市域でのニーズに対応できるしくみづくりを保
障することが求められる。

児童福祉法第35条第
４項

国、都道府県及び市町村以外の者は、厚
生労働省令の定めるところにより、都道府
県知事の認可を得て、児童福祉施設を設
置することができる。

3

　児童福祉施設は、当該施設の設置の認可を行った地方公共団体の住民に入
所等が限定されるものとはなっておらず、必要に応じて他の地方公共団体が認
可した施設に入所等の措置を行っているものであるが、御提案については、施
設入所等の対象を認可を行った市民だけが事業の対象となればよいとの排他
的な考えに立つものであって、こうした施設を児童福祉施設として認めることは
不適当である。
　また、児童家庭支援センターについては、児童相談所等の関係機関と連携し
つつ、よりきめ細やかな相談支援を行うとともに、児童相談所において、施設入
所までは要しないが要保護性があり、継続的な指導措置が必要であるとされた
児童及び家族について指導措置を受託して行う必要があるため、都道府県が
広域的な観点から審査し、設置認可すべきである。
　なお、子どもや親からの相談業務については、保育所等に附置する地域子育
て支援センターを活用することも可能である。

提案者の要望は、子どもや親からの相談
業務については、市町村に移譲される方
針が出されているのに対応するため、施設
の設置に係る権限も市町村に移譲すると
いうものであり、その趣旨を踏まえ再度検
討し、回答されたい。

3

　今国会に提出している「児童福祉法の一部を改正する法
律案」においては、児童相談に関し市町村が担う役割を法
律上明確化するとともに、児童相談所の役割を要保護性の
高い困難な事例への対応や市町村に対する後方支援に重
点化するものであり、「子どもや親からの相談業務について
市町村に移譲される方針が出されている」という前提が正
確ではないことにご留意されたい。
　御提案については、
①施設入所等の対象を認可を行った市民だけに限ってお
り、こうした施設を児童福祉施設として認めることは不適当
であること、
②児童家庭支援センターについては、児童相談所等の関
係機関と連携しつつ相談支援を行うとともに、児童相談所
からの委託を受けて児童等の指導を行っていることから、都
道府県が広域的な観点から審査し、設置認可すべきもので
あることは、
既に回答したとおりである。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

美浜町
自助・自立の地域、そ
して町づくり

1302 1302020 090260 公の施設の地元地域への移管
美浜町立デイサービスセンターに
関する町から地域団体への移管

現在の施設の設置及び管理に関する規則
を廃して、施美浜町立デイサービスセン
ターを町から農業協同組合（地域団体）へ
移管し、設管理及び運営の合理化並びに
効果的な室（部屋）の利用の促進を図る。

美浜町立デイサービスセンターの設置及び管理に
関する規則を緩和して、施設の設置及び運営の合
理化並びに効果的な室（部屋）の利用の促進を図
る。

「補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律」（昭和３
０年法律第１７９号）

「社会福祉施設等施
設整備費及び社会福
祉施設等設備整備費
国庫負担（補助）金に
係る財産処分承認手
続の簡素化につい
て」（平成１２年３月１
３日付局長連名通
知）

○　補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律（補助金適正化法）第２２条
　補助金等の交付を受けて整備した社会
福祉施設等を補助金等の目的に反して使
用、譲渡等の処分行うにあたっては、各省
各庁の長の承認が必要とされている。

○　「社会福祉施設等施設整備費及び社
会福祉施設等設備整備費国庫負担（補
助）金に係る財産処分承認手続の簡素化
について」（平成１２年３月１３日付局長連
名通知）
　財産処分手続の簡素化を図る観点から、
以下の①②等のいずれかに該当する財産
処分であって、厚生労働大臣に報告があっ
たものについては、承認があったものとし
て取り扱うものとしている。
　①　福祉各法の規定に基づき設置され、
国庫補助事業完了後１０年を越える期間を
経過した、同一事業者における社会福祉
施設等への転用
　②　地方公共団体又は社会福祉法人へ
の無償譲渡又は貸与であって、同一事業
を継続する場合（社会福祉施設等の事業
を継続するもの）
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○　社会福祉サービスの基盤の整備については、地域の需要に応じたサービスの拡充の必要性の観点から、
既存の社会福祉施設等の効率的活用を図るため、地方公共団体又は社会福祉法人への無償譲渡又は貸与
であって、同一事業を継続する場合に係る財産処分であって、厚生労働大臣に報告があったものについて
は、承認があったものとして取り扱うものとしているところである。
○　今回の要望は同一事業を継続する場合であって、地方公共団体又は社会福祉法人以外の主体（農業協
同組合）へ無償譲渡する場合についてであるが、補助金相当額の国庫納付を経ずにこれを認めることは、国
から国庫補助対象外の主体に対する公金の移動若しくは贈与と同様のものと言わざるを得ない。
○　そもそも地方公共団体以外の社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体として、社会福祉法人が
認められる趣旨は、
社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体は、高い公益性と社会的信頼が求められる社会福祉事業
を継続的、安定的に運営していくために、その資産、運営、利益処分、解散時の取扱い等に関して最低限の要
件を満たす必要があり、社会福祉法人はこれらの要件を満たす特別な法人類型として制度上規定されている
ことにある。
○　社会福祉法人は、
　①　法人設立の際の出資者の持分という概念が存在しないことから、剰余を配当するといったことが想定さ
れておらず、
　②　残余財産の帰属についても、他の社会福祉法人に帰属することとするか、これによらない場合には国庫
に帰属することとされており、
　③　事業収入は原則として社会福祉事業にのみ充当され、収益事業に支弁することはできない
　④　事業に必要な資産を保有しなければならない。
ところであるが、一方、農業協同組合は、
　①　一定限度内ではあるが剰余金の配当が可能となっており、
　②　残余財産の分配も可能であり、
　③　事業収入の使途は社会福祉事業に限定されない
　④　資産の規定は特にない。
ことから、上記趣旨に照らせば、これを社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体として認めることは
できない。
○　したがって、国庫を支出することができない主体に対する財産処分の手続きについては、支出された補助
金の適正な執行及び運営を図るため、処分手続きの簡素化や手続きを不要とすることは認められず、必要と
される処分手続きを行うことが求められ、ご提案についてはその手続きを経て、「農業協同組合へ移管」された
い。

例えば、譲渡等の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして譲渡等の相手方の団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
施設の設置及び運営の合理化、効果的な
施設利用の促進を図るという趣旨を踏ま
え、要望を実現するにはどうすればいいか
再度検討し、回答されたい。
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社会福祉施設については、地域再生計画
の申請があり、当該計画に掲げられた財
産処分（同一事業者転用、又は無償貸与
に限る）が、
①　処分を承認しない場合、遊休施設化そ
の他の不適切な事態が生ずる恐れがある
こと
② 地域再生計画の認定申請があった地域
において、当該計画に掲げられた社会福
祉施設の公共的施設（国庫補助の対象で
あるものに限る）への転用の必要性が認め
られること
等一定の基準を満たす場合に、計画の認
定に同意をすることとし、この場合厚生労
働大臣の承認があったものとして取り扱う
ものとする。（当該処分に係る補助金相当
額の国庫納付は不要。）

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325300 090270
指定居宅サービス等の指定基
準に規定する講習会の指定及
び監督

福祉用具貸与サービスに係る専門
相談員を養成する講習会の指定及
び監督権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

（１）指定居宅サービ
ス等の事業の人員、
設備及び運営に関す
る基準第１９４条（平
成１１年厚生省令第３
７号）
（２）福祉用具専門相
談員指定講習会の指
定について（平成１１
年６月９日老発第４３
７号）

介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護
師、准看護師、理学療法士、作業療法士、
社会福祉士又は厚生労働大臣が指定した
講習会の課程を修了した者若しくは都道府
県知事がこれと同程度以上の講習を受け
たと認める者が福祉用具専門相談員とし
て認められている。福祉用具専門相談員
は、利用者の自立支援のために、適切な
福祉用具の選定の援助、取付け、調整等
を行い、指定福祉用具貸与事業所に２名
以上配置されることが義務づけられてい
る。
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○　福祉用具相談専門員は、利用者の心身の状況や希望、置かれている状況
などを踏まえ、福祉用具が適切に選定、使用されるよう専門的知識に基づき相
談に応じることなどを業務としており、適正な福祉用具貸与の実施に当たって、
大きな役割を果たしている。この福祉用具専門相談員の質を一定以上に保つ
ことは、全国的な保険給付の質の担保を図る上で、重要である。
○　このため、福祉用具相談専門員の養成を行うための講習会について、国が
一定の要件を定め、それに基づいて講習会の指定、必要な指示等を行ってい
るものであり、ご提案のように、講習会の指定等を行う権限を都道府県等に委
譲することは困難である。

指定居宅サービス等の事業の人員、設備
及び運営に関する基準第194条によれば、
「都道府県知事がこれと同程度以上の講
習を受けたと認める者」についても専門相
談員として認められるように見受けられる
が、これは、都道府県知事が判断したとし
ても全国一定の水準が確保されうることを
前提としたものではないか。提案の実現に
より、真に住民に必要な行政サービスを地
方自らの責任で効率的・効果的に行うこと
ができるという趣旨を踏まえ、要望を実現
するにはどうすればいいか再度検討し、回
答されたい。
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○　福祉用具専門相談員については、省
令及び解釈通知において、「指定福祉用具
貸与の提供に当たる介護福祉士、義肢装
具士、保健師、看護師、准看護師、理学療
法士、作業療法士、社会福祉士又は厚生
労働大臣が指定した講習会の課程を修了
した者若しくは都道府県知事がこれと同程
度以上の講習会を受けたと認める者をい
う。」と規定している。
○　従って、都道府県知事は、個別の判断
により、その者が、厚生労働大臣が指定し
た講習会自体は受けていない場合であっ
ても、それと同程度以上の講習を受けたと
認めることができる場合には、その者を専
門相談員と認めることが可能である。
○　この取扱いについては、全国高齢者保
健福祉・介護保健担当課長会議において
も、明確に示したところである。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325310 090280
老人保健福祉の総合的施設に
関する整備計画認定及び事業
者の監督

民間事業者による老後の保健及び
福祉のための総合的施設の整備
の促進に関する法律に規定する整
備計画の認定及び認定事業者の
監督権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

（１）民間事業者によ
る老後の保健及び福
祉のための総合的施
設の整備の促進に関
する法律（平成元年６
月３０日法律第６４
号）
（２）租税特別措置法
第４５条の２

○「民間事業者による老後の保健及び福
祉のための総合的施設の整備の促進に関
する法律」に基づき、特定民間施設（疾病
予防運動センター、高齢者総合福祉セン
ター、在宅介護サービスセンター、有料老
人ホーム）を一体的に整備しようとする者
は、当該特定民間施設の整備の事業に関
する計画について、厚生労働大臣の認定
を受けることができる。
○また、厚生労働大臣は、認定を受けた計
画に基づき特定民間施設の整備を行う事
業者（以下「認定事業者」という。）に対し
て、当該事業の実施について、報告徴収
や改善命令などの措置を行う権限を有す
る。
○認定事業者は、租税特別措置法で定め
るところにより、法人税にかかる課税の特
例が適用されるなど、支援措置が設けられ
ている。
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特定民間施設整備計画の認定等の事務を政令県に権限委譲することについて
は、当該認定は、国税である法人税の課税特例の適用及び事業に必要な資金
の確保等、国による支援措置を講ずべき事業を認定するものであることや国の
他の施策・事務にも関係することから、権限委譲の対象にはそぐわないものと
考える。

個人

痴呆対応型共同生活
介護サービス（通称グ
ループホーム）におけ
る、痴呆介護実務者
研修の実施主体の拡
大プロジェクト

3023 3023010 090290
グループホームにおける、痴呆
介護実務者研修の実施主体の
拡大

痴呆介護実務者研修事業の実施
を、全国痴呆性高齢者グループ
ホーム協会等に権限委譲すること
で、研修頻度を高め、研修修了者
数を増やし、グループホーム事業
の円滑な運営を可能とする。

介護保険制度における痴呆対応型共同生
活介護サービス（通称グループホーム）事
業。

グループホームは、痴呆介護実務者研修の修了
者を職員として雇用してサービスに従事することが
義務つけられている。現状においては、各行政の
実施する研修を終了することが必要だが、年間２
～３回程度しか開催されていない行政が多く、当研
修修了者の確保が非常に難しくなっており、事業
の開始、運営に大きな支障をきたしている。行政の
みでなく、その委託する団体、民間事業者が当研
修を開催することが可能となれば、より円滑な事業
運営が実現できる。

痴呆介護研修事業の
実施について（平成１
２年９月５日老発第６
２３号厚生省老人保
健福祉局長通知）

痴呆介護研修事業の実施主体は、都道府
県又は指定都市とし、その責任の下に実
施する者とする。なお、痴呆介護実務者研
修については、都道府県又は指定都市
は、地域の実情に応じ、適切な事業運営が
確保できると認められる介護保険法第７条
第１９項に規定する介護保険施設又は介
護保険法第４１条に規定する指定居宅
サービス事業者等に事業の一部を委託す
ることができる。
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　「制度等の現状」で記載したように、痴呆介護実務者研修事業を痴呆性高齢
者グループホームにおいて実施することは現行制度においても可能。
　なお、現在、１７都道県・４指定都市において全国痴呆性高齢者グループホー
ム協会が主催する痴呆介護実務者研修を、各都道県が実施する研修と同等の
取扱をしているところ。
　今般、全国厚生労働関係部局長会議（平成１６年１月２０～２１日開催）におい
て、全国痴呆性高齢者グループホーム協会の活動を紹介し、都道府県等にお
いても積極的に連携するよう周知したところであり、今後もこうした機会を活用
して都道府県等における活用を促すこととしたい。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325260 090300
身体障害者福祉法に規定する
身体障害福祉司の養成施設の
指定等

身体障害者福祉法に規定する身体
障害福祉司及び知的障害者福祉
法に規定する知的障害福祉司の養
成施設の指定権限を、国が全国統
一基準を定めた上で、政令県に移
譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

身体障害者福祉法第
１２条第４号
厚生労働省組織規則
第７０７条第５６号

知的障害者福祉法第
１４条第４号
厚生労働省組織規則
第７０７条第５７号

身体（知的）障害者更生相談所等に置かれ
る身体（知的）障害者福祉司は、身体（知
的）障害福祉司の養成施設を卒業した者
等のうちから任用しなければならない。
身体（知的）障害福祉司の養成施設の指
定権限は、身体障害者福祉法及び同施行
規則等の規定により、地方厚生局長に委
任している。

3

身体（知的）障害者福祉司の養成施設は、当該施設を修了すれば国内のどの
地域においても身体（知的）障害者福祉司として働くことができるという点で、そ
の指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施するこ
とが必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

○身体（知的）障害者福祉司の養成施設
の指定については、ほとんど実績がなく、
このように稀な指定事務を都道府県に委
譲することは行政の効率化の観点から不
適当であるのに加え、都道府県において
はほとんどノウハウが蓄積せず、養成施設
に対する適切な指導監督等が担保できなく
なる可能性が高い。

5 / 66 ページ
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325270 090310
身体障害者福祉法等に規定す
る更生医療の指定医療機関の
指定等

身体障害者福祉法、児童福祉法、
戦傷病者特別援護法規定する更
生医療の指定医療機関（国が開設
する病院及び診療所）の指定、監
督権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

○身体障害者福祉法
第１９条の２第１項
○児童福祉法第２０
条第４項
○戦傷病者特別援護
法第２０条第２項

厚生労働大臣は、国が開設した病院若しく
は診療所又は薬局についてその主務大臣
の同意を得て、都道府県知事は、その他
の病院若しくは診療所（これらに準ずるも
のとして政令で定めるものを含む。）又は
薬局についてその開設者の同意を得て、
身体障害者福祉法に基づく更生医療を担
当させる医療機関を指定する。当該指定を
受けた指定医療機関は児童福祉法に基づ
く育成医療及び戦傷病者特別援護法に基
づく更生医療を担当するものとされている。

3

・国（独立行政法人）が開設する病院等については、国が担うべき専門医療の
実施など全国レベルでの必要な医療提供体制を確保する観点からも展開され
る必要があることから、身体障害者福祉法、児童福祉法及び戦傷病者特別援
護法の主務大臣たる厚生労働大臣の指定等に関する権限を移譲することは適
当でない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325290 090320
精神保健福祉士法に規定する
精神保健福祉短期養成施設の
指定、監督

精神保健福祉士法に規定する精神
保健福祉短期養成施設の指定、監
督権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

○精神保健福祉士法
第７条第２号、第３号
○精神保健福祉士短
期養成施設等及び精
神保健福祉士一般養
成施設等指定規則

精神保健福祉士試験の受験資格の要件
の一つである精神保健福祉士一般養成施
設及び精神保健福祉士短期養成施設につ
いて、厚生労働省令の定めるところによ
り、厚生労働大臣が指定する。これらの養
成施設については、厚生労働大臣が報告
徴収、指示及び指定の取消しを行うことが
できることとされている。

3

精神保健福祉士の養成施設は、当該施設を修了し精神保健福祉士試験に合
格すれば国内のどの地域においても精神保健福祉士として働くことができると
いう点で、その指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的
に実施することが必要となるものである。

提案の実現により、真に住民に必要な行
政サービスを地方自らの責任で効率的・効
果的に行うことができるという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

○　精神保健福祉士の資格は国家資格であり、試
験事務や養成施設の指定・監督等、従来から国が
一元的に行っており、養成施設の指定等を都道府
県が行うことは国家資格制度としての一貫性を欠く。
○　各養成施設の新規指定数は、平成１５年度にお
いて短期養成施設が４、一般養成施設が６と非常に
少なく、都道府県に指定、監督を行わせるのは非効
率であるのに加え、都道府県においてはほとんどノ
ウハウが蓄積せず、養成施設に対する適切な指導
監督等が担保できなくなる可能性が高い。
○　資格制度については、規制改革推進３か年計画
においても、制度の充実のために補強すべきシステ
ムとされているところであり、養成施設に対する指導
監督等はさらに強化すべき状況にある。このため、
これまでのノウハウが蓄積されていない都道府県に
指導監督等の権限を委譲することはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325200 090330
生活保護法に規定する保護施
設の監督

生活保護法に規定する保護施設
（政令市及び中核市が設置するも
の。）の監督権限を政令県に移譲
する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

地方自治法（昭和２２
年法律第６７号）
第二百五十二条の十
九第二項
第二百五十二条の二
十二第二項

地方自治法施行令
（昭和２２年政令
第16号）
第百七十四条の二十
九第六項
第百七十四条の四十
九の五第三項

生活保護法（昭和２５
年法律第144号）
第四十五条第一項
第八十四条の二第一
項

　指定都市及び中核市が事務を処理する
に当たっては、保護施設の設備又は運営
の改善、事業の停止及び保護施設の廃止
についての都道府県知事の命令について
は、これらの命令に代えて厚生労働大臣
の命令を受けるものとされている。

3

　生活保護法等の規定により都道府県知事が処理することとされている事務の
大部分は、指定都市及び中核市においては、指定都市長及び中核市長が処
理することとされており、指定都市及び中核市の保護施設は、他の市町村と異
なり、都道府県知事への届出義務もなく、都道府県知事の報告の命令等も受
けないこととされている。
　このため、指定都市及び中核市が設置する保護施設の設備又は運営の改
善、事業の停止及び保護施設の廃止についての命令については、都道府県が
設置する保護施設と同様に厚生労働大臣の命令を受けるものとされている。こ
の趣旨は、保護施設の設備、運営等の最低基準を一律に定めるべき厚生労働
大臣が最低限度の関与は行うものの、保護施設の設置及び運営については広
く都道府県、指定都市及び中核市の裁量に委ねるというものである。
　したがって、指定都市及び中核市が設置する保護施設の設備又は運営の改
善、事業の停止及び保護施設の廃止についての厚生労働大臣の命令のみを
都道府県知事の事務とすることは、指定都市及び中核市が、最低基準を一律
に定めるべき厚生労働大臣以外の関与を受けないこととしている趣旨に反する
ものであり、適当ではない。
  さらに、指定都市及び中核市が設置する保護施設について、国が設備費の
一部を負担をしているにもかかわらず監督することができず、設備費の一部負
担をしていない県が監督を行うのは適当ではない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325210 090340
生活保護法に規定する指定医
療機関、介護機関の指定及び
監督

生活保護法に規定する指定医療機
関、介護機関（国が開設するも
の。）の指定及び監督権限を政令
県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

生活保護法（昭和２５
年法律第１４４号）
第四十九条
第五十条第二項
第五十一条第二項
第五十四条の二第四
項

　厚生労働大臣は、国の開設した医療機
関及び介護機関についてその主務大臣の
同意を得て、生活保護法による医療扶助
のための医療及び介護扶助のための介護
を担当させる機関について指定し、厚生労
働大臣の指定した医療機関及び介護機関
については厚生労働大臣がその指定を取
り消すことができることとされている。
　また、国の開設した医療機関及び介護機
関も含めて指定医療機関及び指定介護機
関は、被保護者の医療及び介護につい
て、都道府県知事の行う指導に従わなけ
ればならないとされ、厚生労働大臣及び都
道府県知事は、国の開設した医療機関及
び介護機関も含めた指定医療機関及び指
定介護機関について報告の徴収及び立入
検査ができることとされている。

指定につ
いては３
監督につ
いては５

　指定医療機関の指定の権限については、厚生大臣から都道府県知事に委譲
されたところである。地方の実情を踏まえ、都道府県知事が適切に医療機関を
指定することは適当である。しかし、国が開設した病院等については、国の政
策的責任を果たす観点から設けられたものであるため、生活保護法を所管する
厚生労働大臣が各病院の主務大臣と調整を行う必要があることから、大臣の
指定権限を都道府県に委譲することは適当でない。
　なお、指定医療機関及び指定介護機関の指導並びに報告の徴収及び立入
検査は、現行でも都道府県知事が行うことができる。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325220 090350
民生委員及び児童委員の委嘱
及び解嘱

民生委員及び児童委員の委嘱及
び解嘱に関する事務権限を政令県
に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

民生委員法第５条及
び第１１条

民生委員法第５条において民生委員・児童
委員を委嘱するに当たっては、「市町村に
設置された民生委員推薦会が推薦し、都
道府県に設置された地方社会福祉審議会
の意見を聴いたうえで、都道府県知事が推
薦した者を厚生労働大臣が委嘱する」こと
とされている。
民生委員法第１１条において民生委員・児
童委員を解嘱するに当たっても委嘱と同様
に「都道府県が地方社会福祉審議会の意
見を聴いたうえで具申をし、厚生労働大臣
が解嘱する」こととされている。

3

民生委員・児童委員（民生委員は、民生委員法に定められており、同時に児童
委員は、児童福祉法によって民生委員が兼ねることとなっている。）は、社会奉
仕の精神をもって、日夜、地域住民のために相談・援助や関係行政機関への
協力等の職務を行い、社会福祉の増進に努める役割を担っている。このような
民生委員・児童委員の活動を通じて、全国あまねく、社会福祉の推進が図られ
るようにするためには、国の社会福祉行政の最終責任者である厚生労働大臣
自らが委嘱及び解嘱し、その職務が国家的に重要であることを民生委員・児童
委員のみならず社会一般の人々にも認識してもらうことが必要であると考えて
おり、民生委員・児童委員の委嘱及び解嘱に関する事務権限を政令県に移譲
することは適当でない。

6 / 66 ページ
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325230 090360
社会福祉士短期養成施設及び
社会福祉士一般養成施設の指
定及び監督

社会福祉及び介護福祉士法に規
定する社会福祉士短期養成施設
及び社会福祉士一般養成施設の
指定及び監督権限を、国が全国統
一基準を定めた上で、政令県に移
譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

社会福祉士及び介護
福祉士法第７条第２
号及び同条第３号
厚生労働省組織規則
第707条第51号

社会福祉士試験の受験資格の要件の一つ
である社会福祉士短期養成施設及び社会
福祉士一般養成施設について、厚生労働
省令の定めるところにより、厚生労働大臣
が指定する。これらの養成施設について
は、厚生労働大臣が報告徴収、指示及び
指定の取消しを行うことができることとされ
ている。

3

社会福祉士の養成施設は、当該施設を修了し社会福祉士試験に合格すれば
国内のどの地域においても社会福祉士として働くことができるという点で、その
指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施すること
が必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

　社会福祉士の資格は国家資格であり、試験事務
や養成施設の指定・監督等、従来から国が一元的
に行っており、養成施設の指定等を都道府県が行う
ことは国家資格制度としての一貫性を欠く。
　社会福祉士養成施設の新規開設課程数は、平成
１５年度において３と極めて少なく、都道府県に指
定、監督を行わせるのは非効率であるのに加え、都
道府県においてはほとんどノウハウが蓄積せず、養
成施設に対する適切な指導監督等が担保できなく
なる可能性が高い。
　資格制度については、規制緩和の流れにおいて
も、参入規制等の緩和の一方で、制度の充実のた
めの補強すべきシステムとされているところであり
（規制改革推進３カ年計画）、養成施設に対する指
導監督等はさらに強化すべき状況にあることから、
これまでのノウハウが蓄積されていない都道府県に
指導監督等の権限を委譲することはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325240 090370
社会福祉士及び介護福祉士の
養成施設の指定及び監督

社会福祉及び介護福祉士法第３９
条第１号から第３号までの規定によ
る指定及び指定を受けた養成施設
の監督権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

社会福祉及び介護福
祉士法第39条第１号
から第３号まで
厚生労働省組織規則
第707条第52号

介護福祉士の資格の要件の一つである介
護福祉士養成施設について、厚生労働省
令の定めるところにより、厚生労働大臣が
指定する。これらの養成施設については、
厚生労働大臣が報告徴収、指示及び指定
の取消しを行うことができることとされてい
る。

3
介護福祉士の養成施設は、当該施設を修了すれば国内のどの地域においても
介護福祉士として働くことができるという点で、その指定、監督及び指定取消等
の処分の事務について国が一元的に実施することが必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

　介護福祉士の資格は国家資格であり、試験事務
や養成施設の指定・監督等、従来から国が一元的
に行っており、養成施設の指定等を都道府県が行う
ことは国家資格制度としての一貫性を欠く。
　介護福祉士養成施設の新規開設課程数は、平成
１５年度において１９と非常に少なく、都道府県に指
定・監督を行わせるのは非効率であるのに加え、都
道府県においてはほとんどノウハウが蓄積せず、養
成施設に対する適切な指導監督等が担保できなく
なる可能性が高い。
　資格制度については、規制緩和の流れにおいて
も、参入規制等の緩和の一方で、制度の充実のた
めの補強すべきシステムとされているところであり
（規制改革推進３カ年計画）、養成施設に対する指
導監督等はさらに強化すべき状況にあることから、
これまでのノウハウが蓄積されていない都道府県に
指導監督等の権限を委譲することはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325250 090380
社会福祉主事養成施設の指定
及び養成施設の監督等

社会福祉法の規定による、社会福
祉主事となるための養成施設及び
社会福祉従事者試験の指定並び
にその養成施設の監督権限を、国
が全国統一基準を定めた上で、政
令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

社会福祉法第19条第
１項第２号及び第３号
厚生労働省組織規則
第707条第53号

社会福祉主事の資格の要件の一つである
社会福祉主事養成機関及び社会福祉主事
従事者試験について、厚生労働省令の定
めるところにより、厚生労働大臣が指定す
る。また、養成施設については、厚生労働
大臣が報告徴収、指示及び指定の取消し
を行うことができることとされている。

3

社会福祉主事の養成施設及び試験については、当該施設を修了あるいは試
験を合格すれば国内のどの地域においても社会福祉主事として働くことができ
るという点で、その指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一
元的に実施することが必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

　社会福祉主事養成施設は、大学と同レベ
ルの教育水準が要請されており、全国統
一的に教育の質を担保する必要があるこ
とから、大学と同様、国レベルでの指導監
督等を実施する必要がある。
　養成施設の新規開設課程数は、平成１５
年度において１と極めて少なく、都道府県
に指定、監督を行わせるのは非効率であ
るのに加え、都道府県においてはほとんど
ノウハウが蓄積せず、養成施設に対する
適切な指導監督等が担保できなくなる可能
性が高いことから、都道府県に指導監督等
の権限を委譲することはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325350 090390
戦傷病者特別援護法に規定す
る指定医療機関の指定

戦傷病者特別援護法に規定する指
定医療機関の指定権限を政令県に
移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

○戦傷病者特別援護
法第１２条

・戦傷病者が公務上の傷病について療養
を必要とするときに、全額国庫負担で療養
の給付を行っている。

・療養の給付は、厚生労働大臣が戦傷病
者特別援護法第１２条に規定する指定医
療機関が行っている。

・平成１５年４月現在の療養患者数は１７９
７人。
　（うち静岡県は６３人）

3

・戦傷病者に対する援護は、戦傷病者特別援護法第１条により「国家補償の精
神に基づいて」行うことが定められ、療養の給付に必要な費用は全額国庫が負
担しているなど、国家の責務で必要な援護施策を実施することが定められてい
る。
　このうち医療機関の「指定」行為は、療養の給付を実際に行う医療機関を選
定する行為であり、国家の責務で実施すべき給付の根本に係わる部分である
ことから国が直接に行っており、現在のところ、戦傷病者に対する診療内容や
診療実績等に照らして国家補償の観点から必要な給付を実施できる機関とし
て、国立病院、国立療養所等を指定している。このように医療機関の「指定」
は、国家補償という法の精神の根本に係わる部分であり、「政令県」に委譲する
ことは困難である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325070 090400 保険医療機関の指導・監査
医療保険各法に係る保険医療機
関の指導・監査権限を政令県に移
譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

健康保険法

健康保険法の規定により、保険医療機関
は、療養の給付に関し、厚生労働大臣の
指導を受けなければならないことされてい
る。また、厚生労働大臣は、療養の給付に
関して必要があると認めるときは、保険医
療機関等に対し、診療録の提示等を命じる
などの監査を行うことができることとなって
いる。

3

健康保険制度は、全国どこでも、均質な医療を必要かつ適切に受けられること
を目的としており、提供される保険医療に関しては国の責任において質を確保
することが必要であるため、指導監査等の療養の給付に関する事項は厚生労
働省が行うものである。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325080 090410 政府管掌保険の事業運営

社会保険事務局及び社会保険事
務所で実施している保険の適用・
徴収・給付の事務について、政令
県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

健康保険法第4条、
第5条、第204条
健康保険法施行令第
63条

政府管掌健康保険の適用・徴収・給付の
事務については、地方社会保険事務局長
及び社会保険事務所に法令にもとづき権
限を委任し実施している。

3

政府管掌健康保険の事業運営については、地方分権推進委員会第３次勧告
（平成９年９月）において国が保険者として経営責任を負うこと、一体的な事務
処理を行うことが効率的であることから国の直接執行事務と整理されたところ。
また、政府管掌健康保険は被用者保険であり、保険適用は住所地ではなく、事
業所所在地に着目して行われる仕組みであり、被保険者や被扶養者が地域住
民であるとは限らず、適用や保険料の徴収等の事務も都道府県域内で完結し
ないものであるため、都道府県の事務とすることは不適当である。

提案の実現により、真に住民に必要な行
政サービスを地方自らの責任で効率的・効
果的に行うことができるという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

政府管掌健康保険の事業運営については、地方分
権推進委員会第３次勧告（平成９年９月）において
国が保険者として経営責任を負うこと、一体的な事
務処理を行うことが効率的であることから国の直接
執行事務と整理されたところ。また、政府管掌健康
保険は被用者保険であり、保険適用は住所地では
なく、事業所所在地に着目して行われる仕組みであ
り、被保険者や被扶養者が地域住民であるとは限ら
ず、適用や保険料の徴収等の事務も都道府県域内
で完結しない。このため、都道府県の権限とした場
合は、効率的な事務が期待できず、また、一都道府
県のみでは事務処理が困難となるため、権限を都
道府県に移譲することは、不適当である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325320 090420
医療保険制度に係る指導・監
督

各医療保険制度に係る保険者の
指導・監督権限を政令県に移譲す
る。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

健康保険法第27条、
第29条、第205条
健康保険法施行規則
第159条

健康保険組合に対する指導監督権限は厚
生労働大臣の権限であり、地方厚生（支）
局長に権限委任されている。

3
健康保険組合の事業所は同一県内に限られるものではなく、その監督権限を
県に移譲することは困難である。

提案の実現により、真に住民に必要な行
政サービスを地方自らの責任で効率的・効
果的に行うことができるという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

健康保険組合の事業所は同一県内に限ら
れるものではない。このため、都道府県の
権限とした場合は、効率的な事務が期待で
きず、また、一都道府県のみでは事務処理
が困難となるため、権限を都道府県に移譲
することは、不適当である。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325090 090430
国の開設する病院、診療所、
助産所の監督

国（独立行政法人）が開設する病
院・診療所の監督に関する権限を
政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

医療法６条
医療法７条１項
医療法施行令１条

国（独立行政法人）が開設する病院・診療
所については、病院については厚生労働
大臣の承認を受け、診療所又は助産所に
ついてはあらかじめその旨を厚生労働大
臣に通知しなければならない。

3

国（独立行政法人）が開設する病院・診療所については、国が担うべき高度医
療、専門医療の実施など全国レベルでの必要な医療提供体制を確保する観点
から展開されるものであることから、医療分野の担当大臣たる厚生労働大臣の
承認等に関する権限を移譲することは適当でない。
なお、医療法２５条により、都道府県も国と連携して必要な報告の徴収・立入検
査を行うことは可能である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325100 090440
医療の安全に関する取組の普
及及び啓発

国が病院の安全担当者に対して開
催しているワークショップに関する
事務について、政令県が実施す
る。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

　全国の医療機関の管理者及び安全管理
担当者を対象として、医療機関における先
駆的な取組や航空分野などの他分野の安
全対策について教授を行うとともに、参加
医療機関における個別事例や厚生労働省
が提示する事例などの課題について、より
望ましい安全対策の取組を討議・検討する
ものである。

3

・　厚生労働省では、平成１１年１月の患者取り違えの医療事故が発生して以
来、特定機能病院や国立病院等において医療事故が続発したことから、国民
の信頼が揺らぎ、社会問題化されたことを踏まえ、厚生労働大臣の提唱によ
り、２００１年（平成１３年）を「患者安全推進年」と称して、医療関係者による共
同行動（PSA）を推進するとともに、１１月末の１週間を「医療安全推進週間」と
定め、その期間を中心に、幅広い医療関係者が参画し、シンポジウム等の開
催や研修会の実施など、医療安全に関する広範な取組を実施しているところで
ある。
・　本ワークショップについても、この取組の一環として、医療安全対策を推進す
べき立場にある厚生労働省において実施する事業であり、平成１６年度予算案
にも計上していることから、都道府県を主体とする事業として運営することは適
切ではない。
・　なお、本ワークショップは平成１３年度から実施しているところであり、特定機
能病院については本省で、一般病院については各地方厚生（支）局でそれぞれ
開催しているが、平成１６年度からは、一般病院については各地方厚生（支）局
が実施主体となって運営することとしている。（業務移管）

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325110 090450
租税特別措置法に定める非課
税証明

租税特別措置法に定める基準に適
合した病院として建替えをする場合
に認めれられる特別償却に係る証
明事務を政令県に委譲する。
公益法人等の行う医療保健業で収
益事業に該当しないものの用件の
証明事務を政令県に委譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

租税特別措置法施行
規則（昭和３３年大蔵
省令第１５号）第５条
の２１第２項、第２０条
の１７第６号
法人税法施行規則
（昭和４０年大蔵省令
第１２号）第６条第４
号
厚生労働省組織規則
（平成１３年厚生労働
省令第１号）第７０７
条第４号

無料定額医療の実施等による法人税の非
課税措置に関する厚生労働大臣の証明に
ついては、厚生事務次官通知（昭和３３年
３月４日厚生省発医第１９号）に基づき、都
道府県知事が厚生労働大臣に代わり証明
を行ってきたが、法令に基づかずに地方公
共団体に事務を委任しており不適切である
との指摘を平成１２年１１月に地方分権委
員会から受けたため、平成１４年４月から
地方厚生局の事務としている。同様に病院
用等建物の建替えの特別償却制度に係る
証明事務も、制度創設以来（平成１４年４
月１日）地方厚生局の事務としている。

3

　当該証明事務に関しては、厚生労働省通知（昭和３３年３月４日付け発医第１
９号厚生事務次官通知）により、事実上都道府県知事に委任してきたが、平成
１２年１１月に地方分権委員会から「法令に基づかない関与や事務の義務付け
であり、当該事務を法令に基づく適正なものとすべき」という指摘を受けてい
る。このような指摘を踏まえて、平成１４年より当該証明事務を地方厚生局にて
行うようにしたところである。
　本件に限らず国税に関する証明事務については、事務所掌の在り方の観点
から統一的な対応を検討すべきとも考えられ、財務省とも協議の上、省庁横断
的な対応が望ましい。また、都道府県の事務負担増となることから、総務省と
の調整も必要と考えられる。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325330 090460
特定機能病院への立ち入り検
査等

特定機能病院に対する報告徴収及
び立入権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

医療法２５条
都道府県による特定機能病院に対する報
告徴収及び立入検査は可能である。

3

医療機関に対する報告徴収及び立入検査については、医療法第２５条第１項
及び第２項に基づき、元々都道府県の事務とされているが、厚生労働大臣の
承認を得て特定機能病院と称する病院については、国も都道府県と連携して
報告徴収及び立入検査を行う必要性があるため、特に医療法第２５条第３項及
び第４項で国の権限として定めている。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325520 090470
医薬品及び医療用具の製造業
及び輸入販売業の許可等

特定生物由来医薬品、医療用具な
どの製造（輸入販売）の許可権限を
政令県へ移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

薬事法 第８１条
薬事法施行令 第１５
条の４

　薬事法第１２条第２項及び第２２条第２項に規定さ
れている医薬品等の製造（輸入販売）業の許可は、
同法第８１条により委任される薬事法施行令第１５
条の４第２項に基づき、今般の提案の対象となって
いる特定生物由来製品等（以下「大臣許可医薬品
等」という。）を除いて、都道府県知事が行うこととさ
れている。
　大臣許可医薬品等のうち生物由来製品とは、人そ
の他の生物に由来するものを原料又は材料として
製造をされる医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療
用具であり、保健衛生上特別の注意を要するもので
ある。また、特定生物由来製品とは、生物由来製品
のうち、販売し、賃貸し、又は授与した後において
も、特に保健衛生上の危害の発生又は拡大を防止
するための措置を講ずることが必要なものをいう。
　これらの製品は、現在の科学的知見に基づき、製
造上最大限感染リスクを排除したとしても、なお未知
の感染因子による健康被害を否定できない特性を
有する。したがって、感染リスク等の品質確保に特
段の注意を要するものであり、かつ、保健衛生上の
危害が発生又は予見された際に迅速かつ適切な対
応が求められるため、国が生物由来製品等にかか
る製造（輸入販売）業の許可権限を有するものであ
る。
　なお、大臣許可医薬品等は、同法第８１条の４によ
り委任される薬事法施行規則第７０条の３第１号に
基づき、地方厚生局長に委任されている。

3

　生物由来製品（医薬品、医療用具等）は、現在の科学的知見に基づき、製造
上最大限感染リスクを排除したとしても、なお未知の感染因子による健康被害
を否定できない特性を有する。血液製剤によるＨＩＶ感染問題やヒト乾燥硬膜に
よるクロイツフェルト・ヤコブ病感染問題はその典型である。
　そのため、生物由来製品等にかかる製造（輸入販売）業の許可に当たって
は、感染リスク等の品質確保に特段の注意を要し、かつ、広く流通するもので
あることから、保健衛生上の危害が発生又は予見された際に迅速かつ適切な
対応が求められる。
　したがって、製造（輸入販売）業の許可に当たっては、上記のような高リスクの
製品を取り扱う業者として、品質確保及び市販後安全対策等の製造業者として
の機能を有しているか否かを確認する必要があり、そのためには承認審査資
料を含む生物由来製品等にかかる情報を保有する国において一元的に管理す
る必要がある。

8 / 66 ページ



09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325530 090480
毒物又は劇物の製造業及び輸
入業の登録等及び立入検査等

毒物又は劇物の製造業及び輸入
業（製剤製造業者等を除く。）の登
録権限を政令県に移譲する。
また、立入検査等に関する権限を
政令県に移譲し、政令県で登録事
務等及び立入検査等の一元的な
管理を行う。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

毒物及び劇物取締法
第３条、第４条、第１７
条、第２３条の３
毒物及び劇物取締法
施行令第３６条の７

毒物及び劇物取締法第３条より毒劇物を
譲渡目的で製造、輸入、販売する場合は、
登録が必要とされている。そのうち、同法
第４条より製造業及び輸入業については、
厚生労働大臣が、販売業については知事
が登録を行うこととされている。また、同法
第１７条より、厚生労働大臣は、製造業者
及び輸入業者に対し、また、知事は販売業
者及び特定毒物研究者に対し、保健衛生
上必要と認めるときは毒物劇物監視員に
必要な報告等立入検査を実施されることと
なっている。
上記の事務について、毒物及び劇物取締
法施行令第３６条の７により、原体を除く製
剤の製造及び輸入業の登録業務、製造業
及び輸入業に係る法第１７条の権限に属
する事務について、都道府県が行うことが
できるとされている。
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 既に加工され使用用途が限定される製剤と異なり、現在、厚生労働大臣が登
録業務を行うこととされている原体については、製剤その他多様な商品の原料
等に利用されることが多い。そのため、流通量が多く、流通先が多岐にわたる
ので、譲渡先が都道府県をまたがっている現状がある。また、それらの事業場
に係る事故等の不慮の事態における対応や違反に対する措置命令も全国規
模になり得ることも考慮し、原体の製造業及び輸入業の登録については、登録
業者の在する都道府県のみならず、全国的な視野での検討が必要であること
から、国において実施する必要がある。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325540 090490
不良な医薬品等又は不正な表
示のされた医薬品等の取締

特定生物由来医薬品、医療用具な
どの製造（輸入販売）の監視権限を
政令県へ移譲し、取締権限を政令
県で一元的に管理する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

薬事法　第69条第1
項

　医薬品等製造（輸入販売）業の許可に付
随する義務等の遵守状況を確認するた
め、薬事法に基づいて監視指導（報告命
令、立入検査）が実施されている。その結
果、相手方に薬事法令に係る違反等を発
見した場合には、その違反の態様に応じた
措置（行政指導のほか、状況によっては法
に基づく改善命令、業務停止、業許可取消
等の行政処分）を行うこととなる。
　そして、その事務を迅速、的確に実施す
るには、その者に対する業許可内容の詳
細を把握していることが必要であるので、
その許可を与えた業許可権者がこれを実
施している。
　特定生物由来製品等については、その
物の性質等から厚生労働大臣が業許可権
限を有していることから、その監視指導も
厚生労働大臣が実施している。

3

　特定生物由来製品などの製造業者（輸入販売業者）に対する監視指導及び
行政処分（改善命令、業務停止、業許可取消等）を適正に実施するためには、
業許可を与えるに際して考慮した製品の特性や製造の際の注意事項等につい
て詳細を把握している国が行うことが必要である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325550 090500
薬物四法に係る免許、許可、
指定等及び立入検査等

薬物四法（麻薬及び向精神薬取締
法、大麻取締法、あへん法、覚せ
い剤取締法）に係る免許、許可、指
定等の権限を政令県に移譲する。
また、立入検査等に関する権限を
政令県に移譲し、政令県で免許事
務等及び立入検査等の一元的な
管理を行う。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

免許・許可・指定にかかる
免許：麻薬及び向精神薬
取締法第２条第１０号～
第２０号、２条第２８号～
第３２号、第３～１０、１２
～１９、２１、２３、２４、２
７、３０～３２、３６、５０条、
５０条の２、５０条の３、５０
条の９～１０、５０条の１２
～１３、５０条の２６、５１、
５２、５７～５９、５９条の
５、５９条の６、６２条、同
施行令第２条
覚せい剤取締法第２～１
２、１５、１７、２０、２４、２
５、３０、３０条の２～６、３
０条の９、３０条の１５、３
３、３４条の２、３５、３６、３
８、４０、４０条の２
大麻取締法第４～８、１
０、１４、１６、１８、２２条の
２
あへん法第３、６、１０、１
２～１５、４１、４４、４６、４
９条。
立入検査：麻薬及び向精
神薬取締法第５０条の３８
～４１、覚せい剤取締法
第３１～３４条、大麻取締
法第１８～２１条。

現在、麻薬において、大臣免許は、輸入業者、輸出業者、
製造業者、製剤業者、家庭麻薬製造業者、元卸売業者の
各免許であり、その都度もしくは半期での許可である。これ
らのうち、家庭麻薬製造業者、元卸売業者の免許について
は地方厚生局長に権限を委任している。
向精神薬においては、輸入業者、輸出業者、製造製剤業
者、使用業者の各免許が大臣免許であり、輸入はその都度
の許可、輸出は種類によりその都度の許可である。また国
が設置する向精神薬試験研究者免許は大臣への登録であ
るが、これらは地方厚生局長に権限を委任している。麻薬
等原料輸出、輸入業者、特定麻薬等原料製造業者につい
ては、地方厚生局への届出であり、輸出入はその都度の届
出となっている。
麻薬及び向精神薬取締法においては、これら以外の免許、
即ち麻薬卸売業者、麻薬小売業者、麻薬施用者、麻薬管理
者、麻薬研究者、向精神薬卸売業者、向精神薬小売業者
の免許は、都道府県知事免許であり、向精神薬試験研究
施設設置者は都道府県知事への登録、特定麻薬等原料卸
小売業者は都道府県知事への届出である。
覚せい剤においては、製造業者、国が設置する覚せい剤施
用機関は、大臣免許である。覚せい剤製造量については、
大臣が四半期ごとに製造量を定める。覚せい剤施用機関、
覚せい剤研究者免許については、都道府県免許である。
覚せい剤原料においては、原料輸入業者、原料輸出業者、
原料製造業者が地方厚生局長に免許の権限を委任してお
り、輸出入はその都度の許可である。原料取扱者、原料研
究者は、都道府県知事免許である。
大麻においては、大麻研究者が大臣許可を受けて輸入が
可能である。大麻栽培者、研究者の両免許は都道府県知
事免許である。
あへん法については、けし耕作者、甲種研究栽培者、乙種
研究栽培者は地方厚生局長に免許の権限を委任してい
る。
これらについて、国が管理する必要のあるものが大臣免許
となっている。
立入検査については、現行法上、麻薬及び向精神薬取締
法、覚せい剤取締法、大麻取締法において、都道府県職員
は、立入検査を実施する権限を有している。

３及び５

  麻薬、向精神薬等の不正流通・使用を防止するため、国際条約（麻薬単一条
約及び向精神薬条約）では、国がこれら規制薬物の製造、取引及び分配、輸出
入の管理、国連への報告等の義務を負っている。また、あへんについては特に
国際的な供給適正化のため、麻薬単一条約では、輸出入、生産、卸取引、在
庫量の保有等を国の機関が行うこととされている。
　これを受けて、我が国でも麻薬、向精神薬の輸出入、製造を国の免許制度の
下で管理している。また、麻薬元卸売も流通範囲が全国に及びかつ、その取り
扱う麻薬の量も他の麻薬取扱者に比べて著しく多い等の麻薬の流通経路の根
幹をなしており、国際条約の定める取引及び分配に当たるため、大臣免許とし
ている。また、麻薬等原料物質は、麻薬等の製造に必要な物質であり、不正流
通防止の観点から輸出入、製造量について国連に国が報告する義務があるた
め、国の免許としている。覚せい剤製造についても国が国連に報告する義務が
あるので、国が製造業者を指定することとしている。また、覚せい剤の国内へ
の流入を防止するため、何人も覚せい剤の輸出入はできない。覚せい剤原料
については、不正ルートへの流出防止のため、国が一元的に製造、輸出入の
監視指導を行うことができるよう、国の指定制度によって管理されている。あへ
んについては国際条約に基づき、あへんの輸出入、生産等は国に専属してい
る。こうした現状の下、麻薬等に関する国の免許・許可等の権限を都道府県に
委譲することはできない。
　なお、麻薬など関係施設への立入検査については、現行法の下でも都道府
県職員にその権限が付与されている。

産業クラス
ター研究会オ
ホーツク
・麻プロジェク
ト

北見ヘンプ（大麻）地
域再生プロジェクト

3108 3108010 090510
大麻取締法における知事の大
麻栽培免許の規制・手続緩和

都道府県知事の大麻栽培免許に
ついては、北見市の産業用大麻栽
培の目的に照らして、免許発行基
準を明らかにするとともに、市長へ
の許可権限移譲が必要と考える。

農家は、原材料１次加工会社との委託契
約で、産業用大麻を栽培する場合、遊休農
地の活用や輪作等により年度毎に栽培面
積が変動しても、栽培品種等の条件が異
なっていなければ、弾力的に市長判断で栽
培免許が継続されるようにする。

地域の栽培状況や農家の経営状況を身近に把握
できる市が、栽培実態に即して免許管理ができる
ことが望ましい。

大麻取締法第２、５条

大麻栽培者免許申請は、都道府県に対し
て行い、同所が申請者の栽培目的、理由
等を勘案して免許を与えると判断した場合
には都道府県から免許が与えられる。

7

　現在、大麻栽培者免許は、大麻の栽培を極力限定することによって、大麻乱
用の防止を図るため、都道府県知事が栽培目的等を検討し、伝統的文化の継
承や一般に使用されている生活必需品として生活に密着した必要不可欠な場
合に限って与えており、これ以外の大麻の栽培は認めていない。
　大麻の中で、幻覚成分であるテトラヒドロカンナビノール（ＴＨＣ）含量が低いも
のが「産業用大麻」といわれることがある。大麻の幻覚成分は微量の摂取で精
神作用が発現することから、たとえ低濃度であっても、乱用のおそれがある。ま
た、幻覚成分含有量の少ない大麻から含有量の多い大麻への転換も容易に起
こり得る。さらに含量のＴＨＣを濃縮する方法も容易である（一般書籍で紹介さ
れている）。よって、大麻乱用による保健衛生上の危害を防止するため、幻覚
成分の多寡にかかわらずすべての大麻を大麻取締法で規制することが必要で
あり、現行制度を維持する必要がある。
　また、大麻の生涯経験率は欧米では１０～３０％台であるのに対し日本では
約１％と抑制されているが、日本においても大麻の生涯経験率は１９９５年調査
では０．５％であったが２００１年は１．１％と２倍になり、近年日本における大麻
乱用は増加しており規制・取締の必要性は増している。昨年７月には「薬物乱
用防止新５か年戦略」が策定され、政府一体となって大麻等の薬物乱用対策を
一層強力に推進することとされている。また、昨年１２月に犯罪対策閣僚会議
において決定された行動計画でも薬物乱用のない社会の実現を目指して取締
の強化を図ることとしている。このような状況の下、大麻栽培の基準を緩和する
ことは適切でない。
現在、大麻栽培者は全国で１００名弱であり、また、都道府県には大麻取締

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325370 090520
調理師養成施設の指定及び監
督

調理師養成施設の指定及び監督
権限を、国が全国統一基準を定め
た上で、政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

調理師法第３条第１
号
調理師法施行令第１
条の２

・調理師養成施設は、厚生労働大臣が指
定する。
・調理師養成施設の指定の申請は、都道
府県を経由しておこなう。

3

○飲食店等における多数人に対して飲食物を調理して供与する業務は、国民
の健康増進や食品衛生の観点から国民の食生活に大きな影響を与えるもので
あり、調理業務を担う調理師の役割は重要である。
○調理師養成施設については、このような調理師を養成する機関であり、一定
のレベルの養成施設が全国各地に存在する必要があり、申請者の適否、教育
内容、教員の適否等について養成施設として適切かどうかを判断するため、厚
生労働大臣による指定が必要と考える。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

「事務・事業の在り方に関する意見」におい
て、次期法改正（平成１８年度までを目途）
時に国から都道府県へ権限を移譲するた
めの改正を行う方向で検討を進めることと
されており、平成１４年度中に関係団体及
び都道府県に対し地方分権改革推進会議
の意見について情報提供を行ったところで
あり、平成１５年度中に意見聴取を行い、こ
れを踏まえて、今後検討を進めることとして
いる。
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名
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称
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号

b.支援措
置提案事
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号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325430 090530
製菓衛生師法による製菓衛生
師養成施設の指定及び監督

製菓衛生師法による製菓衛生師養
成施設の指定及び監督権限を、国
が全国統一基準を定めた上で、政
令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

製菓衛生師法第５条
第１号
厚生労働省組織規則
第707条第23号

製菓衛生師免許は製菓衛生師試験に合格
した者に対して与えられるものであるが、
製菓衛生師試験の受験資格の一つとして
「学校教育法 （昭和二十二年法律第二十
六号）第四十七条に規定する者であつて、
厚生労働大臣の指定する製菓衛生師養成
施設において一年以上製菓衛生師として
必要な知識及び技能を修得したもの」であ
ることが定められている。

地方分
権改革
推進会
議におい
て検討中

知事資格である製菓衛生師養成施設の権限委譲については、地方分権推進
改革会議がまとめた事務・事業の在り方に関する意見（平成１４年１０月３０日）
においても検討を求められているものであり、本年度において関係団体及び都
道府県に対し情報提供・意見聴取を予定しているところである。

貴省回答にある「検討」を踏まえた実施予
定時期（検討スケジュール）及び実施内容
を明確にされたい。

3

「事務・事業の在り方に関する意見」におい
て、次期法改正（平成１８年度までを目途）
時に国から都道府県へ権限を委譲するた
めの改正を行う方向で検討を進めることと
されており、平成１５年度中に関係団体及
び都道府県に対し、地方分権推進会議の
意見について、情報提供を行うとともに意
見聴取を行うこととし、これらを踏まえて、
今後検討を進めることとしている。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325440 090540
食品衛生法による指定及び食
品衛生管理者の養成施設の監
督

食品衛生法による指定及び食品衛
生管理者の養成施設の監督権限
を政令県に移譲する。
（Ｈ16.2.27から「指定」が「登録」に
改正）

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食品衛生法第19条の
17第４項第３号（Ｈ16.
２.27から第48条第６
号第３号）及び第４号
厚生労働省組織規則
第707条第24号

製造・加工の過程において特に衛生上の
考慮を必要とする食品等の製造・加工を行
う営業者は、製造・加工の衛生的管理のた
め、施設ごとに専任の食品衛生管理者を
おかなければならないこととされているが
（食品衛生法第１９条の１７第１項）、この食
品衛生管理者の資格要件の一つとして、
「厚生労働大臣の指定した食品衛生管理
者の養成施設において所定の課程を修了
した者 」であることが定められている（同条
第６項第３号）。この養成施設の指定及び
その適切な運営を担保すべく行われる監
督については、厚生労働省組織規則第７０
７条に基づき、地方厚生局の事務とされて
いる。

3

食品衛生管理者の養成施設については、当該施設を修了すれば国内のどの
地域においても食品衛生管理者になることができるという点で、その指定、監
督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施することが必要と
なるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

食品衛生管理者の養成施設の指定申請に
ついては全国で年間１０件あまりしかなく、
指定事務を都道府県に委譲することは行
政の効率化の観点から不適当である。
また、資格制度については、規制緩和の流
れにおいても、参入規制等の緩和の一方
で、制度の充実のための補強すべきシステ
ムとされているところであり（規制改革推進
３か年計画）、養成施設に対する指導監督
等はさらに強化すべき状況にあることか
ら、これまでのノウハウが蓄積されていな
い都道府県に指導監督等の権限を委譲す
ることはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325450 090550
総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工する
承認等

食品衛生法に規定する総合衛生管
理製造過程を経て食品を製造し、
又は加工することについての承認
及び承認の変更の権限を政令県に
移譲する。（承認の変更はＨ16.
２.27施行）

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食品衛生法第７条の
３（Ｈ16.２.27から第13
条、第14条）
厚生労働省組織規則
第707条26号

営業者による食品の安全の確保に向けた
自主管理を促す仕組みである総合衛生管
理製造過程の承認については、厚生労働
省組織規則第７０７条に基づき、地方厚生
局の事務とされている。

3

総合衛生管理製造過程（ＨＡＣＣＰ）の承認とは、食品の製造者が製造工程の
各段階の科学的な衛生管理のプログラムを策定することにより、国において定
める一律の製造基準の特例を与える性質を持つものである。
製造基準等の規格基準の設定については、食品が全国に流通するものである
ために、国において一元的に事務を行っているものであるから、その特例であ
る総合衛生管理製造過程の承認についても、同様に国による一元的な事務の
実施が必要となるものである。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325460 090560
食品等及び洗浄剤の衛生に関
する取締りの実施

食品等及び洗浄剤の衛生に関する
取締りの実施権限を政令県に移譲
し、政令県が一元的に実施する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

厚生労働省組織規則
第７０７条第２８号（地
方厚生局健康福祉部
の所掌事務）

水産食品又は食肉の輸出については、相
手国との協議により。国において輸出施設
の査察等を行うことが求められている場合
があり、そういった業務については、地方
厚生局において実施しているところであ
る。

3

　ご指摘の事務は、輸出先の外国との協定に基づく、水産食品輸出施設に対
する査察等の業務である。
　当該事務については、相手国との協定により、輸出品の衛生管理に対する国
の関与が求められているものであるから、権限委譲により国の関与を失わせる
ことは困難であり、国により事務を行う必要があるものである。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325470 090570
食品衛生監視員養成施設の指
定及び監督

食品衛生監視員養成施設の指定
及び監督権限を、国が全国統一基
準を定めた上で、政令県に移譲す
る。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食品衛生法施行令第
４条第１号（Ｈ16.２.27
から第９条第１項）
厚生労働省組織規則
第707条第25号

厚生労働大臣又は都道府県知事は、食品
等の検査・収去等を行わせるために食品
衛生監視員を任命することとされているが
（食品衛生法第１９条）、この資格要件の一
つとして、「厚生労働大臣の指定した食品
衛生監視員の養成施設において、所定の
課程を修了した者」が定められている（食
品衛生法施行令第４条第１号）。この養成
施設の指定及びその適切な運営を担保す
べく行われる監督については、厚生労働省
組織規則第７０７条に基づき、地方厚生局
の事務とされている。

3

食品衛生監視員の養成施設については、当該施設を修了すれば国内のどの
地域においても食品衛生監視員になることができるという点で、その指定、監
督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施することが必要と
なるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

食品衛生監視員の養成施設の指定申請に
ついては全国で年間１０件あまりしかなく、
指定事務を都道府県に委譲することは行
政の効率化の観点から不適当である。
また、資格制度については、規制緩和の流
れにおいても、参入規制等の緩和の一方
で、制度の充実のための補強すべきシステ
ムとされているところであり（規制改革推進
３か年計画）、養成施設等に対する指導監
督等はさらに強化すべき状況にあることか
ら、これまでのノウハウが蓄積されていな
い都道府県に指導監督等の権限を委譲す
ることはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325480 090580
特定規格の食品・器具等の検
査機関の指定及び監督

特定規格の食品・器具等の検査機
関の指定及び監督権限を政令県に
移譲する。(H16.2.27から「指定」が
「登録」に改正)

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食品衛生法第14条第
１項並びに同法第15
条第１項、第２項及び
第３項(H16.2.27から
第２５条第１項並びに
同法第２６条第１項、
第２項及び第３項)
厚生労働省組織規則
第707条第29号

食品衛生法第１５条に基づく命令検査の対
象食品等につき検査を行う機関は、厚生労
働大臣が指定することとされている。この
検査機関の指定及びその適切な検査等の
実施を担保すべく行われる監督について
は、厚生労働省組織規則に基づき、地方
厚生局の事務とされている。

3

食品衛生法上の指定検査機関は、法違反の輸入食品の検査をおこなっている
機関である。輸入食品の監視業務は、全国の一様な監視、輸出国との政府レ
ベルでの折衝・協議の必要性から国の検疫所により行われているものである以
上、当該監視事務と密接に関連する指定検査機関の指定及び監督について
も、国による一元的な実施が必要となるものである。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325490 090590
食鳥処理衛生管理者の養成施
設の登録及び監督

食鳥処理衛生管理者の養成施設
の登録及び監督権限を、国が全国
統一基準を定めた上で、政令県に
移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関
する法律第12条第５
項第３号
厚生労働省組織規則
第707条第30号

食鳥処理業者は、食鳥処理を衛生的に管
理させるため、食鳥処理衛生管理者をおく
こととされているが（食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関する法律第１２条）、
この食鳥処理衛生管理者の資格要件の一
つとして「厚生労働大臣の登録を受けた食
鳥処理衛生管理者の養成施設において所
定の課程を修了した者」であることが定め
られている（同条第５項第３号）。この養成
施設の指定及びその適切な運営を担保す
べく行われる監督については、厚生労働省
組織規則第７０７条に基づき、地方厚生局
の事務とされている。

3

食鳥処理衛生管理者の養成施設については、当該施設を修了すれば国内の
どの地域においても食鳥処理衛生管理者になることができるという点で、その
指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施すること
が必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

食鳥処理衛生管理者の養成施設の指定
申請については実績がなく、指定事務を都
道府県に委譲することは行政の効率化の
観点から不適当である。
また、資格制度については、規制緩和の流
れにおいても、参入規制等の緩和の一方
で、制度の充実のための補強すべきシステ
ムとされているところであり（規制改革推進
３か年計画）、養成施設等に対する指導監
督等はさらに強化すべき状況にあることか
ら、これまでのノウハウが蓄積されていな
い都道府県に指導監督等の権限を委譲す
ることはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325500 090600
食鳥処理衛生管理者養成講習
会の登録

食鳥処理衛生管理者養成講習会
の登録権限を、国が全国統一基準
を定めた上で、政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関
する法律第12条第５
項第４号
厚生労働省組織規則
第707条第31号

食鳥処理業者は、食鳥処理を衛生的に管
理させるため、食鳥処理衛生管理者をおく
こととされているが（食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関する法律第１２条）、
この食鳥処理衛生管理者の資格要件の一
つとして「学校教育法第四十七条に規定す
る者又は厚生労働省令で定めるところによ
りこれらの者と同等以上の学力があると認
められる者で、食鳥処理の業務に三年以
上従事し、かつ、厚生労働大臣の登録を受
けた講習会の課程を修了した者」であるこ
とが定められている（同条第５項第４号）。
この講習会の指定については厚生労働省
組織規則第７０７条に基づき、地方厚生局
の事務とされている。

3

食鳥処理衛生管理者の講習会については、当該講習会を修了すれば国内の
どの地域においても食鳥処理衛生管理者になることができるという点で、その
指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施すること
が必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

食鳥処理衛生管理者の講習会の指定申
請についてはほぼ２年に１件しかなく、指
定事務を都道府県に委譲することは行政
の効率化の観点から不適当である。
また、資格制度については、規制緩和の流
れにおいても、参入規制等の緩和の一方
で、制度の充実のための補強すべきシステ
ムとされているところであり（規制改革推進
３か年計画）、養成施設等に対する指導監
督等はさらに強化すべき状況にあることか
ら、これまでのノウハウが蓄積されていな
い都道府県に指導監督等の権限を委譲す
ることはできない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325510 090610
食鳥処理衛生管理者資格の認
定

食鳥処理衛生管理者資格の認定
権限を、国が全国統一基準を定め
た上で、政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関
する法律施行規則第
６条第９号
厚生労働省組織規則
第707条第32号

食鳥処理業者は、食鳥処理を衛生的に管
理させるため、食鳥処理衛生管理者をおく
こととされているが（食鳥処理の事業の規
制及び食鳥検査に関する法律第１２条）、
この食鳥処理衛生管理者の資格要件の一
つとして「学校教育法第四十七条に規定す
る者又は厚生労働省令で定めるところによ
りこれらの者と同等以上の学力があると認
められる者で、食鳥処理の業務に三年以
上従事し、かつ、厚生労働大臣の登録を受
けた講習会の課程を修了した者」であるこ
とが定められている。このうち、厚生労働
省令で定めるところにより学校教育法第四
十七条に規定する者と同等以上の学力が
あると認められる者であるか否かの判断
は、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査
に関する法律施行規則第６条により厚生
労働大臣が行うこととされているが、厚生
労働省組織規則第７０７条に基づき、地方
厚生局の事務とされている。

3

食鳥処理衛生管理者の学力認定については、資格認定講習会の受講資格と
なるものである。資格認定講習会を修了すれば国内のどの地域においても食
鳥処理衛生管理者になることができることから、講習会に関する指定等の事務
と同様、その受講資格の認定についても国が一元的に実施することが必要とな
るものである。

提案の実現により、真に住民に必要な行
政サービスを地方自らの責任で効率的・効
果的に行うことができるという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

食鳥処理衛生管理者の学力認定申請につ
いては実績が少ないため、認定事務を都
道府県に委譲するとノウハウが蓄積せず
適切に実施できないほか、行政の効率化
の観点から不適当である。

草加市
古さと新しさが調和す
る賑わいと潤いのある
「今様・草加宿」

1130 1130010 090620
化製場の移転・増設・継承等の
手続きを簡易にする

草加市においては、化製場の移
転・増設等に関する変更許可を行
えるようにしたい。併せて、設置許
可を受けたものからの承継を可能
としたい。また、環境基準への適合
を条件としながら、市長が認めた地
域においては、化製場等に関する
法律施行細則第６条及びこれを受
けて制定された埼玉県条例の適用
を除外したい。

草加市においては、化製場の移転・増設等
に関する変更許可を行えるようにしたい。
併せて、設置許可を受けたものからの承継
を可能としたい。また、環境基準への適合
を条件としながら、市長が認めた地域にお
いては、化製場等に関する法律施行細則
第６条及びこれを受けて制定された埼玉県
条例の適用を除外したい。現存する化製
場等は老朽化が進んでおり建替えや、改
築の必要性に迫られているが、化製場等
に関する法律は、設置許可のみの規定し
かおいておらず、特定の場合、特定の人に
対してのみ許可を認めている。そのため、
草加市内の工場が増築や建替えを行う際
には新設扱いとなり、積極的な設備投資・
新技術の導入等が行えない。そのため環
境への負荷が大きい従来の施設を使い続
けることとなり、産業の発展を妨げ、ひいて
は地域経済の発展を妨げる結果となってし
まっている。そこで、現状では廃業かジリ貧
かを迫られている市内皮革産業を活性化
し、併せて、工場の近代化、構造設備の適
合を促進し建て替えや移設についての手
続きを容易に行えるようにしたい。

草加市の重要な地場産業である皮革産業は、最盛期には約２４０億円
の売上高であったが長引く景気低迷の影響を受け近年の売上は約６０
億円と激減している。また、化製場も最盛期３０社あったものが現在５
社が残るのみである。こうした状況に危機感を募らせた皮革業界は、
市内皮革３団体（埼玉県皮革産業協議会、埼玉県部落解放企業連合
会草加支部、埼玉皮革関連事業協同組合）の枠を超え「そうか革職人
会」を平成１４年８月に立ち上げ、「めざせアジアのフィレンツェ」を合い
言葉に皮革産業の復興を目指して活動を始めた。１４年度においては
皮革関連業者状況調査、革のまち「まちづくり講演会」、そうか皮革大
賞コンテスト等の事業を実施した。特に、皮革大賞コンテストにおいて
は斬新なアイデアに溢れた作品やデザイン画等１１４点の応募が寄せ
られ、大盛況であった。１５年度もアンテナショップの開設や第２回目皮
革大賞コンテストを１２月６，７日の２日間開催したところ昨年の２倍以
上の２４８点の応募が寄せられるなど、皮革産業復活に向けての活動
の成果は芽生えつつある。しかし、現存する化製場等は老朽化が進ん
でおり建替えや、改築の必要性に迫られているが、化製場等に関する
法律は、設置許可のみの規定しかおいておらず、特定の場合、特定の
人に対してのみ許可を認めている。そのため、草加市内の工場が増築
や建替えを行う際には新設扱いとなり、積極的な設備投資・新技術の
導入等が行えない。そのため環境への負荷が大きい従来の施設を使
い続けることとなり、産業の発展を妨げ、ひいては地域経済の発展を
妨げる結果となってしまっている。そこで、現状では廃業かジリ貧かを
迫られている市内皮革産業を活性化し、併せて、工場の近代化、構造
設備の適合を促進し建て替えや移設についての手続きを容易に行え
るようにしたい。

化製場等に関する法
律第３条　及び　化製
場等に関する法律施
行細則第６条

7

本件は、同様の趣旨の特区提案において回答したとおり、化製場の設置等の
手続に関する事項は都道府県等の規則により規定されているため、手続の簡
素化を求めるご要望の趣旨は地方自治法に基づく市町村への権限委譲により
実現が可能である。
なお、条例制定権を求める点についてであるが、化製場規制について条例で
定める事項は、化製場の構造設備の基準等という、化製場設置にあたっての
権利義務規制を行うための基本的部分であり、手続の簡素化という趣旨とは異
なるものであると考える。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325120 090630
原子爆弾被爆者に対する援護
に係る指定医療機関の指定・
監督

原子爆弾被爆者に対する援護を実
施する医療機関の指定及び監督に
関する権限を政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

原子爆弾被爆者に対
する援護に関する法
律第12条第1項及び
第3項、第16条第1
項、第17条第3項、第
21条
原子爆弾被爆者に対
する援護に関する法
律施行令第11条、第
12条、第13条

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法
律上の指定医療機関及び一般疾病医療機
関（以下、「指定医療機関等」という。）は、
被爆者に対する医療の提供を行っている
医療機関であり、厚生労働大臣は、被爆者
が要件を満たした負傷又は疾病により、指
定医療機関等（緊急その他やむを得ない
場合はこの限りでない。）において医療を
受けた場合に、医療費を支給する。被爆者
に対する医療費支給制度は、原爆の放射
能に起因する健康被害という特殊の被害
を有する被爆者について、国の責任におい
て援護対策を講じるとの法の目的にかん
がみ、国が要件を定め、国が医療費を支
給するという制度であるから、当該医療を
担当させる指定医療機関等の検査等や、
医療費支払時の調査等については、国に
よる一元的な実施が必要となるものであ
る。法第51条の3第1項、厚生労働省組織
規則第707条第6号等に基づき、地方厚生
局の事務とされている。

3

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律上の指定医療機関及び一般疾病
医療機関（以下、「指定医療機関等」という。）は、被爆者に対する医療の提供
を行っている医療機関であり、厚生労働大臣は、被爆者が要件を満たした負傷
又は疾病により、指定医療機関等（緊急その他やむを得ない場合はこの限りで
ない。）において医療を受けた場合に、医療費を支給する。被爆者に対する医
療費支給制度は、原爆の放射能に起因する健康被害という特殊の被害を有す
る被爆者について、国の責任において援護対策を講じるとの法の目的にかん
がみ、国が要件を定め、国が医療費を支給するという制度であるから、当該医
療を担当させる指定医療機関等の検査等や、医療費支払時の調査等について
は、国による一元的な実施が必要となるものである。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325130 090640
結核予防法に規定する指定医
療機関の指定、監督

国（独立行政法人）が開設する病
院・診療所、薬局を結核予防法の
指定医療機関に指定する権限及び
監督権限を、国が全国統一基準を
定めた上で、政令県に移譲する。

・質の高い医療サービスの提供と人材の確
保、地域に根ざした保健・福祉サービスの
提供、子どもが健やかに生まれ育つ県づく
りの推進、障害のある人に対するサービス
の充実など様々な政策手法を組み合わせ
て、地域における安心社会づくりに関する
総合的な事務事業を実施する。
・安心社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　健康長寿をめざしながら、年齢、性別、障害の有
無等にとらわれず、お互いの人権や価値観を尊重
しながら、多くの活躍の場を持って心豊かに過ごせ
るようにすることを基本目標に、健康福祉の充実
や社会参加の促進など、健康で心ふれ合う“安心
社会”づくりをめざすためには、保険医療機関の指
導・監督、政府管掌健康保険の事業運営、生活保
護法に規定する指定医療機関、介護機関の指定
及び監督などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

結核予防法（昭和２６
年法律第９６号）第３
６条
厚生労働省組織規則
（平成１３年厚生労働
省令第１号）第７０７
条第９項

結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３
４条及び第３５条の規定による公費負担の
対象である結核に関する医療を担う医療
機関として、第３６条に基づき、国が開設し
た病院等に関してはその主務大臣の同意
を得て厚生労働大臣が、その他の病院等
に関しては開設者の同意を得て都道府県
知事が指定、監督する。現在、厚生労働省
組織規則第７０７条第９号に基づき、厚生
労働大臣による指定の事務に関しては、
地方厚生局が担当しているところである。

3

・国（独立行政法人）が開設する病院等については、結核に関して国が担うべき
専門医療の実施など全国レベルでの必要な医療提供体制を確保する観点から
も展開される必要があることから、結核予防法の主務大臣たる厚生労働大臣
の指定等に関する権限を都道府県に委譲することは適当でない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325380 090650
理容師養成施設及び美容師養
成施設の指定及び監督

理容師及び美容師の養成施設の
指定及び監督権限を、国が全国統
一基準を定めた上で、政令県に移
譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

理容師法第３条第３
項及び第４項、理容
師法施行令第１条、
理容師養成施設指定
規則（平成１０年厚生
省令第５号）
美容師法第４条第３
項～第６項、美容師
法施行令第１条、美
容師養成施設指定規
則（平成１０年厚生省
令第８号）

理・美容師養成施設については、厚生労働
大臣が指定している。

3

理・美容師の養成施設については、当該施設において必要な教科科目、実技
講習を修了しなければ、理美容師試験を受験できず、当該養成施設を修了した
後試験に合格すれば、国内のどの地域においても理・美容師になれるという点
で、その指定、監督及び指定取消等の処分の事務について国が一元的に実施
することが必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

○理容師、美容師資格は、試験事務や養
成施設の指定・監督等を国が一元的に
行っており、養成施設の指定等を都道府県
が行うことは国家資格制度としての一貫性
を欠く。
○理容師、美容師の養成施設は、高校卒
業程度の学力知識を基本として、大学に近
い教育を行う施設と位置づけられることか
ら、大学と同様、国レベルでの指導監督等
を実施するべきものである。
○各養成施設の新規指定数は、平成15年
度において理容師が2（廃止も２。総計
135）、美容師が14（廃止が3。総計234）と
非常に少なく、都道府県に指定・監督等を
行わせるのは非効率であるのに加え、都
道府県においてはほとんどノウハウが蓄積
せず、養成施設に対する適切な指導監督
等が担保できなくなる可能性が高い。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325390 090660
理容師養成施設及び美容師養
成施設の入学に関する学力の
認定

理容師及び美容師の養成施設へ
の入学資格の認定に係る権限を、
国が全国統一基準を定めた上で、
政令県に移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

理容師法施行規則附
則第７条１２号、美容
師法施行規則附則第
８条６号、昭和４３年２
月８日環衛第８０２３
号厚生省環境衛生局
長通知「理容師養成
施設及び美容師養成
施設の入学資格並び
にクリーニング師試
験の受験資格の認定
について」

理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第３
条第３項に規定する理容師養成施設及び
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第４
条第３項に規定する美容師養成施設の入
学資格の認定を各地方厚生局が行ってい
る。

3

理美容師の養成施設の入学資格の認定については、理美容師の養成施設の
入学に関し必要な学力の認定を行っているものである。理・美容業について
は、これらの養成施設を修了した後試験に合格すれば、国内のどの地域にお
いても理・美容師になれるという点で、その指定、監督及び指定取消等の処分
の事務については国が一元的に実施することが必要となるものである。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

○理容師、美容師資格は、試験事務や養成施設の指定・監
督等を国が一元的に行っており、入学に関する学力の認定
を都道府県が行うことは国家資格制度としての一貫性を欠
く。
○社会人や様々な学習歴を有する者への入所機会の拡大
等を図る観点から、「保健医療分野及び福祉分野における
各資格の養成所の入所資格等の見直しについて」(平成１５
年１０月健康局長他通知)等により、各養成施設において学
力認定の基準を緩和したところであり、当該規定の適用を
受ける者がほとんどいない一方で、要望のあった都道府県
にのみ学力認定の権限を下ろすことは、運用面において、
地域によるばらつきを産みかねないものである。
○なお、当該学力認定数は、全国の理容師、美容師養成施
設を合わせてわずか20人（平成15年度）に過ぎないような
状況であるが、平成15年10月の上記通達によって、各養成
所において、個別の入所資格審査によって高等学校を卒業
した者と同等以上の学力があると認めた者で、18歳に達し
たものについては、当該養成所への入所資格を有する者と
して取り扱うこととなったことから、今後、当該規定により、
学力認定を受ける者は全国で年間1名程度と見込まれる。
○したがって、都道府県に認定を行わせるのは極めて非効
率である。また、都道府県においてはほとんどノウハウが蓄
積せず、適切な学力認定等が担保できなくなる可能性も高
い。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325400 090670
クリーニング師の指定試験機
関の指定及び監督

クリーニング師の指定試験機関の
指定及び監督権限を、国が全国統
一基準を定めた上で、政令県に移
譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

クリーニング業法第７
条の二、第７条の三

クリーニング師の試験の実施に関する事
務（試験事務）を行う者（指定試験機関）の
指定は、厚生労働大臣が行っている。

3

クリーニング師の免許については、試験合格地の都道府県知事から交付され、
全国で通用するものであるが、全国環境衛生・廃棄物関係課長会からは、試験
の実施内容が各都道府県によって様々であり、合格率についても差が生じてい
るとして、理・美容師試験と同様、指定試験機関による全国統一内容での実施
を求められているところであり、当該要望の実現は困難である。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

○クリーニング師試験の受験者数は、平成
10年度において、全国でわずか1,797人に
すぎず、指定試験機関そのものの認定を
受けようとする機関がない状況である。こう
した状況であるにも関わらず、県ごとに指
定試験機関の認定権限を委譲することは
極めて非効率である。
○クリーニング師の免許は、試験合格地の
都道府県知事から交付されるものであり、
全国で通用するものであるところ、試験の
実施内容が各都道府県によって様々であ
り、合格率についても差が生じているとし
て、理美容師試験と同様、全国統一内容で
の試験の実施を求められているところでも
あり（平成15年11月17日全国環境衛生・廃
棄物関係課長会決議）、要望の実現は困
難である。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325410 090680
クリーニング師の試験に関する
学力の認定

クリーニング師の試験に関する学
力の認定に係る権限を、国が全国
統一基準を定めた上で、政令県に
移譲する。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

クリーニング業法施
行規則附則第６号、
昭和４３年２月８日環
衛第８０２３号厚生省
環境衛生局長通知
「理容師養成施設及
び美容師養成施設の
入学資格並びにク
リーニング師試験の
受験資格の認定につ
いて」

クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７
号）第７条第３項に規定するクリーニング師
試験の受験資格の認定については、各地
方厚生局長が行っている。

3

クリーニング師の免許については、試験合格地の都道府県知事から交付され、
全国で通用するものであるが、全国環境衛生・廃棄物関係課長会からは、試験
の実施内容が各都道府県によって様々であり、合格率についても差が生じてい
るとして、理・美容師試験と同様、指定試験機関による全国統一内容での実施
を求められているところであり、その受験資格の認定に当たっても、理・美容試
験の受験資格認定と同様に全国統一的に判断する必要があるので、当該要望
の実現は困難である。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

○クリーニング師の試験に関する学力の
認定については、平成15年度において全
国でわずか1人にすぎず、県ごとに当該事
務の認定を降ろすのは極めて非効率であ
る。また、都道府県においてはほとんどノ
ウハウが蓄積せず、適切な学力認定等が
担保できなくなる可能性も高い。
○また、要望のあった都道府県にのみ学
力認定の権限を下ろすことは、運用面にお
いて、地域によるばらつきを産みかねない
ものであり、要望の実現は困難である。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325420 090690
生活衛生同業組合の振興計画
の認定及び振興計画の実施状
況の報告

生活衛生同業組合及び生活衛生
同業小組合の振興計画に係る認
定権限を国が全国統一基準を定め
た上で政令県に移譲する。また、振
興計画の実施状況の報告先を政
令県とする。

・地震対策、風水害対策、土砂災害防止対
策、大規模火災等への対策、感染症の予
防とまん延防止の推進、食品・医薬品の安
全の確保など様々な政策手法を組み合わ
せて、地域における安全社会づくりに関す
る総合的な事務事業を実施する。
・安全社会づくりに関する多くの事務事業
権限を移譲し、政令県の自主性・主体性に
委ねることにより、地域において受益と負
担の明確化が図られ、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に実施することが可能となる。

　東海地震等による災害や健康危機管理等への
万全な備えがなされ“安全社会”づくりをめざすた
めには、簡易ガス事業の許認可、河川管理、食品
衛生法に規定する総合衛生管理製造過程を経て
食品を製造し、又は加工することについての承認
などの行政権限を可能な限り一元化し、総合的に
推進することが最も効率的・効果的である。

生活衛生関係営業の
運営の適正化及び振
興に関する法律第５
６条の３、生活衛生関
係営業の運営の適正
化及び振興に関する
法律施行令第５条

厚生労働大臣は、組合又は小組合が作成
した組合員たる営業者の営業の振興を図
るために必要な事業に関する計画（振興計
画）につき、認定を与えることができる。

3

生活衛生同業組合及び生活衛生同業小組合の振興計画（以下「振興計画」と
いう。）に基づく振興事業にかかる施設設備に対しては、国民生活金融公庫の
融資が有利な条件で適用されることになっており、振興計画の基となる振興指
針を策定している厚生労働大臣が一律に振興計画を審査、認定することが、当
該融資の公平性及び統一性の確保に資するため、当該要望の実現は困難で
ある。

国が全国統一基準を定めていれば全国的
に一定の水準を確保することは可能である
とも考えられるが、国が一元的に実施しな
いこととした場合の具体的な支障は何なの
か。提案の実現により、真に住民に必要な
行政サービスを地方自らの責任で効率的・
効果的に行うことができるという趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

3

○生活衛生同業組合等が作成し、厚生労働大臣の認定を
受けた振興計画に基づく振興事業については、政府は必要
な資金の確保又はその融通のあっせんに努めるものとされ
ており（生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関
する法律第５６条の４）、国民生活金融公庫の融資が有利
な条件で適用されることになっている。したがって、振興計
画の基となる指針を策定している厚生労働大臣が一律に振
興計画を審査、認定することが、当該融資の公平性及び統
一性に資するため、当該計画の認定については、国が一元
的に事務を行う必要がある。
○実際、国が示した「指針」に基づき、各種組合等が計画を
策定し、政策金融機関から有利な条件で融資を受けられる
という法的なスキームは他にも存在しているが、当該計画を
地方公共団体が認定しているケースはないものと承知して
いるところ。
○また、仮に振興計画の審査、認定を都道府県に委譲した
場合、１県当たり３～５の振興計画を原則５年ごとに改定す
ることとなるが、都道府県に審査、認定を行わせるのは非
効率であるのに加え、都道府県においてはほとんどノウハ
ウが蓄積せず、指針の統一的な運用が担保できなくなる可
能性が高い。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325630 090700
都道府県労働局が行うすべて
の事務

 都道府県労働局が現在行ってい
る、
・ 労働基準法等にもとづく事業場
における監督指導、労働時間の短
縮などの労働条件等に関する情報
提供などの事務
・ 労働災害防止、職業性疾病の予
防などの事務
・ 最低賃金、最低工賃の決定、賃
金制度に関する指導などの事務
・ 職業紹介、職業指導、労働者派
遣事業の許可・監督、雇用保険給
付などの事務
・ 高齢者・障害者など就職困難者
の雇用対策、雇用管理の改善など
の事務
・ 労働保険の適用・徴収の事務
・ 労災保険給付、被災労働者の社
会復帰対策などの事務
・ 男女雇用機会の均等の確保・待
遇、育児休業・介護休業制度の定
着促進、仕事と家庭の両立支援な
どの事務
等を、政令県へ包括的に委譲

・豊かな産物を供給する農業・水産業の支
援、高付加価値の製造業等への支援、独
創的で多彩な産業の創出・高度化、雇用の
安定・創出及び就業環境の向上など様々
な政策手法を組み合わせて、地域におけ
る元気な産業づくりに関する総合的な事務
事業を実施する。
・元気な産業づくりに関する多くの事務事
業権限を移譲し、政令県の自主性・主体性
に委ねることにより、地域において受益と
負担の明確化が図られ、真に住民に必要
な行政サービスを地方自らの責任で効率
的・効果的に実施することが可能となる。

　独創性のある“元気な産業”への従事や、自己の
能力を活用した起業等を通して、豊かな生活を築
き、その意欲に応じて生涯現役で自己実現に挑戦
できることを基本目標に、産業の競争力の向上や
誰もが能力を発揮できる雇用環境の実現を図るた
めには、農地管理、商工会議所に関する許認可や
労働局が行う雇用対策などの行政権限を可能な限
り一元化し、総合的に推進することが最も効率的・
効果的である。

厚生労働省設置法第
２１条～第２４条、厚
生労働省組織規則第
７５８条～第７９４条

厚生労働省の地方支分部局である都道府
県労働局は、第一線機関である労働基準
監督署及び公共職業安定所とともに、①適
正な労働条件の確保・改善対策、労働災
害の防止や健康の保持増進対策、労災保
険の給付などを行う労働基準行政、②職
業相談・職業紹介、失業等給付の支給、各
種雇用対策などを行う職業安定行政、③
男女雇用均等対策、仕事と育児・介護の両
立支援などを行う雇用均等行政に係る事
務を実施している。

3

　都道府県労働局が行う事務を委譲することについては、次の理由により対応困難である。
(1)　労働基準行政については、
①　労働基準監督業務は、
・　最低労働条件や労働安全衛生の確保に地域格差があってはならず、全国斉一的に担保する必要があるこ
と、
・　全国斉一性を担保するためには、労働基準監督官により、厚生労働大臣の直轄的な指揮監督の下に、一
体的な組織性をもって事務執行を行うことが不可欠であること、
②　労災保険関係業務は、
・　労災保険は強制保険として、地域による企業の負担の平準化及び公平化を図るとともに、保険財政の安定
性を確保するため、適用徴収業務を含めて全国一元的に運営する必要があること、
・　労働災害防止、迅速・適正な労災補償、不正受給防止等の観点から、労働基準監督業務と一体的に全国
斉一的に実施すべきであること、
③　これらの業務を行う労働基準監督機関については、ILO第81号条約において、「労働監督は中央機関の
監督及び管理の下に置かなければならない」旨規定されているとともに、ILO第20号勧告では、「監督機関は、
国の中央機関の直接かつ専属の管轄の下に置かれるべく、かつその職務執行に関し地方機関の管轄の下に
置かれざるべき」とされていること
(2)　職業安定行政については、
①　雇用保険関係業務は、強制保険である雇用保険について、失業率が地域ごとに異なる中で、保険財政の
安定性を確保するとともに、企業・国民の負担の平準化、公平化及び抑制を図るため、適用徴収業務を含め
て全国一元的に運営する必要があること、
②　職業紹介関係業務は、
・　都道府県といった行政区画にとらわれずに形成される労働市場において、労働力の需給調整を行う必要が
あること、
・　失業者の再就職促進、失業給付の濫給防止等を図るため、全国一元的に運営される雇用保険事業と一体
不可分に運営する必要があること、
・　ILO第88号条約において「国の機関の指揮監督の下で、全国的体系の無料の公共職業安定機関を維持し
なければならない」旨規定されていること
③　事業主指導等雇用対策関係業務は、上記業務と一体的に実施することが効率的・効果的であること
(3)　雇用均等行政については、
・　男女均等取扱いの確保等については、地域における産業動向や認識の相違等により、地域格差があって
はならず、全国斉一的に担保する必要があること、
・　全国斉一性を担保するためには、均等行政職員により、厚生労働大臣の直轄的な指揮監督の下に、一体
的な組織性をもって事務執行を行うことが不可欠であること、
から、都道府県労働局並びにその業務の一部を分掌する労働基準監督署及び公共職業安定所が一体的な
組織性をもって事務執行を行うことが不可欠であり、今後とも国が実施する必要がある。

茨城県

『鹿島経済特区』推進
プロジェクト構想（＝コ
ンビナート地域再生プ
ロジェクト）

1276 1276030 090710

保安四法の地方への権限移譲
③（労働安全衛生法）
―ボイラー・圧力容器に係る許
認可権―

　厚生労働省（労働基準監督署）が
所管するボイラー・圧力容器の新
設・変更に係る許認可権等につい
ての県との連携、一元化を推進す
る。

　高圧ガスと圧力容器の２つの取扱いとな
る（圧力容器が労働基準監督署所管、高
圧ガス部分が県（一部は国）所管）プラント
が見られる。事務の効率化一元化の観点
から、連携強化を図るとともに、将来的に
は一元化（権限移譲）を進める。

　国内保安法にはほぼ同様の趣旨に沿った４つの
法律（石災法・消防法・労安法・高圧ガス保安法）
が、それぞれ異なった官庁で所管されており、事業
者にとっては、同一プラントへの重複官庁による規
制や手続きの煩雑化等が生じている。このため、
事務の効率化・一元化の観点から、連携の強化や
一元化をお願いするもの。

○労働安全衛生法
（昭和４７年法律第５
７号）
第３７条から第４１条
まで
○労働安全衛生法施
行令（昭和４７年政令
第３１８号）
○ボイラー及び圧力
容器安全規則（昭和
４７年労働省令第３３
号）

　ボイラーその他の特に危険な作業を必要
とする機械については、構造上の要件を欠
くと死亡災害や大規模な災害を招くおそれ
がある。
　このため、当該機械について、その安全
性を確保するため、設計、構造の段階から
一定の基準を具備することが必要不可欠
であることから、構造上の要件を定めると
ともに、製造段階から、設置、使用に至る
まで一貫した安全を確保するための規制
が設けられている。

3
（対応は
不可能）

対応は不可能（分類３）
理由：
１　保安４法については、従来より関係３省庁において、許認可の届出の簡素化等の観点から、
受付窓口の一元化等を図ってきたところであり、また、高圧ガス保安法の適用のある圧力容器と
の構造上の基準及び連続運転を可能とすることができる期間の整合を図るなど、関係省庁間の
連携を図っているところである。

２　一方、県への権限委譲の提案については、
　①労働安全衛生の確保に地域格差があってはならず、全国斉一的に担保する必要があるこ
と、全国斉一性を担保するためには、労働基準監督官により、厚生労働大臣の直轄的な指揮監
督の下に、一体的な組織性をもって事務執行を行うことが不可欠であること、
　②これらの業務を行う労働基準監督機関については、ＩＬＯ第８１号条約において、「労働監督
は中央機関の監督及び管理の下に置かなければならない」旨規定されているとともに、ＩＬＯ第２
０号勧告では、「監督機関は、国の中央機関の直接かつ専属の管轄の下に置かれるべく、かつ
その職務執行に関し地方機関の管轄の下に置かれざるべき」とされていること。
　　このようなことから、提案のあった事項については、国において労働監督を専管とする期間が
行う必要があり、地方公共団体に権限委譲することはできない。

貴省の回答によれば、現在でも「受付窓口
の一元化等を図ってきたところ」とあるが、
仮に都道府県にボイラーの設置等の許認
可権限を移譲したとしても、許認可時の国
への情報提供や災害発生時の通報体制な
ど、相互の連携を確保していれば、労働安
全衛生の確保に支障は生じないのではな
いか。事務の効率化、一元化の観点から、
提案者の要望を実現するにはどうすれば
いいか、再度検討し、回答されたい。

3（ただし、
保安四法
についての
連携は
「５」）

　ボイラー、圧力容器等については、労働安全衛生
法に基づく許認可（計画の届出の審査及び届出内
容の確認のための検査）の際に、ボイラー・圧力容
器等を扱う労働者や労働環境について監督指導を
行うことにより、労働者の安全を確保している。
　こうした許認可と監督指導は、同一機関で実施す
ることで安全を確保でき、かつ効果的な実効が図ら
れるものであり、この結果、ボイラー・圧力容器によ
る労働災害をほとんど発生させておらず、労働者の
安全が確保できているところである。
  一方で高圧ガス保安法の設備においては、多くの
事故が発生していると承知している。
　したがって、本提案のとおり都道府県へ許認可等
の権限を委譲することは、労働者の安全が確保され
ず、行政の非効率を招くこととなり、不適当である。
　なお、連携の強化については、圧力容器等につい
て労働安全衛生法と高圧ガス保安法との間で、その
適用が明確に区分され、重複適用がないとともに、
保安四法の許認可等については、受付窓口の一本
化を行うなど、従来より関係省庁間で連携強化を
図ってきたところである。

札幌市
交流と創造の空間・活
動づくり

1258 1258120 090720
地域雇用開発促進法による指
定地域と事業計画の実施

都市規模や主要産業形態などの違
いがあるため，一律的に都道府県
（＝支庁単位）での指定地域による
各種求職援助事業などでは，各地
域の実情に見合った事業展開が難
しい。このため，市町村単位,複数
の市町村単位などの指定地域が指
定し，そのなかで効率的な事業計
画を策定する。

各年代層ごと，業種ごとのきめ細やかな求
職援助事業と,地域別の雇用増大地域のし
てによる企業誘致など。

地域の実情に見合った地域雇用開発の実現化

地域雇用開発促進法
第２条第４項及び第７
条第３項
地域雇用開発促進法
施行規則第４条及び
第５条
雇用機会増大促進地
域、能力開発就職促
進地域、求職活動援
助地域及び高度技能
活用雇用安定地域に
おける地域雇用開発
の促進に関する指針
（厚生労働省告示第
３０８号）第１の１の
（３）

地域雇用開発促進法第４条に基づく「雇用
機会増大促進地域、能力開発就職促進地
域、求職活動援助地域及び高度技能活用
雇用安定地域における地域雇用開発の促
進に関する指針（厚生労働省告示第３０８
号）第１の１の（３）」に規定される要件を満
たす地域について、同法の規定（第５条第
３項ほか）により都道府県が関係市町村の
意見を聴取の上、計画を作成することとし
ている。

5

○地域雇用開発促進法に基づく求職活動援助計画等は、都道府県が地域雇
用開発促進法の規定（第７条３項ほか）に基づき関係市町村の意見を聴いた
上、計画を作成し、国が同意する仕組みとなっており、地域の実情に応じた事
業展開が図られるようになっている。
○したがって、既存の制度で提案理由の事項と同様の効果をもたらすことが可
能。

貴省の回答にある「既存の制度で提案理
由の事項と同様の効果をもたらすこと」の
意味を明らかにされたい。

5

○地域雇用開発促進法に基づく求職活動
援助計画等は、都道府県が地域雇用開発
促進法の規定（第７条３項ほか）に基づき
関係市町村の意見を聴いた上、計画を作
成し、国が同意する仕組みとなっており、
地域の実情に応じた事業展開が図られる
ようになっており、既存の制度で地域の実
情に応じた地域雇用開発を実現できる。
○なお、同意求職活動援助地域等の同意
地域は、市町村を単位としており、複数で
も単数でも認めることとしている。

特定非営利
活動法人さが
市民活動サ
ポートセン
ター

地域活性化プロジェク
トＳＡＧＡ

3064 3064030 090730 権限委譲
３．ＮＰＯ法人による職業委託訓練
とハローワーク機能の権限譲渡

人材不足の解消を専門家との実務研修で
育成
資金不足の解消を支援するためにマネジメ
ントの強化と適切な事業実施計画の研修
実施

従来の地域活性化事業内容は、ハード事業に対す
る支援は多いが、ソフト事業に対する支援が少な
い。しかも、Ｃ．Ｂの育成・ＮＰＯ法人の推進が叫ば
れる割には、人材育成の支援システムが不足して
いるため。

職業安定法第５条・
第３０条等、雇用保険
法第２条等

公共職業安定所は国が運営 3・5

○ILO88号条約に抵触すること
○職業紹介サービスが受けられなくなる層が発生するなど、国民の勤労権の
保持や、職業選択の自由の保障というセーフティネットとしての役割に支障が
生ずること
○既に、民間機関は一定のルールの元に職業紹介事業を行うことができること
○雇用保険関係業務や事業主指導関係業務は公権力行使に当たる業務を含
むこと
○職業紹介、雇用保険、雇用対策の実施等の各種業務は一体的に実施するこ
とが効率的・効果的であること等から、公共職業安定所の権限・機能の民間へ
の譲渡は不適当。
○なお、NPO法人が許可を受けて、職業紹介事業を行うことは可能である。

ハローワーク機能の権限譲渡について、提
案者の要望を踏まえ、再度検討し、回答さ
れたい。

3・5

　ハローワークは、国民の雇用面でのセー
フティネットとして、全国的なネットワークを
活用して効率的・効果的にサービスを提供
しているところであり、また、ＩＬＯ条約の要
請もふまえれば、その権限・機能の民間へ
の譲渡は不適当である。
　なお、提案主体が職業紹介事業の許可
を得れば、提案内容の実現は可能と考え
られる。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

前橋市 子育て支援構想 1030 1030010 090740
　公立保育所の民営化におけ
る財産処分に係る国庫納付金
の免除

　社会福祉施設等施設整備費及び
社会福祉施設等設備費国庫補助
金の交付を受けて取得した保育所
の財産処分については、補助金等
に係る予算の執行の適正化に関す
る法律に規定する条件に基づく厚
生大臣の承認が必要となり、処分
制限期間内のものについては、国
庫納付金が生じてくる。同補助金に
係る財産処分承認手続きの簡素化
については平成１２年３月１３日付
で通知がだされているところである
が、公立保育所の民営化実施に伴
い、譲渡・貸与を行う場合につい
て、厚生労働大臣が定める処分制
限期間内での財産処分であって
も、国庫納付金が不要となるという
もの。さらに、その場合の譲渡・貸
与の方法として無償でも有償でも
可能とし、譲渡・貸与先団体等につ
いては地方公共団体又は社会福
祉法人及び財団・社団法人に限ら
ずその他の団体でも可能とするも
のである。

公立保育所の民営化

　国庫補助金の交付を受けた既存施設等の譲渡
及び貸与においては、処分制限期間に基づき当該
施設等に係る補助金相当額の国庫納付金が生じ
てくる。新しい施設などは、国庫納付金も高額とな
り、公立保育所の民営化を進める場合に財政負担
が生じることから有償譲渡にせざるを得なくなり、
民間参入の妨げとなることが予想される。よって、
民営化に係る既存保育所施設等の譲渡・貸与につ
いては、無償・有償であっても、また、地方公共団
体又は社会福祉法人やそれ以外の団体であって
も、同一事業を継続する場合に限り、国庫納付金
を不要としていくもの。

「社会福祉施設等施
設整備及び社会福祉
施設等設備整備費国
庫負担（補助）金に係
る財産処分承認手続
きの簡素化につい
て」（平成１２年社援
第５３０号通知）

○　施設等の無償による地方公共団体又
は社会福祉法人への譲渡又は貸与であっ
て、同一事業を継続するもので、「財産処
分報告書」により厚生労働大臣に報告が
あったものについては、承認があったもの
として扱うものとしている。（補助金相当額
の国庫納付は不要）
  

３、５

○　地方公共団体等が保育所を新設する際に国が施設整備費を支出している
趣旨は、その地域において安定的な保育の実施が行われるよう、環境を整備
するためであり、その施設を目的外使用する場合は、一定額の国庫納付が必
要である。
○　そうした中、現行では、保育所事業を継続することを前提として、保育所施
設を無償で社会福祉法人へ譲渡又は貸与する場合は、補助金相当額の国庫
納付は不要である。
○　保育所施設を有償で譲渡することについては、国の補助を受けた施設を譲
渡することで地方公共団体が結果的に利益を得ることになり、また、株式会社
への無償で譲渡することについては、最終的に利益として株主等に配分される
民間企業に税を財源とする公金を支出することになり、それぞれ適当でないと
考える。
○　なお、保育所を業務委託し、公設民営化すれば、補助金相当額の国庫納
付がなく、保育業務へ民間が参入することができる。

例えば、譲渡等の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして譲渡等の先の団体について最
低限の要件を確保したとしても要望の実現
は不可能なのか。提案の実現により、円滑
な民間参入の実施を図る提案の趣旨を踏
まえ、要望を実現するにはどうすればいい
か再度検討し、回答されたい。

1 Ⅴ

　社会福祉施設については、地域再生計
画の申請があり、当該計画に掲げられた
財産処分（同一事業者転用、又は無償貸
与に限る）が、
①　処分を承認しない場合、遊休施設化そ
の他の不適切な事態が生ずる恐れがある
こと
②  貸与前の施設の利用者の処遇が低下
しないこと
等一定の基準を満たす場合に、計画の認
定に同意をすることとし、この場合厚生労
働大臣の承認があったものとして取り扱う
ものとする。（当該処分に係る補助金相当
額の国庫納付は不要。）

愛知県、豊橋
市、蒲郡市、
田原市、御津
町

国際自動車産業交流
都市

1352 1352010 090750
補助整備施設の目的外使用の
容認

異なる複数の補助金を受けて建設
した複合公共施設（ライフポートと
よはし）の多目的利用を容認する。
そのため、補助金の返還を不要と
するとともに充当した地方債の繰
上げ償還を不要とする。

現在、「ライフポートとよはし」における３つ
の機能(勤労青少年ホール・婦人会館・大
ホール）に分類されている施設を改修・相
互管理運営することにより、管理運営費の
削減や施設の使用における利便の向上を
図ることが可能となる。また、　コンベンショ
ン機能を備えることにより、自動車関連分
野などを中心とした展示会や国際会議など
を開催することが可能となる。

現在、ライフポートとよはしは、公の施設として豊橋
市が管理運営しているが、複数の補助金要綱に定
められた目的に従って運用されているため、柔軟
な利用には限界がある。三河港の中心部に位置
することから、この施設を各種イベント会場など最
大限に活用することにより三河港の機能の向上が
可能となる。

補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律第22条、同
施行令第13条

補助事業者等(地方公共団体)は、補助事
業等(勤労青少年福祉施設設置事業)によ
り取得した財産(勤労青少年ホーム)を、用
途変更等する場合、補助金等の交付の目
的に類似した目的への用途変更である場
合は残存価格の返還は要しないこととして
いるが、それ以外の目的への用途変更等
である場合は、補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律に基づき、残存
価格等から国庫補助負担率等によって算
出した額を国庫へ納付することとなる。

3

本補助事業については、「勤労青少年の福祉の増進」を目的として、各都道府
県の申請に基づき、勤労青少年ホームを設置した場合に行ってきたところであ
る。目的外への使用を伴う用途変更等を行った場合は補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する法律に従うことになるため、返還を求めることになるが、
どのような変更を検討しているか、個別具体的に相談いただきたい。

施設を各種イベント会場など最大限に活用
するために補助整備施設の目的外使用を
容認し、補助金の返還を不要とするととも
に充当した地方債の繰上げ償還を不要と
するという提案者の要望内容は実現する
にはどうすればいいか、再度検討し、回答
されたい。

1,3 Ⅴ

　勤労青少年ホームの施設転用について
は、平成１６年度から手続きの簡素合理化
及び地域再生の観点からの転用に当たっ
ての大臣同意基準等の必要な事項を明確
化した通達を都道府県に発出する。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051040 090760 自立支援員との連携協力。

自立支援員は、地域の母子家庭等
の情報を把握しており、情報交換
等の相互協力することによって支
援体制が充実できる。

自立計画の実施状況や就業状況の情報を
行政に提供。行政は他の母子家庭等の情
報を提供することによって本事業に参加さ
せられる母子家庭等情報が取得可能とな
り、協力することが出来る。

自立支援委員設置は、地方自治体に下りている
が、目的を同じくし別々の動きであれば、無駄と情
報のやりとりが困難。

母子及び寡婦福祉法
による母子自立支援
員の設置について
（局長通知0618001)

　母子自立支援員は、母子家庭等を対象
に、自立に必要な相談指導等を行ってい
る。また、その職務を行うに当たっては、関
係諸機関と密接な連携を図るように努めて
いる。

3 －

母子自立支援員は、その職務を行うに当たっては、関係部局、関係団体等の
協力を得るとともに、関係諸機関と常に密接な連携を図るように努めているとこ
ろであるが、その保有している情報については、個人のプライバシーに強く関
連するものであることから、これを第三者が共有するためには、本人の同意と
十分な理解が前提になると考える。

個人情報に配慮して守秘義務を課すなど
一定の要件を課すことも念頭におきなが
ら、要望を実現するにはどうすればいいか
再度検討し、回答されたい。

3

自立支援員が保有している情報は、個人
のプライバシーに強く関連するものである
ことから、いたずらに第三者に提供される
べきものではない。また、守秘義務を課し
たとしても、当該民間団体に開示するとい
う点で、やはりプライバシーの問題は残る。
なお、民間団体による母子家庭等への接
触、支援は、地域の母子福祉団体等との
連携の中で実現されるべきものである。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051060 090770

児童扶養手当受給者・寡婦世
帯の情報提供及び県・政令都
市の自立支援センターでの情
報提供

地方自治体は母子家庭等の情報
を把握しており、その情報を取得す
ることによって最低でも地域の全て
の給付金受給母子家庭者に収入
増のための就業情報の提供が可
能となる。

自治体が所持している給付金受給者等の
情報を得ることによって、就業に関する情
報を平等に提供することが可能となり、就
業の案内、登録が実施できる。

プライバシーの問題がネックとなっている。そのた
め一部の人にしか情報が伝わらず、偏った人選に
なってしまう。法の平等化にも抵触する。

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
について（H15.6.24雇
児発第0624001号雇
用均等・児童家庭局
長通知）

自治体が所持している給付金受給者等の
情報は、第三者に対し提供はしていない。

3 －
児童扶養手当等の受給状況等は極めて個人的な情報であるため、第三者に
対し提供することはできない。

個人情報に配慮して守秘義務を課すなど
一定の要件を課すことも念頭におきなが
ら、要望を実現するにはどうすればいいか
再度検討し、回答されたい。

3

児童扶養手当等の受給状況等は、個人のプライバ
シーに強く関連するものであることから、いたずらに
第三者に提供されるべきものではない。また、守秘
義務を課したとしても、当該民間団体に開示すると
いう点で、やはりプライバシーの問題は残る。なお、
民間団体による母子家庭等への接触、支援は、地
域の母子福祉団体等との連携の中で実現されるべ
きものである。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051080 090780
自立支援教育訓練給付金施策
設置がない市の場合の国の
フォロー

就業支援策未設置の自治体在住
の母子家庭等に対して国がこの制
度を実施する。（未実施の県・市の
負担費用の支弁）

就業支援策未設置の自治体在住の母子
家庭等は、本事業で就業する母子家庭者
の講習受講ができない。モデル事業内で
の全体での講習実施は可能であるが、途
中参加等の母子家庭等者の受講が出来な
い。モデル事業自体１６年度で終了するた
めこの制度を活用することがベストである。

自立支援教育訓練給付制度設置は、地方自治体
に下りているが未実施自治体の方が多い、１６年
度予算未計上が多く存在する。その為必要とする
母子家庭等が資金調達に苦悩し、自立のチャンス
を得られない。本来は地方自治体の体制が整って
から市等へおろすべき案件であった。平等化を著
しく妨げる。就業支援策未設置の自治体に対して
実績を提示し、設置の推進促進が可能となる。

母子寡婦福祉法第31
条、42条、43条、45条

実施主体は、自治体であり、事業を実施す
る自治体に対し、その費用の４分の３を国
が補助している。

3 －
地域の実情に応じた母子家庭施策を推進するため、事業の実施は自治体にお
いて行われるべきである。なお、仮にご提案のような制度とすれば、事業実施
自治体と未実施自治体との間で公平性が保てないという問題も生じる。

就業支援策未設置の自治体在住の母子
家庭等は、本事業で就業する母子家庭者
の講習受講ができないという提案主体の
問題意識を踏まえ、要望を実現するにはど
うすればいいか再度検討し、回答された
い。

3

地域の実情に応じた母子家庭施策を推進
するため、事業の実施は自治体において
行われるべきである。なお、仮にご提案の
ような制度とすれば、事業実施自治体と未
実施自治体との間で公平性が保てないと
いう問題も生じる。福祉においても地方分
権が進められている以上、地方間にある程
度の格差が生じることもやむを得ず、住民
自治により解決されるべきものと思われ
る。
もっとも、本事業は母子家庭の自立にとっ
て重要なものであると認識しており、今後と
も、機会を捉えて自治体に対し本事業の有
用性等を周知していくこととしている。

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069010 090790 補助金の対象要件の緩和

「児童福祉法第５６条の２」及び「社
会福祉施設等施設整備及び社会
福祉施設等設備整備費国庫負担
（補助）金交付要綱」を改正し、補助
対象法人に学校法人、財団法人及
びNPO法人を追加する。

私立保育所新設に対する補助金の交付対
象に学校法人、財団法人及びNPO法人を
追加することにより、学校法人、財団法人
及びNPO法人が保育所の設置運営に参入
しやすくする。

保育所設置に要する学校法人、財団法人及び
NPO法人の負担を軽減し、保育サービスの多様化
を促進する。

　
児童福祉法第５６条
の２

補助制度において、保育所の施設設備の
整備については、補助対象が社会福祉法
人に限られている。

3

○　社会福祉事業については、質の高いサービスの継続的・安定的な提供を
確保する必要があり、このため、社会福祉法人制度を創設し、支援と規制・監
督を一体的に行ってきたところである。
・支援：社会福祉施設整備費等国庫補助金等
・規制：役員の解職請求や法人の解散命令等
○　しかし、学校法人、財団法人及びＮＰＯ法人については、社会福祉事業を
行うという観点から行政は適正な規制・監督ができないため、表裏一体の関係
である社会福祉施設整備費を補助することは困難である。

例えば、補助の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして補助金の交付対象団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
保育所設置においての負担を軽減し、保
育サービスの多様化を促進する提案の趣
旨を踏まえ、要望を実現するにはどうすれ
ばいいか再度検討し、回答されたい。

3.5

○　社会福祉事業については、質の高いサー
ビスの継続的・安定的な提供を確保する必要
があり、このため、社会福祉法人制度を創設
し、支援と規制・監督を一体的に行ってきたと
ころである。
・支援：社会福祉施設整備費等国庫補助金等
・規制：役員の解職請求や法人の解散命令等
○　しかし、学校法人等については、社会福祉
事業を行うという観点から行政は適正な規制・
監督ができないため、表裏一体の関係である
社会福祉施設整備費を補助することは困難で
ある。
○　現行制度においても、学校法人等が保育
所の整備を円滑に進めるため、ＰＦＩ制度が存
在しており、これの活用により御提案の趣旨に
沿うものと考える。

福井県
はつらつお母さん支援
構想

1085 1085010 090800
放課後児童クラブ対象児童数
の緩和

・放課後児童健全育成事業費補助
金の補助対象基準の引下げ（例：１
０人以上→５人以上）

・放課後児童健全育成事業費補助金登録
児童が５人以上、年間200日以上、1日3時
間以上開設している放課後児童クラブも補
助対象にする
これらの要件緩和により子育てをしながら
働く女性が安心して働ける環境を整備し、
地域雇用の創造を図る。

現状の制度では人口の少ない地域では国庫補助
の対象とならず、放課後児童クラブの整備や小児
救急医療の充実に支障があり、子育てをしながら
働く女性が安心して働ける環境になっていない。

民間児童厚生施設等
活動推進等事業費等
補助金交付要綱　放
課後児童健全育成事
業費別表１

放課後児童健全育成事業の小規模クラブ
に対する国庫補助の対象は、児童数が10
人以上であり、開設日数が281日以上であ
る。

3

　放課後児童健全育成事業については、保護者や児童のニーズに応えるため
には年間を通じた運営が必要であり、その国庫補助要件については、予算の
制約、事業の効率性等を勘案して定めているところであり、現在その要件緩和
は考えていない。なお本件提案は従来型の財政措置を講じるものであり、地域
再生提案として適当でない。

補助対象基準の引下げが直ちに従来型の
財政措置に該当するものではないが、貴
省の回答にある「予算の制約、事業の効率
性等」の意味を明らかにした上で、人口の
少ない地域という地域の実情に応じて要件
を緩和できないか、再度検討し、回答され
たい。

3

放課後児童健全育成事業については、保護者や児童の
ニーズに応えるためには年間を通じた運営が必要であり、
その国庫補助要件については、予算の制約、事業の効率
性等を勘案して定めているところであり、現在その要件緩和
は考えていない。なお過疎地等においては、平成１３年度に
過疎地に設置される放課後児童クラブに対する国庫補助要
件を従前の２０名以上から１０名以上に緩和したところであ
り、平成１４年度には、当該過疎地要件を撤廃し、すべての
地域で１０名以上の放課後児童を受け入れる放課後児童ク
ラブを国庫補助対象としたところであり、過疎地等に対する
配慮も十分に行ってきている。一方、都市部においては、受
け入れニーズの増大に対応し補助金について大規模加算
を設けるなどにより、より多くの児童の受け入れに努めてい
るところであり、一定の予算においてより多くの児童を受け
入れるためには、これ以上の小規模クラブへの補助要件の
緩和を行うことは適当ではない。

福井県
はつらつお母さん支援
構想

1085 1085020 090810 小児救急終夜実施の緩和

・小児救急支援事業の補助要件の
緩和(例：18時～23時の実施または
施設構内宿舎でのオンコール待機
等)

・地域の実情に応じて、例えば１８時～２３
時の実施など時間按分等の弾力的な補助
運営を認める。
これらの要件緩和により子育てをしながら
働く女性が安心して働ける環境を整備し、
地域雇用の創造を図る。

現状の制度では人口の少ない地域では国庫補助
の対象とならず、放課後児童クラブの整備や小児
救急医療の充実に支障があり、子育てをしながら
働く女性が安心して働ける環境になっていない。

医療施設運営費等補
助金交付要綱　②救
急医療対策事業　別
紙１ 診療日の設定方
法 ２夜間

　病院群輪番制病院及び共同利用型病院
並びに小児救急医療支援事業参加病院は
「午後６時から翌日８時まで診療を行うも
の」としている。

3

　本事業は午後６時から翌日午前８時まで診療を行うことにより、地域において
必要な救急医療体制を確保することを目的としており、このような措置を認めれ
ば、地域の救急医療体制の低下につながることから、実現は困難である。
　例えば茨城県においては県独自でオンコール待機等の補助事業を行ってお
り、独自で実施することも可能ではないかと考える。

貴省の回答にある「予算の制約、事業の効
率性等」の意味を明らかにした上で、中心
市街地の空き店舗等を利用した小規模な
保育所等の設置を容易にすることにより、
子育て支援と地域活性化を推進するという
提案者の要望を踏まえ、再度検討し、回答
されたい。

3

　小児救急医療体制の整備に向け県の主体
的取組により関係者の協議調整の下、国庫補
助制度をも活用しつつ進むことを期待してい
る。全国民の負担に基づく補助制度として、当
該事業の実施時間に係る緩和は困難と考える
が、例えば二次医療圏単位で実施する当該事
業を地域の実情に応じて複数の医療圏で実施
するなどの場合は弾力的に認めてきている。
　なお、御提案のような実施時間の限定など国
庫補助制度の要件に満たない制度を、県の実
情に応じ独自に展開している例は多数みられ
るところ。

船引町
中心市街地活性化に
よる地域再生計画

1165 1165030 090820
児童クラブ・保育所の整備によ
る市街地の活性化

保育所・児童クラブ等設置及び管
理運営の規制緩和により、小規模
でも随時自由に利用できる子育て
支援施設を中心市街地（空き店舗）
に設置することで、子育て支援と地
域活性化を総合的に推進する。

規定の保育所等は設置基準が定められて
おり、小規模な開設や不定期の児童クラブ
の開設は実現が難しい。子育て支援と中
心市街地活性化のため、空き店舗等を利
用し、自由な施設を開設したい。

放課後、児童が安心して親が迎えに来るまで過ご
せるような施設を整備し、中心市街地に活気と交
流の場を設置したい。

　
児童福祉法第６条の
２第１２号  児童福祉
法第３５条第４項

放課後児童健全育成事業の小規模クラブ
に対する国庫補助の対象は、児童数が10
人以上であり、開設日数が281日以上であ
る。地方公共団体以外の者は保育所の設
置に際し都道府県の認可を受けなければ
ならない。

5　.　3

 ○放課後児童クラブを空き店舗等で実施することについては特に規制はなく可
能であるが、小規模クラブに対する国庫補助については、予算の制約、事業の
効率性等を勘案して定めているところであり、現在その要件緩和は考えていな
い。　                      ○　保育所の設置・運営については、認可保育所の設置
主体制限の撤廃、定員規模の引き下げ（３０人→２０人）などの様々な認可要件
に係る規制緩和を行っているところである。
○　また、小規模の保育所については、本園と一体的な施設運営を行う保育所
分園（定員に関する規制はない。）方式を活用することが可能である。
○　商店街の空き店舗に保育所等を設置して、地域活性化を図るために、中小
企業庁とタイアップして、改装等のための補助を行っている。

貴省の回答にある「予算の制約、事業の効
率性等」の意味を明らかにした上で、中心
市街地の空き店舗等を利用した小規模な
保育所等の設置を容易にすることにより、
子育て支援と地域活性化を推進するという
提案者の要望を踏まえ、再度検討し、回答
されたい。

5

○　放課後児童クラブを空き店舗等で実施す
ることについては特に規制はなく可能である
が、小規模クラブに対する国庫補助について
は、予算の制約、事業の効率性等を勘案して
定めているところであり、現在その要件緩和は
考えていない。なお、都市部においては、受け
入れニーズの増大に対応し補助金について大
規模加算を設けるなどにより、より多くの児童
の受け入れに努めているところであり、一定の
予算においてより多くの児童を受け入れるた
めには、これ以上の小規模クラブへの補助要
件の緩和を行うことは適当ではない。
○　保育所の設置・運営については、認可保
育所の設置主体制限の撤廃、定員規模の引
き下げ（３０人→２０人）などの様々な認可要件
に係る規制緩和を行っているところである。
○　また、小規模の保育所については、本園と
一体的な施設運営を行う保育所分園（定員に
関する規制はない。）方式を活用することが可
能である。
○　商店街の空き店舗に保育所等を設置し
て、地域活性化を図るために、中小企業庁とタ
イアップして、改装等のための補助を行ってい
る。

袋井市

協働により実現する若
い世代が安心して働
き、子育てができるま
ち

1167 1167010 090830
放課後児童健全育成事業の対
象児童要件の緩和

放課後児童健全育成事業の対象
児童は、放課後児童健全育成事業
実施要綱に定められているとおり、
保護者が労働等により昼間家庭に
いない小学校に就学しているおお
むね１０歳未満の児童が基本であ
るが、この対象に幼稚園児(３歳以
上)を加える。

幼稚園児(3歳以上)を放課後児童健全育成
事業の対象児童とする。

幼児は預かり保育、児童は放課後児童クラブと世
代によって支援体制が異なっている。これを一元
化し、地域やＮＰＯ団体に委託して実施すること
は、子育て支援体制の充実はもとより、ＮＰＯ団体
の育成や小さな行政の推進につながる。幼い子供
を持つ共働き世帯が仕事と子育ての両立ができ、
より安心して就労できる環境を整備するためにも、
これらを一元化して委託実施したいが、その場合
には、既存の放課後児童クラブについて、放課後
児童健全育成事業費等補助金交付要綱の対象外
となる懸念もある。また、現在、本市の放課後児童
クラブは、地域組織やＮＰＯに委託して実施してい
るが、預かり保育は市直営である。基本的には、
民にできることは民での実施を基本に、預かり保
育についても民の活用が図られることを望むもの
である。

児童福祉法第６条の
２第１２号

　放課後児童健全育成事業の対象児童
は、保護者が労働等により昼間家庭にい
ない小学校に就学しているおおむね10歳
未満の児童である。

3

放課後児童健全育成事業を実施するＮＰＯ団体等が放課後児童健全育成事業
の対象外の児童等を預かる事業を市町村から委託を受けて実施することを妨
げるものではないが、放課後児童健全育成事業として対象となる児童について
は、保育その他の施策がそれぞれの施策の目的によって対象が定められ、必
要なニーズに対応することから、３歳以上の幼稚園児を放課後児童健全育成
事業の対象とする考えはない。

現在対象年齢によって異なる子育て支援
体制を一元化し、支援体制の充実を図ると
いう提案の趣旨を踏まえ、要望を実現する
にはどうすればいいか再度検討し、回答さ
れたい。

3

就学前の保育に欠ける児童の保育につい
ては、乳幼児を適切に保育する観点から
必要な受け入れ体制が整備された保育所
等において対応すべきであり、放課後児童
健全育成事業の対象とすべきものとは考
えていない。
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袋井市

協働により実現する若
い世代が安心して働
き、子育てができるま
ち

1167 1167020 090840
放課後児童健全育成事業費等
補助金交付要綱の要件緩和

児童数が20人～35人のクラブの場
合には、開設日数200日以上が対
象要件となっているが、児童数が
10～19人のクラブの場合にあって
は、開設日数281日以上が対象要
件となっている。児童数が10～19
人のクラブの場合も開設日数200日
以上から対象要件とする。

児童数が10～19人のクラブの場合も開設
日数200日以上から対象要件とする。児童
数が20～35人のクラブのように、若干の補
助基本額の減額を伴っても補助対象とす
る。(児童数20～35人のクラブの補助基本
額(年額)は、1,515,000円×箇所数。ただ
し、開設日数が200～280日の放課後児童
クラブの場合にあっては、1,169,000円×箇
所数という措置がある。)

幼児は預かり保育、児童は放課後児童クラブと世
代によって支援体制が異なっている。これを一元
化し、地域やＮＰＯ団体に委託して実施すること
は、子育て支援体制の充実はもとより、ＮＰＯ団体
の育成や小さな行政の推進につながる。幼い子供
を持つ共働き世帯が仕事と子育ての両立ができ、
より安心して就労できる環境を整備するためにも、
これらを一元化して委託実施したいが、その場合
には、既存の放課後児童クラブについて、放課後
児童健全育成事業費等補助金交付要綱の対象外
となる懸念もある。また、現在、本市の放課後児童
クラブは、地域組織やＮＰＯに委託して実施してい
るが、預かり保育は市直営である。基本的には、
民にできることは民での実施を基本に、預かり保
育についても民の活用が図られることを望むもの
である。

児童福祉法第６条の
２第１２号

放課後児童健全育成事業の小規模クラブ
に対する国庫補助の対象は、児童数が10
人以上であり、開設日数が281日以上であ
る。

3

放課後児童健全育成事業については、保護者や児童のニーズに応えるために
は、年間を通じた運営が必要であり、その国庫補助要件については、予算の制
約、事業の効率性等を勘案して定めているところであり、現在、その要件緩和
は考えていない。なお本件提案は従来型の財政措置を講じるものであり、地域
再生提案として適当でない。

補助対象基準の引下げが直ちに従来型の
財政措置に該当するものではないが、貴
省の回答にある「予算の制約、事業の効率
性等」の意味を明らかにした上で、幼い子
どもを持つ共働き世帯が仕事と子育ての
両立ができ、より安心して就労できる環境
を整備するという提案の趣旨を踏まえ、要
件緩和について再度検討し、回答された
い。

3

放課後児童健全育成事業については、保
護者や児童のニーズに応えるためには、
年間を通じた運営が必要であり、その国庫
補助要件については、予算の制約、事業
の効率性等を勘案して定めているところで
あり、現在、その要件緩和は考えていな
い。なお、都市部においては、受け入れ
ニーズの増大に対応し補助金について大
規模加算を設けるなどにより、より多くの児
童の受け入れに努めているところであり、
一定の予算においてより多くの児童を受け
入れるためには、これ以上の小規模クラブ
への補助要件の緩和を行うことは適当で
はない。

千代田区
児童の教育・健全育
成と連携した地域活性
化構想

1182 1182010 090850
児童の教育・健全育成複合施
設包括補助金制度への統合

小学校、幼稚園、児童館に関する
補助金について、包括的に一本化
して交付する制度として統合する。
各施設の補助基準についても、施
設・設備の共同利用が図れるよう
に要件の改善を行う。

小学校、こども園（幼稚園と保育園の一元
化施設）、児童館の機能を持つ複合施設を
整備し、児童の教育・健全育成の拠点とし
て一体的に連携した運営を行う。

公立学校施設整備費補助金など関連する補助金
の個別の要件では、一体的な運営をめざした施設
整備ができないため。

民間児童厚生施設等
活動推進等事業費等
補助金交付要綱

地方公共団体および社会福祉法人等の設
置する児童館・児童センター等にかかる整
備費に対して国庫補助。

5

児童館等の児童福祉施設の整備についてはそれぞれの施設に必要な施設・設
備内容により補助基準を定めているが、他の施設と合築して整備する場合にも
国庫補助の対象としている。また、児童館の整備については学校との併設を妨
げていない。

大蔵村
住民ニーズと地域特
性を活かしたまちづく
り

1225 1225020 090860
保育所・学校等補助金施設の
目的外使用の認容

本村の過疎化による少子化は著し
く、当初の予想を遥かに上回るもの
になっている。その結果、学校や保
育所などは統合しなければ運営し
ていけない状況になっている。特に
赤松小学校においては、今年度入
学生がゼロとなっており、なるべく
早い時期での統合が必要になって
いる。そこで、統合した後の空き施
設を有効利用し地域活力の増進・
交流人口の増加・地域産業の活性
化推進を図りたいが、建築間もない
赤松小学校を大蔵小学校に統合
し、施設を利活用する場合、国庫補
助事業完了後１０年という目的外使
用制限期間があり、補助金返還が
生じてくるため、制限期間の短縮を
お願いしたい。また、他の補助金施
設に関しても今後同様に統合・その
他の理由により使用しなくなったも
のは、目的外使用の認容をお願い
し、各地域での教育の充実・福祉
の充実のための中心施設としての
活用を図りたい。

保育所や学校の統合を進め空いた施設等
を　①歴史資料室・図書室・合宿所・宿泊
通学体験所等、生涯学習施設として利用
し、個性と魅力のある「ひとづくり」を進め
る。　②グリーンツーリズム体験宿泊場所
として利用し、交流人口の増加を進める。
③福祉相談室、保健センターとして利用
し、健康で安心して暮らせる地域づくりを進
める。　④農産物加工・貯蔵施設や特産品
開発所として利用し、地域産業の活性化を
進める。　⑤高齢者向け共同住宅や高齢
者生きがいづくり拠点施設として利用し、
福祉の充実を図る。　⑥上記施設として利
用することにより、新たな雇用を創出する。

財政難により、新たなる活性化のための施設が建
設できない今日、社会情勢の変化から本来の目的
での使用価値が薄れた補助金施設を有効利用す
るためには、目的外使用の認容が必要である。

「社会福祉施設等施
設整備及び社会福祉
施設等設備整備費国
庫負担（補助）金に係
る財産処分承認手続
きの簡素化につい
て」（平成１２年社援
第５３０号通知）

○　施設等の無償による地方公共団体又
は社会福祉法人への譲渡又は貸与であっ
て、同一事業を継続するもので、「財産処
分報告書」により厚生労働大臣に報告が
あったものについては、承認があったもの
として扱うものとしている。（補助金相当額
の国庫納付は不要）
  

5

○　現行において、国庫補助事業完了後１０年を超える期間を経過している保
育所を同一事業者が設置する他の社会福祉施設等へ転用する場合は、補助
金相当額の国庫納付は不要である。
○　さらに、保育所から幼稚園への転用については、保育所と幼稚園の連携を
もう一段進めるため、先般、「児童福祉施設（保育所）の財産処分の取り扱いに
ついて」（平成１５年１１月２８日付雇児発第１１２８００１号）を発出し、国庫補助
事業完了後１０年を経過していなくても、一定の要件を満たした場合、相当額の
国庫納付を必要とせず、転用を可能とする規制緩和措置を講じたところであ
る。

小野町
健康・安心のまちづく
りによる地域再生

1240 1240010 090870
学校施設等の有効活用のため
の制限緩和（財産処分、目的
外使用）

公立学校施設整備費補助金等で
建設した学校施設等で、余裕教室
や今後統廃合により廃校となる学
校や児童福祉施設、農林水産施設
等、補助金等により整備された施
設の民間事業者による目的外使用
が可能となるよう財産処分制限の
緩和をお願いしたい。

補助金等の制限が緩和されることで、学校
等の余裕教室の開放や施設譲渡が可能と
なれば、高齢者福祉（介護）、児童福祉（子
育て支援）、健康づくり等のコミュニティービ
ジネスを始めとする起業者に対する支援、
さらには研究機関、情報通信事業者等の
企業進出が誘発され、町民の健康増進の
場の確保、雇用拡大、経済活性化が図ら
れる。

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法
律では財産処分の制限を規定しているが、制限緩
和により施設の統廃合が予定されている施設を始
めとする既存公有施設の他目的利用・民間事業者
等への譲渡、開放をしても補助金の返還を不要と
する。

補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律第13条（処
分を制限する財産）、
14条 （財産の処分の
制限を適用しない場
合）
社会福祉施設整備費
及び社会福祉施設等
設備整備費国庫負担
（補助）金に係る財産
処分承認手続の簡素
化について（平成１２
年３月１３日社援第５
３０号）

社会福祉サービスの基盤の整備について
は、地域の需要に応じたサービスの拡充
の必要性の観点から、既存の社会福祉施
設等の効率的活用を図るため、
①　福祉各法の規定に基づき設置され、国
庫補助事業完了後１０年を越える期間を経
過した、同一事業者における社会福祉施
設等への転用
②　地方公共団体又は社会福祉法人への
無償譲渡又は貸与であって、同一事業を
継続する場合（社会福祉施設等の事業を
継続するもの）
については、すでに当該財産処分に係る
補助金相当額の国庫納付は不要としてい
るところである。

3

　社会福祉施設等施設整備費等(以下「施設整備費」という。)は、地方公共団
体等が整備する施設整備及び設備整備に要する費用の一部を負担（補助）す
ることにより、保育に欠ける児童、介護を要する老人等社会的支援を高度に要
する者の福祉の向上を図ることを目的として交付されているものであり、真に整
備が必要な施設を補助対象としている。ゆえに社会福祉施設整備費を補助さ
れた施設については、国庫補助事業完了後１０年を超える期間を経過し、社会
福祉事業を行う施設に転用する場合には国庫納付は不要としているが、それ
以外については、国庫納付を経る必要がある。
　なお、国庫納付を経るもののほかに、「補助事業等により取得し、又は効用の
増加した財産の処分制限期間」（平成１３年７月１２日厚生労働省告示第２３９
号）で定める期間を経過したものについては、国として何ら制限を設けていな
い。

例えば、譲渡等の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして譲渡等の相手方の団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
高齢者福祉（介護）、児童福祉（子育て支
援）、健康づくり等のコミュニティービジネス
を始めとする起業者に対する支援する提
案の趣旨を踏まえ、要望を実現するにはど
うすればいいか再度検討し、回答された
い。

1 Ⅴ

　社会福祉施設については、地域再生計
画の申請があり、当該計画に掲げられた
財産処分（同一事業者転用、又は無償貸
与に限る）が、
①　処分を承認しない場合、遊休施設化そ
の他の不適切な事態が生ずる恐れがある
こと
② 地域再生計画の認定申請があった地域
において、当該計画に掲げられた社会福
祉施設の公共的施設（国庫補助の対象で
あるものに限る）への転用の必要性が認め
られること
等一定の基準を満たす場合に、計画の認
定に同意をすることとし、この場合厚生労
働大臣の承認があったものとして取り扱う
ものとする。（当該処分に係る補助金相当
額の国庫納付は不要。）

高浜市
子育て支援のための
拠点施設「中・高校生
ふれあいサロン」

1241 1241010 090880
国の間接補助から直接補助へ
と補助基準の早期見直し

国では、子育て支援施策拡充のた
め、様々な補助事業をメニュー化し
ているが、現行制度の中では、国
庫直接補助の事業が少なく補助制
度の多くは県を通じての間接補助
であり、県が予算化をしない限り国
からの補助を受けることができませ
ん。従って各自治体は、予算を確
保することが厳しい中、単独事業で
実施しているのが現状であります。
今後、全国の自治体が地域にあっ
た実効性のある行動計画を策定し
ていくために、国の間接補助から直
接補助へと補助基準の見直しをす
ることによって事業の実施が図られ
る。

○具体的に考えている事業等の内容      ・
子育て支援のための拠点施設整備「中・高
校生ふれあいサロン」防音設備を施した音
楽室、パソコンを設置した学習室、軽運動
室等中・高校生を対象とした施設整備を
し、運営は中・高校生によって企画立案す
る新しいタイプの施設を目指します。
・つどいの広場事業（厚生労働省）子育て
への負担感の解消を図る。
・中高校生と赤ちゃんとのふれあい事業
（厚生労働省）ふれあいにより、乳幼児の
理解を深め地域の仲間づくりなど児童の健
全な育成を図る。
○具体的な地域経済の活性化の効果及び
地域雇用の創造の効果の見込み
・地域の公民館、児童館、ＮＰＯ、子育て支
援グループなど、組織や関係機関が一丸
となって連携協力することにより、「次世代
育成支援は地域も参加」の意識を醸成する
ことができる。かつ、地域での新たな雇用
の創出とともに地域の教育力の向上が図
れる。

国では、子育て支援施策拡充のため、様々な補助
事業をメニュー化しているが、現行制度の中では、
国庫直接補助の事業が少なく補助制度の多くは県
を通じての間接補助であり、県が予算化をしない
限り国からの補助を受けることができません。従っ
て各自治体は、予算を確保することが厳しい中、単
独事業で実施しているのが現状であります。今後、
全国の自治体が実効性のある行動計画を策定す
るためには、国の間接補助から直接補助へと補助
基準の見直しをしていただくことにより、円滑な事
業実施の実現が図れるように支援していただきた
い。

・子育て支援のため
の拠点施設設置要綱
・つどいの広場事業
実施要綱
・児童ふれあい交流
促進事業実施要綱
・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律第22条、
同施行令第13条

子育て支援のための拠点施設の施設整
備、つどいの広場事業および児童ふれあ
い交流促進事業を実施する市町村（指定
都市及び中核市を除く）に対して都道府県
を通じて間接補助。
補助事業者等(地方公共団体)は、補助事
業等(勤労青少年福祉施設設置事業)によ
り取得した財産(勤労青少年ホーム)を、用
途変更等する場合、補助金等の交付の目
的に類似した目的への用途変更である場
合は残存価格の返還は要しないこととして
いるが、それ以外の目的への用途変更等
である場合は、補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律に基づき、残存
価格等から国庫補助負担率等によって算
出した額を国庫へ納付することとなる。

3

子育て支援のための施設整備等については、より広域的な視点から施設の配
置等を行うなどの観点から、都道府県にも一定の関与を求めることが適当であ
り、その経費の一部を負担（補助）させることが必要と考えられるため、都道府
県の補助を廃止することについては慎重な検討が必要である。
勤労青少年ホームの改修については、当該ホームが勤労青少年福祉施設設
置事業により取得したものである場合はどのような検討をされているのか、個
別具体的に相談いただきたい。

貴省の回答によれば、「より広域的な視点
から施設の配置等を行うなどの観点から、
都道府県にも一定の関与を求めることが
適当」とあるが、県の平均的な状況に比べ
て施設整備が進んでいる地方公共団体に
まで一律の基準で運用されていることが問
題となっているものである。個別の事情を
勘案して、事業実施の必要性が認められ
る場合などには、国の直接補助を可能とす
るということができないかどうか、再度検討
し、回答されたい。

1,3

市町村への直接補助方式を認めた場合に
おいて、厳しい財政状況の中で都道府県
の関与が消極的になった場合、施策全体
の後退を招きかねないため、慎重な検討
が必要である。
勤労青少年ホームの施設転用について
は、平成１６年度から手続きの簡素合理化
及び地域再生の観点からの転用に当たっ
ての大臣同意基準等の必要な事項を明確
化した通達を都道府県に発出する。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

富山県
子育てしやすい環境
づくりによる就業促進
プロジェクト

1294 1294010 090890
仕事と家庭両立支援特別援助
事業補助金の要件緩和

　現状のファミリー・サポート・セン
ターの設置要件は、原則として、
・人口５万以上の市町村にあっては
本部を設置、
・支部設置については、人口１０万
を超える市町村に１ヵ所、人口が１
０万人を超える１０万人ごとに１ヵ所
ずつ加えた数
を設置できる
こととなっている。
　
　この要件を緩和し、人口要件だけ
でなく、市町村の地理、歴史的経過
などを考慮して、市町村が主体的
に支部を設置できるよう、要件の緩
和を求める。

＜現状と支援措置＞

　（支部設置の要件）
「支部は、政令指定都市以外の人口１０万
人を超える市町村については１ヵ所に人口
が１０万人を超える１０万人ごとに１ヵ所ず
つ加えた数を設置することができる。」
を緩和し、
「ただし、地理的要件など地域の特別な事
情がある場合は、別途協議により、人口要
件を満たしていなくても支部を設置すること
ができる。」
を付け加える。

　現状のファミリー・サポート・センターの設置要件
が厳しいため、市町村合併が進められた場合、本
県においては、富山市、高岡市といった都市部に
しか設置できなくなり、きめ細かな支援ができなくな
る。
　このため、人口要件だけでなく、市町村の地理、
歴史的経過などを考慮して、市町村が主体的に支
部を設置できるようにする。

「仕事と家庭両立支
援特別援助事業の実
施について」（平成１
３年８月６日付け雇児
発第５１０号厚生労働
省雇用均等・児童家
庭局長通知)

平成１５年１０月末現在における支部設置
数は５３カ所となっている。

2 Ⅴ
市町村合併の場合などについて特例措置を設け１０万人以下でも支部の設置
を可能とする。

貴省の回答の「特例措置」の内容で、提案
者の「市町村が主体的に支部を設置できる
ようにする」という提案の趣旨に合致する
のかどうか明確にされたい。

2
市町村合併の場合などについて、１０万人
未満でも支部の設置を可能とする特例措
置を設ける。

千葉県
「健康福祉千葉方式」
の推進

1307 1307010 090900
地域子育て支援センター事業
における対象事業の要件緩和

①現在、地域子育て支援センター
事業において、指定施設は３事業、
小規模型指定施設は２事業を実施
することが要件となっているが、指
導者を配置していれば、１事業の
みであっても小規模型指定施設と
する。
②専任の指導者を配置しないで１
事業以上実施している場合にも、
地域子育て支援センター事業とし
て位置付ける。
③保育所が公園出前保育、絵本の
読み聞かせ、親同士の交流事業等
地域の実情に応じた子育て支援事
業を本来事業に追加して行う場合
は、地域子育て支援センター事業
の対象とする。

　千葉県内の全ての保育所を、地域の子
育て支援を担うよう地域子育て支援セン
ターとして整備を進める。
　このことにより、安心して子育てができる
地域を形成することができ、保護者の育児
に対する負担感が軽減されることにより、
少子化対策に資することとなる。また、地
域子育て支援センターとしての取組を行う
にあたり、専任の指導員を配置するところ
にあっては雇用の創出が図られる。

　地域子育て支援センター事業において指定施設
となるためには３事業、小規模型指定施設では２
事業を実施することが要件となっているなど、実施
すべき事業数が多いことから、事業希望者が少な
いのが現状である。
　一方、子育てのノウハウを蓄積している保育所は
県内全域に整備されており、この保育所が地域の
子育て支援の中心的役割を担うことが不可欠であ
る。このことは児童福祉法にも規定されているとこ
ろでもある。
　全ての保育所が地域子育て支援センターとして
活動していくためには、支援措置が必要となる。

「特別保育事業の実
施について（平成１２
年３月２９日児発第２
４７号厚生省児童家
庭局長通知）

○地域子育て支援センター事業は、国で
規定する５事業のうち、指定施設は３事
業、小規模型指定施設は２事業を実施す
るものであり、また、実施に当たっては事
業を専門に担当する指導者等を置くことと
している。

3

○　保育所は児童福祉法第４８条の２により、「地域住民に対して、その行う保
育に支障がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び
助言を行うよう努めなければならない」とされており、通常においても地域の子
育て支援の拠点としての役割を担っているところである。
○　地域子育て支援センター事業として保育所に補助をするためには、国が地
域の子育て支援のために特に重要として定めた５事業のうち、複数事業を実施
するなど通常の保育所に求められる役割以上に事業を実施していることが必
要である。
○　よって、事業を１つしか行っていない地域子育て支援センターを補助対象と
することや国が重要として定めた５事業と比較して事業内容や事業の実施方法
等が明確でない自主事業を補助対象とすることは適当でないと考える。
○　また、地域子育て支援センターは、①地域住民が必要とする際にいつでも
利用でき、また、②地域住民が利用しやすいよう、安心でき、かつ親しめる場所
として地域に溶け込むことが必要である。したがって、地域子育て支援センター
の指導者等については、地域との接点を継続的に持ち、地域子育て支援セン
ターがその機能を十分発揮できるようにするため、専任として配置することが必
要であると考えている。

飯山市
地域の宝を活かす賑
わい創出・旅産業おこ
し

1311 1311050 090910
・空公共施設利用による農産
物加工施設整備。

・空公共施設を農産物加工施設と
して再利用するため、国庫補助金
を受けて整備し、現在使用されてい
ない公共施設（例えば統合による
空保育園など）の目的外使用を認
めていただきたい。

・空公共施設（例えば統合により使われなく
なった保育園など）を農産物加工施設とし
て再利用するためには、公共施設の目的
外使用となることから、現行施設で利用さ
れていない施設については目的外使用を
認め国庫補助金の返還などがないよう法
的な支援をお願いしたい。

・統合などにより使用されなくなった保育園などは、
目的外使用が不可能なため、ただ残されているだ
けであり、維持管理費だけがかかる状態で置かれ
ている。
　保育園は調理施設もあり、ある程度のスペースも
あることなどから、農産物加工施設として少額な経
費で整備が可能となることから、空公共施設の目
的外使用を認めてもらいたい。

児童福祉法第２４条
第１項

保育所は、保育に欠ける児童を保育するこ
とを目的とする施設である。

7

○保育所入所要件を満たさない児童の保育所への受入れについては、一時保
育、特定保育事業による対応、定員の範囲内での私的契約児としての入所に
よる対応、地方単独施策による対応等が可能となっている。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

大阪府
保育所待機児童の解
消等の促進

2033 2033010 090920
保育所運営費の使途の規制を
緩和

保育所運営費のうち、修繕積立金
（修繕引当金含む）の使途の規制
を緩和し、保育所の創設や増改築
等整備費に充当する。なお、待機
児童の解消のための整備事業へ
の充当を条件とする。

保育所運営費のうち、修繕積立金の使途
の規制を緩和し、保育所の増改築等整備
を促進することにより、待機児童の早期解
消を図る。

民間保育所に係る保育所運営費については、児
童家庭局長通知により、従前から積み立ててきた
修繕積立金・修繕引当金を保育所の増改築等整
備費に充当できないとされている。このため、待機
解消を図るための保育所整備を行うには、一定年
数、施設・設備積立金を積み立てた後に着手せざ
るを得ない状況にあり、増大する保育ニーズに適
時、適切に対応できない。

「保育所運営費の経
理等について」（平成
１２年３月３０日　児発
第２９９号）

○　民間施設給与等改善費の範囲内で、
施設・設備積立金を積み立て、施設の増改
築にあてることができる。

5

○　保育所運営費については、待機児童問題や多様な保育ニーズに対応する
ため、今まで、使途制限の緩和を行ってきたところである。
○現行、民間施設給与等改善費の範囲内で、施設・設備積立金を積み立て、
施設の増改築にあてることができる。

大阪府
保育所待機児童の解
消等の促進

2033 2033020 090930
児童入所施設措置費の使途の
規制を緩和

児童入所施設措置費のうち、施設
の引当金及び繰越金の使途の規
制を緩和し、施設の改築等整備費
に充当する。

府下の児童入所施設の多くは、建物や設
備の老朽化が著しく狭隘な居室となってい
る。今後、施設の改築等が必要となるた
め、施設の引当金及び繰越金の使途の規
制を緩和し、児童入所施設の改築等整備
を促進することにより、児童の処遇の向上
を図る。

児童入所施設の老朽化により建物や設備の改築
等が必要となっている状況である。児童入所施設
については、制度をめぐる状況が変化しているにも
かかわらず、平成5年3月厚生省社会・援護局長他
連名通知（39号通知）により運営しており、これまで
の間、施設の改築等整備費の自己資金として、施
設の引当金や繰越金を充当できなく、施設の改築
等ができない状態にある。

社会福祉施設におけ
る運営費の運用及び
指導について（平成５
年社援施第３９号）
社会福祉施設におけ
る運営費の運用及び
指導について（平成５
年社援施第４０号）

措置費支弁施設において、適正な施設運
営が確保されていれば、建物の大規模修
繕については修繕引当金及び繰越金から
本部会計へ繰り入れて充当することができ
ることとしている。

5

　現在、社会福祉法人の経営基盤及び再生機能の強化を図るなどの観点か
ら、本部経理区分への繰入額の拡大及び積立金の積立限度額の廃止などに
ついて今年度中に通知を発出する予定であり、これにより、本提案は対応可能
と考えている。
　なお、措置費支弁施設においては、適正な施設運営が確保されていれば、建
物の大規模修繕について、修繕引当金及び繰越金から本部会計へ繰り入れて
充当することができることとしている。

貴省回答によれば「今年度中に通知を発
出する予定」とあるが、その発出予定時期
及び内容を明確にされたい。

5

　通知の発出時期については、３月中を予定しており、現在
パブリックコメントを実施しているところである。
　また、内容については、
①措置費収入の本部への繰入額の拡大
措置費収入の本部への繰入額は民間施設給与等改善費
管理費加算相当分（２％）に限定していたところ、今改正に
より民間施設給与等改善費相当額（３～１６％）まで拡大す
る。
②運用収入の繰入額の拡大
運用収入の本部経理区分への繰入は収入決算額の事務
費相当額から生じる運用収入に限定していたところ、今改
正により、施設経理区分で生じた運用収入まで本部経理区
分へ繰り入れることができることとする。
③積立金限度額の廃止
人件費積立金、修繕費積立金、備品等購入積立金の限度
額を撤廃する。
④繰越金取崩しに当たっての規制緩和
繰越金の取崩しに当たっては、原則として所轄庁への事前
協議が必要であったが、今改正により、理事会の承認があ
れば取崩せることとする。
等を予定している。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047010 090940
常設の拠点から出向いて行う
「子育て家庭地域支援事業」の
容認

子育て親子に交流・集いの場を提
供する「つどいの広場事業」につい
て、常設の拠点から出向いて事業
を行う場合にも認めるように、事業
採択要件を緩和する。

面積の広い市町村においては、一ヶ所の
常設拠点に集まることが困難な住民もお
り、地域内を巡回訪問しながら当事業を実
施することを可能とすることにより、これま
で利用できなかった者の利用が可能とな
る。

面積の広い市町村においては、一ヶ所の常設拠点
に集まることが困難な住民もおり、地域内を巡回訪
問しながら当事業を実施することは効果的である
が、国庫補助要綱上一ヶ所の拠点で事業実施する
ことしか認められていない。

「つどいの広場事業
の実施について」（平
成１４年４月３０日付
け雇児発第０４３０００
５号）別紙「つどいの
広場事業実施要綱」

子育て中の親子が気軽に集い、交流でき
る「つどいの広場」を身近な場所での設置
を推進している。

3

「つどいの広場事業」は、子育て中の親子が自らの意思によって気軽に集い、う
ち解けた雰囲気の中で語り合うことのできる場をつくるものであることを重視し
ていることから、実施場所はいつも同じ所であって、常設であることが望まし
い。なお気軽に集える常設の場を身近なところに設置していくことを目指してい
ることから、１市町村で複数か所の設置は可能である。

提案者の要望は、面積の広い市町村にお
いては、一ヶ所の常設拠点に集まることが
困難な住民もいるため、巡回訪問での事
業の実施も認めてほしいというものであり、
その趣旨を踏まえ再度検討し、回答された
い。

3

「つどいの広場事業」は、子育て中の親子
が自らの意思によって気軽に集い、うち解
けた雰囲気の中で語り合うことのできる場
をつくるものであることを重視していること
から、実施場所はいつも同じ所であって、
常設であることが望ましい。なお気軽に集
える常設の場を身近なところに設置してい
くことを目指していることから、１市町村で
複数か所の設置は可能である。
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熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047020 090950
ファミリー・サポート・センター事
業の事業採択に係る要件緩和

国庫補助要綱において人口５万人
以上の市町村が設立するとされて
いるファミリー・サポート・センターに
ついて、当該人口要件を緩和し、５
万人未満の人口しかない市町村に
ついても設立を可能とする。

人口５万人以上の市町村が少ない本県に
おいて当該人口要件を緩和することによ
り、ファミリー・サポート・センターの設立の
促進を図ることが可能となる。

本県では人口５万人以上の市町村は少なく、ま
た、隣接する複数の市町村と共同での実施も認め
られているが、当該基準を満たすためには多くの
市町村共同での取り組むことが必要となり、設立
の促進が困難な状況にある。

「仕事と家庭両立支
援特別援助事業の実
施について」（平成１
３年８月６日付け発雇
児第３１９号）別紙「仕
事と家庭両立支援特
別援助事業実施要
綱」

「仕事と家庭両立支
援特別援助事業の実
施について」（平成１
３年８月６日付け雇児
発第５１０号厚生労働
省雇用均等・児童家
庭局長通知）

平成１５年１０月現在の設置数３００箇所中
人口５万人未満の設立は３３カ所にのぼっ
てる。

5
設立基準は原則として人口５万人以上の市町村であることととしているが、人
口５万人未満でも会員数が３００人以上あるいは、会員数が３００人未満であっ
ても妥当な会員確保計画があれば設立可能。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047090 090960
放課後児童クラブの障害児受
入れに係る開設日数要件の緩
和等

放課後児童クラブの障害児受入れ
に係る開設日数要件を柔軟にした
上で、現在試行事業として行われ
ている「障害児受入促進試行事業」
を本格実施する。

放課後児童クラブの障害児受入れに係る
開設日数要件を緩和することにより、当該
クラブの設立が促進され、児童の健全育成
が図られる。

放課後児童クラブの障害児受入れに係る国庫補
助の加算では、年間２８１日以上開設するクラブを
対象としているが、障害児受入れを促進するうえで
は、開設日数の要件緩和が必要である。

児童福祉法第６条の
２第１２号

　放課後児童健全育成事業の障害児の受
入加算に対する国庫補助の対象は、児童
数が20人以上で、うち障害児が2人以上い
ることであり、開設日数が281日以上であ
る。

3

放課後児童健全育成事業については、保護者や児童のニーズに応えるために
は、障害児の受入れを積極的に進める必要があるが、その国庫補助要件につ
いては、予算の制約、事業の効率性等を勘案して定めているところである。現
在その要件緩和は考えていない。なお、本件提案は従来型の財政措置を講じ
るものであり、地域再生提案として適当でない。

補助対象基準の引下げが直ちに従来型の
財政措置に該当するものではないが、貴
省の回答にある「予算の制約、事業の効率
性等」の意味を明らかにした上で、提案の
実現により、児童の健全育成を図るという
提案の趣旨を踏まえ、要件緩和について
再度検討し、回答されたい。

3

放課後児童健全育成事業については、保護者や児童の
ニーズに応えるためには、障害児の受入れを積極的に進め
る必要があるが、その国庫補助要件については、予算の制
約、事業の効率性等を勘案して定めているところである。現
在その要件緩和は考えていない。なお、障害児受け入れに
ついては平成１３年度に障害児を４人以上受け入れるクラ
ブを国庫補助対象とし、平成１５年度から障害児を２人以上
受け入れるクラブについても国庫補助対象とするなど、障害
児受け入れに対する配慮も十分行ってきている。一方、都
市部においては、受け入れニーズの増大に対応し補助金に
ついて大規模加算を設けるなどにより、より多くの児童の受
け入れに努めているところであり、一定の予算においてより
多くの児童を受け入れるためには、これ以上の障害児を受
け入れるクラブへの補助要件の緩和を行うことは適当では
ない。

兵庫県
都市部における小規
模保育所設置構想

2103 2103010 090970
都市部における小規模保育所
設置の設置許可及び補助要件
の緩和

小規模保育所の設置認可等に係
る通知を改正し、①６人以上２０人
未満の小規模保育所を設置できる
ようにするとともに、②アレルギー
児その他の児童に対応できる最低
限の調理施設を維持しつつ、給食
センターの利用も可能とするなど、
それに係る補助要件を緩和する。

小規模保育所の設置

現行では定員２０人以上でなければ保育所を設置
できない。そこで、小規模保育所の設置認可等に
係る通知を改正し、６人以上２０人未満の小規模保
育所の設置を認める必要がある。

「小規模保育所の設
置認可等について」
（平成12年３月30日
付厚生省児童家庭局
長通知）

'「小規模保育所の設置認可等について」に
おいて、小規模保育所の定員は２０名以上
とされているところ。

3

○　保育所は、児童の健全育成を図る観点から、児童福祉施設最低基準を満
たすことが原則であり、保育所運営費については最低基準を維持するために
要する費用として、国はその一部を負担している。
○　国として、補助要件を緩和して、御提案の定員６人以上２０人未満の保育
施設に対して運営費の一部を負担することは、予算の制約上困難である。
○　保育所の設置・運営については、認可保育所の設置主体制限の撤廃、定
員規模の引き下げ（３０人→２０人）などの様々な認可要件に係る規制緩和措
置や平成１４年度から実施している認可外保育施設が認可保育所に移行する
ための支援事業を行っているところである。
○　小規模の保育所の設置・運営については、本園と一体的な施設運営を行う
保育所分園（定員に関する規制はない。）方式の活用、低年齢児の待機児童対
策については、家庭的保育事業（いわゆる保育ママ）の活用も考えられる。

都市部において小規模保育所の整備を図
る提案者の要望を踏まえ、再度検討し、回
答されたい。

○小規模
保育所の
設置認可
に係る要件
緩和につい
ては３
○公立保
育所におけ
る給食の外
部搬入につ
いては４
○その他に
ついては７

○　保育所は、児童の健全育成を図る観点から、児童福祉施設最低基準を満
たすことが原則であり、保育所運営費については最低基準を維持するために要
する費用として、国はその一部を負担している。
○　国としては厳しい財政状況の中、限られた財源を有効に活用する必要があ
るため、一定児童数以上の保育所に運営費の支出を行っているものであり、補
助要件を緩和し、御提案の定員６人以上２０人未満の保育施設に対して運営
費の一部を負担することは困難である。
○　保育所の設置・運営については、認可保育所の設置主体制限の撤廃、定
員規模の引き下げ（３０人→２０人）などの様々な認可要件に係る規制緩和措
置や平成１４年度から実施している認可外保育施設が認可保育所に移行する
ための支援事業を行っているところである。
○　小規模の保育所の設置・運営については、本園と一体的な施設運営を行う
保育所分園（定員に関する規制はない。）方式の活用、低年齢児の待機児童
対策については、家庭的保育事業（いわゆる保育ママ）の活用も考えられる。
○　保育所における食事については、子どもの発育・発達に欠くことができない
重要なものであり、①離乳食等一人ひとりにきめ細やかな対応ができること、
②楽しい家庭的な雰囲気の中で、おいしく食事ができること、が必要。
○　このような認識の下、保育所の調理室については、①一人ひとりの子ども
の状況に応じたきめ細やかな対応、②多様な保育ニーズへの対応、③食育を
通じた児童の健全育成、を図る観点から、必要であると考える。
○　なお、構造改革特区第３次提案を受け、特区において、公立保育所の運営の
①調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設けること
②児童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができること
③社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生
また、現行の調理業務の委託・受託に係る基準を遵守すること
④必要な栄養素量を給与するとともに、食育を図る観点から、食育プログラムに

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051070 090980
母子寡婦福祉資金貸付金制度
の条件変更、自立支援教育訓
練給付金の受講前の即時支給

仕事ありきが前提時の母子寡婦福
祉資金貸付金制度（技能習得資
金・就職支度資金）の併用利用及
び条件変更（パソコン関連・マナー
講習受講料及びパソコン機器一式
購入資金での利用可能化と無保証
人化並びに受講前の貸し付け実
施）又は自立支援教育訓練給付金
の受講前の即時支給

在宅での就業のためのパソコン取得のた
めに就職支度資金の無条件貸付。本事業
での就業のための講習受講料資金として
技能習得資金の無条件貸付。母子家庭等
の自立支援教育訓練給付制度の申請時で
の即時支給。但し本案件は本事業にて就
業決定が前提での担保、保証人無しの即
時貸付。就業が前提のため就業率１００％
で返済も就業収入より返済可能である。
（手続き的には申請時に弊ＮＰＯ法人の就
業確定承認書及び生活設計書、返済計画
書添付）

母子寡婦等の貸付金制度にて技能習得資金、就
職支度資金（パソコン機器購入）等の併用利用が
出来ない。
母子家庭等の自立支援教育訓練給付制度は、申
請時の調査（約１ヶ月）があり、受講開始前に受講
料を負担しなければならない。その資金のために
技能習得資金貸し付けを得ようとしても保証人や
手続き等に時間がかかる。事前に受講できる資金
はとても準備できない。在宅でパソコン使用の業務
実施のためには機器取得が必須で受講料機器代
の資金調達は現制度では不可に近い。

母子寡婦福祉法第１
３条、母子寡婦福祉
法施行令第７条第４
号及び６号、母子家
庭自立支援給付金事
業の実施について
（H15.6.30雇児発第
0630009号雇用均等・
児童家庭局長通知）

技能習得資金は、就職するために必要な
知識技能を習得するのに必要な資金であ
り、就職支度資金は、就職に際し必要な資
金であり、併用利用は考えられない。ま
た、自立支援教育給付金は、本人が対象
教育訓練を修了した後に申請書を提出す
ることとなっている。

3 －

技能習得資金と就職支度資金は、その貸付目的・貸付対象を異にしており、併
用利用は考えられない。なお、現行制度においてもパソコン取得のための費用
は技能習得資金で貸付けている。また、給付金制度については、濫給を防止す
るため、行政機関が本人の受講修了を確認した上で給付する必要がある。

提案理由によると、母子家庭等の自立支
援教育訓練給付制度は、申請時の調査
（約１ヶ月）があり、受講開始前に受講料を
負担しなければならないなど、利用者の負
担がかかるとあるが、その趣旨を踏まえ再
度検討し、回答されたい。

3

自立支援給付金制度について、濫給を防
止し適切な運営を確保するためには、事前
に必要十分な調査を行い、また受講修了
を確認することはやむを得ないものと考え
る。

大越町
児童の保育・教育の
一体化計画

1024 1024010 090990
保育所建設事業補助金と幼稚
園建設事業補助金の統合

厚生労働省の保育所施設整備事
業補助金と文部科学省の幼稚園施
設整備事業補助金を一元化し、幼
児教育施設整備事業のための補
助金とする。

老朽している保育所、幼稚園それぞれの
施設を統合により改築する。

施設改築にあたり、統合により事業を進めたいが、
厚生労働省の保育所施設整備事業補助金と文部
科学省の幼稚園施設整備事業補助金が別々であ
ることから統合を提案する。

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

5

○　保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格
の相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となる
よう連携を図ってきている。
○　保育所と幼稚園の連携をもう一段進めるため、先般、「児童福祉施設（保育
所）の財産処分の取り扱いについて」（平成１５年１１月２８日付雇児発第１１２８
００１号）を発出し、一定の要件の下で相当額の国庫納付を必要とせず、保育
所から幼稚園への転用を可能とする規制緩和措置を講じたところである。
○　「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討するこ
ととされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」につい
ては、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育てニーズ
に応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区における
保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平成１６
年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成１７年
度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々な準備
を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069050 091000
保育所への入所要件である
「保育に欠ける児童」要件の廃
止

児童福祉法第24条第１項の規定を
改正し、保育所に入所できる児童
を保育に欠ける児童に限ることな
く、保育所における保育を希望する
全ての児童とする。

現在、保育所に入所できる児童は、児童福
祉法第24条第１項により「保育に欠ける児
童」とされているが、この要件を廃止するこ
とにより、保育所への入所を希望する児童
を全て受け入れることができ、地域におけ
る就学前教育の場としての機能や母親の
育児不安の解消などに応える子育て支援
機能の充実を図る。

児童福祉の拠点としての役割を担う保育所が、対
象者を保育に欠ける児童に限ることなく、全ての児
童を対象として地域における保育ニーズに対応し
た運営をすることが必要である。

児童福祉法第２４条
第１項

保育所は、保育に欠ける児童を保育するこ
とを目的とする施設である。

7

○保育所入所要件を満たさない児童の保育所への受入れについては、一時保
育、特定保育事業による対応、定員の範囲内での私的契約児としての入所に
よる対応、地方単独施策による対応等が可能となっている。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。
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15.提案主体
名
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称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069060 091010 児童福祉施設最低基準の緩和
児童福祉法第45条の規定を改正
し、保育所に適用される最低基準
を標準的な目安に変更する。

児童福祉法第45条の規定を改正し、保育
所に適用される最低基準を標準的な目安
とし、自主的な運営を確保して市町村の独
自性を発揮出来るようにする。

保育所は地域における子育て支援の拠点として機
能しているが、様々な保育ニーズに対応するため
には、地域における独自性を発揮することが必要
であり､児童福祉施設最低基準を標準的な目安と
することにより、地域の実情に合った弾力的な保育
所運営が期待できる。

児童福祉法第４５条
○　厚生労働大臣は児童福祉施設の設備
及び運営について、最低基準を設けなけ
ればならない。

7

○　保育所に係る児童福祉施設設備基準は、劣悪な保育環境を排除し、子ど
もの健全な発達のために必要とされるべき最低限のものであり、この基準を緩
和することは、児童の健康を守り、その心身の健全な育成に支障が生じること
が考えられるため、適当ではない。

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069070 091020
放課後児童健全育成事業の保
護者の就労要件の撤廃

子どもたちの健全育成を図るため、
保護者の就労要件の有無により制
限がある児童クラブへ要件を取り
除き、希望する子どもたちが参加で
きるようにする。

現在、児童クラブに入所できる児童は、保
護者の就労要件によって定められている。
しかし、この要件を廃止し、入所を希望す
る児童が全て入所できる要件を整えた場
合、地域における児童の適切な遊び及び
生活の場が提供でき、児童の健全な育成
を図ることができる。

社会的ニーズである、子どもたちの健全育成及び
保護者の就労を支援することができる。

児童福祉法第６条の
２第１２号

放課後児童健全育成事業の対象児童は、
保護者が労働等により昼間家庭にいない
小学校に就学しているおおむね10歳未満
の児童である。

3

放課後児童健全育成事業は仕事と子育ての両立支援策としてとともに、児童
の健全な育成を目的とするものであり、保護者の就労要件の廃止は困難であ
る。ただし、全児童を対象とする放課後対策と、放課後児童健全育成事業を併
せて行うことを妨げるものではない。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051090 091030
自立支援教育訓練給付金講座
の指定

自立支援教育訓練給付金講座の
指定

本事業での就業が可能となる自立支援教
育訓練給付金講座の指定

県・市の町の指定認可がないと受講が不可

母子家庭自立支援給
付金事業の実施につ
いて（H15.6.30雇児発
第0630009号雇用均
等・児童家庭局長通
知）

行政機関の長は本人からの申請があった
場合には、受講前に給付対象講座かどう
かの審査を行い、講座の指定を行わなけ
ればならない。

3 －
給付制度が目的に添った効果を発揮するためには、給付を行う行政機関にお
いて事前に審査を行い、本人の能力等に応じて就業に有効な講座を指定する
必要がある。

大田区
おおた“はばたき”プロ
グラムによる地域再生
構想

1233 1233040 091040
保育園等施設整備事業等に係
る補助金運用方法の見直し

　今後増加が見込まれる老朽化保
育園の改築工事に合わせ、特に待
機児の多い低年齢児保育拡充の
ための定員増を行ことを計画してい
るが、区民ニーズに迅速に対応で
きる計画とするため、国・都の補助
金の運用方法を見直し、①補助金
申請の通年（又は４半期ごと）の受
付、②内示の迅速化(申請年度内
内示）③内示前着工の容認④補助
基準、申請前の詳細資料作成の緩
和を行う。
　また、今後多様な活動主体との
連携による保育サービスの拡充を
進めるにあたり、民間参入を誘導し
やすい条件整備が不可欠である。
施設整備や運営にあたり、補助対
象となる運営主体の拡大や、独自
のサービスメニューや付加価値に
伴う保育料を、自治体との協議に
より運営主体が主体的に設定でき
るようなしくみをつくる。

保育園改築に伴う低年齢児枠の拡充によ
り、待機児解消を図る。

多様な活動主体との連携による保育サー
ビスの拡充を進め、保育サービスの向上と
地域雇用の確保を進める。
　平成16年度～18年度　各２園民間委託。
　19年度以降も民営化を含めた民間活力
の導入を計画している。

　保育園等子育て支援施設の整備に関する財源
が十分でない状況の中で、国・都の補助金の対象
になるかどうかは事業計画の要ともいえるが、現
行の事務処理では、計画段階での財源計画が立
てにくく、日程的にも区民ニーズに合わせた迅速な
対応が困難である。現状では工事の前年度に申
請、内示後着工のため、計画立案から工事着工ま
で１年から１年半、内示後議会議決するため、単年
度竣工は事実上困難であり、計画から３か年かけ
て開設となっている。今後、アウトソーシングを進
めるためには、民間のスピードに併せた確実で短
期的な計画実行が不可欠であり、民間事業者の参
入を促すためにも補助要件の拡大を含め、柔軟な
運用が求められる。

社会福祉施設等施設
整備費及び社会福祉
施設等設備整備費の
国庫負担（補助）につ
いて（平成３年厚生省
社第４０９号）

○　国庫補助の申請については一定時期
に申請期間を定めている。
○　厚生労働大臣は、都道府県知事から
申請書が到達した日から起算して原則とし
て４月以内に交付の決定を行うものとして
いる。
等

一部５一
部3

○ （①補助金申請の通年の受付）
社会福祉施設の整備については、各年度ごとに、全国統一的な整備方針のも
とで政策誘導的に進めていくものであることから、国庫補助の申請については
一定時期に申請期間を定めて採択する必要がある。
○　（②内示の迅速化）
施設整備にあたっては、各自治体において、地域における財政状況や整備需
要等を総合的に勘案し、厳選して国庫補助の申請を行っているものであり、そ
の過程は一定期間を費やすものと考えられる。
　　国庫補助については、例年、整備年度の前年度の１月から２月にかけてヒ
アリングを実施し、早期着工の観点から５月には各都道府県市に内示を行って
いるものである。
○　（③内示前着工の容認)
国庫補助の内示を行う場合には、補助の目的を達成するため、その要件とし
て、施設の最低基準、法人要件、資金計画等の審査は必要不可欠であり、内
示前の着工は認められない。
○　（④補助基準、申請前の詳細資料作成の緩和）
このほか、国庫補助申請事務の簡素化を図る観点から、国庫補助基準単価の
簡素合理化等を図っているところである。
○　（保育サービスへの民間参入について）
保育所の設置・運営については、設置主体制限の撤廃、土地建物の賃貸方式
の許容、公設民営の推進など公有財産を活用した保育所の設置・運営の促進
等の規制緩和措置を行ってきたところである。

提案者の要望は、保育園等の施設整備に
おいて、民間事業者の参入を促すために
も、現行の事務処理の見直しを求めるもの
であり、その趣旨を踏まえ再度検討し、回
答されたい。

3

　社会福祉施設等施設・設備整備費は、政
府予算案が決定した段階で予算枠、改善
事項等を示し、国庫補助の協議を受け、内
容等を審査した結果により、予算が成立し
た段階で内示を行っており、内示に当たっ
ては、早期執行の観点から５月までには終
えている状況にある。
　なお、平成１６年度から交付決定等補助
金交付事務については、地方厚生局に移
管する予定であり、早期執行等事務の円
滑化を図ってまいりたい。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051010 091050
母子家庭等自立支援特定モデ
ル事業と緊急雇用対策事業の
併用並びに連携

施策の集中と連携
母子家庭自立支援特定モデル事
業の実施で、設備費や諸経費が充
当でき、軌道に乗るまでの人件費、
運営費を緊急雇用対策費にて充当
することが可能となる。モデル事業
の自治体負担分を緊急雇用対策
費にて充当。

母子家庭自立支援特定モデル事業の実施
で、情報処理や、管理のための設備費や
諸経費小冊子作成費用等の諸経費が充
当でき、広告収入で独自運営可能となる１
年間軌道に載るまでの人件費、運営費を
緊急雇用対策費にて充当することが可能
となる。モデル事業の自治体負担分を緊急
雇用対策費にて充当。広告収入にて繰り
越し収益が発生した場合、本制度活用が
活用不可になる年度のために保持する。

母子家庭等自立支援策の特定事業推進モデル事
業の実施をする自治体が発生していない。１６年度
の予算計上自体ままならない地方自治体がほとん
どであること。その為自治体負担分を緊急雇用対
策事業で補い民間のパワーで新規事業を実施。

特定事業推進モデル
事業の実施について
（H15.6.30雇児発第
0630010号雇用均等・
児童家庭局長通知）

制度、事業目的が異なるため、母子家庭
等特定事業推進モデル事業と緊急雇用対
策事業の併用並びに連携は行っていな
い。

3 －
制度、事業目的が異なるため、母子家庭等特定事業推進モデル事業と緊急雇
用対策事業の併用並びに連携については対応困難である。

提案者の要望する2事業の連携の実現可
能性について、再度検討し、回答された
い。

3

同一事業の同一部分について二重に国庫
を支出することはできず、母子家庭等特定
事業推進モデル事業と緊急雇用対策事業
の併用については対応困難である。

大田区
おおた“はばたき”プロ
グラムによる地域再生
構想

1233 1233010 091060
国庫補助金により取得した施
設の転用に係る制限の緩和措
置

　補助金等の交付を受けて取得し
又は効用の増加した財産を、補助
金等の交付の目的に反して使用
し、譲渡し、交換し、貸し付けるに
当たっては、各省各庁の長の承認
をが必要とされている。また、転用
等で、報告手続により、承認があっ
たものとして取り扱った場合でも、
国庫補助事業完了時から起算し
て、別に定められた期間を経過す
るまでは所要の手続を経ることなく
財産処分を行うことができないとさ
れている。
　このことについて、国庫補助金に
より取得した児童館の転用に当た
り、１０年経過前に、保育施設等へ
転用しすることを可能とし、承認手
続については、当区議会の承認と
する。

　学校施設の一部活用で、児童館機能を
持つ施設を検討している。これにより、既
存の児童館も統合できることになる。廃止
児童館の地域需要は、保育施設であり、児
童館から保育施設への転用を行う。

　国庫補助金等により取得した施設については、
国庫補助事業完了時から起算して、最短でも１０年
間経過するまでは、転用等が行えない。少子化に
よる実態把握とその対策としての保育施設等の充
実を期するには、１０年後の計画では長期になり、
現実対応ができない。これらの理由により、制限期
間の短縮と、承認手続の簡素化を提案する。

「児童厚生施設整備
費に係る財産処分承
認手続の簡素化につ
いて」（平成１２年３月
１３日児環第１７号厚
生省児童家庭局育成
環境課長）

社会福祉施設整備費等を受けて取得し又
は効用の増加した財産を、補助金の交付
目的外使用、譲渡、交換、貸付又は担保に
供する処分を行うに当たって、厚生労働大
臣の承認を要する。

3

国庫補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については交付行政庁
の承認を受けずに交付目的に反する使用等が禁じられているが、整備後１０年
以上経過し、国庫補助対象施設等に転用される場合については、報告手続で
足りる取り扱いとしている。また、１０年未満での転用は可能であるが、交付行
政庁の承認を受けず、例えば議会の議決で転用できるとすることは国庫補助
の趣旨に照らし適当でない。

提案の実現により、制限期間の短縮と承
認手続の簡素化を図るという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

1 Ⅴ

社会福祉施設については、地域再生計画
の申請があり、当該計画に掲げられた財
産処分（同一事業者転用、又は無償貸与
に限る）が、①処分を承認しない場合、遊
休施設化その他の不適切な事態が生ずる
恐れがあること、②地域再生計画の認定
申請があった地域において、当該計画に
掲げられた社会福祉施設の公共的施設
（国庫補助の対象であるものに限る）への
転用の必要性が認められること等一定の
基準を満たす場合に、計画の認定に同意
をすることとし、この場合厚生労働大臣の
承認があったものとして取り扱うものとす
る。（当該処分に係る補助金相当額の国庫
納付は不要。）
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平田村
一貫教育の確立と子
育て支援

1270 1270010 091070

学習指導要領に関する規制緩
和、廃校舎への転用手続きの
簡素化、放課後児童クラブの
補助基準改善

現在厚生労働省と文部科学省での
手続きの一体化。放課後児童クラ
ブにおける補助基準額上限基準の
改善

保育所、幼稚園の統廃合に係る幼児教育
体系の一体化及び廃校舎の再利用。放課
後児童クラブの新地区開設。

学習指導要領に関する規制緩和、廃校舎への転
用手続きの簡素化、放課後児童クラブの補助基準
改善

児童福祉法、学校教
育法、児童福祉法第
６条の２第１２号

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。放課後児童健全育成事業
の小規模クラブに対する国庫補助の対象
は、児童数が10人以上であり、開設日数が
281日以上である。

5

○放課後児童健全育成事業については、保護者や児童のニーズに応えるため
には年間を通じた運営が必要であり、その国庫補助基準については、予算の
制約、事業の効率性等を勘案して定めているところであり、現在その要件緩和
は考えていない。なお、本件提案は従来型の財政措置を講じるものであり、地
域再生提案として適当でない。○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る
中で、施設の共用化や資格の相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的
な設置・運営が可能となるよう連携を図ってきている。
○保育内容については、幼稚園教育要領との整合性が図られるよう保育所保
育指針を改訂し、平成１２年４月より施行している。
○　保育所から幼稚園の転用については、、先般、「児童福祉施設（保育所）の
財産処分の取り扱いについて」（平成１５年１１月２８日付雇児発第１１２８００１
号）を発出し、一定の要件の下で相当額の国庫納付を必要とせず、保育所から
幼稚園への転用を可能とする規制緩和措置を講じたところである。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

補助対象基準の引下げが直ちに従来型の
財政措置に該当するものではないが、貴
省の回答にある「予算の制約、事業の効率
性等」の意味を明らかにした上で、地域の
実情に応じて要件を緩和できないか、再度
検討し、回答されたい。

5

○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図
る中で、施設の共用化や資格の相互取得の促
進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運
営が可能となるよう連携を図ってきている。
○保育内容については、幼稚園教育要領との
整合性が図られるよう保育所保育指針を改訂
し、平成１２年４月より施行している。
○　保育所から幼稚園の転用については、、
先般、「児童福祉施設（保育所）の財産処分の
取り扱いについて」（平成１５年１１月２８日付
雇児発第１１２８００１号）を発出し、一定の要
件の下で相当額の国庫納付を必要とせず、保
育所から幼稚園への転用を可能とする規制緩
和措置を講じたところである。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する
基本方針２００３」において検討することとされ
た「就学前の教育・保育を一体として捉えた一
貫した総合施設」については、児童の視点に
立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子
育てニーズに応える観点から検討を進めてい
るところである。具体的には、特区における保
育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実
施状況等も踏まえ、①平成１６年度中に総合
施設の在り方について基本的考え方を取りま
とめ、②平成１７年度に試行事業を先行実施
するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実
施を目指す、こととしている。

只見町
空き屋活用による介
護の充実

1336 1336010 091080
個室確保の緩和、有料老人
ホームとの類似性規制緩和

個室確保の要件撤廃、有料老人
ホームとの類似性規制を緩和し、コ
ストの安い、自宅感覚の共同生活
を実現する。

町内空き家調査の実施、福祉計画の策
定、事業実施団体の育成、

介護保険制度では個室が前提とされている。１０人
以上の入所者高齢者が食事などの提供を受けると
老人福祉法２９条により、有料老人ホームの届出
が必要となる。

（１）老人福祉法(昭和
３８年法律第１３３号)
第２９条
（２）介護保険法（平
成９年法律第１２３
号）第７条第１６項、
第７４条第１項
（３）指定居宅サービ
ス等の事業の人員，
設備及び運営に関す
る基準（平成１１年厚
生省令第３７号）

○老人福祉法においては，有料老人ホー
ムを「常時１０人以上の老人を入所させ，食
事の提供その他日常生活上必要な便宜を
供与することを目的とする施設であって，
老人福祉施設注１でないもの」（同法第２９
条第１項）と定義しており，同法上の有料
老人ホームを設置しようとする者は，あら
かじめ，都道府県知事に届出を行うことと
されている（同条同項）。
○有料老人ホームについては，都道府県
知事から指定を受けたものに限り，入浴，
排せつ，食事等の介護等の有料老人ホー
ムに入居している要介護者等に必要な日
常生活上の世話，機能訓練及び療養上の
世話（以下「指定特定施設入所者生活介
護」という。介護保険法第７条第１６項）を行
う場合，その介護サービスは保険給付の
対象とされている。
　指定特定施設入所者生活介護事業者で
ある有料老人ホームを含め指定居宅サー
ビスを行う事業者は，厚生労働省令で定め
る人員，設備及び運営に関する基準を満
たす必要があり（介護保険法第７４条第１
項及び第２項），この基準は，「指定居宅
サービス等の事業の人員，設備及び運営
に関する基準」（平成１１年厚生省令第３７
号。以下「居宅サービス基準」という。）にお
いて定められている。

8 -

○　御提案の「空き家となっている民家を改造して介護サービスを提供するも
の」の具体的な内容が不明であるため、対応の可否をお答えすることは困難で
ある。
○　介護保険制度全般の見直しの中で、特定施設入所者生活介護のあり方な
どについて、検討してまいりたい。
○　現行制度においては、空き家となっている民家を改造して介護サービスを
提供するものが、有料老人ホーム（「常時１０人以上の老人を入所させ、食事の
提供その他日常生活上必要な便宜を供与することを目的とする施設であって、
老人福祉施設でないもの」（老人福祉法第２９条））の形態を備えており、有料老
人ホームとして届出をしており、かつ、法令上の基準を満たしているものである
場合には、特定施設入所者生活介護の指定を受けることは可能である。

杉並区
余裕教室を活用した
福祉施設運営による
地域の再生

1127 1127010 091090 余裕教室の活用

国からの補助金を得て立てられた
建物については、法によってその
用途以外に転用する場合、補助金
の返還等により大臣の承認を得る
必要がある。学校施設ついては通
達によって緩和されているが、運営
主体を学校法人ないしは社会福祉
法人に限られているため、これをＮ
ＰＯ法人にまで緩和する。
また、厚生省通知では転用時の整
備費についての補助金の対象は市
町村が実施主体であるものに限ら
れている。この範囲を社会福祉法
人及びＮＰＯ法人にまで緩和する。
これにより区が委託するといった形
式ではなく、ＮＰＯ法人が自主的に
運営できる。また、地域に密着した
介護保険事業者が育ち、質の高い
サービスを提供できる。

学校の余裕教室を補助金を活用して改修
し、区が設置した高齢者在宅サービスセン
ターを廃止し、設置及び運営をＮＰＯ法人
にまかせる。
地域に密着したＮＰＯ法人を核として、地域
の人材や協力のネットワークできる。
また、介護保険事業者として、質の高い
サービスを提供する法人が育つ。

対象施設　　５施設（小学校３施設、中学校
２施設）　　５ＮＰＯ法人

区は学校の余裕教室に補助金を活用し高齢者在
宅サービスセンターを設置した。
設置当初から運営を委託したＮＰＯ法人は介護保
険制度導入から月日もたち、介護保険事業者とし
て安定している。
地域に密着したＮＰＯ法人の介護保険事業者とし
ての活動は評価され、地元の理解協力も多い。
事業の自主的な運営を支援するため、区は高齢者
在宅サービスセンターの運営を全面的に任せたい
が、国の通知、補助金要綱の規定により難しい。

平成11年3月24日
社援第709号
　余裕教室を活用し
た社会福祉施設への
改築整備の促進につ
いて

公立学校の余裕教室等を社会福祉施設に
転用する際の改築整備費は国庫補助の対
象としているが、その実施主体が市町村に
限定されている。

3

　実施主体を社会福祉法人にも拡大することは可能であるが、文部科学省通知「公立学校施設
整備費補助金等に係る財産処分の承認について」（平成９年１１月２０日文教施第８７号）におい
て、補助金の国庫納付なしに転用が認められるのは、地方自治体に譲渡される場合に限られて
いるため、実施主体を市町村に限定しているところである。
　また、ＮＰＯ法人についてまで拡大することは認められない。その趣旨は、社会福祉施設等施
設整備費補助の補助対象主体は、高い公益性と社会的信頼が求められる社会福祉事業を継続
的、安定的に運営していくために、その資産、運営、利益処分、解散時の取扱い等に関して最低
限の要件を満たす必要があり、社会福祉法人はこれらの要件を満たす特別な法人類型として制
度上規定されていることにある。
○ 社会福祉法人は、
① 法人の適正な運営を担保するため、役員の解職勧告や法人の解散命令などの強力な公的
関与の手段が法律上与えられている。
② 事業に必要な資産を保有しなければならない。
③ 残余財産の帰属についても、他の社会福祉法人に帰属することとするか、これによらない場
合には国庫に帰属することとされている。
④ 経営が思わしくないなどの一方的な事情による安易な撤退は認められない。
ところであるが、一方、ＮＰＯ法人は、
① 法人の認証の取消し等公的関与はあるが、役員の解職勧告がないなど、公的関与は極力抑
制されている。（所轄庁の介入を防ぐという法の精神がある。）
② 資産の規定は特にない。
③ 残余財産の帰属については、ＮＰＯ法人以外の主体にも帰属可能である。
④ 社員総会の決議により撤退する場合は、所轄庁の認定は不要である。
ことから、上記趣旨に照らせば、ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体
として認めることはできない。

例えば、譲渡等の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして譲渡等の相手方の団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
ＮＰＯ法人が自主的に運営でき、地域に密
着した介護保険事業者が育ち、質の高い
サービスを提供できるという趣旨を踏まえ、
要望を実現するにはどうすればいいか再
度検討し、回答されたい。

3

　ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費
の補助対象とするためには、社会福祉法
人と同等の規制が必要であると考えるが、
ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを
目的とし、公的関与や規制が極力抑制さ
れた法人であり、社会福祉法人と同等の規
制をかけるのはＮＰＯ法人制度そのものの
趣旨に反することとなる。

師勝町
師勝町老人福祉セン
ター地域住民一般開
放事業

1015 1015010 091100
国庫補助で整備した施設や設
備の処分制限の緩和

国に対して、補助金適化法の規制
を緩和してほしい。（施設の設置か
らある程度の期間が経過したら、新
たな時代の要求に合わせて施設を
有効利用するために規制を緩和し
ていただきたい｡）

師勝町老人福祉センターの利用について、
地域に根ざす施設として老人会以外に地
域町内会や子供会等に対する利用拡大を
することにより、世代を超えた交流を行な
い地域の活性化を図ることを目的としてい
る｡また、建築後かなりの年数が経過した
場合、大規模な修繕を実施するにあたっ
て、単なる修繕ではなく本来の目的以外の
用途への変更も考慮していきたい。（老人
福祉センターから他の用途の施設への改
装等）

施設を現状に合わせて有効利用したいが、補助金
適化法の処分制限内であるため具体化できないの
で、その規制について緩和していただきたい｡（な
お、この提案の提出の意義は現行法の枠に縛られ
ず事業を実施する可能性について確認したいもの
であり、当然、現行制度で対応が出来ないケース
を想定したものであるため、それに対する回答とし
て、具体的な事業内容が不明であるので判断でき
ない又は、現行制度で対応可能である等の回答を
期待するものではない｡）

「補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律」（昭和３
０年法律第１７９号）

「社会福祉施設等施
設整備費及び社会福
祉施設等設備整備費
国庫負担（補助）金に
係る財産処分承認手
続の簡素化につい
て」（平成１２年３月１
３日付局長連名通
知）

○　補助金等に係る予算の執行の適正化
に関する法律（補助金適正化法）第２２条
　補助金等の交付を受けて整備した社会
福祉施設等を補助金等の目的に反して使
用、譲渡等の処分行うにあたっては、各省
各庁の長の承認が必要とされている。

○　「社会福祉施設等施設整備費及び社
会福祉施設等設備整備費国庫負担（補
助）金に係る財産処分承認手続の簡素化
について」（平成１２年３月１３日付局長連
名通知）
　財産処分手続の簡素化を図る観点から、
以下の①②等のいずれかに該当する財産
処分であって、厚生労働大臣に報告があっ
たものについては、承認があったものとし
て取り扱うものとしている。
　①　福祉各法の規定に基づき設置され、
国庫補助事業完了後１０年を越える期間を
経過した、同一事業者における社会福祉
施設等への転用
　②　地方公共団体又は社会福祉法人へ
の無償譲渡又は貸与であって、同一事業
を継続する場合（社会福祉施設等の事業
を継続するもの）

3又は5

○社会福祉サービスの基盤の整備については、地域の需要に応じたサービス
の拡充の必要性の観点から、既存の社会福祉施設等の効率的活用を図るた
め、福祉各法の規定に基づき設置され、国庫補助事業完了後１０年を越える期
間を経過した、同一事業者における社会福祉施設等への転用に係る財産処分
であって、厚生労働大臣に報告があったものについては、承認があったものと
して取り扱うものとしているところである。

○今回の要望にある「地域に根ざす施設」が、例えば、「老人福祉施設とその
他の社会福祉施設の併設型施設」として転用する場合を指すものであって、国
庫補助事業完了後１０年を超える期間を経過している場合には、補助金相当額
の国庫納付を経ずにその転用を認めることができると考える。

提案の実現により、時代の要請に合わせ
て施設を有効利用するという趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

1 Ⅴ

社会福祉施設については、地域再生計画
の申請があり、当該計画に掲げられた財
産処分（同一事業者転用、又は無償貸与
に限る）が、
①　処分を承認しない場合、遊休施設化そ
の他の不適切な事態が生ずる恐れがある
こと
② 地域再生計画の認定申請があった地域
において、当該計画に掲げられた社会福
祉施設の公共的施設（国庫補助の対象で
あるものに限る）への転用の必要性が認め
られること
等一定の基準を満たす場合に、計画の認
定に同意をすることとし、この場合厚生労
働大臣の承認があったものとして取り扱う
ものとする。（当該処分に係る補助金相当
額の国庫納付は不要。）
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

稲川町
地域コミュニティの再
生計画

1026 1026010 091110
補助金適正化法処分制限への
優遇措置

地域住民自治機能の強化等を図る
上で住民活動の拠点施設の整備
が早急に必要不可欠であり、既存
施設を有効活用しリニューアル（増
築・改装）により拠点施設整備を計
画しているが、国補助事業により整
備されたものであり財産処分制限
期間に満たないため、補助金を所
管する各省庁の長の承認の可否と
ともにそれぞれの施設で所管省庁
が異なるため承認のための手続き
が大きな課題となっています。
「住民活動拠点施設」等整備のた
め、補助目的外での使用の承認条
件の緩和（各省各庁の長の耐用年
数等の承認基準の緩和、または、
地方公共団体が利用方法を検討し
地方議会で検討を行い議決された
場合は、補助金適正化法２２条を
適用せず国庫補助を返還しないで
目的外使用できる等）と同一の補
助目的外使用について包括的な承
認をしていただくことによる手続き
の簡素化等についての支援措置を
必要としております。

地区自治連絡協議会の活動拠点となる
『住民活動拠点施設』として計画している
６ヶ所の施設うち、稲庭・三梨・川連地区に
おいては、下記の国補助事業により整備し
た施設４ヶ所をリニューアル（増改築）し、
既存施設を有効活用することにより整備す
る。
・稲庭地区：「勤労青少年ホーム」
・三梨地区：川東地区として「三梨老人憩の
家」、川西地区として「克雪管理センター」
・川連地区：「農村環境改善センター」
また、当町において３つの大きな集落（大
舘・久保・八面）における活動拠点となる施
設についても同様に整備を行う。
・大舘集落：「川連老人憩の家」
・久保集落：「健康管理センター」
・八面集落：「駒形老人憩の家」

行政改革の推進や市町村合併などに伴う行政の
スリム化を目指すとき、国庫補助事業で整備した
施設や設備を当初の補助目的以外で利用すること
により、既存施設を現在の地域の必要性に応じた
有効な活用ができると考えます。
補助目的外使用のための補助金適性化法２２条
の適用除外または同法による各省各庁の長の承
認基準の緩和、さらには複数の施設に係る同一の
補助目的外使用について包括的な承認等による
手続きの簡素化についての支援措置により、既存
施設の有効活用を推進し、地域コミュニティ活動の
強化とそれに伴う地域経済の活性化を目指しま
す。

国民健康保険法第８
２条

保険者は、被保険者の療養環境の向上の
ために必要な事業を行うこととしている。

3

 健康管理センタ－に対する補助金は、地域における包括的保健医療を推進す
るために診療施設と一体となって保健サービスを総合的に行う拠点とすること
を目的としているものである。
 従って当該目的外で利用した場合、当初の目的が達成されないこととなるた
め、補助金の返還義務が生ずることとなる。

貴省の回答では健康管理センターについ
ての回答しかないが、勤労青少年センター
の目的外使用の容認も含め、提案の実現
により、承認手続の簡素化を図るという趣
旨を踏まえ、再度検討し、回答されたい。

1,3

健康管理センタ－に対する補助金は、地
域における包括的保健医療を推進するた
めに診療施設と一体となって保健サービス
を総合的に行う拠点とすることを目的として
いるものである。
従って当該目的外で利用した場合、当初
の目的が達成されないこととなるため、補
助金の返還義務が生ずることとなる。
勤労青少年ホームの施設転用について
は、平成１６年度から手続きの簡素合理化
及び地域再生の観点からの転用に当たっ
ての大臣同意基準等の必要な事項を明確
化した通達を都道府県に発出する。

岐阜県
いきいき福祉のまちづ
くり構想（ケア付き住
宅モデル事業）

1163 1163010 091120
社会福祉施設等施設整備費な
どの補助の弾力的な運用

社会福祉施設に対する補助に「社
会福祉施設等施設整備費補助」
（厚生労働省、取得費の3/4）があ
り、補助率も高く有利であるが、社
会福祉法人が施設自体を「所有」す
ることが条件となっている。街中で
所有してまで進出する社会福祉法
人は少ない。社会福祉法人が施設
自体を所有しなくとも、社会福祉法
人に床を賃貸する公社等の建物所
有者へ「施設整備費補助」見合い
の補助を投入する。

岐阜県住宅供給公社が再開発組合から保
留床を取得し、高齢者向け優良賃貸住宅
として供給するとともに、一部を社会福祉
法人に賃貸し、デイサービスセンター、ヘ
ルパーステーション等として運営してもら
う。

高齢者向け優良賃貸住宅制度における高齢者生
活支援施設の補助は、賃貸住宅戸数×定額を基
本とし、現計画での補助額は、生活支援施設取得
費の約1/10の見込み。
地価が高い街中では賃料が高いことから、収益に
上限がある福祉事業の運営は厳しい面がある。公
社等が社会福祉法人に床を賃貸する場合にも、公
社等の建物所有者へ社会福祉施設等施設整備費
並みの補助を投入できれば、床賃料の低減を図る
ことができ、社会福祉法人の安定運営が期待でき
る。
（少子高齢化という時代潮流の中で、コンパクトで
効率の高いまちづくりが求められており、各種施設
の複合開発、合築が本流になっていくものと考えら
れる。地価負担力が弱い福祉施設は専ら郊外部で
展開しているが、賃貸する場合にも補助が弾力的
に運用されれば、福祉施設の街中での展開に拍
車がかかり、都心居住や経済活性化に繋がるもの
と考えられる。）

社会福祉施設等施設
整備費及び社会福祉
施設等設備整備費の
国庫負担（補助）につ
いて

公社については、社会福祉施設整備費補
助の対象となっていない。

3

　社会福祉事業については、質の高いサービスの継続的・安定的な提供を確
保する必要があり、このため、社会福祉法人制度を創設し、支援と規制・監督
を一体的に行ってきたところである。
支援：社会福祉施設整備費等国庫補助金等
規制：役員の解職勧告や法人の解散命令等
　しかし、住宅供給公社については、社会福祉事業を行うという観点から行政
は適正な規制・監督ができないため、表裏一体の関係である社会福祉施設整
備費を補助することは困難である。

例えば、補助の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして補助金の交付対象団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
現行では困難な街中での福祉施設の展開
を図るという提案の趣旨を踏まえ、要望を
実現するにはどうすればいいか再度検討
し、回答されたい。

3

　住宅供給公社は、住宅の不足の著しい地域にお
いて良好な集合住宅及びその用に供する宅地を供
給することを業務としており、中心となる事業は、宅
地開発、分譲住宅（建設、分譲）、賃貸住宅（建設・
管理）などである。住宅事業に関するノウハウは
持っているものの、社会福祉事業に関するノウハウ
は持っているとはいえない。
　また、公社は、住宅供給という観点から、都道府県
知事や国土交通大臣の規制・監督がかかっている
が、継続的・安定的な社会福祉サービスの提供とい
う観点からの規制・監督はなされていない。
　仮に公社に対する補助を認めたとしても、公社は
無償貸与しかできず（有償の場合は、補助金相当額
の国庫納付が必要。）、自己負担分（建設費）が回
収できない。
　　このような公社に対して、社会福祉施設整備の
費用を補助することは困難であると考えられる。
　　したがって、
・自治体自ら住宅と施設の合築により整備する
・自治体が公社より買い取り、自治体から社会福祉
法人に対して貸与する
・社会福祉法人が公社より購入する
　等により、施設整備を進めていくべきものと考えら
れる。

川崎市
福祉産業コンプレック
スの構築による地域
再生

1179 1179010 091130

①高齢者施設で質の高いケア
サービスを受けられるいわゆる
安心ハウスの概念に該当する
事業に対する国【(独）福祉医療
機構】による融資条件の緩和

①有料老人ホーム（特定施設入所
者生活介護）及び痴呆性高齢者グ
ループホームの整備に対する独立
行政法人福祉医療機構の融資条
件の緩和
②グループリビングの整備に対す
る同機構の融資の実施

①有料老人ホーム（特定施設入所者生活
介護）や痴呆性高齢者グループホームへ
の融資は、事業者が借入申込者の場合に
限られている。しかしながら、本市での整
備状況は、地権者が整備を行い、それを事
業者が賃借するケースが多い。地権者は、
独立行政法人福祉医療機構からの借入は
不可であり、他の金融機関から高金利
（2.2％以上）での借入を行っている。
②グループリビングの整備に対しては、地
権者は独立行政法人福祉医療機構からの
借入は不可であり、他の金融機関から高
金利（2.2％）での借入を行っている。

独立行政法人福祉医療機構から、金融機関よりも
低金利での長期の融資を受けることができれば、
利用者の自己負担金を低額にすることが可能とな
り、いわゆる「安心ハウス」の概念に当てはまる可
能性のある事業の促進につなげることができる。
独立行政法人福祉医療機構　貸付利率（平成15年
10月現在）　有料老人ホーム　年1.8％痴呆性高齢
者グループホーム　　　　年1.85％

独立行政法人福祉医
療機構法（平成１４年
法律第１６６号）
独立行政法人福祉医
療機構法施行令（平
成１５年政令第３９３
号）

独立行政法人福祉医療機構は、社会福祉
事業施設を設置し、又は経営する社会福
祉法人等に対し、社会福祉事業施設の設
置、整備又は経営に必要な資金を貸し付
けることができる。

一部につ
いて８
それ以外
は３

　福祉医療機構は、社会福祉事業施設を設置又は経営する社会福祉法人等に
融資することができる。本案件の地権者が設置者であり、かつ、対象となる法
人であれば融資は可能である。設置者でない場合、事業の継続性が必ずしも
担保されないことから、融資は出来ない。
　なお、平成１７年度以降、一般有料老人ホームに係る貸付は廃止することとし
ている。
　また、機構の融資については、限りある融資枠の中、社会福祉事業施設等政
策的必要性が高いものに優先的に行われているところであるが、グループリビ
ングについては現在融資されている施設等に比べ、政策的必要性は高くないと
考えているので融資することは考えていない。

独立行政法人福祉医療機構に対し、要望
の趣旨を伝えられたい。

一部につい
て８

それ以外は
３

融資対象法人、施設については、法律及
び政令で決まっており、独立行政法人福祉
医療機構が決められるものではないが、要
望の趣旨を当該法人に情報提供することと
する。

小野町
健康・安心のまちづく
りによる地域再生

1240 1240040 091140
介護サービス事業者等の指定
基準及び介護予防施策等の規
制緩和及び弾力的運用

介護サービス事業者としての指定
を受けるためには、物的・人的規制
があるほか、予防機関との線引き
が確立されているが、境界層にい
る高齢者については、要介護・要支
援にシフトしていく傾向にある。ま
た、精神・身体障害の自立支援機
関との線引きも確立しており、サー
ビス提供が多岐にわたってしまうと
いった課題が多く、これらの要因を
除去する環境づくりが必要であるこ
とから、指定介護老人福祉施設の
人員、設備及び運営に関する基
準・指定介護療養型医療施設の人
員、設備及び運営に関する基準・
指定居宅サービス事業者・指定居
宅介護支援事業者及び介護保険
施設に係る指定等に関する規則・
介護予防施策等の規制緩和及び
弾力的運用をお願いしたい。

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び
運営に関する基準・指定介護療養型医療
施設の人員、設備及び運営に関する基準・
指定居宅サービス事業者・指定居宅介護
支援事業者及び介護保険施設に係る指定
等に関する規則・介護予防施策等の規制
緩和及び弾力的運用により、地域に根ざし
た関連施設の活性化はもとより、関連施設
が多数できることにより、関連事業者の増
加や、本体業務従事者が増加し、雇用創
造につながるとともに個々に対応したきめ
細かなサービスの提供が可能となる。

現在、介護保険事業者としての指定を受けるため
には、物的・人的規制があるが、指定基準の緩和・
弾力的運用が図られることにより、地域に根ざした
関連施設が多数できることが期待され、関連事業
者の増加や、本体業務従事者が増加し、活性化に
つながる。

介護保険法第７０条
（平成９年法律第１２
３号）

介護保険サービスとして保険給付を受ける
ためには、各サービスに対応した基準を満
たすことが必要であるが、基準該当居宅
サービスを提供する事業者等につては、基
準が緩和されている。

5

○　介護保険制度は、保険料及び公費を財源として運営しているため、介護保
険制度から給付するサービスについては、自立支援の観点から適正なサービ
スを設定するとともに、サービスの提供にあたっては、一定の基準を満たし、都
道府県知事等が指定した施設及び事業者に限り提供できることとしている。こ
れ以外に、地域の実情に応じて多様な事業者の参入を可能とし、利用者の選
択肢を増やすという観点から、一定の水準を満たすサービスの提供を行う事業
者を市町村の判断で指定すること（基準該当居宅サービス）が可能である。

岩瀬村
安心して暮らせる村づ
くりと介護施設サービ
スの推進

1249 1249010 091150
農山村の高齢者支援と介護保
険事業の支援措置

老後の安心を、みんなで支える制
度の介護保険が、都市部を中心と
した施設整備になっているため、農
村部では、不均衡が生じているの
で国・県は、整備水準の見直しとと
もに認可制度を緩和し単年度申請
処理に是正していただきたい。

特別養護老人ホーム建設事業
特老ホーム８０人
ショートステイ専用居室２０人
ケアハウス１０人
デイサービスセンター２０人

老後の暮らしが安心して生まれ育ったふるさとで元
気に送ることは村民みんなの願いです。介護保険
制度の創設から４年が経過しますが、サービス利
用者の急増によって、岩瀬村を中心とする地域で
の老人福祉サービスの整備量が不足のため民間
参入によって、介護サービス供給体制の確立と雇
用の場の確保を図る。

①ついて
「平成１６年度社会福
祉施設等施設整備費
（老健局所管分）の国
庫負担（補助）に係る
協議について（老計
発第０１１３００１号厚
生労働省老健局計画
課長通知）」

②について
老人福祉法（昭和３８
年法律第１３３号）第
２４条第３項、第２６条
第３項

①について
「平成１６年度社会福祉施設等施設整備費
（老健局所管分）の国庫負担（補助）に係る
協議について（老計発第０１１３００１号厚生
労働省老健局計画課長通知）」において、
以下のとおり、デイサービスセンターに関
する留意事項を規定。
・「標準型」は１６５㎡以上、「小規模・痴呆
型」は１００㎡以上の面積を有することを原
則とする。
・２階を設ける場合は、耐火建築物又は準
耐火建築物とすること。ただし、２階部分の
面積が３００㎡未満の場合はこの限りでな
い。

②について
国は、都道府県又は市町村に対し、老人
の福祉のための事業に要する費用を補助
し、都道府県は市町村又は社会福祉法人
に対し、老人福祉のための事業に要する
費用を補助することができる。

①－8②
－3

①について
○社会福祉施設整備費補助は、いわゆる奨励補助の一つであって、その国庫補助基準については、国庫を
支出して、支援されるべき事業としての基準を示しており、この対象事業について指定基準以上の要件を課す
ことに問題はないと考えている。なお、自治体が国庫を受けずに当該事業を行う場合には、当該国庫補助基
準（標準型の面積１６５㎡以上等）に従う必要はなく、自治体独自の事業として行うことができる。
○なお、「制度等の現状」に既述したように、国庫補助基準においては、
　（１）「小規模型」のデイサービスセンターについては、１００㎡以上の面積を有することで足り、
　（２）２階を設ける場合であっても、２階部分の面積が３００㎡未満の場合には、耐火・準耐火建築物であるこ
とを条件としていない
ことから事実誤認である。

②について
○　地方公共団体以外の社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体として、社会福祉法人が認められ
る趣旨は、社会福祉施設等施設整備費の補助対象主体は、高い公益性と社会的信頼が求められる社会福祉
事業を継続的、安定的に運営していくために、その資産、運営、利益処分、解散時の取扱い等に関して最低限
の要件を満たす必要があり、社会福祉法人はこれらの要件を満たす特別な法人類型として制度上規定されて
いることにある。
○ 社会福祉法人は、
① 法人の適正な運営を担保するため、役員の解職勧告や法人の解散命令などの強力な公的関与の手段が
法律上与えられている。
② 事業に必要な資産を保有しなければならない。
③ 残余財産の帰属についても、他の社会福祉法人に帰属することとするか、これによらない場合には国庫に
帰属することとされている。
④ 経営が思わしくないなどの一方的な事情による安易な撤退は認められない。
ところであるが、一方、ＮＰＯ法人は、
① 法人の認証の取消し等公的関与はあるが、役員の解職勧告がないなど、公的関与は極力抑制されてい
る。（所轄庁の介入を防ぐという法の精神がある。）
② 資産の規定は特にない。
③ 残余財産の帰属については、ＮＰＯ法人以外の主体にも帰属可能である。
④ 社員総会の決議により撤退する場合は、所轄庁の認定は不要である。
ことから、上記趣旨に照らせば、ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体として認めるこ
とはできない。
○　なお、自治体が国庫を受けずに当該事業を行う場合には、自治体独自の事業としてＮＰＯ法人に対して補
助を行うことができる。
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09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279020 091160
ユニバーサルデザイン化に関
する金融支援

・民間企業がユニバーサルデザイ
ンに配慮した建物を建設，増改築
等する場合の低利の政策融資制
度や助成制度を創設する。
・住民がユニバーサルデザインに
配慮した建物を建築，増改築等す
る場合の低利の政策融資制度や
助成制度を創設する。

　金融支援措置により，圏域内のユニバー
サルデザイン化が促進される。

　企業や住民が自己の建物等のバリアフリー化，
ユニバーサルデザイン化を進めるには，負担が大
きい。企業の建物（商店等）や一般住宅等をバリア
フリー化，ユニバーサルデザイン化する場合に利
用できる低利の政策融資制度（既存の低利融資制
度の融資枠の拡大を含む。）や補助制度を創設す
ることにより，企業，一般住宅のバリアフリー化，ユ
ニバーサルデザイン化が一層促進される。

6 御提案にある建物の建築、増改築については、担当ではない。

富山県
富山型地域福祉の推
進

1288 1288020 091170
社会福祉施設整備費補助金の
採択基準の緩和及び補助事業
者の拡充

＜支援措置の概要＞
①老人デイサービスセンターに係
る社会福祉施設等施設整備費及
び社会福祉施設等設備整備費国
庫補助金の採択基準の緩和(｢指定
居宅サービス等の事業の人員､設
備及び運営に関する基準(平成11
年3月31日厚生省令第37号)｣に規
定する設備に関する基準まで)
　具体的には､構造（２階を設ける
場合には､準耐火建築物以上）､面
積(165㎡以上)等の緩和

②老人デイサービスセンターを整
備しようとするＮＰＯ法人等(これま
では､国庫補助対象外)に対して､社
会福祉施設等施設整備費及び社
会福祉施設等設備整備費国庫補
助金を交付(現金の流れは､厚生労
働省→富山県→施設所在地市町
村→ＮＰＯ法人等)

＜支援措置の実施＞
①緩和された要件に基づき国庫補助金の
交付を受けて､老人デイサービスセンター
を整備

＜効果＞
②利用者に対して､住み慣れた身近な地域
で､家庭的な住宅型施設においてサービス
を提供する取り組みを支援することにより､
効率的で質の高いサービスの提供に繋げ
るとともに､利用者の家族等が､送迎時間
の短縮等による負担軽減を享受

③ＮＰＯ法人等事業者の新規参入の増大
が図られるほか､経営の安定化に繋がる
等､地域の福祉ビジネスの創出･施設の運
営に伴う地域経済の活性化･地域雇用の
創出に寄与

①老人デイサービスセンターに係る国庫補助金の
採択基準が､介護保険指定基準に上乗せされたも
のとなっていることから､住み慣れた身近な地域に
おける家庭的な住宅型施設の整備が､事実上国庫
補助対象外

②ＮＰＯ法人等による老人デイサービスセンターの
整備が､国庫補助対象外｡よって､高齢者介護に対
して熱意と意欲に溢れているものの､資金的に決し
て潤沢とはいえない小規模の新規事業者が参入し
にくい｡

①ついて
「平成１６年度社会福
祉施設等施設整備費
（老健局所管分）の国
庫負担（補助）に係る
協議について（老計
発第０１１３００１号厚
生労働省老健局計画
課長通知）」

②について
老人福祉法（昭和３８
年法律第１３３号）第
２４条第３項、第２６条
第３項

①について
「平成１６年度社会福祉施設等施設整備費
（老健局所管分）の国庫負担（補助）に係る
協議について（老計発第０１１３００１号厚生
労働省老健局計画課長通知）」において、
以下のとおり、デイサービスセンターに関
する留意事項を規定。
・「標準型」は１６５㎡以上、「小規模・痴呆
型」は１００㎡以上の面積を有することを原
則とする。
・２階を設ける場合は、耐火建築物又は準
耐火建築物とすること。ただし、２階部分の
面積が３００㎡未満の場合はこの限りでな
い。

②について
国は、都道府県又は市町村に対し、老人
の福祉のための事業に要する費用を補助
し、都道府県は市町村又は社会福祉法人
に対し、老人福祉のための事業に要する
費用を補助することができる。

①－8②
－3

①について
○社会福祉施設整備費補助は、いわゆる奨励補助の一つであって、その国庫補助基準については、国庫を
支出して、支援されるべき事業としての基準を示しており、この対象事業について指定基準以上の要件を課す
ことに問題はないと考えている。なお、自治体が国庫を受けずに当該事業を行う場合には、当該国庫補助基
準（標準型の面積１６５㎡以上等）に従う必要はなく、自治体独自の事業として行うことができる。
○なお、「制度等の現状」に既述したように、国庫補助基準においては、
　（１）「小規模型」のデイサービスセンターについては、１００㎡以上の面積を有することで足り、
　（２）２階を設ける場合であっても、２階部分の面積が３００㎡未満の場合には、耐火・準耐火建築物であるこ
とを条件としていない
ことから事実誤認である。

②について
○　地方公共団体以外の社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体として、社会福祉法人が認められ
る趣旨は、社会福祉施設等施設整備費の補助対象主体は、高い公益性と社会的信頼が求められる社会福祉
事業を継続的、安定的に運営していくために、その資産、運営、利益処分、解散時の取扱い等に関して最低限
の要件を満たす必要があり、社会福祉法人はこれらの要件を満たす特別な法人類型として制度上規定されて
いることにある。
○ 社会福祉法人は、
① 法人の適正な運営を担保するため、役員の解職勧告や法人の解散命令などの強力な公的関与の手段が
法律上与えられている。
② 事業に必要な資産を保有しなければならない。
③ 残余財産の帰属についても、他の社会福祉法人に帰属することとするか、これによらない場合には国庫に
帰属することとされている。
④ 経営が思わしくないなどの一方的な事情による安易な撤退は認められない。
ところであるが、一方、ＮＰＯ法人は、
① 法人の認証の取消し等公的関与はあるが、役員の解職勧告がないなど、公的関与は極力抑制されてい
る。（所轄庁の介入を防ぐという法の精神がある。）
② 資産の規定は特にない。
③ 残余財産の帰属については、ＮＰＯ法人以外の主体にも帰属可能である。
④ 社員総会の決議により撤退する場合は、所轄庁の認定は不要である。
ことから、上記趣旨に照らせば、ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費補助の補助対象主体として認めるこ
とはできない。
○　なお、自治体が国庫を受けずに当該事業を行う場合には、自治体独自の事業としてＮＰＯ法人に対して補
助を行うことができる。

富山県
富山型地域福祉の推
進

1288 1288030 091180
富山型小規模多機能施設を認
定し、その支援措置を講ずる。

ショートスティについて、構造改革
特区に係る規制の特例の提案をし
ているが、「泊まる。」に、さらに「生
活する。」機能を拡充し、グループ
ホーム機能を持たせることにより、
積極的にその設置を支援する。

　デイサービスにおける高齢者、障害者の相
互乗り入れ、ショートステイの相互乗り入れに
引き続き、グル－プホーム機能を認定する。
　・痴呆の進行を食い止めるため、身近な地区
での生活を可能とする。
　・ショートスティ要件の緩和（一人からでも
可。）身近な地区で緊急預かりができるセーフ
ティネットの構築。
　高齢者、障害者、児童を総合的に対象とする
基準（面積、配置人員等）を策定し、整備費等
を支援する。
　たとえば、小規模多機能として、総合計利用
人員が１０人以上の場合は、老人ディについて
は８人以上を５人以上、障害ディについては、
５人以上を２人以上、保育所については２０人
以上を５人以上など、小規模施設の基準を緩
和する。
　各地域におけるひとつ屋根のもとの大家族と
して、高齢者は要介護度の進行を抑え、児童
は自然な人とのふれあいを学ぶ場とする。

地域のセーフティネットとして、機能している富山型
小規模多機能施設を推進し、特養待機予備軍を減
少する。

指定居宅サービス等
の事業の人員、設備
及び運営に関する基
準（平成１１年厚生省
令第３７号）等

「短期入所生活介護」、「痴呆対応型共同
生活介護」等は、介護保険給付として各々
の基準を満たすことにより、提供されてい
る。

５ （デイ・
ショート
における
高齢者・
障害者
の相互
乗り入
れ、
ショート
の要件
緩和）
３ （小規
模多機
能の認
定）

○　御指摘のようにすでに、構造改革特区における特例措置として、「指定通所介護事業所等に
おける知的障害者及び障害児の受入事業」や「知的障害者及び障害児の短期入所事業実施実
施施設の規制緩和」については実施されているところである。
○　一方、グループホームについては、高齢者介護研究会報告書において痴呆性高齢者は、
「外界に対して強い不安を抱くと同時に、周りの対応によっては、焦燥感、喪失感、怒り等を覚え
る」こともあり、「環境の変化に適応することがことさら難しい」とされており、「痴呆については、系
統的・組織的なケアへの挑戦がようやくグループホームという形で始まったところ」で、痴呆性高
齢者のケアは未だ確立されていない状況にあることが指摘されているように、痴呆性高齢者の
ケアの手法の確立は、今後検討すべき課題となっていることから、現段階において認めることは
困難である。
○ショートステイの人数要件の緩和については、現行２０人以上とされているが、指定通所介護
事業所又は社会福祉施設に併設される場合は２０人以下でも認められている。
○　なお、介護保険制度における短期入所生活介護と痴呆対応型共同生活介護はその目的が
異なるので、各々異なる設備・人員などの基準を満たすことが必要であるため、同一の設備・人
員によるサービスを提供することは認められない。
○　介護保険制度については、施行後５年を目途として制度全般について見直しを行うこととさ
れており、高齢者に対するいわゆる小規模・多機能サービスについても、この見直しの中で検討
していくこととしている。また、高齢者、障害者、児童を総合的に対象とする基準についての検討
は、上記の検討が十分なされた上で、検討すべきと考えている。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368070 091190
テレビ電話・ＩＰ電話等による居
宅療養管理指導の容認

テレビ電話・ＩＰ電話等を活用するこ
とにより介護者の心身の状況等を
把握し，療養上の管理及び指導を
行うことが可能であることから，介
護保険の適用条件から｢居宅を訪
問して｣という条件を撤廃する。

介護保険施設等が入所者へのサービスの
提供のみならず，地域における拠点介護
サービス施設として能を発揮し，要介護者
の在宅における自立した日常生活をより促
進するため，テレビ電話・ＩＰ電話による要
介護者の状況把握と管理指導を行うもの。
訪問によることなく目的を達成することによ
り，サービス提供の機会が増え，多数の要
介護者に対して，頻繁にきめ細かな状況把
握と指導を行うことができる。

居宅の訪問を条件としている現状では，提供でき
る介護サービスに限界がある。

指定居宅サービス等
の事業の人員、設備
及び運営に関する基
準（平成１１年厚生省
令第３７号）第８４条

指定居宅サービスである居宅療養管理指
導は医師、歯科医師等が、通院が困難な
利用者に対して、その居宅を訪問して、そ
の心身の状況、置かれている環境等を把
握し、それらを踏まえて療養上の管理及び
指導を行うことにより、その者の療養生活
の質の向上を図るものでなければならな
い、とされている。

3

○　居宅療養管理指導は、要介護状態等となった場合においても可能な限り居
宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよ
う、通院が困難な利用者の居宅を医師等が訪問して医学的な管理・指導を行
い、また、心身の状況や置かれている環境等を把握してケアプランの作成に係
る情報提供を行うこと等により、利用者の療養生活の質の向上を図るものであ
る。
○　特に、要介護高齢者の状態は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因す
る疾病等により常に状態の変化が予想される。こうした変化を適切に把握して
医学的管理を行うためには、対面での診療が求められる。また、ケアプランや
介護方法に係る指導等を行うためには、居宅の状況といった利用者の置かれ
ている環境とその変化を十分に把握する必要がある。
○　このため、利用者の居宅を訪問することなくテレビ電話等でそれに代えるこ
とは困難である

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368080 091200
ＩＴ活用介護福祉機器の居宅介
護福祉用具購入費助成項目へ
の追加

フィンランドプロジェクト等の実施に
より開発されるＩＴを活用した介護福
祉機器の実用化を行うため，当該
機器を居宅介護福祉用具購入対
象品目に加える。

本市とフィンランド政府が協定を締結し実
施する｢フィンランドプロジェクト｣では，ＩＴを
活用した次世代型の介護福祉機器の開発
と実用化を一つの柱として事業に取組む。

実用化が見込めるＩＴ介護福祉機器の普及のため
には，介護保険の適用が不可欠である。

（１）介護保険法（平
成９年法律第１２３
号）第４４条、第５６条
（２）厚生労働大臣が
定める居宅介護福祉
用具購入費等の支給
に係る特定福祉用具
の種目（平成１１年厚
生省告示第９４号）
（３）介護保険の給付
対象となる福祉用具
及び住宅改修の取扱
いについて（平成１２
年１月３１日老企第３
４号）

要介護者等が厚生労働大臣が定めた特定
福祉用具を購入した場合、購入費の９割が
保険から償還払いにより支給される。

5

○　介護保険における福祉用具については、原則貸与としており、入浴、排泄
に供するもののように他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が
伴うものや、使用により、もとの形態・品質が変化し、再度利用できないものを
例外的に購入費の対象としている。現在、購入費の対象としている福祉用具
は、腰掛便座等５種目であるが、上記の基準に該当するものであれば、ＩＴを活
用したものであっても、介護保険の給付対象となりうるものである。
○　また、購入対象の種目に規定されておらず、新たに開発される福祉用具に
ついては、学識経験者や実務者等で構成する介護保険福祉用具・住宅改修評
価検討会を設置し、要介護者等の便宜の観点などから検討を行った上で、必
要に応じ保険の対象となるよう取り扱っているところである。
○　なお、福祉用具の研究開発については、（財）テクノエイド協会が民間事業
所等の行う高齢者や障害者の日常生活を支援する福祉用具の研究開発に対
し助成をしているところである。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368090 091210
ＩＴ活用福祉機器の福祉用具貸
与助成項目への追加

フィンランドプロジェクト等の実施に
より開発されるＩＴを活用した介護福
祉機器の実用化を行うため，当該
機器を福祉用具貸与対象品目に加
える。

本市とフィンランド政府が協定を締結し実
施する｢フィンランドプロジェクト｣では，ＩＴを
活用した次世代型の介護福祉機器の開発
と実用化を一つの柱として事業に取組む。

実用化が見込めるＩＴ福祉機器の普及のために
は，介護保険の適用が不可欠である。

（１）介護保険法第７
条第１７項（平成９年
法律第１２３号）
（２）厚生労働大臣が
定める福祉用具貸与
に係る福祉用具の種
目（平成１１年厚生省
告示第９３号）
（３）介護保険の給付
対象となる福祉用具
及び住宅改修の取扱
いについて（平成１２
年１月３１日老企第３
４号）

要介護者等が、都道府県知事が指定した
福祉用具貸与事業者から、厚生労働大臣
が定めた福祉用具の貸与を受けた場合、
貸与費用の９割が保険から支給される。

5

○　介護保険における貸与対象福祉用具は、現在、車いす等１２種目である
が、貸与対象としてふさわしいものであれば、ＩＴを活用したものであっても、介
護保険の給付対象となるものであり、現在も痴呆性老人徘徊感知器が貸与の
対象となっている。
○　また、貸与対象の種目に規定されておらず、新たに開発される福祉用具に
ついては、学識経験者や実務者等で構成する介護保険福祉用具・住宅改修評
価検討会を設置し、要介護者等の便宜の観点などから検討を行った上で、必
要に応じ保険の対象となるよう取り扱っているところである。
○  なお、福祉用具の研究開発については、（財）テクノエイド協会が民間事業
所等の行う高齢者や障害者の日常生活を支援する福祉用具の研究開発に対
し助成をしているところである。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368100 091220
高齢者向け筋力トレーニング
設備整備に対する国庫補助要
件拡大

介護予防のために行う高齢者向け
の筋力トレーニング設備を整備す
ることに対しても，社会福祉施設等
設備費国庫補助金の適用を拡大す
る。

健康な状態を維持しQLOの質を保つため
に，根拠に基づいた健康増進（EBH）を実
施する。具体的には，個々のEBHメニュー
を設定し，身体機能の低下を防ぐトレーニ
ング行うものである。市民の健康寿命の延
伸と，介護保険費用負担や健康保険費用
負担等の社会的経費の伸びを押さえるた
めには，究極的には介護状態にならない
施策の実施が必要と考える。

EBHによるトレーニングを自発的な形で一般的に
市民に普及させるには，低廉な価格によるサービ
ス提供が不可欠であると考える。設備費補助とい
う先行投資で得られる効果は大きいと考える。

「社会福祉施設等施
設整備費及び社会福
祉施設等設備整備費
の国庫負担（補助）金
について」（平成３年
１１月２５日厚生省社
第４０９号厚生事務次
官通知）の別紙「社会
福祉施設等施設整備
費及び社会福祉施設
等設備整備費国庫負
担（補助）金交付要
綱」

社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉
施設等設備整備費の国庫負担（補助）金
交付要綱において、その交付の目的は、
老人福祉法等の規定に基づき、地方公共
団体等が整備する施設整備及び設備整備
に要する費用の一部を負担（補助）するこ
とにより、施設入所者等の福祉の向上を図
ることを目的としている。

3

社会福祉施設等施設整備費は、地方公共団体等が整備する施設整備及び設
備整備に要する費用の一部を負担（補助）することにより、保育にかける児童、
介護を要する老人等社会的支援を高度に要する者の福祉の向上を図ることを
目的として交付されているものであり、ご提案にある「高齢者向けの筋力トレー
ニング設備」を社会福祉施設等施設整備費の補助対象とすることはできない。

介護予防のために行うという提案の趣旨を
踏まえ、再度検討し、回答されたい。

3

○　社会福祉施設等施設整備費は、地方
公共団体等が整備する施設整備及び設備
整備に要する費用の一部を負担（補助）す
ることにより、保育にかける児童、介護を
要する老人等社会的支援を高度に要する
者の福祉の向上を図ることを目的として交
付されているものであり、ご提案にある「高
齢者向けの筋力トレーニング設備」を社会
福祉施設等施設整備費の補助対象とする
ことはできない。
○　なお、介護予防のために行う高齢者向
けの筋力トレーニングについては、都道府
県・市町村への補助事業である介護予防・
地域支え合い事業において、おおむね６０
歳以上の在宅の高齢者に対し、市町村が
高齢者向けトレーニング機器を整備し、専
門スタッフによるトレーニングを行っている
ところである。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368110 091230
高齢者向け筋力トレーニング
用具に対する貸与対象要件の
拡大

介護予防のために行う高齢者向け
の筋力トレーニング用具を福祉用
具貸与対象品目に加える。

健康な状態を維持しQLOの質を保つため
に，根拠に基づいた健康増進（EBH）を実
施する。具体的には，個々のEBHメニュー
を設定し，身体機能の低下を防ぐトレーニ
ング行うものである。市民の健康寿命の延
伸と，介護保険費用負担や健康保険費用
負担等の社会的経費の伸びを押さえるた
めには，究極的には介護状態にならない
施策の実施が必要と考える。

EBHによるトレーニングを自発的な形で一般的に
市民に普及させるには，低廉な価格によるサービ
ス提供が不可欠であると考える。設備費補助とい
う先行投資を行い介護保険等の伸びを抑制する。

（１）介護保険法第７
条第１７項（平成９年
法律第１２３号）
（２）厚生労働大臣が
定める福祉用具貸与
に係る福祉用具の種
目（平成１１年厚生省
告示第９３号）
（３）介護保険の給付
対象となる福祉用具
及び住宅改修の取扱
いについて（平成１２
年１月３１日老企第３
４号）

要介護者等が、都道府県知事が指定した
福祉用具貸与事業者から、厚生労働大臣
が定めた福祉用具の貸与を受けた場合、
貸与費用の９割が保険から支給される。

3

○　介護保険は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要
介護状態となった者に対して、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練等につ
いて、これらの者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ
るよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る保険給付を行うもの
であり、上記の状態以外の者に対するサービスに係る保険給付を行うものでは
ない。
○　介護保険における福祉用具貸与については、居宅要介護者等について行
われるものであり、施設に設置される設備等について支給されるものではな
い。
○　なお、介護予防のために行う高齢者向けの筋力トレーニングについては、
都道府県・市町村への補助事業である介護予防・地域支え合い事業におい
て、おおむね６０歳以上の在宅の高齢者に対し、市町村が高齢者向けトレーニ
ング機器を整備し、専門スタッフによるトレーニングを行っているところである。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368120 091240
介護予防地域支え合い事業へ
の学習トレーニング事業の適
用拡大

介護予防・地域支え合い事業の対
象に，ＥＢＨによる痴呆予防を諮る
脳機能の活性化トレーニング（学習
トレーニング）を加える。

本市が国際知的産業特区認定を契機とし
て東北大学と共同で実施している｢脳機能
健康プロジェクト｣を広く適用させるための
社会システムとして構築し，市民が痴呆に
ならない健康的な生活を続けられるように
する。｢脳機能健康プロジェクト｣の最終的
な社会システムとしては，民間の事業者
が，各地域に存在する学校の余裕教室等
を有効利用し自立的に運営する形態を目
指しており，その期待される療法的効果，
産業創出による経済効果から，全国的にも
注目を浴びている。

健康寿命の延伸を実現するためには，身体的な機
能の維持増進と同様に，脳機能の維持増進が重
要と考えることから，同様の普及支援措置が必要
である。またトレーニングの学習内容は小学校低
学年と同等であることから，児童と共同で実施する
ことによる相乗効果と，地域コミュニティーの創出
効果もあり，そこに学校を使う必要性がある。

「介護予防・地域支え
合い事業の実施につ
いて（平成１３・５・２５
老発２１３） 」

「介護予防・地域支え合い事業」は、「アク
ティビティ・痴呆介護教室」など、介護予防
を目的として市町村が行う事業に対して都
道府県が補助を行った場合、その一部に
ついて、国が都道府県に対して補助する仕
組みである。

8

「介護予防・地域支え合い事業」は、介護予防を目的として市町村が行う事業に
対して都道府県が補助を行った場合、その一部について、国が都道府県に対
して補助する仕組みであるので、ご提案についても、市町村がこれを行い当該
市町村に対して都道府県が補助を行う場合には、都道府県から国への補助協
議の対象となる。

宮城県

緊急経済産業再生戦
略事業（サテライト型
特別養護老人ホーム
整備推進構想）

1392 1392010 091250
特別養護老人ホームにおける
サテライト型の入所施設の一
体的な運営

　特別養護老人ホームにおけるサ
テライトを本体施設とともに一つの
施設として運営を可能となるよう制
度の改正を行う。

　特別養護老人ホームにおいてユニットケ
アを導入するための改修・整備を行う場合
に、いくつかのユニット分の定員を本体か
ら減らし、その分のユニットはサテライトとし
て街の中に整備し、また、通所介護、訪問
介護等の機能を付加することにより小規
模・多機能サービスの拠点とする。
　この場合にサテライトを本体施設とともに
一つの施設として運営を可能とする。

　県内の特別養護老人ホームでは、既存施設の増
改築によるユニットケアへの取り組みが普及してき
ており、４人部屋等の居室を改修した個室ユニット
化の取り組みも想定されているが、既存敷地内で
はユニット型施設の増設ができないところもあるこ
とから、ユニットケアを推進するためには、既存敷
地外に施設を増設した場合に、同施設を本体施設
ともに一つ施設として運営していく必要があるた
め。

特別養護老人ホーム
の設備及び運営に関
する基準（平成１１年
厚生省令第４６号）

左記基準には、サテライト型という類型を
認めていない。

3

　介護保険制度については、法律の附則において施行後５年を目途として制度
全般について見直しを行うこととされており、現在、社会保障審議会介護保険
部会等の場において議論を進めている状況にある。
　ご提案については、こうした見直しの中で検討していく予定である。

広島県廿日
市市

安心して暮らせるまち
づくり（合併効果が実
感できる安心で快適な
まちづくり）

2043 2043010 091260

　指定通所介護事業所におい
て、知的障害者及び障害児の
デイサービスの相互利用を可
能にする。

　指定通所介護事業所における知
的障害者及び障害児の相互利用を
認める。

　相互利用を実施することにより、過疎地
における在宅支援の充実を図る。

　在宅障害者のデイサービスは通所可能な範囲で
の利用となるため、相互利用を実施することにより
障害者デイサービスの利用を可能にする。

構造改革特別区域に
おける「指定通所介
護事業所等における
知的障害者及び障害
児の受入事業」につ
いて（平成１５年３月２
７日障障発第０３２７０
０１、老振発第０３２７
００１号）

構造改革特区において、近隣で知的障害
者デイサービス事業を利用することが困難
な知的障害者及び児童デイサービス事業
を利用することが困難な障害児が、介護保
険法による指定通所介護事業所、身体障
害者福祉法による指定デイサービス事業
所又は知的障害者福祉法による指定デイ
サービス事業所を利用することを可能とし
ている。

4

構造改革特区における特例措置として、「指定通所介護事業所等における知
的障害者及び障害児の受入事業」を容認しており、当該特例措置を活用するこ
とにより、ご提案の内容は現行でも実現可能である。（介護保険法施行例第３
条第１項第１号）
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047080 091270
介護保険制度等における障害
や年齢にとらわれないサービス
の創設

地域福祉の促進を図り、身近な地
域でのサービス利用を一層推進す
るために、支援費制度や介護保険
制度において、障害や年齢にとら
われず、障害児者と高齢者とが相
互に利用できるサービス類型を創
設する。

「指定通所介護事業所等における知的障
害者及び障害児の受入事業」については、
本県でも、昨年４月に認定された「福祉コ
ミュニティ特区」において実施しているが、
高齢者を対象とした福祉施設しか存在しな
いような地域において、高齢者や障害児
（者）が身近な地域で相互に利用できる
サービス類型を創設することにより、これま
で地域外の施設を利用していた者が地域
内の施設を利用することが可能となるとと
もに、潜在化していたニーズの顕在化によ
り、サービス量の増加を図ることも可能とな
る。

介護保険法においては要介護高齢者等、支援費
制度においては障害児者をそれぞれ対象としてお
り、さらに、支援費制度内でも、障害児、身体障害
者及び知的障害者それぞれに制度が組み立てら
れている。
対象者毎の制度そのものを否定するものではない
が、特に地方では、高齢者に比べ障害児等を対象
とした施設は少ないため、地域の実情に応じて、こ
れらの者が相互に利用できるサービス類型も必要
である。

○身体障害者デイサービ
ス事業と知的障害者デイ
サービス事業の相互利
用、地域生活援助事業の
相互利用並びに６５歳未
満の身体障害者による介
護保険法の指定通所事
業並びに指定短期入所生
活介護事業の利用につい
て（平成１５年１０月２９日
障発第１０２９００１号、老
発第１０２９００１号）
○構造改革特別区域にお
ける「指定通所介護事業
所等における知的障害者
及び障害児の受入事業」
について（平成１５年３月
２７日障障発第０３２７００
１、老振発第０３２７００１
号）
○指定居宅支援事業者
等の人員、設備及び運営
に関する基準について
（平成１４年１２月２６日障
発第１２２６００２号）

介護保険法上の事業所を障害者（児）が利
用した際にも、支援費及び補助金の支給
対象としている。

4、5

障害者(児）のサービス基盤を充実させるとともに、既存の社会資源を有効利用
する観点から、本来の利用者である高齢者の処遇に低下をもたらさず、かつ障
害者（児）の処遇につき適切な支援が行われる場合には、介護保険の事業所
を障害者(児）が利用することを可能としている。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047120 091280
介護保険における在宅サービ
ス利用の推進

介護保険において在宅サービス利
用を推進するため、在宅サービスと
施設サービスの利用者負担を見直
す。

施設サービスにおけるホテルコストの徴収
によって利用者負担額を引き上げるととも
に、在宅サービスの利用者負担額を引き
下げる等、在宅サービスと施設サービスの
利用者負担を見直すことにより、在宅サー
ビスの需要が拡大する。

在宅サービスに比べて施設サービス利用料に割
安感があることから、施設指向が高まっており、介
護保険制度の理念である「在宅サービス重視」が
十分に実現されていない。

指定居宅サービスに
要する費用の額の算
定に関する基準（平
成１２年厚生省告示
第１９号）
指定施設サービス等
に要する費用の額の
算定に関する基準
（平成１２年厚生省告
示第２１号）

介護保険３施設では、介護に要する費用
の他、食事、居住等に要する費用も保険給
付の対象となっている。

3

　介護保険制度については、法律の附則において施行後５年を目途として制度
全般について見直しを行うこととされており、現在、社会保障審議会介護保険
部会等の場において議論を進めている状況にある。
　ご提案については、こうした見直しの中で検討していく予定である。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047130 091290
小規模多機能ホームに係る介
護保険の適用

「通所」、「宿泊」、「居住」、「ホーム
ヘルプ」を一体的に提供する小規
模多機能ホームが、高齢者の住み
慣れた地域の中により多く展開す
ることができるように、同施設に対
して介護保険を適用すること。

小規模多機能ホームに対して介護保険を
適用することにより、痴呆高齢者等のＱＯＬ
の向上が図られるとともに、在宅でのケア
に係るニーズの拡大が期待される。

小規模多機能ホームについては介護保険制度の
中に位置付けられていないため、地域の中での展
開が十分になされていない。

指定居宅サービス等
の事業の人員、設備
及び運営に関する基
準（平成１１年３月３１
日厚生省令第３７号）

「通所」、「宿泊」、「居住」、「ホームヘルプ」
といったサービスの形態は、「通所介護」
「短期入所」「グループホーム」等として介
護保険の給付対象としており、併設・合築
によりこれらのうちの複数のサービスを１
か所で提供している事業所もある。

3

　介護保険制度については、法律の附則において施行後５年を目途として制度
全般について見直しを行うこととされており、現在、社会保障審議会介護保険
部会等の場において議論を進めている状況にある。
　ご提案については、こうした見直しの中で検討していく予定である。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047140 091300
単独の居宅介護支援事業所の
設立を促進するインセンティブ
の設定

利用者本位の介護サービス計画
（ケアプラン）の作成を促進する趣
旨から、サービス事業所併設では
ない単独の居宅介護支援事業所
の設立が促進されるよう、介護報
酬の中でインセンティブが働く仕組
みを構築する。

利用者本位の介護サービス計画（ケアプラ
ン）が作成されることにより、適切なサービ
スの提供がなされるとともに、介護報酬の
適正化にも寄与する。

単独の居宅介護支援事業所では経営が厳しい面
があり、設立を促進するためには介護報酬上で評
価する必要がある。

○指定居宅介護支援
に要する費用の額の
算定に関する基準
（平成１２年厚生省告
示第１９号）

○居宅介護支援費においては、当該サー
ビスに要する平均的な費用を勘案してサー
ビス費を支給している。

3

○ご提案の趣旨は、単独の居宅介護支援事業者の設立を進めることで、利用
者本位のケアプランの作成を促進し、ケアマネジメントの質を向上させることと
解するが、居宅介護支援に係る介護報酬については、ケアマネジメントの質を
向上させるために、４種類以上の居宅サービスのケアプランを作成した場合の
加算や、サービス担当者会議の開催や月１回の利用者の居宅への訪問等をお
こなわなかった場合の減算をすでに設けているところである。
○さらに、利用者本位のケアプランの作成など適切なケアマネジメントのあり方
については、介護保険制度の見直しの中で総合的に検討していきたい。
○なお、居宅介護支援事業者は、運営基準において、利用者の立場に立って、
利用する居宅介護支援サービスが特定の居宅サービス事業者に不当に偏す
ることのないよう公正中立に行わなければならないこととされており、利用者本
位のケアプランの作成の促進については、運営基準に基づく指導・監督により
対処すべき問題である。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047150 091310
施設入所者のスムーズな在宅
復帰を可能にする支援策の創
設

介護保険制度の理念である「在宅
サービス重視」に資するため、施設
入所者が、一時的な帰宅体験等を
通してスムーズに在宅へ復帰する
ことが可能となるよう、一時帰宅中
の在宅サービスに係る支援策の創
設。

在宅復帰を促すことによって、住み慣れた
地域での生活を希望する高齢者のニーズ
に対応することが可能となり、当該高齢者
のＱＯＬの向上を図ることが可能となるとと
もに、在宅サービスのニーズの拡大が期待
される。

施設入所中は在宅サービスの利用ができず、一度
施設入所すると一時的に帰宅体験することが困難
であり、在宅復帰が進まない状況にあるため、一
時帰宅に係る支援策が必要。

○指定施設介護サービス
等に要する費用の額の算
定に関する基準（平成１２
年厚生省告示第２１号）
○指定居宅サービスに要
する費用の額の算定に関
する基準（訪問通所サー
ビスおよび居宅療養管理
指導に係る部分）及び指
定居宅介護支援に要する
費用の額の算定に関する
基準の制定に伴う実施上
の留意事項について（平
成１２年３月１日老企第３
６号老人保健福祉局企画
課長通知）
○指定居宅サービスに要
する費用の額の算定に関
する基準（短期入所サー
ビス、痴呆性対応型共同
生活介護及び特定施設入
所者生活介護に係る部
分）及び指定に要する費
用の額の算定に関する基
準の制定に伴う実施上の
留意事項について（平成１
２年３月８日老企第４０号
老人保健福祉局企画課
長通知）

○介護保険制度においては、施設に入所
している利用者が介護を受けるときは施設
介護サービス費を支給しており、居宅サー
ビスの算定については、施設入所（入院）
者が外泊した場合には算定できない。

3

○施設入所中の利用者については、一時的な帰宅の期間においても生活の本
拠は施設にあると考えられ、その期間中においても一定の施設サービス費を支
給していることから、居宅サービス費の利用は認められない。
○在宅復帰を促進するため、施設の介護支援専門員等が、退所後の在宅サー
ビス等について入所者・家族等の双方に相談援助を行う場合や、退所前から
居宅介護支援事業所との連絡による情報提供とサービス調整を行う場合につ
いて、施設サービス費に退所時等相談援助加算を設けているところである。
○なお、在宅での自立支援を図る観点から、在宅復帰への支援策の在り方に
ついても、現在、高齢者リハビリテーション研究会において研究を行っており、
その結果を踏まえて、介護保険制度の見直しの中で、検討してまいりたい。

24 / 66 ページ



09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047160 091320
痴呆性高齢者グループホーム
の入所者等に係る住所地特例
の適用

養護老人ホーム等の介護保険施
設以外の施設入所者や痴呆性高
齢者グループホーム利用者につい
て、当該施設等が所在する市町村
の負担が過大とならないよう、特別
養護老人ホーム入所者等と同様に
住所地特例を適用すること。

養護老人ホーム等の介護保険施設以外の
施設入所者や痴呆性高齢者グループホー
ム利用者について、特別養護老人ホーム
入所者等と同様に住所地特例を適用する
ことにより、これらの施設等の整備が促進
され、利用者のニーズに対応したサービス
提供が可能となる。

養護老人ホーム等や痴呆性高齢者グループホー
ムの入所者等については住所地特例が適用され
ず、当該施設等が所在する市町村がこれらの入所
者等の保険者となるため、当該市町村の財政負担
が大きくなっている。

介護保険法第１３条
住所地特例制度は介護保険施設（介護老
人福祉施設・介護老人保健施設・介護療
養型医療施設）に適用されている

3

○　住所地特例対象者は、自らが居住し、税金を納め、選挙権を有する市町村
と、介護保険の保険者となる市町村が異なるため、自らの加入する介護保険の
事業計画の策定や条例・介護保険料の決定に関与することができない等の問
題を有しており、これを拡大することは慎重な検討が必要である。
○　グループホームや有料老人ホーム等については、介護保険施設ではなく、
そこで生活を営む住居であるので、その所在市町村が費用負担を行うこととさ
れている。また、養護老人ホーム等の施設においては、入所者が介護保険の
適用を除外されている者や、必ずしも要介護状態とは限らない者であることか
ら、住所地特例の対象とはしていない。
○いずれにしても、介護保険制度については、施行後５年を目途として見直し
を行うこととされており、住所地特例制度のあり方については、施行後の実施
状況も踏まえつつ、この中で検討してまいりたい。

 兵庫県 長寿の郷構想 2104 2104010 091330
有料老人ホーム・痴呆性高齢
者グループホームの入居者住
所地特例

特別養護老人ホーム等介護保険
施設に適用されている介護保険法
の住所地特例、国民健康保険法及
び老人保健法の住所地特例を有料
老人ホーム等在宅福祉サービスに
も適用する。

有料老人ホーム・痴呆性高齢者グループ
ホーム入居者への住所地特例による在宅
福祉サービス

現行では郊外の地域等は地価が安いことから有料
老人ホーム等の立地が進みやすいが、実際の入
居者はその施設所在の住民でなく、都市部住民が
多いため、当該市町は要介護老人が増え、介護保
険財政を圧迫する恐れがあるとして立地（建設）に
反対の傾向にある。そこで、介護保険法等の住所
地特例を有料老人ホーム等在宅福祉にも適用す
る必要がある。

介護保険法第１３条
住所地特例制度は介護保険施設（介護老
人福祉施設・介護老人保健施設・介護療
養型医療施設）に適用されている

3

○　住所地特例対象者は、自らが居住し、税金を納め、選挙権を有する市町村
と、介護保険の保険者となる市町村が異なるため、自らの加入する介護保険の
事業計画の策定や条例・介護保険料の決定に関与することができない等の問
題を有しており、これを拡大することは慎重な検討が必要である。
○　グループホームや有料老人ホーム等については、介護保険施設ではなく、
そこで生活を営む住居であるので、その所在市町村が費用負担を行うこととさ
れている。また、養護老人ホーム等の施設においては、入所者が介護保険の
適用を除外されている者や、必ずしも要介護状態とは限らない者であることか
ら、住所地特例の対象とはしていない。
○いずれにしても、介護保険制度については、施行後５年を目途として見直し
を行うこととされており、住所地特例制度のあり方については、施行後の実施
状況も踏まえつつ、この中で検討してまいりたい。

岡山県
　ノーマライゼーション
推進型地域統合ケア
構想

2165 2165010 091340
　デイサービスにおける「専従
職員」・「専用設備」規制の緩和

　介護保険制度、障害者支援費制
度及び精神障害者福祉制度に基
づく各デイサービスにおける「専従
職員」及び「専用設備」の規制を緩
和し、地域の多様なニーズに対応
する統合ケアを上記各制度の助成
対象とするとともに、高齢者、障害
者（身体・知的・障害）、子どもと
いった幅広い対象者について、地
域住民の参加と利用者相互のふれ
あいを活かした効果的な統合ケア
を促進する。

　介護保険制度、障害者支援費制度及び
精神障害者福祉制度に基づく各デイサー
ビスにおける「専従職員」及び「専用設備」
の規制を緩和し、地域の多様なニーズに対
応する統合ケアを上記各制度の助成対象
とするとともに、高齢者、障害者（身体・知
的・障害）、子どもといった幅広い対象者に
ついて、地域住民の参加と利用者相互の
ふれあいを活かした効果的な統合ケアを
促進する。

　高齢者、障害者（身体・知的・精神）、子どもなど
のケアは別々の制度により行われているが、縦割
の制度を地域とノーマライゼーションの視点から見
直し、幅広い対象者について、地域住民に密着し
た利用しやすい施設において、地域住民の参加と
利用者相互のふれあいを活かした統合ケアを講ず
ることにより、世代や障害の有無を越えた交流によ
る豊かな人間性の涵養や生きがいの創造、地域
文化の伝承等を通じて、児童・高齢者虐待の防止
や子育て支援、障害に対する理解等が効果的に
促進されるとともに、新たな雇用創出、高齢者の社
会参加等の効果が期待され、地域の活性化が推
進される。

○身体障害者福祉法に基づく
指定居宅支援事業者等の人
員、設備及び運営に関する基
準（平成１４年６月１３厚生労
働省令第７８号）
○知的障害者福祉法に基づく
指定居宅支援事業者等の人
員、設備及び運営に関する基
準（平成１４年６月１３厚生労
働省令第８０号）
○児童福祉法に基づく指定居
宅支援事業者等の人員、設
備及び運営に関する基準（平
成１４年６月１３日厚生労働省
令第８２号）
○身体障害者デイサービス事
業と知的障害者デイサービス
事業の相互利用、地域生活
援助事業の相互利用並びに
６５歳未満の身体障害者によ
る介護保険法の指定通所事
業並びに指定短期入所生活
介護事業の利用について（平
成１５年１０月２９日障発第１０
２９００１号、老発第１０２９００
１号）
○構造改革特別区域におけ
る「指定通所介護事業所等に
おける知的障害者及び障害
児の受入事業」について（平
成１５年３月２７日障障発第０
３２７００１、老振発第０３２７０
０１号）

  利用者に対するサービス提供に支障がな
い場合は、人員及び設備の専従・専用要
件の例外的な取扱いをしている。
  また、各種相互利用制度を実施してい
る。

4、5

障害者（児）のデイサービス事業は、各指定基準により人員及び設備の基準を
定めているが、ご提案のとおり、地域の多様なニーズに対応できるよう、また、
既存の社会資源を有効利用する観点等から、本来対象としている利用者の処
遇に低下をもたらさず、かつ新たにサービスを利用する者の処遇につき適切な
支援が行われる場合には、相互利用を可能としている。

財団法人　水
島地域環境
再生財団

よみがえれ、水島のま
ち　―水島再生プラン

3056 3056030 091350
高齢者・公害患者福祉のため
の施設整備

デイケアセンター、ケアハウスの設
置を促進することにより、高齢者が
医療・生活面から安心して暮らせる
まちづくりを目指す。医療・福祉関
係の業種では、慢性的な人手不足
が深刻であり、現行の医療保険制
度をより事業者に活用しやすいも
のにすることによって、人材育成の
拡充、雇用の促進に対する支援措
置を充実し、より充実したサービス
の提供を可能にする。

ケアハウスでは、高齢者の日常生活をサ
ポートすることによって就業等のその他の
活動を保証するものであり、高齢者の1人
暮らしが増加傾向にある今後において非
常に重要な施設である。その建設・整備を
促進することによって、高齢者に住みよい
まちづくりを進め、地域の活性化をはかる。

ケアハウスをはじめとする福祉施設の建設には莫
大な費用がかかるだけでなく、その後の運営にも
多くの経費と人的資源が必要である。そのため、
企業が採算ベースに乗せることは困難であり、医
療補助制度の充実、高齢者に対する自立支援の
拡充が何よりも望まれる。

「社会福祉施設等施
設整備費及び社会福
祉施設等設備整備費
の国庫負担（補助）金
について」（平成３年
１１月２５日厚生省社
第４０９号厚生事務次
官通知）の別紙「社会
福祉施設等施設整備
費及び社会福祉施設
等設備整備費国庫負
担（補助）金交付要
綱」

社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉
施設等設備整備費の国庫負担（補助）金
交付要綱においては、負担（補助）者は都
道府県又は指定都市若しくは中核市となっ
ている。

3

社会福祉施設等施設整備費は、市町村又は社会福祉法人が行う施設整備に
対して、都道府県が補助を行った場合、その一部について、国が都道府県に対
して補助する仕組みであり、国が直接、補助対象事業を決定することはできな
い。

別府八湯竹
瓦倶楽部

別府八湯湯治場再生
及び別府八湯竹瓦温
泉路地裏散歩エリア
設定計画（別府温泉・
路地裏再生プロジェク
ト）

3098 3098040 091360 介護保険法の改正

高齢者人口の増加に伴い、介護保
険制度は給付が増大して良質な保
険給付の確保と保険事業の健全経
営の両立が大きな課題となってい
る。これを踏まえ、「要支援」、「要
介護１」程度の認定を受けた高齢
者を対象に、介護保健給付として
「介護予防サービス」を新たに設
け、心身状態の悪化を防ぐため
に、温泉療法医の指導の下に行う
一定期間以上の温泉治療・療養
（湯治）を対象とする。

○オンパクの開催
  (目的)
   新しい湯治の場として温泉保養地・長期
滞在を目指すこと、天然温泉の力による健
康増進プログラムを開発すること。
　(内容）
  ・年2回開催。
  ・温泉エクササイズなどのプログラムを実
施。
  ・今後、推進主体をNPO法人化し、プログ
ラム　を日常化していく予定

高齢者人口の増加に伴い、介護保険制度は給付
が増大して良質な保健給付の確保と保険事業の
健全経営の両立が大きな課題となっている。
介護保険給付として介護予防サービスを新設する
ことにより、保険給付の削減が見込まれ、温泉を
活用した介護予防産業を通した新たな雇用創出が
見込まれる。

介護保険法第６２条
市町村は、要介護（要支援）被保険者に対
し、条例で定めるところにより、市町村特別
給付を行うことができる。

5

　市町村は、要介護者や要支援者に対し、法定給付以外の独自の給付（市町
村特別給付）を行うことができるとされており、当該地域の要介護（要支援）被
保険者を対象に、条例に定め、行うことができる。
　なお、現状では、温泉療養は統一的な療法として技術が確立されている状況
には至っていないと認識しており、現時点でこれを全国的な法定給付とすること
は困難である。
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石川町
住所地特例による地
域再生計画

1114 1114010 091370 住所地特例の一元化
現在、敬遠される当該施設の建設
及び民間施設の誘致が容易とな
る。

住所地特例を適用する。

福祉の措置の実施者は、居住地の市町村が行う
事となっているものの、他町村から入所する生活
保護者や介護保険においては施設所在市町村の
負担が発生するため解消してほしい。

○介護保険法第１３
条
○国民健康保険法第
５条

○住所地特例制度は介護保険施設（介護
老人福祉施設・介護老人保健施設・介護
療養型医療施設）に適用されている
○市町村又は特別区の区域内に住所を有
する者は、当該市町村が行う国民健康保
険の被保険者とする

3

○　住所地特例対象者は、自らが居住し、税金を納め、選挙権を有する市町村
と、介護保険の保険者となる市町村が異なるため、自らの加入する介護保険の
事業計画の策定や条例・介護保険料の決定に関与することができない等の問
題を有しており、これを拡大することは慎重な検討が必要である。
○　養護老人ホームは、必ずしも要介護者を入居させるものではないため、住
所地特例の対象とはされていないものである。
○　なお、介護保険制度については、施行後５年を目途として見直しを行うこと
とされており、住所地特例制度のあり方については、施行後の実施状況も踏ま
えつつ、この中で検討してまいりたい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○国
民健康保険においては原則、住所地主義を採用している。
　従って住所を移すことによって国民健康保険制度に加入する資格が発生した
ことをもって、移す前の市町村で国保の適用をするということは困難である。

伊達市
伊達ウェルシーランド
構想

1300 1300020 091380
高齢者居住環境の創出（安心
ハウスの整備）

現行法で認められている「特定施
設」は有料老人ホームと軽費老人
ホームであるが、有料老人ホーム
設置運営指導指針に唱われている
規模及び構造設備と高齢者優良賃
貸住宅の住宅の基準とはほぼ同じ
であり、介護保険法による介護
サービス提供体制の基準が適合し
た高齢者優良賃貸住宅についても
「特定施設」としての認定を可能に
する提案である。

高齢者優良賃貸住宅制度を活用した高齢
者向け賃貸住宅において、加齢と共に必
要となる生活支援サービスを受けながら、
安心して自立した生活を送ることができる
居住環境の創出、ハードとソフトの融合が
図られた居住施設『安心ハウス』の整備を
促進し、入居者が所有している土地や住宅
を社会資産として活用する事業である。

高齢者優良賃貸住宅に認定された高齢者向け賃
貸住宅において、賃貸住宅の事業者が特定施設
生活介護事業を行うことにより、加齢により介護の
程度が進んだ入居者に対し、一事業者の責任によ
り入居者が必要とする生活支援サービスを有効に
提供することが可能になる。
このことにより、高齢者が将来に渡って安心して快
適な生活が送れることから、入居希望者の潜在的
なニーズが顕在化し高齢社会において選択できる
居住環境の整備が促進される。更に入居者の所
有している住宅や宅地を社会資産としての活用す
ることが可能になり、住宅の流通が促進され、地域
活性化に果たす役割、波及効果は非常に大きい。

（１）老人福祉法第(昭
和３８年法律第１３３
号)２９条第１項
（２）介護保険法（平
成９年法律第１２３
号）第７条第１６項、
第７４条第１項及び第
２項
（３）指定居宅サービ
ス等の事業の人員，
設備及び運営に関す
る基準（平成１１年厚
生省令第３７号）

・老人福祉法においては，有料老人ホームを「常時
１０人以上の老人を入所させ，食事の提供その他日
常生活上必要な便宜を供与することを目的とする施
設であって，老人福祉施設注１でないもの」（同法第
２９条第１項）と定義しており，同法上の有料老人
ホームを設置しようとする者は，あらかじめ，都道府
県知事に届出を行うこととされている（同条同項）。
・有料老人ホームについては，都道府県知事から指
定を受けたものに限り，入浴，排せつ，食事等の介
護等の有料老人ホームに入居している要介護者等
に必要な日常生活上の世話，機能訓練及び療養上
の世話（以下「指定特定施設入所者生活介護」とい
う。介護保険法第７条第１６項）を行う場合，その介
護サービスは保険給付の対象とされている。
　指定特定施設入所者生活介護事業者である有料
老人ホームを含め指定居宅サービスを行う事業者
は，厚生労働省令で定める人員，設備及び運営に
関する基準を満たす必要があり（介護保険法第７４
条第１項及び第２項），この基準は，「指定居宅サー
ビス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準」
（平成１１年厚生省令第３７号。以下「居宅サービス
基準」という。）において定められている。

8 -

○　介護保険法上の基準を満たしている高齢者優良賃貸住宅というものはな
い。
○　特定施設のあり方などについては、介護保険制度全般の見直しの中で検
討してまいりたい。
○　現行制度においては、高齢者向け優良賃貸住宅が、有料老人ホーム（「常
時１０人以上の老人を入所させ、食事の提供その他日常生活上必要な便宜を
供与することを目的とする施設であって、老人福祉施設でないもの」（老人福祉
法第２９条））の形態を備えており、有料老人ホームとして届出をしており、か
つ、法令上の基準を満たしているものである場合には、特定施設入所者生活
介護の指定を受けることは可能である。

喜多方市
高齢化と共生する「太
極拳のまち」の創造

1349 1349010 091390
「介護予防モデル事業」として
の採択。
　大学への支援

　日本武術太極拳連盟と協同で、
太極拳がもたらす心と身体の変化
を検証するため、対照群を幅広く
（太極拳の未経験者と体験者、体
験年数により区分）設定し太極拳に
よる効果を検証し、健康法として国
民の介護予防に繋げたい。
　また、産・学・官連携による検証
機器や介護予防機具の開発研究
にも繋げたい。

　日本武術太極拳連盟と協同で、太極拳
がもたらす心と身体の変化を検証するた
め、対照群を幅広く（太極拳の未経験者と
体験者、体験年数により区分）設定し太極
拳による効果を検証し、健康法として国民
の介護予防に繋げたい。

　地域再生の有効な手段と考えるが、事業推進に
は多額の費用と人材が必要となるが、弱小自治体
の本市には、費用と人材いずれもがないため。

平成１５年度老人保
健事業推進費等補助
金（老人保健健康増
進等事業分）に係る
実施計画書の提出に
ついて（平成１５年１
月２２日老総発第０１
２２００１号）

「平成１５年度老人保健事業推進費等補助
金（老人保健健康増進等事業分）に係る実
施計画書の提出について」に従い、当該通
知の（別紙）「老人保健健康増進等事業実
施要綱」に基づき、高齢者の自立支援及び
元気高齢者づくりのための調査研究等事
業や老人保健の向上に資する事業等につ
いて、先駆的、試行的事業であって、相当
の効果が期待でき、その効果が施策等に
反映できる具体的な事業であるもの等につ
いて補助を行っている。

8

ご提案の「３１．具体的事業の実施内容」に、「･･･（略）太極拳がもたらす心と身
体の変化を検証するため、対照群を幅広く（太極拳の未経験者と体験者、体験
年数により区分）設定し太極拳による効果を検証し、健康法として国民の介護
予防に繋げたい。」とあることから、「平成１５年度老人保健事業推進費等補助
金（老人保健健康増進等事業分）に係る実施計画書の提出について」に従い、
研究事業として応募されたい。

長野県
コモンズの視点からの
まちづくり

1068 1068040 091400
既存社会福祉施設の無償譲渡
又は貸与の容認

サービスの提供主体としてだけで
なく、地域に開かれた運営を進める
ことにより、地域福祉の拠点として
コモンズ再生の役割を担う宅幼老
所の整備が円滑に進むようにす
る。

当県は全国に比べ高齢化が進んでおり、
県ではその対策の一つとして、その人その
人に合ったケアサービスの提供を目的とし
た小規模ケア施設（宅幼老所）の整備を進
めている。株式会社やＮＰＯ法人等の宅幼
老所への参入を促進するため、デーサービ
スセンター、児童館、保育所等を転用する
など、既存の社会福祉施設を、本来の利用
目的以外の施設として利用を可能にするこ
とにより、地域福祉の拠点としたい。

宅幼老所の整備にあたり、立ち上げ時の費用の負
担が困難な場合が多く、県において補助をしてい
るが、既存施設の有効活用も今後必要である。

「補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律」（昭和３
０年法律第１７９号）
社会福祉施設整備費
及び社会福祉施設等
設備整備費国庫負担
（補助）金に係る財産
処分承認手続の簡素
化について（平成１２
年３月１３日社援第５
３０号）

社会福祉サービスの基盤の整備について
は、地域の需要に応じたサービスの拡充
の必要性の観点から、既存の社会福祉施
設等の効率的活用を図るため、
①　福祉各法の規定に基づき設置され、国
庫補助事業完了後１０年を越える期間を経
過した、同一事業者における社会福祉施
設等への転用
②　地方公共団体又は社会福祉法人への
無償譲渡又は貸与であって、同一事業を
継続する場合（社会福祉施設等の事業を
継続するもの）
については、すでに当該財産処分に係る
補助金相当額の国庫納付は不要としてい
るところである。

3

社会福祉施設等施設整備費等(以下「施設整備費」という。)は、地方公共団体
等が整備する施設整備及び設備整備に要する費用の一部を負担（補助）する
ことにより、保育に欠ける児童、介護を要する老人等社会的支援を高度に要す
る者の福祉の向上を図ることを目的として交付されているものであり、真に整
備が必要な施設を補助対象としている。ゆえに社会福祉施設整備費を補助さ
れた施設については、国庫補助事業完了後１０年を超える期間を経過し、社会
福祉事業を行う施設に転用する場合には国庫納付は不要としているが、それ
以外については、国庫納付を経る必要がある。
　なお、国庫納付を経るもののほかに、「補助事業等により取得し、又は効用の
増加した財産の処分制限期間」（平成１３年７月１２日厚生労働省告示第２３９
号）で定める期間を経過したものについては、国として何ら制限を設けていな
い。

例えば、譲渡等の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして譲渡等の相手方の団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
株式会社やＮＰＯ法人等の宅幼老所への
参入を促進するという趣旨を踏まえ、要望
を実現するにはどうすればいいか再度検
討し、回答されたい。

3

社会福祉施設については、地域再生計
画の申請があり、当該計画に掲げられた
財産処分（同一事業者転用、又は無償貸
与に限る）が、
①　処分を承認しない場合、遊休施設化そ
の他の不適切な事態が生ずる恐れがある
こと
② 地域再生計画の認定申請があった地域
において、当該計画に掲げられた社会福
祉施設の公共的施設（国庫補助の対象で
あるものに限る）への転用の必要性が認め
られること
等一定の基準を満たす場合に、計画の認
定に同意をすることとし、この場合厚生労
働大臣の承認があったものとして取り扱う
ものとする。（当該処分に係る補助金相当
額の国庫納付は不要。）
　しかし、宅幼老所の整備は、地方自治体
独自の事業であり、国庫補助対象施設で
はないため、そのような施設に補助金相当
額の国庫納付を経ることなく、転用を認め
ることはできない

長野県
コモンズの視点からの
まちづくり

1068 1068060 091410 宅幼老所への入所措置の容認

地域福祉の拠点としてコモンズ再
生の役割を担う宅幼老所が、対象
者を要支援者・要介護者に限ること
なく、地域ニーズに対応した運営が
できるようにする。

身体上・精神上・環境上の理由及び経済的
理由により居宅での生活が困難な高齢者
は養護老人ホームに措置入所されている
が、全ての高齢者ができる限り住み慣れた
地域で暮らし続けられるために、宅幼老所
に入居した場合にも措置の対象とする。

地域福祉の拠点としてコモンズ再生の役割を担う
宅幼老所が、対象者を要支援者・要介護者に限る
ことなく、地域ニーズに対応した運営ができること
が必要である。

老人福祉法（昭和３８
年法律第１３３号）第
１１条第１項第１号、
第３号
老人福祉法施行令
（昭和３８年政令第２
４７号）第３条
老人保護措置費の国
庫負担について（昭
和４７年６月１日　厚
生省社第４５１号厚生
事務次官通知）

老人福祉法において、市町村は、６５歳以
上の者であって、身体上若しくは精神上又
は環境上の理由及び経済的な理由により
居宅において養護を受けることが困難なも
のを当該市町村の設置する養護老人ホー
ムに入所させ、又は当該市町村以外の者
の設置する養護老人ホームに入所委託を
行っている。
また、６５歳以上の者であって、養護者が
いないか、又は養護者があってもこれに養
護させることが不適当であると認められる
ものの養護を養護受託者に委託を行って
おり、その養護受託費用については措置
費が支弁されているところである。

3

養護老人ホームや養護委託制度については、現在検討を進めている介護保険
制度全般にわたる制度見直しにあわせて、そのあり方を検討することとしてお
り、その中の論点には、「措置」の取扱いも含まれていることから、ご提案の当
否についても、こうした見直しの中で検討していく予定である。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069040 091420
居宅介護従業者と訪問介護員
の研修修了資格の統一

介護保険法施行令を改正し、平成
１５年３月２４日厚生労働省告示第
１１０号の居宅介護従業者（障害者
（児）ホームヘルパー）養成研修修
了者を、介護保険法の訪問介護員
として従事できるようにする。

介護保険法施行令を改正し、平成１５年３
月２４日厚生労働省告示第１１０号の居宅
介護従業者（障害者（児）ホームヘルパー）
養成研修修了者を、介護保険法の訪問介
護員として従事できるようにする。

障害者（児）ホームヘルパー養成研修修了者が、
介護保険の訪問介護員として従事できるようにす
ることで、安定雇用が確保されることにより、居宅
介護従業者（障害者（児）ホームヘルパー）の増加
が見込まれる。

（１）介護保険法施行
令（平成１０年政令第
４１２号）第３条
（２）指定居宅介護及
び基準該当居宅介護
の提供に当たる者と
して厚生労働大臣が
定めるもの（平成１５
年厚生労働省告示第
１１０号）

介護保険法の訪問介護員になるためには
次に掲げる研修の課程を修了し、それぞれ
に定める者から研修を修了した旨の証明
書の交付を受けなければならない。
①都道府県知事の行う訪問介護員の養成
に関する研修　当該都道府県知事
②都道府県知事が指定する者の行う研修
であって厚生労働省令で定める基準に適
合するものとして都道府県知事の指定を受
けたもの　当該訪問介護員養成研修事業
者
なお、介護保険施行令の施行の際に訪問
介護員養成研修に相当するものとして都
道府県知事が認める研修の課程を修了
し、当該研修を行った者から研修の課程を
修了した旨の証明書の交付をうけるなどし
たものも介護保険法の訪問介護員として従
事できる。

3

居宅介護従業者研修と訪問介護員養成研修では、それぞれのサービス特性を
踏まえて研修カリキュラムが構成されており、その内容が異なるので、居宅介
護従業者研修を修了したことをもって、直ちに訪問介護員養成研修を修了した
者とすることは困難である。

両資格の研修内容に重複する部分はない
のか。提案者の要望を踏まえ、要望を実現
するにはどうすればいいか再度検討し、回
答されたい。

2

○　介護保険法において、「訪問介護」は「介
護福祉士その他政令で定める者」が行うことと
され、「その他政令で定める者」とは、介護保
険法施行令において、
　・ 都道府県知事の行う訪問介護員の養成に
関する研修
　・ 都道府県知事が指定する者の行う研修で
あって厚生労働省令で定める基準に適合する
ものとして都道府県知事の指定を受けた研修
　を修了したものとされている。
　　また、通知にて、訪問介護員の具体的範囲
などをお示ししている。

○　御提案については、「指定居宅介護及び
基準該当居宅介護の提供に当たる者として厚
生労働大臣が定めるもの」（平成１５年厚生労
働省告示第１１０号）第２号に規定する居宅介
護従業者の養成研修を修了した者について
は、その者が介護保険制度における訪問介護
員と同等の知識等を有するかどうか等につい
て、都道府県知事が個別に判断した上で、必
要な措置等を行うことができるよう、今年度中
に通知の改正を行う。

山梨市
福祉のまちづくり再生
構想

1139 1139010 091430
養護老人ホーム被措置者の費
用徴収基準の見直し

養護老人ホーム被扶養者のうち年
金受給者などの高額所得者に対す
る対象収入による費用徴収基準額
の見直し

費用徴収基準の対象収入６００千円以上
の養護老人ホーム被措置者に対する費用
徴収額の段階的な増額をすることにより、
国・市の負担額が減少する。

高齢の一般年金受給者は年金で生計を維持して
いる。しかし、養護老人ホームに措置されている年
金受給者は費用徴収額を負担すれば、措置費に
含まれる生活費において基本的な生活ができる。
そのため、養護老人ホームに措置されている年金
受給者と一般の年金受給者においての不均衡が
生じている。したがって、養護老人ホームに措置さ
れている年金受給者の費用徴収額を現行の水準
から段階的に増額することにより不均衡の是正を
図る。

老人保護措置費の国
庫負担について（昭
和４７年６月１日厚生
省社第４５１号厚生事
務次官通知)別表１養
護老人ホーム被措置
者養護委託による被
措置者費用徴収基準

別紙参照。 3

養護老人ホームについては、現在検討を進めている介護保険制度全般にわた
る制度見直しにあわせて、そのあり方を検討することとしており、その中の論点
には、「措置」の取扱いも含まれていることから、ご提案の当否についても、こう
した見直しの中で検討していく予定である。

山梨市
福祉のまちづくり再生
構想

1139 1139020 091440
介護保険料特別徴収額平準化
対策

　第１号被保険者保険料のうち特
別徴収保険料仮徴収第２期、第３
期分の保険料を基準額にかかわら
ず市町村が任意に設定することが
できるようにする。

　第１号被保険者介護保険料のうち特別徴
収保険料仮徴収第２期、第３期分の保険
料を介護保険法第１４０条第２項、介護保
険法施行規則第１５８条第１項及び第２項
の規定にかかわらず市町村が任意に設定
することができるようにすることにより、被
保険者の保険料納入の利便が向上する。

　介護保険料納入者の負担感を抑え、計画的な納
入を行わせるためには、各納期の金額を平準化す
る必要がある。介護保険法第１４０条第２項、介護
保険法施行規則第１５８条第１項及び第２項の規
定により仮徴収額の増額変更ができないため、保
険料の平準化を行うには、普通徴収との併徴を行
わなければならない。この場合、保険料滞納に結
びつく可能性が極めて高く、また被保険者に説明
をするのにたいへんな時間を要する。
　この事業を実施することにより、特別徴収保険料
の平準化をスムーズに行うことで被保険者が納め
やすく滞納が起こりにくい徴収方法とするとともに
介護保険運営の健全化を図り、介護保険サービス
の一層の充実を図る。

介護保険法第１４０条
第２項
介護保険法施行規則
第１５８条第１項及び
第２項

特別徴収の仮徴収額は、前年度の最後に
行われた額を上限とされている。

3

仮徴収額の時点では、被保険者の当該年度の税額が確定せず、支払うべき保
険料額が定まらない状況において、過大な額を徴収することのないよう、前年
度の最後に行われた特別徴収額を上限としているものである。
ご提案の仕組みについては、介護保険制度の次期改正（制度施行後５年目
途）において、介護保険法等関係法令を改正し、年度を通して徴収額を平準化
できる仕組みとするよう、検討しているところである。

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279070 091450
福祉機器・住宅改修技術の研
究開発に関する助成措置

・民間企業が新たな福祉機器・住
宅改修技術の研究・開発を行う場
合の低利政策融資制度の創設し，
また，法人税の減免等税制上の優
遇措置を講じる。
・地方公共団体が行う民間企業の
福祉機器・住宅改修技術の研究・
開発への支援措置に要する経費に
ついて，地方交付税に算入する。

　民間企業が行う福祉機器・住宅改修技術
の研究開発を支援することにより，地域産
業の活性化を図る。

　本格的な高齢社会を控え，福祉機器の活用，住
宅改修の普及は地方公共団体の責務であり，新た
な福祉機器・住宅改修技術の研究・開発は重要な
課題である。これまでも，一定の支援措置が講じら
れてきたが，そのうえで，さらに税制上の優遇措置
や地方公共団体が支援した場合の地方交付税措
置等支援策を講じることにより，一層企業活動が
活性化し，地域振興が促進される。

6 担当ではない。

大阪府社会
起業家サポー
ターズ（大阪
府、社会起業
家委員会、お
おさか元気
ネット）

地域コニュニティ活動
の活性化

2034 2034090 091460
痴呆性高齢者グループホーム
等補助要件の緩和

痴呆性高齢者グループホーム整備
に係る補助金の補助要件の緩和を
図るなど、地域における社会福祉
サービス供給基盤の小規模多機能
化を進めるべき。

痴呆性高齢者グループホームについて、
既存施設設備の改修経費も施設整備費補
助金の対象となるよう補助基準の引き下げ
および要件の緩和を実施（①ユニット当り
の定額補助を、入所者１人当りのものへ。
②ユニット定員（現行５名）の引き下げ（３名
へ）。③補助対象経費に改修を追加）。

大阪府の抱える都市特有の地域福祉・介護課題に
対応していくためには、地域におけるきめ細かな介
護・福祉サービス供給基盤整備を確保することが
不可欠である。また、大阪府独自の施策として、
「街角デイハウス」や「痴呆性高齢者グループホー
ム（改修型）整備事業」を推進しており、地域で多
様な主体がサービスの担い手となる基盤が整って
いる。これらの現状から、大阪の課題に対応できる
大阪スタイルの介護・福祉サービス供給基盤とし
て、小規模多機能化を進めていく必要があるた
め。

①③社会福祉施設等
施設整備費及び社会
福祉施設等設備整備
費の国庫負担（補助）
金交付要綱

②指定居宅サービス
等の事業の人員、設
備及び運営に関する
基準（平成１１年３月
３１日厚生省令第３７
号）

①痴呆性高齢者グループホームの補助に
ついては、１ユニット毎にその定員（５～９
人）に応じた基準単価が定められている。

②痴呆性高齢者グループホームの共同生
活住居の入居定員は、５人以上９人以下と
している。

③「社会福祉施設等施設整備及び社会福
祉施設等設備整備費の国庫負担（補助）に
ついて（平成３年１１月２５日厚生省社第４
０９号事務次官通知）」により、既存建物を
買い取ったり、既存建物を改修したりする
ことが、建物を新築することより効率的であ
ると認められる場合には、その買取費用又
は改修費用を、施設整備費補助の対象と
している。

①８
②３
③８

①「制度等の現状」で記述したように、既に定員毎に補助基準単価が定められ
ている。

②グループホームケアは、これまでの大規模施設におけるケアの反省に立った
現場の実践の中から産み出されたケアであるが、ユニット（共同生活住居）の定
員の下限を変更することの当否については、現在までに得られている痴呆性高
齢者ケアに関する知見に照らして適切か否かという観点から検討することが必
要である。現在の「５人以上」という下限は、これまでの現場におけるケアの実
践の評価を踏まえ、入居者が安定した人間関係を保ちながら生活する中での
ケアが可能な規模として定めているものであり、現段階でこれを変更すべき合
理的根拠は見出し得ない。

③「社会福祉施設等施設整備及び社会福祉施設等設備整備費の国庫負担（補
助）について（平成３年１１月２５日厚生省社第４０９号事務次官通知）」により、
グループホームを開設する際に既存建物を買い取ったり、グループホームを開
設する際に既存建物を改修したりすることが、建物を新築することより効率的で
あると認められる場合には、その買取費用又は改修費用を、施設整備費補助
の対象としている。
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名
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称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

福島市 地域介護ケアシステム 1120 1120010 091470

市長の認める地縁団体（町内
会等）で実施する「ふれあいの
家」を通所介護施設（デイサー
ビス）として認可するため事業
主体要件、人的基準及び施設
基準等を緩和する。

市長の認める地縁団体（町内会）
が運営する利用しやすい身近な施
設としてまた小規模デイサービス施
設として｢ふれあいの家」を認可す
るための事業主体要件、人的基準
及び施設基準等を緩和してほし
い。

住み慣れた地域内で安心・安全な生活支
援を受けられるデイサービス施設として「ふ
れあいの家事業」を地縁団体（町内会）が
設置運営する。その認可要件である法人
化、人的・施設設置基準の緩和を求める。
また緊急災害時や疾病罹患時の身近な見
守り、生活支援機能をもたせた居宅支援組
織として立ち上げる。

「ふれあいの家事業」をデイサービス（通所介護）
施設として認可するため介護保険法及び省令の通
所介護施設設置基準の緩和。
１申請者の法人要件として市長の認めた地縁団体
（町内会）を認める
２人員基準の生活指導員、看護職員を専従者から
複数エリアを兼務
３設備要件として、一般民家及び集会所、空き教
室を想定しているため必要な設備の兼用緩和
４対象者は、要支援要介護１～２の者

指定居宅サービス等
の事業の人員，設備
及び運営に関する基
準（平成１１年厚生省
令第３７号）

指定通所介護事業所として保険給付を受
けるためには、省令に定める通所介護の
基準を満たすことが必要であるが、基準該
当通所介護事業所にあっては、基準が緩
和されている。

5

○　ご提案の内容については、市町村独自の事業として市町村特別給付（介護保険法第６２条）
で行うことが可能である。
○　なお、介護保険制度上の通所事業所としてのサービスを提供したいということであれば、介
護保険制度は、全国の被保険者から徴収している保険料及び公費を財源として運営されている
ため、全国的に保険給付の対象としてふさわしいサービス等を法定しているので、その実施は、
一定の基準を満たし、都道府県知事等が指定した施設及び事業者等のみが提供できることとし
ている。
○　ご提案の内容については、
①　申請者の法人要件については、基準該当サービスを提供する場合は、法人格は不要であ
る。
②　人員基準については、保険給付の対象としてふさわしいサービスの提供に必要な基準を法
定しているものあり、緩和をすることは困難である。
③　設備要件についても、指定通所介護の機能訓練室等と、指定通所介護事業所と併設の関
係にある医療機関や介護老人保健施設における指定通所リハビリテーションを行うためのス
ペースについては、指定通所介護の機能訓練室等と指定通所リハビリテーションを行うためのス
ペースが明確に区分されているなどであれば、同一の部屋等であっても差し支えないこととして
いる。また、基準該当サービスを提供する場合には、機能訓練や食堂のためのスペースが確保
されていればよく、そのスペースが「機能訓練室」「食堂」といえるものである必要はないなど、基
準が緩和されている。
④　ただし、サービス提供事業者は、正当な理由なく当該サービスの提供を拒んではならないこ
とと規定されており、御提案のとおり要介護者１～２の者に限定して実施することはできない。

月舘町
介護予防・障害者支
援による地域再生計
画

1081 1081010 091480 施設の目的外使用許可

仕事等からの引退後も活動を活発
化させ、ボケや社会的孤立、老人
性の疾患から守り、生き甲斐の創
出を図っていくことが重要である。
学校の空き教室や既存の公共施
設を自由に使えるようにし、生き甲
斐作りや地域再生を後押しする。
直接経済活性化や雇用創出には
結びつかないが、地域再生を地域
で考える場にし、伸びるまえの縮み
にできれば。

学校の空き教室や既存の公共施設を利用
した健康教室、ふれあいサロン、ミニデイ
サービス等の開催。子どもたちとの交流。
老人保健法や介護保険法に基づく介護予
防施策だけでなく、生涯学習などのあらゆ
る施策を総動員・有機的に組み合わせて
「要介護」高齢者を増やさず、高齢者こそ
が地域を牽引するよう、地域再生を図る。

施設の目的外使用許可

「介護予防・地域支え
合い事業の実施につ
いて（平成１３年５月２
５日老発第２１３号）」
指定居宅サービス等
の事業の人員、設備
及び運営に関する基
準（平成１１年３月３１
日厚生省令第３７号）
身体障害者福祉法に
基づく指定居宅支援
事業者等の人員、設
備及び運営に関する
基準（平成１４年６月
１３日厚生労働省令
第７８号）
知的障害者福祉法に
基づく指定居宅支援
事業者等の人員、設
備及び運営に関する
基準（平成１４年６月
１３日厚生労働省令
第８０号）
児童福祉法に基づく
指定居宅支援事業者
等の人員、設備及び
運営に関する基準
（平成１４年６月１３日
厚生労働省令第８２
号）

事業の実施場所については特段の制限な
し

6

学校等に関する財産処分の制限に関する問題であり、割り振られた支援措置
への対応について、担当府省庁には当たらない。
なお、介護保険制度、介護予防事業及び支援費制度においては、一定のサー
ビス水準を確保するために指定事業者が満たすべき人員、設備及び運営に関
する基準等を定めているが、事業の実施場所については特段の制限を設けて
いない。
このため、指定基準等を満たし、適切なサービス提供を行うことが可能であれ
ば、学校の空き教室や既存の公共施設を活用して事業を実施することは可能
である。

富山県
精神障害者社会復帰
推進構想

1289 1289010 091490
精神障害者居宅等介護事業の
利用対象者の拡大

当該事業の利用対象者は、精神障
害者保健福祉手帳を所持する精神
障害者又は精神障害を支給事由と
する年金たる給付を受けているも
ので、日常生活を営むのに支障が
あるものとされているが、これに、
通院医療費公費負担制度の対象
者を加える。

当該事業の利用対象者に通院医療費公費
負担制度の対象者を加える。
対象者の確認については、患者票の写し
により行うこととする。
なお、当該便宜の必要性（日常生活の支
障等の有無）については、市長村長が主治
医の意見を求めることなどにより確認する
こととする。

手帳不所持者については、事業の利用申込みと同
時に手帳の申請を行っても良いとされているが、手
帳の交付までには数ヶ月の時間を要するため、速
やかにサービスを供与することができない。
手帳よりも普及している通院公費負担制度の対象
者を加えることにより、サービス開始の迅速性及び
申込みの利便の向上を図る。

○精神保健及び精神
障害者福祉に関する
法律（昭和25年法律
第123号）第50条の3
第1項、第50条の3の
2第1項第1号及び第2
項
○精神障害者居宅生
活支援事業の実施に
ついて(平成14年3月
27日　障発第
0327005号　厚生労
働省社会・援護局障
害保健福祉部長通
知)

精神障害者居宅介護等事業の利用対象
者は、原則として精神障害者保健福祉手
帳(以下「手帳」という。)を所持する精神障
害者又は精神障害を支給事由とする年金
たる給付を現に受けている者であって、精
神障害のために日常生活を営むのに支障
があり、食事及び身体の清潔の保持等の
介助等の便宜を必要とするものとする。
ただし、手帳の申請と事業の利用申込みと
を同時に行っても差し支えないものとする。

5

日常生活に対する制限が認められる者に交付されるのが精神障害者保健福
祉手帳であるため、手帳を所持する精神障害者等を、当該事業の対象としたと
ころであるが、居宅生活支援事業の実施主体は市町村であるところ、現行にお
いても、手帳の申請と事業の利用申込みを同時に行った者で、市町村が事業
実施の必要を認めた者については、当該事業の利用対象者とすることができる
こととされている。

富山県
精神障害者社会復帰
推進構想

1289 1289020 091500
精神障害者短期入所事業の利
用要件の拡大

当該事業の利用要件としては、精
神障害者の介護等を行うものが、
疾病等の理由により、その居宅に
おいて介護を行うことができない
（介護者の事情）ため、当該事業を
利用する必要があると市長村長が
認めた場合とされているが、これ
に、本人の事情を加える。

当該事業の利用要件として、介護者の事
情に加え、単身の障害者本人が一時的な
心身の不調（入院までには至らないもの）
により単独では日常生活が営めない場合
についても対象要件とする。

単身の精神障害者については、心身の不調により
一時的に日常生活が営めないことがあるが、この
場合においても、短期入所事業を適応させ、安心
して地域で生活できる体制の整備を図る。

○精神保健及び精神
障害者福祉に関する
法律（昭和25年法律
第123号）第50条の3
第1項、第50条の3の
2第１項第2号及び第
3項
○精神障害者居宅生
活支援事業の実施に
ついて（平成14年3月
27日　障発第
0327005号　厚生労
働省社会・援護局障
害保健福祉部長通
知）

精神障害者短期入所事業の利用は、精神
障害者の介護等を行う者が、疾病、出産等
の理由により、居宅において当該精神障
害者の介護等を行うことができない場合に
限定されている。

3

・精神障害者短期入所事業の利用は、精神障害者の介護等を行う者が介護を
行うことができない場合に、当該精神障害者を短期間施設に入所させて介護等
を行うことを目的とする事業である。
・今回の提案が、現行の事業に加えて、精神障害者本人の事情によって短期
入所事業を利用できるようにして欲しいとの要望であれば、実現された場合に
は、従来型の補助金が拡大され、新たな財政支出を伴うものである。

富山県
精神障害者社会復帰
推進構想

1289 1289030 091510
小規模通所授産施設の経営を
目的として法人を設立する場
合の資産要件の緩和

今後、身近な地域における訓練や
活動の場としての役割が期待され
ている小規模通所授産施設の設置
を促進するため、当該施設の経営
を目的として法人を設立する場合
の要件のうち、資産に関する要件
を緩和し、法人の設立が円滑に行
えるようにする。

社会福祉施設の経営を目的として法人を
設立する場合の要件のうち、基本財産につ
いては、施設用不動産が国又は地方自治
体から貸与又は使用許可を受けている場
合にあっては、１，０００万円以上に相当す
る資産を有していなければならないが、今
後、小規模通所授産施設当該施設の設置
を促進するため、当該施設の経営を目的と
した法人の設立にあたっては、これを１００
万円以上に緩和する。

現在、運営の安定化を図るため、家族会等が運営
する小規模作業所から小規模通所授産施設への
移行を促進しているが、設置主体の法人化のうち
資産要件がネックとなり移行が進んでいない状況
にある。資産要件を緩和し法人化を進めることによ
り運営の安定化を図る。

○精神保健及び精神
障害者福祉に関する
法律（昭和25年法律
第123号）第５０条第２
項～第４項、第５０条
の２第２号、第５０条
の２第３項
○社会福祉法（昭和
２６年法律第４５号）
第２条第３項第７号、
第２５条、第６０条
○障害者に係る小規
模通所授産施設を経
営する社会福祉法人
に関する資産要件等
について(平成12年12
月1日　各都道府県
知事・各指定都市市
長・各中核市市長あ
て厚生省大臣官房障
害保健福祉部長、厚
生省社会・援護局長
通知）

小規模通所授産施設の経営を目的として
法人を設立する場合においては、次に掲
げる要件を満たしているものとされている。
基本財産については、原則として、小規模
通所授産施設の用に供する不動産(以下
「施設用不動産」という。)のすべてについ
て所有権を有していることとされている。
ただし、1,000万円以上に相当する資産(現
金、預金、確実な有価証券又は不動産に
限る。)を有している場合には、施設用不動
産について国若しくは地方自治体から貸与
若しくは使用許可、又は国若しくは地方自
治体以外の者から貸与を受けていても差し
支えない。

8
精神障害者小規模通所授産施設を経営する事業については、社会福祉法上、
第２種社会福祉事業に位置づけられており、資産要件が課されない非営利法
人等の形態により施設を経営することが可能である。
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44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請
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答

大阪府
地域コニュニティ活動
の活性化

2034 2034020 091520
小規模通所授産施設運営事業
補助金の交付対象の拡大

社会福祉法上、原則として社会福
祉法人となっている１種事業の経
営主体のうち、身体・知的障害者小
規模通所授産施設の設置・経営に
関してのみ、NPO法人を社会福祉
法人と同等に扱う旨の改正。また、
「身体障害者保護費国庫負担（補
助）金交付要綱」、「障害児及び知
的障害者施設措置費等の国庫負
担（補助）金交付要綱」上、補助金
の交付対象として、『社会福祉法人
が設置する小規模通所授産施設
の運営事業に対する・・・』と明記さ
れているため、社会福祉法人と並
列でNPO法人を交付対象として拡
大する旨の改正。

府の小規模通所授産施設運営事業補助
金の交付対象の拡大（NPO法人を追加）

　社会福祉法上では、精神障害者の施設は2種事
業で、社会福祉法人以外の設置・経営が認められ
ているのに対し、身体・知的障害者の施設は1種事
業で、設置・経営は原則として社会福祉法人に限
定されている。
　NPO法人が経営主体となることは、2種事業では
あるが、同種・同等の施設である精神障害者小規
模通所授産施設で妥当性は実証されているため、
社会福祉法第60条の原則の例外として同法第62
条第2項に基づく都道府県知事の許可申請手続を
課す必然性に欠ける。
　また、国の補助金交付要綱上の交付対象の限定
も、同法の規定によるところが大きいと考えられる
ため、同要綱の改正も併せて円滑に進めるために
も、法の改正は必要である。

○社会福祉法（昭和
２６年法律第４５号）
第６０条、第６２条
○身体障害者保護費
の国庫負担（補助）に
ついて（平成５年４月
１日厚生省発社援第
１１９号）別紙身体障
害者保護費国庫負担
（補助）金交付要綱 ３
（２） ソ （イ）
○障害児施設措置費
国庫負担金及び知的
障害者施設措置費国
庫負担金について
（平成９年厚生省障
第２６３号）別紙障害
児施設措置費及び知
的障害者施設措置費
国庫負担金交付要綱
４ （２） オ ②

  社会福祉施設を設置して、第１種社会福
祉事業を経営しようとするときは、市町村
又は社会福祉法人の場合は、都道府県知
事への届出が必要であり、社会福祉法人
以外の民間主体の場合は、都道府県知事
の許可が必要とされている。
  また、各交付要綱において、社会福祉法
人が設置する小規模通所授産施設を補助
対象としている。

3

  社会福祉法人が施設を設置して第１種社会福祉事業を経営しようとする場合
には、事業開始前に都道府県知事に届け出ることとされ、国、都道府県、市町
村及び社会福祉法人以外の者が施設を設置して第１種社会福祉事業を経営し
ようとする場合には、都道府県知事の許可が必要となる。この差異は、社会福
祉法人と比較して公的関与が少ない者に対し、事業開始時をとらえて個別的に
都道府県知事の許可にかからしめることにより、事業の公正かつ適正な実施を
確保する必要があるためである。このため、ご提案のNPO法人について、社会
福祉法人と同様の取扱いをすることはできない。

提案の趣旨を踏まえ、第2種事業について
認められている社会福祉法人以外の経営
について、第1種事業についても同様に認
めることができないか、再度検討し、回答さ
れたい。

3

　社会福祉法人と国、都道府県、市町村及
び社会福祉法人以外の者の間で、事業開
始時における公的関与の差異を設けてい
る理由は、社会福祉法人と比較して公的
関与が少ない者に対し、事業開始時をとら
えて個別的に都道府県知事の許可にかか
らしめることにより、事業の公正かつ適正
な実施を確保する必要があるためである。
  このため、ご提案のNPO法人について、
社会福祉法人と同様の取扱いをすることは
できない。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047040 091530
居宅外でのホームヘルプサー
ビスの利用及び居宅外送迎の
可能化

居宅外でのヘルパーの利用を認め
るために、身体障害者福祉法第四
条の二第２項と知的障害者福祉法
第四条第２項の「居宅において行
われる」、児童福祉法第六条の二
第２項「家庭において行われる」を
「居宅等」「家庭等」とし、教育や生
産活動などの自立のための活動や
社会生活上不可欠な場所を含むこ
ととする。
また、短期入所やデイサービスなど
の送迎において「居宅」を基点とし
ているものについても、「居宅等」を
基点とする。

「居宅」だけでなく、学校等地域生活をする
うえで、不可欠な「居宅外」の場所でも、ヘ
ルパーの活用を可能にする。
また、居宅と事業所間のみで認められてい
るデイサービス及び短期入所の送迎を、
「居宅外」の場所と事業所間との送迎を可
能にする。
これにより、当人のＱＯＬの向上が図られる
とともに、ニーズに対応したホームヘルプ
サービス等が提供され、これまで潜在化し
ていたニーズが顕在化することで、地域内
での需要拡大にもつながる。

現在の支援費制度では、「居宅」を基点にサービス
が作られているために、「居宅」以外の活動につい
ては、大変使いづらいサービスとなっている。障害
者の生活が高齢者と異なり、教育や自立のために
「居宅」以外の広範囲な生活場面があるにもかか
わらず、「居宅」以外での活動を支援するサービス
が乏しいため、地域生活に支障をきたし、介護者
に過重な介護負担を強いており、入所施設から在
宅へという政策を妨げている要因一つになってい
る。

身体障害者福祉法
（昭和３４年法律第２
８３号）第４条の２第２
項
知的障害者福祉法
（昭和35年法律第３７
号）第４条第２項
児童福祉法（昭和２２
年法律第１６４号）第
６条の２第２項
身体障害者福祉法に
基づく指定居宅支援
等に要する費用の額
の算定に関する基準
（平成１５年厚生労働
省告示第２７号）
知的障害者福祉法に
基づく指定居宅支援
等に要する費用の額
の算定に関する基準
（平成１５年厚生労働
省告示第２９号）
児童福祉法に基づく
指定居宅支援等に要
する費用の額の算定
に関する基準（平成１
５年厚生労働省告示
第３１号）

  現行の身体障害者居宅介護等事業、知
的障害者居宅介護等事業及び児童居宅介
護等事業は、居宅において行われる入浴、
排せつ、食事等の介護その他日常生活を
営むのに必要な便宜を供与する事業であ
る。
  また、現行の身体障害者デイサービス、
知的障害者デイサービス及び児童デイ
サービス並びに身体障害者短期入所、知
的障害者短期入所及び児童短期入所にお
いては、居宅と事業所との間の送迎を行っ
た場合に送迎加算を実施している。

3、5

  教育や自立のための生活場面においては、本来それぞれで必要な介護等が
行われるべきである。今回の提案は、現行の事業に加えて新たに居宅外のヘ
ルパー利用についても補助金の対象としてほしいとの内容であり、新たな財政
支出を伴うものである。
  また、送迎サービス加算の取扱いについては、「指定居宅支援等に要する費
用の額の算定に関する基準の制定に伴う留意事項について（平成15年3月24
日障発第0324001号）」において、「送迎サービスについては、事業所と居宅ま
での送迎を原則とするが、道路が狭隘で居宅まで送迎できない場合等のやむ
を得ない場合においては、利用者の利便性も考慮し、適切な方法で行ったもの
について加算を算定することができるものであること。」とし、市町村が個々の
具体的なケースにつき考慮の上、地域の実情に応じた取扱いをしている。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047060 091540
中高生障害児等の身体障害
者・知的障害者デイサービス利
用可能化

身体障害者及び知的障害者デイ
サービス事業の年齢要件を特例的
に「１８歳以上」から「１２歳以上」に
引き下げ、中高生等１２歳から１７
歳までの障害児（以下「中高生障害
児等」という。）が利用できるように
する。

中高生障害児等は、高齢者、知的障害
者、身体障害者、児童、いずれのデイサー
ビス制度においても対象者の年齢要件か
ら対象外となっており、福祉コミュニティ特
区においてもデイサービスが利用できな
い。
そこで、身体障害者及び知的障害者デイ
サービス事業の年齢要件を特例的に１２歳
に引き下げることにより、中高生障害児等
の利用を可能にする。
これを特区において認められている「指定
通所介護事業所等における知的障害者及
び障害児の受入事業」と併用することで、
ニーズのある全ての障害児者が、身近な
施設を使ってサービスを受けることが可能
となり、ニーズに即したサービスの提供が
可能となるとともに、デイサービスの需要
の拡大にもつながる。

中高生障害児等の保護者は、当該児童の身体が
大きくなることに伴い、日常の介護負担が大きくな
るため、レスパイトサービスへのニーズが大変強
く、特に、夏休み・放課後のデイサービスと、重心
児の「入浴」については切実な声が寄せられてお
り、デイサービスが必要である。
しかし、現行の制度では、中高生障害児等は年齢
的に「デイサービス」の対象者として認められてい
ない。

身体障害者福祉法
（昭和２４年法律第２
８３号）第４条、第４条
の２第３項
知的障害者福祉法
（昭和３５年法律第３
７号）第４条第３項

現行の身体障害者デイサービス事業及び
知的障害者デイサービス事業は、１８歳以
上の身体障害者及び知的障害者を対象と
している。

3

身体障害者デイサービス事業及び知的障害者デイサービス事業は、１８歳以上
の身体障害者及び知的障害者を対象としている事業である。今回の提案は、
現行の利用対象者に加えて、新たに１８歳未満の中高校生についても補助金
の対象としてほしいとの内容であり、新たな財政支出を伴うものである。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047070 091550
身体障害者の短期入所に係る
「タイムケア」の利用可能化

支援費制度の身体障害者短期入
所に「宿泊を伴わない短期入所（タ
イムケア）」を認める。

児童と知的障害者の介護も、身体障害者
の介護も、「短期入所」を利用する理由や
原因は、介護者の疾病その他の理由に
よって介護を行うことができない場合であっ
て、両者に殆ど差異はないと考えられる。
全ての障害児者の地域での生活を支援す
るという意味から、身体障害者の介護者も
短期入所の「タイムケア」を使えるようにす
る

重複障害児の場合、１８歳までは身体障害者の施
設の「タイムケア」が利用できるが、１８歳になると
同じ施設で「タイムケア」が受けられなくなり、その
ため、遠くの重心児者の施設に行かなければなら
なくなるなど、サービスの低下をまねいている。
身体障害者の施設で継続して「タイムケア」が受け
られるようになれば、介護者の利便性は高まる。
また、現在は、身体障害者の短期入所に「タイムケ
ア」がないことにより、介護者の要件がタイムケア
で事足りる場合であっても、「宿泊」を伴う利用をし
ているようなケースがあるものと思われる。

身体障害者福祉法に
基づく指定居宅支援
等に要する費用の額
の算定に関する基準
（平成１５年厚生労働
省告示第２7号）

現行の身体障害者短期入所においては、1
日についての適用単価を設定し、事業を実
施している。

3

身体障害者福祉法は、「身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進す
るため、身体障害者を援助し、及び必要に応じて保護し、もって身体障害者の
福祉の増進を図ること」を目的としており、身体障害者の自立の促進を図ること
が重要であると考える。
身体障害者短期入所事業は、身体障害者の介護を行う者が、居宅での介護が
できない場合や、身体障害者に対して機能訓練等を行う場合に実施するもので
あり、障害者本人に着目して支援するサービスである。これに比べて、身体障
害者に「タイムケア」を認めてはどうかとの提案は、保護者の負担軽減を図るた
めのものと考えられ、障害者本人への支援という視点が希薄である。
このため、利用者本位の観点から、また、身体障害者の自立を促進する観点
からも、本提案は認められない。
あわせて、本要望が実現された場合には、利用回数の増大により、国庫補助
金の総額が増大し、新たな財政支出を伴うこととなる。
なお、重複障害児の場合は、１８歳になった場合、知的障害者短期入所の利用
が可能であるため、通常はサービスの低下をきたさないが、提案の具体的な事
例では、知的障害者の事業所が遠くにあり、「身近なところでサービスを利用す
るために、身体障害者の短期入所事業所で知的障害者の受入れを行うこと」が
本旨ではないかと考える。この場合、現行でも都道府県知事等に申請すれば、
知的障害者の短期入所事業所となることが可能である。

加茂町
加茂町中心市街地活
性化構想

2070 2070010 091560

小規模市街地でもできるよう採
択要件の緩和と授産施設を公
民館施設とする利用制限の緩
和

まちづくり総合支援事業が平成１５
年度をもって終了し、新たな制度を
現在検討されているところで、小規
模市街地でもできるよう採択要件
の緩和と合併に伴い公民館施設を
整備していく必要がある中で、授産
施設を公民館として改修し利用して
いく。

●空き家及び駐車場対策
現在かなりの数の空き家があり、この空き家を取り
壊し、駐車場として整備を実施する。そのことにより
商店街の駐車場としても利用可能となる。また、隣
接同士が非常に接近しており、火事でもあれば大変
な被害が予想されることから、延焼防火としての役
割も担う。
●高齢者の憩いの交流館及びｲﾍﾞﾝﾄ広場
高齢者による商店街利用が増加している中で、高齢
者のニーズにあった商店街を形成していく必要があ
る。そのひとつとして、高齢者の抱える課題や悩み
に耳をかたむけていくため、高齢者が集まりふれあ
うことのできる憩いの場を設置する。また、市街地活
性化のため、各種イベントを実施するための常設テ
ントを設置したイベント広場や公衆用トイレを整備す
る。　　　　　　　　　　　　　　　　●駅舎の活用
中心市街地内にある、加茂中駅舎はH14年より無人
化となったため、少年達の溜まり場となっており、利
用者から苦情が殺到している。地域住民や警察等
により巡回を行っているところではあるが、なかなか
効果があらわれないところである。そうした中、本町
の窓口でもある駅舎をJRより払い下げを受け、内部
改造を行い、展示場として常に人の出入りがある施
設として地域の活性化ならびに少年少女の非行防
止を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　●授産施設の
公民館利用　　　　　　　　　　　　本町においては、公
民館施設がないことから、中心市街地内にある授産
施設を公民館施設として利用することで、地域コミュ
ニティの活性化を図っていく。

小規模市街地の現状は、衰退の一途をたどってい
る中で、行政の支援が必要であり、小規模市街地
でもできるよう採択要件の緩和と補助制度を導入
して建設した授産施設を公民館施設とする利用制
限の緩和

「補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律」（昭和３
０年法律第１７９号）
社会福祉施設整備費
及び社会福祉施設等
設備整備費国庫負担
（補助）金に係る財産
処分承認手続の簡素
化について（平成１２
年３月１３日社援第５
３０号）

社会福祉サービスの基盤の整備について
は、地域の需要に応じたサービスの拡充
の必要性の観点から、既存の社会福祉施
設等の効率的活用を図るため、
①　福祉各法の規定に基づき設置され、国
庫補助事業完了後１０年を越える期間を経
過した、同一事業者における社会福祉施
設等への転用
②　地方公共団体又は社会福祉法人への
無償譲渡又は貸与であって、同一事業を
継続する場合（社会福祉施設等の事業を
継続するもの）
については、すでに当該財産処分に係る
補助金相当額の国庫納付は不要としてい
るところである。

3

　社会福祉施設等施設整備費等(以下「施設整備費」という。)は、地方公共団
体等が整備する施設整備及び設備整備に要する費用の一部を負担（補助）す
ることにより、保育に欠ける児童、介護を要する老人等社会的支援を高度に要
する者の福祉の向上を図ることを目的として交付されているものであり、真に整
備が必要な施設を補助対象としている。ゆえに社会福祉施設整備費を補助さ
れた施設については、国庫補助事業完了後１０年を超える期間を経過し、社会
福祉事業を行う施設に転用する場合には国庫納付は不要としているが、それ
以外については、国庫納付を経る必要がある。
　なお、国庫納付を経るもののほかに、「補助事業等により取得し、又は効用の
増加した財産の処分制限期間」（平成１３年７月１２日厚生労働省告示第２３９
号）で定める期間を経過したものについては、国として何ら制限を設けていな
い。

公民館は社会福祉事業を行う施設ではな
いが、公の性格を有するものであることに
配慮して転用等を認めることはできないの
か。提案の趣旨を踏まえ、要望を実現する
にはどうすればいいか再度検討し、回答さ
れたい。

5

　今回のケースについては、要望先に確認
したところ、本授産施設は国庫補助を受け
ていないことが判明した。（日本自転車振
興会より補助を受け昭和４８年施設工事を
着工し、昭和４９年４月より授産施設運営し
ているとのこと。）
　国庫補助を受けていない施設について
は、当省からは特に財産処分に対する制
限はしていない。
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号
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に係る提案事項
（事項名）
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
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38.制度等の現状
39.措置
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類
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等の方
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41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再
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45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し
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答

月舘町
介護予防・障害者支
援による地域再生計
画

1081 1081020 091570 事業所要件の緩和等

全国一律基準の施設基準・事業所
認定基準の緩和。現状では、支援
費制度への新規参入は、人員基準
等で難しい。確かに、新規事業所を
立ち上げれば、5名程度の雇用創
出になるが、その前提となる「採
算」が担保されなくては雇用も絵に
描いた餅。それよりも、介護保険事
業所でも兼務で事業参入を可能に
した方が採算も取れ、１～２名の確
実な雇用が見込めるなら、そちらの
方が現実的。

基準を緩和し、介護保険事業所での支援
費制度への取り組みを可能にする。

現在、業務の認定要件や人員基準が採算ベース
に程遠いという問題点があり現実的ではなく地域
の実情に行わせた方が効果的かつ効率的である。

○身体障害者デイサー
ビス事業と知的障害者
デイサービス事業の相
互利用、地域生活援助
事業の相互利用並び
に６５歳未満の身体障
害者による介護保険法
の指定通所事業並び
に指定短期入所生活
介護事業の利用につ
いて（平成１５年１０月２
９日障発第１０２９００１
号、老発第１０２９００１
号）
○構造改革特別区域
における「指定通所介
護事業所等における知
的障害者及び障害児
の受入事業」について
（平成１５年３月２７日
障障発第０３２７００１、
老振発第０３２７００１
号）
○指定居宅支援事業
者等の人員、設備及び
運営に関する基準につ
いて（平成１４年１２月２
６日障発第１２２６００２
号）

介護保険法上の事業所を障害者（児）が利
用した際にも、支援費及び補助金の支給
対象としている。

4、5

障害者(児）のサービス基盤を充実させるとともに、既存の社会資源を有効利用
する観点から、本来の利用者である高齢者の処遇に低下をもたらさず、かつ障
害者（児）の処遇につき適切な支援が行われる場合には、介護保険の事業所
を障害者(児）が利用することを可能としている。

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279080 091580
障害者、高齢者に対する移動
支援

　・障害者がＪＲ、バス等の公共交
通機関や高速道路等有料道路を
利用した場合の割引制度を拡充す
る。　　　　　　　　　　　　　　　・各駅
に常駐して障害者、高齢者への乗
車及び降車を介助する「乗車介助
員ボランティア」の確保を助成す
る。

　障害者，高齢者の外出及び移動が容易
となることにより，障害者の社会参加が促
進される。

　現行の障害者割引制度には，利用距離制限や
介助者制限があり，障害者の利用を妨げている側
面があるため，障害者の利用が一層促進されるよ
う，条件を緩和する必要がある。また，障害者の交
通機関の利用を促進するためには，他者による援
助体制の充実が課題である。このため，助成措置
を講じて行く必要がある。

・「身体障害者に対す
る旅客鉄道株式会社
等の旅客運賃の割引
について」（昭和５７
年１月６日厚生省社
会局長、児童家庭局
長連名通知）

身体障害者及びその介護者がＪＲ，バス等
の公共交通機関や高速道路等有料道路を
利用した場合で一定の場合には、旅客運
賃等が割り引きとなる。

6

「障害者がＪＲ，バス等の公共交通機関や高速道路等有料道路を利用した場合
の割引制度」及び「障害者や高齢の乗客について乗降車の介助を行うボラン
ティアを駅に常駐させること」については、厚生労働省では担当していない。
　なお、各種障害者割引は、各交通事業者が自主的判断により自由に企画し
導入を図っているものであり、提案事項に関連する通達として挙げられている
通知は、それらを都道府県等に周知するために厚生労働省から発出したもの
である。

富山県
富山型地域福祉の推
進

1288 1288010 091590
富山型小規模多機能施設を認
定し、その支援措置を講ずる。

社会福祉事業として位置づけるた
め、社会福祉法に明示し、積極的
にその設置を推進する。

・多機能社会福祉施設を社会福祉施設、
事業として、位置づける。
・小規模かつ多機能な施設については、入
所５人、その他２０人未満を除外する旨の
規定を緩和する。または、対象者の総計で
ある旨を明定する。

　現在、自然発生的に設立されている富山型小規
模多機能施設の形態そのものを社会福祉事業とし
て認めることにより、在宅福祉、地域福祉の流れ
が促進される。
　従来の集団的ケアでは、要介護度が悪化するこ
とから、「なるべく少人数による目の届いた生活、
他世代との交流によるケアモデル」を認知するも
の。

・社会福祉法第２条

・社会福祉法上社会福祉事業と位置づけら
れるのは、社会福祉法第２条に規定されて
いる事業に限られている。また、社会福祉
法第２条第４項において、社会福祉事業に
位置づけられるべき各施設等の人数要件
が規定されている。

3
　それぞれの社会福祉事業について、届出をし、又は許可を受け、それぞれの
施設の最低基準を満たした上で、社会福祉事業を組み合わせた複合施設を設
置することは、現行においても可能である。

貴省の回答によれば、それぞれの社会福
祉事業について、届出をし、又は許可を受
け、それぞれの施設の最低基準を満たした
上で、社会福祉事業を組み合わせた複合
施設を設置することは、現行においても可
能とあるが、要望内容は実現できるのか、
確認されたい。

3

　多機能社会福祉施設の経営を社会福祉
事業として位置づけることは困難である
が、ご要望の多機能社会福祉施設の設置
を行うことは現行においても可能である。

富山県
富山型地域福祉の推
進

1288 1288040 091600

より身近な地域に、地域福祉を
推進するセンターの機能を持
つ多くの施設が設置されるよう
に、税法上の恩典を付与する。

空き家、空き店舗等の改修による
福祉コミュニィティづくりを推進する
ため、その条件、環境を整備する。

・既存民家の買収、取得については、空き
店舗の活用、福祉事業としての活用など一
定の要件を満たしたＮＰＯ法人について
は、社会福祉法人と同様の税制面におけ
る優遇措置等を講じる。
　①ＮＰＯ法人へ個人名義の空き家を寄付
した場合（本来事業としての福祉事業を行
う場合）、寄付金控除を行う。
　②認定ＮＰＯ法人が行う本来事業として
の福祉事業は非課税とする。

空き家、空き店舗等社会資源の有効活用を図り、
積極的に地域福祉を支援するセンターを整備す
る。

3

　ＮＰＯ法人に係る税制については、「平成１６年度税制改正大綱」（平成１５年
１２月１７日、自由民主党・公明党）において、「ＮＰＯ法人の行う民間非営利活
動の役割が今後ますます高まることが期待されていることを踏まえ、その実態
を見極めながら、活動の透明性の確保にも留意しつつ、認定要件のあり方につ
いて引き続き検討する」とされているところである。

貴省回答にある「検討」を踏まえた実施予
定時期（検討スケジュール）及び実施内容
を明確にされたい。

3

　ＮＰＯ法人に係る税制については、「平成
１６年度税制改正大綱」（平成１５年１２月１
７日、自由民主党・公明党）において、引き
続き検討することとされている。福祉事業
を行うＮＰＯ法人の税制上の取扱いについ
ては、この検討結果を踏まえ、税制改正要
望の必要性を含め、検討してまいりたい。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047170 091610
福祉活動を行うＮＰＯ法人等へ
の国庫補助制度の適用

子育て・在宅サービスに取り組むＮ
ＰＯ法人等非営利で福祉活動を行
う団体に係る当該福祉活動に必要
な施設・設備の整備や運営に関す
る経費について、社会福祉法人同
様各種国庫補助制度の対象とす
る。

多様な福祉サービスの担い手が生まれる
ことにより、よりニーズに即したサービスが
提供され、新たなニーズの発生も期待され
る。

ＮＰＯ法人等については、保健医療福祉分野の国
庫補助制度の対象とされていない。

社会福祉施設等施設
整備費及び社会福祉
施設等設備整備費の
国庫負担（補助）につ
いて

ＮＰＯ法人に対しては、社会福祉施設整備
費を補助していない。

3

○　地方公共団体以外の社会福祉施設等施設整備費の補助対象主体として、
社会福祉法人が認められる趣旨は、社会福祉施設等施設整備費補助の補助
対象主体は、高い公益性と社会的信頼が求められる社会福祉事業を継続的、
安定的に運営していくために、その資産、運営、利益処分、解散時の取扱い等
に関して最低限の要件を満たす必要があり、社会福祉法人はこれらの要件を
満たす特別な法人類型として制度上規定されていることにある。

○ 社会福祉法人は、
① 法人の適正な運営を担保するため、役員の解職勧告や法人の解散命令な
どの強力な公的関与の手段が法律上与えられている。
② 事業に必要な資産を保有しなければならない。
③ 残余財産の帰属についても、他の社会福祉法人に帰属することとするか、こ
れによらない場合には国庫に帰属することとされている。
④ 経営が思わしくないなどの一方的な事情による安易な撤退は認められな
い。
ところであるが、一方、ＮＰＯ法人は、
① 法人の認証の取消し等公的関与はあるが、役員の解職勧告がないなど、公
的関与は極力抑制されている。（所轄庁の介入を防ぐという法の精神がある。）
② 資産の規定は特にない。
③ 残余財産の帰属については、ＮＰＯ法人以外の主体にも帰属可能である。
④ 社員総会の決議により撤退する場合は、所轄庁の認定は不要である。
ことから、上記趣旨に照らせば、ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費補助
の補助対象主体として認めることはできない。

例えば、補助の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして補助金の交付対象団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
身近なところでの地域福祉の拠点の創設
が可能となるとする提案の趣旨を踏まえ、
要望を実現するにはどうすればいいか再
度検討し、回答されたい。

3

　ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費
の補助対象とするためには、社会福祉法
人と同等の規制が必要であると考えるが、
ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを
目的とし、公的関与や規制が極力抑制さ
れた法人であり、社会福祉法人と同等の規
制をかけるのはＮＰＯ法人制度そのものの
趣旨に反することとなる。

30 / 66 ページ
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047180 091620
県営住宅と福祉施設との合築
に係る総合補助金の創設等

地域福祉の推進を図るため、ボラ
ンティア・ＮＰＯ等が、公営施設の一
部を活動拠点として介護や子育て
に関する相談窓口や育児サークル
などを行う場合に、当該事業に必
要な設備整備について社会福祉法
人等と同様に国庫補助対象とする
とともに、県営住宅と福祉施設とを
合築する場合における総合的な補
助金の創設

ボランティア・ＮＰＯ等が、公営施設の一部
を活動拠点として介護や子育てに関する相
談窓口や育児サークルなどを行うことによ
り、より地域に密着したサービスが提供さ
れるとともに、県営住宅と福祉施設との合
築を推進することにより、少子高齢化の進
展の中で、身近なところでの地域福祉の拠
点の創設が可能となる。

ＮＰＯやボランティア等は、社会福祉法人等に比べ
財政基盤が弱い中、さらに事業実施の際の国庫補
助等でも差異が設けられているため、新たに事業
展開することが困難な状況にあり、また、県営住宅
と福祉施設との合築については、県営住宅の整備
に関する補助制度と社会福祉施設の整備に関す
る補助制度との組み合わせることが困難である。

社会福祉施設等施設
整備費及び社会福祉
施設等設備整備費の
国庫負担（補助）につ
いて

ＮＰＯ法人に対しては、社会福祉施設整備
費を補助していない。

3

○　地方公共団体以外の社会福祉施設等施設整備費の補助対象主体として、
社会福祉法人が認められる趣旨は、社会福祉施設等施設整備費補助の補助
対象主体は、高い公益性と社会的信頼が求められる社会福祉事業を継続的、
安定的に運営していくために、その資産、運営、利益処分、解散時の取扱い等
に関して最低限の要件を満たす必要があり、社会福祉法人はこれらの要件を
満たす特別な法人類型として制度上規定されていることにある。

○ 社会福祉法人は、
① 法人の適正な運営を担保するため、役員の解職勧告や法人の解散命令な
どの強力な公的関与の手段が法律上与えられている。
② 事業に必要な資産を保有しなければならない。
③ 残余財産の帰属についても、他の社会福祉法人に帰属することとするか、こ
れによらない場合には国庫に帰属することとされている。
④ 経営が思わしくないなどの一方的な事情による安易な撤退は認められな
い。
ところであるが、一方、ＮＰＯ法人は、
① 法人の認証の取消し等公的関与はあるが、役員の解職勧告がないなど、公
的関与は極力抑制されている。（所轄庁の介入を防ぐという法の精神がある。）
② 資産の規定は特にない。
③ 残余財産の帰属については、ＮＰＯ法人以外の主体にも帰属可能である。
④ 社員総会の決議により撤退する場合は、所轄庁の認定は不要である。
ことから、上記趣旨に照らせば、ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費補助
の補助対象主体として認めることはできない。

例えば、補助の際に資産、運営、利益処
分、解散時の取扱い等について条件を付
すなどして補助金の交付対象団体につい
て最低限の要件を確保したとしても要望の
実現は不可能なのか。提案の実現により、
身近なところでの地域福祉の拠点の創設
が可能となるとする提案の趣旨を踏まえ、
要望を実現するにはどうすればいいか再
度検討し、回答されたい。

3

　ＮＰＯ法人を社会福祉施設等施設整備費
の補助対象とするためには、社会福祉法
人と同等の規制が必要であると考えるが、
ＮＰＯ法人は、特定非営利活動を行うことを
目的とし、公的関与や規制が極力抑制さ
れた法人であり、社会福祉法人と同等の規
制をかけるのはＮＰＯ法人制度そのものの
趣旨に反することとなる。

枚方市
福祉コミュニティ・ビジ
ネス構想

2141 2141010 091630 ＮＰＯ活動等の活性化支援

コミュニティサービスを実施する
NPO法人や社会福祉法人等への、
運営・活動を活性化する為のアドバ
イザー派遣や人材の研修・育成、
活動支援などに要する経費に対し
て、地方財政措置を講じることで、
事業者の確保や事業内容の充実
が図れる。

地域福祉事業に実績を持つNPO法人や社
会福祉法人等が障害者を雇用し、高齢者・
障害者対策事業、地域や子育て支援事業
に関して、公的施策制度に乗り難い部分
を、地域福祉事業に実績を持つNPO法人
社会福祉法人等が障害者を雇用しニッチ
産業としてコミュニティビジネスを展開する
上で必要なアドバイザー派遣や人材の研
修・育成、活動助成などを行う。

公的な施策や制度が整備される中でも、日常生活
において、高齢者や障害者そして子育てなどで、
様々なニーズが存在しその部分をカバーする為に
NPO法人や社会福祉法人等の民間活力を活用す
ることで事業展開をめざす。そのために、活動支援
の為の財政的措置を講じる必要がある。

6 本提案については、当省の担当とするところでない。

大阪府、創薬
推進連絡協
議会

バイオメディカル・クラ
スターの創成

2029 2029020 091640
生活保護受給者に治験におけ
る特定療養費の支給可能化

生活保護法第５２条第２項の規定
を緩和して、生活保護受給者に治
験における特定療養費を支給可能
とし、生活保護受給者の治験参加
を可能とするもの

　大阪は、平成１６年春に開設される｢国立
医薬基盤研究所｣の誘致、平成１５年４月
の特区１号の認定を受けた｢バイオメディカ
ルクラスター創成特区｣をはじめ、同時期に
「創薬推進連絡協議会」を発足させるなど、
基礎研究から医薬品の開発、臨床試験に
至る総合的な創薬を推進するための各種
取り組みを行っている。本提案は生活保護
受給者に治験における特定療養費を支給
可能とし、より多くの被験者の協力を得て
治験のスピードアップを図ろうとするもので
創薬推進の一助に繋げるものである。

　現在、生活保護法第５２条第２項の規定により、
厚生労働大臣が定めている医療給付は健康保険
法に基づく一般的な医療のみが対象となっており、
治験などの特定療養費は支給対象外となってい
る。
　このことが生活保護受給者の治験協力を困難な
ものにしている。治験は企業が新薬を開発するた
めに行うものであるが、一方で安全で有効な医薬
品を社会に広く（患者）提供するという社会貢献と
いう一面もある。また、生活保護受給者にとって社
会貢献ができないだけでなく、ある意味最先端の
医療を受ける機会を奪われていることにもなる。本
提案は、このような問題を解消するとともに創薬推
進の一助となるものである。

生活保護法第五十二
条第二項の規定によ
る診療方針及び診療
報酬（昭和３４年厚生
省告示第１２５号）

　生活保護法の規定による診療方針及び
診療報酬については、国民健康保険の診
療方針及び診療報酬のうち、特定療養費
の支給に係るものは指定医療機関及び医
療保護施設には適用しないこととされてい
る。

3

　現行でも製薬会社が全額費用負担することにより治験が行われるのであれ
ば、生活保護受給者も参加できる。
　生活保護制度における最低基準の保障としての医療は、通常、特定療養費
の支給に係るもの以外の保険給付の範囲で確保されていると考えられるため、
生活保護においては特定療養費の支給に係る医療は保障しないこととしてい
る。

提案者の要望は、生活保護受給者に治験
における特定療養費を支給可能とし、より
多くの被験者の協力を得て治験のスピード
アップを図ろうとするものであり、その趣旨
を踏まえ、再度検討し、回答されたい。

3

  特定療養費制度は、差額ベッドなど患者の選択と
負担による特別なサービスや、医療技術として確立
していない高度な医療を対象としたものであるが、こ
れらは未だ保険給付とされるまで標準化されている
ものではない。
  したがって、生活保護制度における最低限度の生
活の保障としての医療は、通常、特定療養費の支給
に係るもの以外の保険給付の範囲で確保されてい
ると考えられることから、生活保護制度においては
特定療養費の支給に係る医療は保障しないこととし
ている。
  また、国民健康保険は、加入者が保険料を納める
とともに３割の自己負担で医療が受けられる制度で
ある一方、生活保護は、全額公費負担で必要な医
療が受けられる制度であることからも、国民健康保
険で認められている医療をすべからく生活保護でも
認めることは適当でない。
  さらに、財政的にも、生活保護費に占める医療扶
助の割合は５０％を超えており、給付適正化が求め
られているところである。
  なお、現行でも製薬会社が全額費用負担すること
により治験が行われるのであれば、生活保護受給
者も参加できる。

富山県
富山型地域福祉の推
進

1288 1288050 091650

地域福祉活動としてのケアネッ
ト２１事業において、地域通貨
の可能性を検討し、福祉による
まちづくり、活性化を推進する。

地域の活性化を目指す地域福祉活
動に対し、支援する。

・地域福祉活動における有償ボランティア
に対し、地域通貨の採用、可能性を検討
し、その活性化を図る。
ケアネット２１事業における地域通貨の検
討に対し、支援措置を講じる。

有償ボランティアから、福祉サービスとしての創
業、や起業化が期待される。

6

地域通貨の検討に対し、支援措置を求める提案であるが、提案主体に内容を
確認したところ、総務省の地域再生関連対策の１つとして掲げられている「ＩＴを
活用した地域通貨の導入・普及検討に対する財政措置」を活用したいということ
が判明したため、当省の担当ではない。

有限会社
PHMデータ
サービス

ホームレスを防ぐ町内
債

3103 3103010 091660
法人自治会によるホームレス
の解消
地域サポーターの雇用

生活困窮家庭からの生活保護要請
を受け付ける市町村の担当部署が
該当世帯の所属する地域自治会
町内会及び認定サポーターと協力
し、住宅ローン返済の保証人とな
り、銀行から借り入れる。この支援
活動により対象家庭はホームレス
への転落を防ぎ、子育てが可能に
なったり老後の安定が得られる。更
に市町村では生活保護世帯の増
加を防ぐことが出来る。

法人化された自治会による町内債の発行
で住宅ローンが払えずホームレス予備軍
の世帯を救済することが出来る。
また保険や証券などの業務に携わってき
たファイナンシャルプランナー（地域サポー
ター）による破綻した家計への指導、支援
により該当世帯の立ち直りを諮る。

住宅ローンを抱えている世帯には返済が滞った場
合退去や自己破産など厳しい状況が待ち受けてい
る。また生活保護法も資産形成に当たるとして該
当家庭の家計破綻には法律の適用も難しい。地域
の問題としてこのようなケースに対応するには自治
会単位で救済委員会を設ける必要がある。

6

　厚生労働省としても、低所得者に対し、地域の創意工夫を生かした支援を行
うことは、大変意義深いものであると考えている。
　生活保護制度においても、生活保護申請時の面接相談の充実等、要保護者
に対する生活保護適用前の自立更生対策が重要であると考えている。
　もっとも、具体的な自治会における町内債の発行の可否等については、地方
自治法第２６０条の２（地縁による団体）等に関係するものと考えられるため、当
省においては判断できない。

愛媛県
愛媛県公共施設木材
利用推進構想

2149 2149020 091670
　国庫補助事業の採択要件の
緩和

　　　国庫補助事業の中で、例え
ば、林
　　野庁所管の「木造公共施設整
備事
　　業」では、公共施設を木造化す
るに
　　当たって、学校に関連した施設
であ
　　ることとか、先駆性のある木造
施設
　　であるとかの規制があることか
ら、
　　地域の実情に合わして、これら
規
　　制を緩和することにより、木造
化を
　　推進する。

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取
り組んでいる「公共施設等木材利用推進連
絡会議」において、毎年、翌年度に建設予
定である県、市町村、学校・医療法人等の
木造化が促進され、多くの木材資源を有す
る農山村地域における雇用の場が確保さ
れるとともに、林業・木材産業や地域経済
の活性化が期待される。

　農山村における地域経済の活性化や木質資源
を活用した資源循環型社会の構築に当たり、その
普及のための公共施設の木造化を推進するため
には、その障害となっている制度等について、国、
県、一体となった取り組みが必要である。

厚生労働省関係構造
改革特別区域法第２
条第３項に規定する
省令の特例に関する
措置及びその適用を
受ける特定事業を定
める省令（平成１５年
厚生労働省令第１３２
号）

地方公共団体がその設定する特区内にお
いて、専門家等の意見を踏まえ、平屋建の
社会福祉施設等について、必要な安全性
を有すると認めて内閣総理大臣の認定を
申請し、その認定を受けたときは、当該認
定の日以後は、耐火及び準耐火建築物の
規定を適用しないことができる。

4

社会福祉施設においては、構造改革特区における特例措置として、「耐火建築
物及び準耐火建築物の要件の適用除外による社会福祉施設等設置事業」を
容認しており、当該特例措置を活用することにより、ご提案の内容は現行でも
実現可能である。
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愛媛県
愛媛県公共施設木材
利用推進構想

2149 2149040 091680 　各省庁の設置基準の改正

・特別養護老人ホームの設備及び
運営に関する基準(平成11年3月31
日厚生労働省令第46号）
・身体障害者厚生援護施設の設備
及び運営に関する基準(平成15年3
月12日厚生労働省令第21号）など
による木造化の制限の緩和

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取
り組んでいる「公共施設等木材利用推進連
絡会議」において、毎年、翌年度に建設予
定である県、市町村、学校・医療法人等の
木造化が促進され、多くの木材資源を有す
る農山村地域における雇用の場が確保さ
れるとともに、林業・木材産業や地域経済
の活性化が期待される。

　農山村における地域経済の活性化や木質資源
を活用した資源循環型社会の構築に当たり、その
普及のための公共施設の木造化を推進するため
には、その障害となっている制度等について、国、
県、一体となった取り組みが必要である。

○特別養護老人ホームの
設備及び運営に関する基
準（平成１１年厚生省令第
４６号）第１１条第１項、第
３５条第１項又は第４６条
○身体障害者更生援護
施設の設備及び運営に関
する基準（平成１５年厚生
労働省令第２１号）第３条
第２項
○厚生労働省関係構造
改革特別区域法第２条第
３項に規定する省令の特
例に関する措置及びその
適用を受ける特定事業を
定める省令（平成１５年厚
生労働省令第１３２号）

○地方公共団体がその設定する特区内に
おいて、専門家等の意見を踏まえ、平屋建
の社会福祉施設等について、必要な安全
性を有すると認めて内閣総理大臣の認定
を申請し、その認定を受けたときは、当該
認定の日以後は、耐火及び準耐火建築物
の規定を適用しないことができる。

4
○構造改革特区における特例措置として、「耐火建築物及び準耐火建築物の
要件の適用除外による社会福祉施設等設置事業」を容認しており、当該特例
措置を活用することにより、ご提案の内容は現行でも実現可能である。

鹿島町
健康と福祉のまちづく
り構想

1057 1057010 091690
タラソテラピー施設への公的医
療保険等の適用

タラソテラピー施設利用者の医療
保険の適用

海水という人の体液に近い成分と不感温
度帯という快適な環境の中、海水の物理
的特性（浮力、温度、粘性、圧力など）等を
十分に活用した施設を設置し、高齢者や運
動嫌いな人でも楽しく知らない間に運動が
継続的に行え、疾病の予防や改善に寄与
する。効果をさらに拡大するため、医療保
険の適用や医療機関との連携による個人
健康診断データの一本化など予防の視点
に立ち自らの健康と生活の質の向上が図
れるよう支援していく。

タラソテラピー領域は幅広い人が対象となりえ、運
動療法を中心に水治療法や物理療法的分野、温
熱療法的分野を含まれており、医療の前後を補完
することで、より効果的で精度の高い健康サービス
が可能となり、医療費の適正化にも大きく貢献でき
る。

健康保険法、健康保
険法の規定による療
養に要する費用の額
の算定方法

医療保険においては、保険医療機関が行
う病気やケガに対する治療を給付の対象と
しているものであって、保険医療機関外で
行われる医療や、単なる健康増進は給付
対象とはなっていない。

3、5

タラソテラピーは、病気やケガに対する治療として確立されたものではなく、保
険適用するためには、当該療法の治療としての効果についてエビデンスを蓄積
していただくことが必要である。なお、保険医療機関が行う水中機能訓練につ
いては、現在でも理学療法として診療報酬上評価されている。

小野町
健康・安心のまちづく
りによる地域再生

1240 1240050 091700
出産費用の保険診療の適用及
び出産費・就学前幼児の医療
費の全額給付

現在出産の保険給付については、
各制度により出産退院後の保険給
付を行っているが、高額となるため
子を設けることを手控える傾向にあ
る。また、就学前幼児の医療費に
ついては、自治体の施策により全
額補助しているが、一部診療後の
保険給付となっており、利用者から
見た手続の簡素化が必要である。
以上のことから、給付の面から子
育てを支援することにより少子化防
止するために、出産費用の保険診
療の適用及び出産費・就学前幼児
の医療費の全額給付をお願いした
い。

出産費用の保険診療の適用及び出産費・
就学前幼児の医療費の全額給付により、
出産に対する割高感を除去し、また、就学
前幼児の診療にかかる医療給付について
も同様とすることにより、無理なく子を設
け、安心して子育てができ少子化に歯止め
がかかるものと期待される。

現在少子化の一因として、出産時の費用負担と診
療にかかる医療負担が考えられる。安心して子ど
もを産み育てる環境作りのためには、出産に際し
ての経済的な支援や医療給付援助が必要である
ことから、出産費用の保険診療の適用及び出産
費・就学前幼児の医療費の全額給付が必要であ
る。

健康保険法、健康保
険法の規定による療
養に要する費用の額
の算定方法

・正常分娩は、疾病又は負傷の治療とはい
えないことから、療養の給付として診療報
酬上評価することはできない。
・妊娠・出産にかかる費用については、出
産育児一時金を医療保険から支給してい
る。

3

社会保険制度においては、医療費の規模を適正な水準にとどめ、給付と負担
の両面にわたり公平性を図ることにより、制度の安定的な運営を図ることとして
おり、出産費及び就学前乳幼児の医療費についても適切な負担を求めること
は必要と考えている。
　また、出産に対する保険適用については、正常の分娩出産は保険適用の対
象となる傷病又は負傷の治療とは言えないこと、出産に対しては既に出産育児
一時金が支給されていること等を踏まえ、慎重に検討すべき課題と考えてい
る。
　なお、帝王切開術など、通常と異なる妊娠・分娩にかかる診療及び治療など
については保険適用の対象となる。

伊東市
伊東健康保養地づくり
構想

1356 1356020 091710
温泉療養の公的医療保険適用
の制度化

温泉療養を公的医療保険の対象と
することにより、療養を目的とした
利用者、来遊客及び滞在者の増加
を促し、温泉地としての地域活性化
を図る。

宿泊客等への各種療法や検診・治療プロ
グラムを提供し、また、医療施設との連携
により総合医療の体制づくりを進めること
により、市民及び観光客の健康増進に寄
与するとともに、宿泊施設となる旅館・ホテ
ル等観光関連産業への経済的な効果を促
す。

温泉療養は心身の健康に有益であるとされ、予防
医学の役割から大いに期待されており、来遊客等
の増加とともに国民の健康増進、医療費の総体的
な低減に寄与する。

健康保険法、健康保
険法の規定による療
養に要する費用の額
の算定方法

医療保険においては、保険医療機関が行
う病気やケガに対する治療を給付の対象と
しているものであって、保険医療機関外で
行われる医療や、単なる健康増進、予防
は給付対象とはなっていない。

3、5

温泉療法については、病気やケガに対する治療として確立されたものではな
く、保険適用するためには、温泉療法の治療としての効果についてエビデンス
を蓄積していただくことが必要である。なお、保険医療機関が行う温熱療法、水
中機能訓練については、現在でも理学療法として診療報酬上評価されている。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047100 091720
人工授精に対する医療保険適
用等不妊治療に関する公的支
援の充実

医療保険が適用されず、高額の医
療費がかかる体外受精、顕微授精
に要する費用の助成のみならず、
人工授精に対する医療保険適用を
含めて、不妊治療に関する公的支
援の充実を図る。

医療保険が適用されず、人工授精等に対
して医療保険の適用等不妊治療に関する
公的支援を図ることにより、少子化対策を
図るとともに、これまで子どもを持ちたいが
諦めていた者が不妊治療を受けることによ
り、不妊治療のニーズが拡大する。

不妊治療については医療保険の適用が認められ
ておらず、また、複数回の治療を受ける必要があ
るため、多額の費用を負担しなければならないた
め、治療を諦めるケースや途中で断念するケース
がある。

なし

平成１６年度予算案において、医療保険が
適用されず、高額の医療費がかかる配偶
者間の不妊治療に要する費用の一部を助
成することとしている。

費用の
一部負
担につい
ては、現
段階にお
いては対
応不可
能（３）

３（平成１６年度予算案において、医療保険が適用されず、高額の医療費がか
かる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成することとしており、人工
授精についての費用の一部助成については考えていない。）なお、本件は、従
来型の財政措置を講じるものである。

デイコール
サービス協会

安心して快適な療養
生活を支援する「デイ
コール問診システム」

3052 3052010 091730
在宅総合診療制度を啓蒙し、
実施する開業医の機能を支援
する。

寝たきり老人在宅総合診療に係る届出書および24時間連携体制
加算に係る届出書を都道府県知事に提出している開業医に対
し、算定基準を満たしているかの実態調査、算定基準の見直し変
更および虚偽記載の届出書の再提出を求める。
（調査概要）
１，月２回以上の訪問診療と複数の連携医師の自署が確実に行
われているか。
２，連携医師に患者情報が予め文書で提供されているか。
３，患者宅に連携医師等の連絡先文書が交付されているか。
（見直し変更事項）
月２回以上の訪問診療が義務づけられていますが、実態は行わ
れていません。診療報酬請求書には回数を記入するだけで診療
報酬が支払われています。押しかけ診療の要素が強い、月２回
以上の訪問診療料をシステム利用料に変更し、患者から訪問診
療の要請があった場合に訪問診療すれば、双方にメリットがあり
算定基準も満たされるため不正請求は解消されます。
（虚偽記載の届出書）
24時間連携体制加算に関する届出書は、様式上、連携医師の
氏名は自署を求められていますが、虚偽記載の疑いのある届出
書が多数提出されています。疑いがある連携医師全員に再提出
を求める。

●「デイコール問診システム」を在宅医療の充実を
図る手段として普及を進める。寝たきり老人在宅総
合診療料および24時間連携体制加算料の診療報酬
算定基準を確実に満たし、国民総医療費の３分の１
以上の11兆円８千億円を占める老人医療費を大幅
に削減（３～４兆円）でき、また軽度の痴呆症が改善
され、痴呆防止に大変役立ち、更に孤独死防止や
高齢になっても健康を維持できるような予防体制を
充実させるのに役立ちます。
●「デイコール問診」を「かかりつけ医」の新しい治療
方針として普及を図る。高齢化社会における老人医
療費の増加傾向に対し、抑止的効果が期待できる
デイコール問診を、かかりつけ医の新しい治療方針
の一貫として普及を図り、医療機関だけの連携体制
ではなく、在宅患者を中心にした在宅連携医療体制
を確立し、在宅患者の「生活の質」向上に努める。

　平成元年よりシステムの考案と普及活動を共にしてきた医
師が、平成14年４月26日に癌で亡くなりました。亡くなる直前
に電話で、普及活動ができなくなったことを詫び、医師のモラ
ル欠如を嘆き是正するよう要請があった。平成６年４月の診
療報酬改定後、届出書を提出するだけで高額な診療報酬が
得られることは知っていました。要請により実態を知るため、
知事に届出書の行政文書公開請求書を提出し、部分公開決
定通知書に基づく資料により、加算算定に関する基準を満た
しているか、連携医師等関係者に聞き取り調査を行うために、
公開資料の分析作業を行いました。すると届出書それ自体に
虚偽記載の疑いがある届出書が多数あることが判明していま
す。水増し請求も違反行為ですが、虚偽記載の届出書は法
律違反です。大阪府に是正措置を求めていますが、納得でき
る解答が得られていません。それが支援措置提案理由です。

健康保険法第73条、
第78条

また、厚生労働大臣は、療養の給付に関して 5 Ⅰ
診療報酬の請求については、引き続き、保険医療機関に対する指導監査等に
より、適正な請求が行われるよう努力してまいりたい。
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仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368060 091740
遠隔診療，家庭内ＡＥＤ等に対
する健康保険の適用拡大

ＩＴ機器等を活用した遠隔診療や，
絶望的な院外での心停止時の救命
措置を改善するための家庭内での
自動体外式除細動機（ＡＥＤ）の使
用に対して在宅療養管理指導料な
どの名目により健康保険の適用を
認める。

頻繁な通院が必要となる患者等への通院
による負担を軽減したり，院外での日常生
活を送りＱＬＯの向上を実現させるために，
遠隔による診療を行う。また，慢性疾患患
者に対しては家庭内でのＡＥＤの普及によ
り絶望的な院外での心停止時の救命措置
を改善する。

患者のＱＬＯ向上を実現するための有効な次世代
の診療体制のあり方として非常に有効な手段と考
えられるが，全額患者の負担としたままでは，当該
医療行為の実施を実質的に阻むことになる。

医師法、健康保険法
の規定による療養に
要する費用の額の算
定方法

医療従事者以外の者が自動体外的除細
動器（ＡＥＤ）を使用した場合、医師法第１７
条違反となる。

7

・新たな医療技術に対する診療報酬点数の設定は、当該技術の有効性、安全
性や効能、効果等について、エビデンスに基づいて中央社会保険医療協議会
において審議した上で、必要に応じ、それに相応しい評価を行うものである。し
たがって、今回御提案のシステムについても、ルールに則って、有効性、安全
性等についての科学的根拠に基づいた資料とともに必要な手続きを経る必要
がある。なお、御提案の中にある在宅人工呼吸指導管理料といった在宅療養
に対する指導管理は、継続的、慢性的な疾患に対する医師の指導管理を評価
しているものであり、除細動器のように非常の場合に使用することを想定する
ような機器についての「指導管理」という考え方はなじまないと考えられる。な
お、医療従事者以外の自動体外式除細動器の使用については、現在、当省に
設置された「非医療従事者による自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用のあり方
検討会」において、その条件のあり方等の検討を行っているところである。

梼原町
官民共生によるへき
地医療システムの活
性化

2078 2078010 091750

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律、国民健
康保険調整交付金交付要綱の
見直し

採算性が低く民間の医療施設のな
い地域で、民間の開業をすすめる
ために国保診療施設の建物や医
療機器等を貸付し、国保診療施設
と同レベルで地域医療を継続して
行く場合、その貸付する国保診療
施設の運営等にかかった補助金に
対しての手続きの簡素化（県レベ
ルで対応）とその補助金返還の免
除。また、貸付後においても貸付物
件の修繕、更新に対して国保診療
所と同じ補助対象扱いとするよう見
直しをすべきである。

採算性が低い地域において、経営に大き
な負担となる施設投資を少なくするため、
国保診療施設の建物や医療機器等を貸付
することにより、民間の開業を促し雇用の
場の確保と町外からの利用者の増大を図
る。　　　　　　　　　　　　また、官民それぞ
れ役割分担による地域の自立と地域住民
の健康保持・地域医療の活性化をはかる。

採算性が低く民間の医療施設のない、不採算地域
の医療体制の強化と住民の健康保持をはかるた
め、公立で運営していた施設を民間に委託するこ
とにより、官と民の共生によるへき地地域の医療
システムを再生する。

国民健康保険法第８
２条

保険者は、被保険者の療養環境の向上の
ために必要な事業を行うこととしている。

3

 直営診療所は、保険者が、無医地区等を解消するために運営する施設であ
り、当該施設の有効活用により、被保険者の健康管理に資する他の保健事業
の実施をも期待されるものである。
 国保の直営診療所に対する補助金は、このような趣旨に基づき適切な運営の
確保を目的としており、建物等について貸付ける際には当該目的が履行される
か不確実となるため補助金の返還義務が生じることとなる。
 ただし、条件等を付すこと等により当該補助金の目的が確保されうる場合もあ
りうることから、個別の事例に則して判断することとなる。
 また、上記の目的を達成するために直営診療所に対して国庫補助をしており、
施設を貸付けた後も継続して補助することは当該趣旨を鑑みれば困難である。

提案者の要望は、国保診療施設の建物や
医療機器等を民間に貸付し、国保診療施
設と同レベルで地域医療を継続していく場
合、その補助金の返還の免除等を求める
ものであり、要望内容は実現できるのか、
確認されたい。

3

直営診療所は、保険者が、無医地区等を
解消するために運営する施設であり、当該
施設の有効活用により、被保険者の健康
管理に資する他の保健事業の実施をも期
待されるものである。当該施設の転用等に
おける補助金の返還等については、条件
を付すこと等により当該補助金の目的が確
保されうる場合もあり得ることから、条件を
整理するとともに個別の事例に則して判断
してまいりたい。

熊本県小国
町

食資源、森林資源、温
泉などを生かした健康
の里づくり

2091 2091010 091760
根拠に基づいた健康増進プロ
グラムへの公的医療保険の適
用

温泉クア療法などのような疾病の
予防やリハビリテーションを目的と
した療法、森林浴や機能性食品の
摂取など、健康維持を目的とした活
動が、科学的根拠が十分に実証さ
れていて、適切な管理の基に行わ
れていれば、公的医療保険が適用
できるようにしていく。

温泉クア療法や森林浴などの健康増進プ
ログラムの処方や実践アドバイスをする指
導員の育成を行っていく。同時にそれらの
指導員の活動施設を整備していく。このこ
とにより、地域に新たな魅力と雇用の場を
創出していく。

現行の健康保険法では、疾病の治療のみに保健
が適用されており、疾病の予防や健康増進のため
の取組はほとんどが対象外となっている。国民の
健康に関するニーズは高くなりつつあるが、健康
維持のための投資に対しての意識が自由分に高
いとは言えない。そのような中で、個人の負担を極
力抑えて、多くの国民が正しい健康増進活動を生
活の中に取り入れていくようになれば、QOL（生活
の質）の向上とともに、増加の一途の医療費抑制
につながるものと考える。同時に、廉価で質の良い
健康サービス提供を進める事になり、健康をキー
ワードとした新しい地域産業育成に繋がっていくも
のと考える。

健康保険法、健康保
険法の規定による療
養に要する費用の額
の算定方法

医療保険においては、保険医療機関が行
う病気やケガに対する治療を給付の対象と
しているものであって、保険医療機関外で
行われる医療や、単なる健康増進、予防
は給付対象とはなっていない。

3

医療保険制度における保険給付は、限られた財源を効率的に使用する観点か
ら疾病や負傷の治療のみを対象としており、予防については、各保険者が保健
事業としてそれぞれの判断に基づき実施していくことが適当と考えている。ま
た、健康づくりを推進するため、「健康日本２１」を推進しており、身体活動・運動
を柱としてその普及啓発等を推進しており、市町村が実施していると承知して
いる。

稚内市
地球環境に貢献する
国際交流都市の形成

1327 1327090 091770 医師の確保

市立稚内病院は、圏域におけるセ
ンター病院として、充実を図ってき
た。近年は、ロシア人の救急患者も
増えてきており、地域医療はもとよ
り、隣国サハリン州からの救急医
療にも十分に対応するべく、特に、
医師の安定的な確保を中心とした
医療体制の整備・充実が必要であ
る。

サハリン州における石油・天然ガス開発事
業やインフラ整備等により稚内港を中継基
地とした貨物の輸出入や人の流れの増加
等相互交流が進む中、地域医療のみなら
ず隣国サハリン州からの救急医療に対応
するべく、医療体制の整備・充実は、当市
が目指す国際交流都市の形成に資するも
のであり、地域経済の活性化や地域雇用
の創出に繋がるものである。

市立稚内病院は、圏域におけるセンター病院とし
て、さらには、24時間体制の救急病院として、その
ニーズに応えられるよう充実を図ってきたが、特に
医師の確保が大きな課題となっている。医師を含
む医療技術者の慢性的な不足は、道内へき地市
町村の共通した悩みであり、宗谷医療圏の中核病
院である市立稚内病院においても、特に医師は定
数が満たされていない。こうした状況の下で、サハ
リンとの交流が活発化してきた近年は、ロシア人の
救急患者も増えてきており、その件数は、今後更
に増加していくものと推察される。こうした中で、現
に、外国人（特にロシア人）の救急患者の受入れを
行っているが、医師の引き揚げなどにより、その体
制維持が非常に困難な状況となっている。外国人
の救急医療体制の一層の充実が強く望まれている
ところである。地域医療はもとより国際交流拠点都
市として、隣国サハリン州からの救急医療にも十
分に対応するべく、特に、医師の安定的な確保を
中心とした、医療体制の整備・充実が必要である。

5

昨年１１月に、医師の確保が困難な地域における医療の確保を推進するため
の諸課題について関係省庁が十分に連携・調整し、具体的な取組を推進する
ため、総務省、厚生労働省、文部科学省の３省による「地域医療に関する関係
省庁連絡会議」を設置し、関係者からのヒアリング等を行った。近々当面の取
組み、今後の検討課題等について可能な限り整理を行う予定である。

貴省の回答は地域医療施策の連携につい
ての一般論を記述したものと思われるが、
提案者の求める稚内地域の医師の確保に
ついてどのように考えるのか明らかにされ
たい。

8

いただいた提案事項の内容等からは、提
案の具体的内容が明確ではなかったた
め、提案主体に対し２度にわたり必要な支
援措置について具体的に御教示いただき
たい旨申し上げたが、具体的な御回答が
いただけなかった。

稚内市
地球環境に貢献する
国際交流都市の形成

1327 1327100 091780 医療通訳の公的制度

市立稚内病院は、圏域におけるセ
ンター病院として、充実を図ってき
た。近年は、ロシア人の救急患者も
増えてきており、地域医療はもとよ
り、隣国サハリン州からの救急医
療にも十分に対応するべく、診療・
治療の通訳の体制について、安定
的なシステムづくりと財政措置が必
要である。

サハリン州における石油・天然ガス開発事
業やインフラ整備等により稚内港を中継基
地とした貨物の輸出入や人の流れの増加
等相互交流が進む中、地域医療のみなら
ず隣国サハリン州からの救急医療に対応
するべく、医療体制の整備・充実は、当市
が目指す国際交流都市の形成に資するも
のであり、地域経済の活性化や地域雇用
の創出に繋がるものである。

　外国人の救急患者の受け入れにあたって、問診
時と医療の内容等の説明、さらに医療行為の実施
段階においては、言葉の問題が大きな障害とな
る。診療・治療の大きな壁となるのが言語の問題
である。　現在は、こうした事態が生じた場合、サ
ハリン残留邦人で永住帰国し、市内に在住してい
る人に、一時的に通訳を依頼しているが、その対
価については、一般財源で措置している状況であ
る。　永住帰国者の存在自体、地域的な特徴でも
あり、協力を受けているが、これに係る経費の財源
措置が必要である。こうした通訳の体制について、
安定的なシステムづくりと財政措置が緊急の課題
となっているところである。

医療通訳について、財政措置は講じていな
い。

3 必然的に追加的な財政支出を伴うものであるため、実現は困難である。

33 / 66 ページ



09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

福崎町
大学と連携した地域再
生事業

2003 2003010 091790
（事項名）ＪＲ福崎駅周辺整備
(事項名）薬科大学周辺整備

・地域再生構想等に基づく事業の
実施のための交通結節点改善事
業、まちづくり交付金等の優先的採
択

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその
周辺整備及び開学後の学生の活発な消費
活動やマンション需要の高まりなど、大き
な経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高
校にも配慮したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上
駅整備、駅前広場整備、道路整備、区画
整理事業）の実施により、商業が活性化さ
れ、新たな雇用創出効果が期待できる。

　現在、福崎町内に学生向けマンションの供給が
不足しており、またＪＲ福崎駅周辺に商業施設もな
いため、近畿福祉大学の学生は隣接する姫路市
等から通学しており、薬科大学の新設により、学生
数が倍増しても地元には経済的メリットが少ない。
そのため、民間がマンションや店舗を建築可能な
インフラ整備を行うことにより学生が在住し、経済
の活性化や雇用創出につながる。また、薬科大学
周辺においても、市街化調整区域の規制等により
周辺整備が進まず、現状では将来計画されている
大学附属病院の誘致を行うには不十分である。そ
のため、地域医療の核になる可能性がある病院の
誘致が可能な条件整備を行いたい。

医療法第３０条の３第
４項

　都道府県の医療計画における基準病床
数については、国が定める標準の式により
算定することとされている。

3

　国が定める基準病床の制度は、国が標準の算定式を示し、各都道府県が地
域の実情を踏まえつつ算定し、医療計画に位置づけることにより、病床過剰地
域の病床を抑制するとともに、病床不足地域の病床の整備を促進するなど、病
床の地域偏在の是正を目的としているものである。
　なお、基準病床数は医療法に基づき、計画策定後の医療需要の変化等に対
応するため、少なくとも５年ごとに都道府県で見直すこととされている。

提案者の要望は、現在国が定める標準の
式により算定することとなっている基準病
床数の緩和を求めるものであり、提案の趣
旨を踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

　医療提供体制の整備に当たっては、先に
回答したように医療資源の偏在を是正して
いく必要があるところ、特定の地区におけ
る基準病床数の緩和は、地域間の医療資
源配置の不均衡等の弊害を招来する可能
性があり不適切である。
また、「新設される薬科大学周辺は市街化
調整区域であるが、今後大学駐車場、学
生用マンションや商業施設、大学附属病院
の誘致などが必要」との提案であるが、当
該区域（中播磨医療圏）は、既存の病床数
が基準病床数を超えており、必要な病床数
確保の面から見ても既に地域医療の確保
はなされていることから、弊害を生じる可能
性のある基準病床数の緩和を行ってまで、
新たな附属病院を誘致し、これ以上の病床
数を増加させる必要性は認められない。

ゼッタテクノロ
ジー株式会社

地域再生・知のユキビ
タス社会構築プロジェ
クト

3107 3107010 091800
コミュニティ・クリエーター育成
事業に関する財政措置

１．地域活性化対策費等、補助金
にて補助金・交付金に計上する。
２．外国人医師の治療免許登録に
ついて緩和措置をする。

コミュニティークリエーターを育成事業

①現下の地方公共団体の財政悪化では、地域創
生の為の新事業の創出が実施できにくい状況にあ
るため。②地方公共団体の条例・規則による取決
が設置の障害になっているため。

医師法第１７条、外国
医師又は外国歯科医
師が行う臨床修練に
係る医師法第１７条
及び歯科医師法第１
７条の特例等に関す
る法律、「外国医師又
は外国歯科医師が行
う臨床修練に係る医
師法第１７条及び歯
科医師法第１７条の
特例等に関する法律
施行規則の一部を改
正する省令の施行等
について」（医政局長
通知）

○　我が国において医業を行うためには、
外国の医師であっても、原則として我が国
の医師免許を取得することが必要である。
○　その特例として、臨床修練の許可を受
けた外国の医師は、臨床修練指導医の実
地の指導監督の下に医業を行うことができ
る。

5

昨年３月に「外国医師又は外国歯科医師が行う臨床修練に係る医師法第１７
条及び歯科医師法第１７条の特例等に関する法律施行規則の一部を改正する
省令の施行等について」（医政局長通知）を発出し、医療に関する知識及び技
能の修得に加え、これに付随して行う教授を目的として入国する外国医師に対
しても、臨床研修の許可を与えることとしたところである。

合資会社
地域社会貢
献協会

坂本棚田「癒の里」
づくりプロジェクト

3001 3001010 091810
坂本棚田　　　　　　「癒の里」づ
くり　　　プロジェクト

新山村振興等農林漁業特別対策
事業について
（財）都市農山漁村交流活性化機
構の事業しくみの事業実施主体に
ついての採択範囲を地域の活性化
に主体的に実践する企業、個人等
にまで広げるべきである。

１、棚田ミュージアム　　　　　　　　　　２、癒
の里館　　　　　　　　　　　　　　　３、バザー
ル広場（地産、地商）　　　　　　４、耕雲転
月の里
５、病院でもない病院　　　　　　　　　　６、
自然体験施設

自然に育まれた人と自然共生
都市、山村との交流促進
自活、自立への地域活性化
伝統文化への継承
予防医学への道しるべ
未来への子供達の育成

今回の地域再生構想を実現するために提案者が必要とする支援措置の内容
が明確でなかったため、提案主体に照会させていただいる最中である。

照会の結果を踏まえ、検討し、回答された
い。

8 提案主体から御回答がいただけなかった。

兵庫県

独立行政法人医薬品
医療機器総合機構関
西センター（仮称）設
置構想

2106 2106010 091820
厚生労働省の医療機器開発に
係る審査機関を神戸市に設置

厚生労働省の医療機器開発に係
る審査機関を神戸市に設置する。

医療関連産業の振興

現行では厚生労働省の医療機器開発に係る承認
申請・審査機関は東京にしかなく、一定レベル以上
の医療機器の製造販売に伴う国の承認に際して、
厳格な基準をクリアするための開発段階における
当局との頻繁な調整が不可欠であり、神戸市及び
周辺地域の医療機器開発を行う中小企業者の負
担となっている。そこで、厚生労働省の医療機器開
発に係る承認申請、審査機関を神戸市に設置する
必要がある。

独立行政法人医薬品
医療機器総合機構法
第５条
薬事法　第１４条、第
１４条の２、第１４条の
４、第１４条の４の２、
第１４条の５、第１４条
の５の２、第１９条の
２、第１９条の４、第２
３条

　平成１６年４月１日に、認可法人医薬品
副作用被害救済・研究振興調査機構を廃
止した上で、国立医薬品食品衛生研究所
医薬品医療機器審査センターや（財）医療
機器センターの業務の一部（医療用具に係
る同一性調査業務）を統合し、新たに独立
行政法人医薬品医療機器総合機構（以下
「新機構」という。）を設立することとしてい
る。
　新機構は、独立行政法人医薬品医療機
器総合機構法第５条に基づき、主たる事務
所を東京都とすることとしており、支所等の
設置については考えていないところであ
る。

3

　医薬品・医療機器等の承認審査においては、その審査業務や調査業務は新
機構が実施するが、最終的な承認判断は引き続き厚生労働本省にあり、また
厚生労働本省において審査方針等を定めるなど、新機構の審査部門との連
絡・調整を行う必要が生じてくるなど、厚生労働本省と新機構は、審査業務に
おいては密接不可分の関係にある。
　また、医薬品・医療機器等の審査業務や調査業務は、高い専門性が求めら
れる業務であり、審査技能を一箇所に集約したほうが、より効率的に業務を実
施できるものと考えている。
　以上より、厚生労働本省の近くに、かつ一箇所に新機構の事務所を設置する
ほうが適切であると考えているところである。
  なお、承認申請について電子化を進めている。新機構ではインターネットによ
るオンライン申請を開始することとしており、全国から申請することが簡便とな
る。

医療機器開発に係る審査機関を神戸市に
設置することにより、医療機器開発の迅速
化等を図るという提案の趣旨を踏まえ、容
貌を実現できないか再度検討し、回答され
たい。また、貴省回答にある承認申請につ
いての電子化の推進により、提案者の要
望内容が実現できるのか、確認されたい。

3

医薬品・医療機器等の承認審査において
は、その審査業務や調査業務は新機構が
実施するが、最終的な承認判断は引き続
き厚生労働本省にあり、また厚生労働本
省において審査方針等を定めるなど、新機
構の審査部門との連絡・調整を行う必要が
生じてくるなど、厚生労働本省と新機構
は、審査業務においては密接不可分の関
係にある。
　また、医薬品・医療機器等の審査業務や
調査業務は、高い専門性が求められる業
務であり、審査技能を一箇所に集約するこ
とにより、より効率的に業務を実施できると
ともに統一性のある判断を行うことができ
ると考えている。例えば、新機構における
審査等業務に関しては、国民の保健衛生
の向上を図るため、有効でかつ安全な医
薬品・医療機器を迅速に審査を行うことが
最大の目標となるが、このような審査の迅
速化（審査事務処理期間）を適切に管理
し、その目標を達成するためには、同一の
技能集団において 一貫して審査等業務を

大阪府、創薬
推進連絡協
議会

バイオメディカル・クラ
スターの創成

2029 2029010 091830
医薬品副作用被害救済・研究
振興調査機構の大阪事務所の
設置

　本件は、新薬実地調査機能を持つ大阪事務所の設
置を提案するもので、「バイオメディカルクラスター創成
特区」と併せて実施することにより相乗的な効果を発揮
する事項である。
〈総合的な創薬推進のための相談機能の充実〉
　医薬品副作用被害救済･研究振興調査機構(以下｢医
薬品機構｣という。)が行うＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性調査及
びＧＬＰ実地調査、ＧＣＰ実地調査は、製薬会社が医薬
品機構の調査を受け、医薬品機構職員が製薬本社・
研究所や医療機関を訪問する現地調査を実施してい
る。欧米では、こうした調査業務は、各地域に配置した
担当職員が、効率的かつ質の高い調査を実施してい
る。
わが国でこれを行っている医薬品機構は、東京１箇所
にオフィスを持っているが、今後の創薬の推進のため
には、創薬の中心地であり、先端的医療機関の存在す
る大阪にもオフィスを開設し、次の機能を果たすことが
必要である。
１．医薬品機構の大阪オフィスには信頼性調査関係職
員の半数を配置する。
２．大阪オフィス職員の業務
①　製薬会社本社・研究所のＧＬＰ、ＧＣＰの適合性を
調査
②　西日本の医療機関のＧＣＰの適合性を調査
③　大阪特区での先端的新薬開発研究におけるＧＬ
Ｐ，ＧＣＰ等の相談業務
〈利　点〉
上記調査等の実施を地域的に効率的に行うことができ
ることによる①非臨床・臨床試験のスピードアップ②
「機構」及び「企業」の人件費・旅費等の経費削減効
果、③東京に比してオフィス賃貸料が安いことによる経
費削減効果などがある。
なお、（財）医療機器センターの調査業務が、「医薬品
機構」へ組み入れられることから、上記の大阪オフィス
の機能として医療機器関連の業務を付加する必要が
ある。

本件は、「医薬品機構」の新薬実地調査機能を持つ大阪事
務所の設置を提案するもので、「バイオメディカルクラスター
創成特区」と併せて実施することにより相乗的な効果を発揮
する事項である。
〈総合的な創薬推進のための相談機能の充実〉
　医薬品副作用被害救済･研究振興調査機構(以下｢医薬品
機構｣という。)が行うＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性調査及びＧＬＰ実
地調査、ＧＣＰ実地調査は、製薬会社が医薬品機構の調査
を受け、医薬品機構職員が製薬本社・研究所や医療機関を
訪問する現地調査を実施している。欧米では、こうした調査
業務は、各地域に配置した担当職員が、効率的かつ質の
高い調査を実施している。
わが国でこれを行っている医薬品機構は、東京１箇所にオ
フィスを持っているが、今後の創薬の推進のためには、創薬
の中心地であり、先端的医療機関の存在する大阪にもオ
フィスを開設し、次の機能を果たすことが必要である。
１．医薬品機構の大阪オフィスには信頼性調査関係職員の
半数を配置する。
２．大阪オフィス職員の業務
①　製薬会社本社・研究所のＧＬＰ、ＧＣＰの適合性を調査
②　西日本の医療機関のＧＣＰの適合性を調査
③　大阪特区での先端的新薬開発研究におけるＧＬＰ，ＧＣ
Ｐ等の相談業務
　利点
上記調査等の実施を地域的に効率的に行うことができるこ
とによる①非臨床・臨床試験のスピードアップ②「機構」及
び「企業」の人件費・旅費等の経費削減効果、③東京に比し
てオフィス賃貸料が安いことによる経費削減効果などがあ
る。
なお、（財）医療機器センターの調査業務が、「医薬品機構」
へ組み入れられることから、上記の大阪オフィスの機能とし
て医療機器関連の業務を付加する必要がある。

　現在、｢医薬品機構｣が行うＧＬＰ、ＧＣＰの信頼性
調査及び実地調査は、製薬会社が医薬品機構の
調査を受け、医薬品機構職員が製薬本社・研究所
や医療機関を訪問する現地調査を実施している。
これら業務を行う国の関係機関である「医薬品機
構｣の事務所は東京１ヶ所にしか設置されていない
ため、毎回東京から大阪へ赴き医療機関、製薬企
業の本社や研究所に対する実地調査を行っている
が、非常に効率が悪い。一方、大阪に本社・研究
所がある製薬企業では、「医薬品機構」との相談業
務等の関係から当該業務を担当する開発本部を
東京に設置するなどの対応を取っており、大阪・東
京に二分化を余儀なくされている現状にある。本
支援措置は、これらの問題を解消するとともに創
薬のスピードアップなどに繋げるもので、大阪の地
域再生には是非とも必要な支援措置である。

独立行政法人医薬品
医療機器総合機構法
第５条
薬事法　第１４条、第
１４条の２、第１４条の
４、第１４条の４の２、
第１４条の５、第１４条
の５の２、第１９条の
２、第１９条の４、第２
３条

　平成１６年４月１日に、認可法人医薬品
副作用被害救済・研究振興調査機構を廃
止した上で、国立医薬品食品衛生研究所
医薬品医療機器審査センターや（財）医療
機器センターの業務の一部（医療用具に係
る同一性調査業務）を統合し、新たに独立
行政法人医薬品医療機器総合機構（以下
「新機構」という。）を設立することとしてい
る。
　新機構は、独立行政法人医薬品医療機
器総合機構法第５条に基づき、主たる事務
所を東京都とすることとしており、支所等の
設置については考えていないところであ
る。
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　医薬品・医療機器等の承認審査においては、その審査業務や調査業務は新
機構が実施するが、最終的な承認判断は引き続き厚生労働本省にあり、また
厚生労働本省において審査方針等を定めるなど、新機構の審査部門との連
絡・調整を行う必要が生じてくるなど、厚生労働本省と新機構は、審査業務に
おいては密接不可分の関係にある。
　また、医薬品・医療機器等の審査業務や調査業務は、高い専門性が求めら
れる業務であり、審査技能を一箇所に集約したほうが、より効率的に業務を実
施できるものと考えている。
　以上より、厚生労働本省の近くに、かつ一箇所に新機構の事務所を設置する
ほうが適切であると考えているところである。
  なお、承認申請について電子化を進めている。新機構ではインターネットによ
るオンライン申請を開始することとしており、全国から申請することが簡便とな
る。

医療機器開発に係る審査機関を大阪に設
置することにより、医療機器開発の迅速化
等を図るという提案の趣旨を踏まえ、容貌
を実現できないか再度検討し、回答された
い。また、貴省回答にある承認申請につい
ての電子化の推進により、提案者の要望
内容が実現できるのか、確認されたい。

3

医薬品・医療機器等の承認審査においては、その審査業務
や調査業務は新機構が実施するが、最終的な承認判断は
引き続き厚生労働本省にあり、また厚生労働本省において
審査方針等を定めるなど、新機構の審査部門との連絡・調
整を行う必要が生じてくるなど、厚生労働本省と新機構は、
審査業務においては密接不可分の関係にある。
　また、医薬品・医療機器等の審査業務や調査業務は、高
い専門性が求められる業務であり、審査技能を一箇所に集
約することにより、より効率的に業務を実施できるとともに統
一性のある判断を行うことができると考えている。例えば、
新機構における審査等業務に関しては、国民の保健衛生
の向上を図るため、有効でかつ安全な医薬品・医療機器を
迅速に審査を行うことが最大の目標となるが、このような審
査の迅速化（審査事務処理期間）を適切に管理し、その目
標を達成するためには、同一の技能集団において、一貫し
て審査等業務を行うことが望ましい。
　さらに、政府の方針として独立行政法人の行う事務の簡
素化、効率化の観点から、独立行政法人の組織の肥大化
は極めて困難な状況にあり、支所を作るよりも一カ所に集
約した審査技能の向上に最大限の努力を傾注することが我
が国の審査を国際水準に高めるためには、不可欠であると
考えられる。
　このような観点から、新機構は、厚生労働本省から物理的
に近接した場所に、かつ一箇所に事務所を設置することが
適切であると考えているところである。
  なお、承認申請について電子化を進めているところであ
り、新機構ではインターネットによるオンライン申請を開始す
るため、全国各地からの申請は、より簡便となることが期待
される。

福井県
福井港港湾物流推進
構想

1088 1088010 091840
福井港の開港、無線検疫港の
指定

　これまでの福井港の外航船入港
数（H110～15年…43～46隻）や貿
易額、純トン数等について、要件に
準じた実績であることから、関税法
上の開港指定要件の弾力化、検疫
法上の無線検疫港指定要件の弾
力化を図り、福井港を開港、無線検
疫港とする。

　福井港への外航船の直接入港により、物
流経費と時間が短縮し、他の開港等との
競争力が強化され、企業誘致促進が図ら
れる。

　福井港には、手続きのためだけに開港に寄港し
ている船舶があり、物流経費・時間的コストがかさ
み、他港との競争力低下の原因となっている。

昭和45年12月11日衛
発第871号、厚生省
公衆衛生局長通知

　無線検疫については無線検疫手続大綱
により、その対象港を指定している。

5

　本件は、同様の趣旨の特区提案において回答したとおり、検疫手続は本邦に
来航する際の最初の港で行うこととなっているため、関税法上の開港であるこ
とが必要であること等、一定の基準を満たしている港については、無線検疫の
対象港に指定しているところである。今後は、当該港の入港実績及び見込み、
体制の整備状況等を勘案しながら、無線検疫対象港としての指定を考えてまい
りたい。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

福島市
オープンカフェの設置
による地域再生計画

1119 1119040 091850
露店の飲食店出店にかかる許
可の容易化・迅速化

道路上での露店（飲食店）の出店
にあたっての基準の緩和と手続の
簡素化を図る。

オープンカフェとともに、露店（飲食店）を設
置することにより、お客の回遊性を図り、中
心市街地の賑わいを創出することで、経済
の活性化と雇用の拡大を行う。

露店（飲食店）の出店は、一時的なイベント等にお
いては、規制が緩和されているが、ある程度の期
間にわたる出店は、許可が困難な状況である。

営業許可の基準等は
都道府県等が条例で
定める。（食品衛生法
第１９条の１８、第２０
条）

営業許可の基準等は都道府県等が条例で
定める。（食品衛生法第１９条の１８、第２０
条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

新城市
「今夜は街に出かけよ
う」構想

1237 1237010 091860
遠方からの開業手続きの利便
性の向上

新しく事業を始めるときに必要とな
る、行政官庁に対する様々な許可
や認可の手続きが円滑にできるよ
う、手続き方法の簡素化を図る。

全国からレストランのオーナーシェフを募集
し、空き店舗を無償で貸し付け開業しても
らうが、できるだけ広範囲からの応募が得
られるよう、遠方からの開業に係る諸手続
きの利便性の向上を図る。新しく事業を始
めるためには、様々な行政官庁の許可や
認可が必要であり、遠方からの手続きが円
滑にできるよう、居住地の官庁に提出でき
たり、インターネット申請ができるようにした
い。

新しく事業を始める場合、開業地を管轄するいくつ
もの官庁に、許可や認可の書類を提出しなければ
ならず、全国から事業者を募集しても、開業までの
手続きに時間がかかることから、遠方からの応募
者が得られにくい。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ都道府県等の判断
において行うことができるものであり、また、行政手続等における情報通信の技
術の利用に関する法律も昨年施行されているので、都道府県等における申請
の電子化や書類の郵送による申請手続きについては都道府県等の判断により
実現が可能である。

神奈川県
グリーンツーリズムに
よる水源地域の活性
化構想

1283 1283030 091870 小学校転用による施設再利用
補助金により整備された財産の効
率的利用の促進

・小学校統合により廃止された校舎を再利
用し、市民農園利用者の活動拠点、農業
体験宿泊施設とする。
・民間・ＮＰＯ等への行政財産の貸付

・補助金導入施設の転用が規制されているため。
・簡易宿泊施設の営業許可の規制があるため。

旅館業法第３条、旅
館業法施行令第１条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

農業体験宿泊施設であっても、宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する
以上、一定の衛生規制をクリアしていることが不可欠である。したがって、業務
の適正な運営を確保するため、公衆衛生上一定の構造設備を満たしているか
につき事前に確認する必要があり、このため、許可制度に係らしめなければな
らないものである。よって、当該要望の実現は困難である。

提案者の要望は、廃止された校舎を宿泊
施設として活用し、宿泊業を行う際の旅館
業法等の規制緩和を求めるものであり、そ
の趣旨を踏まえ、要望を実現するにはどう
すればいいか再度検討し、回答されたい。

3

○「農林漁業体験民宿業」を行うことができる者について
は、グリーンツーリズム法第２条第５項に基づき、農林漁業
者又はその組織する団体が行うものに限定されており、提
案の主体（農林漁業者以外（ＮＰＯ法人や地域振興協議会
等の地元団体））は含まれていない。
○旅館業法において、農林漁業体験型の民宿業に対し、簡
易宿所の面積要件を適用しないこととしているのは、あくま
で、実際の農家に宿泊して、その暮らしぶりを実体験するた
めである。それ以外の者が運営する宿所であれば、通常の
ホテル及び旅館に宿泊して、農林漁業を体験する場合と何
ら変わらないものであり、宿泊料を受けて不特数多数に役
務を提供する以上、ホテル、旅館と同様に一定の衛生基準
をクリアしていることが不可欠であると考える。したがって、
当該要望の実現は困難である。

千葉県
既存水源(県営工業用
水水源）の有効活用

1309 1309010 091880
既存水源の有効活用を図る上
での国庫補助及び起債制度の
見直し

　既存水源の有効活用に当たり、
国庫補助金及び起債を財源として
取得した水源を他の事業体に転用
又は融通する場合、水道事業体間
若しくは都市用水間では目的外使
用とされ、国庫補助金の返還及び
起債の繰上償還が求められること
に対し、「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律」の「目的
外使用」の解釈の弾力化や補助金
返還と交付の相殺のしくみの導入
などによる補助金のあり方の見直
し及び起債の繰上償還の方法等の
改善を提案する。
　なお、起債の繰上償還の方法等
の改善に係る具体的な提案内容は
以下のとおりである。
①事業体（借入者）において繰上償
還する借用証書を選択できるよう
にすること。
②一般会計出資（債）については、
その算定に当たり、補助金交付が
ない場合であっても補助対象要件
を満たす場合には出資対象経費と
して認定できる等制度の見直しを
図ること。
(詳細は、別紙のとおり）

　工業用水道の既存水源を上水道水源に
用途間転用するとともに、上水道事業体間
での地域間水源融通を同時に行い、水源
不足の解消と地域住民の水道料金負担の
抑制及び波及効果としての地域経済の活
性化をはかる。
  また、水源の移転に伴う新規浄水場の建
設及び管理については、ＰＦＩの活用及びア
ウトソーシング等を検討し、地域雇用の創
出を図る。

  国庫補助金及び起債を財源として取得した水源
を他の事業体に転用等を行う場合、目的外使用と
され国庫補助金の返還等が必要とされることから
多額の資金を必要とし、既存水源の有効活用を図
れないばかりではなく、ひいては供給を受ける地域
住民の水道料金等の負担となる。

・水道施設整備費国
庫補助金交付要綱に
ついて（昭和六三年
五月二〇日　厚生事
務次官通知）

（水道における国庫補助制度）
＜名称＞水道水源開発等施設整備費
＜補助対象＞地方公共団体
＜補助率＞１／２・１／３

5、6

施設の転用については、現行の水道施設整備費国庫補助金交付要綱の補助
対象事業の補助要件に合致すれば予算の範囲内で国庫補助金交付は可能で
ある。なお、工業用水道国庫補助については、経済産業省、起債の案件につい
ては、総務省にて担当している。

喜多方市
グリーン・ツーリズムで
地域活性

1342 1342010 091890 農泊の認証

農泊という新しい分野を現行法令
の枠組みに併せるのではなくまっ
たく新しいものとして認証する。
※「農泊」の追加
※農泊の定義追加  (案)既存の農
村住宅において、交流を主体とした
宿泊で、居住地の市町村長が推薦
する者が行う営業
※農泊については届出とする旨を
追加
※設備基準の適用除外

農泊の実施により滞在型グリーン・ツーリ
ズムを確立し、地域産業の活性化及び農
村所得の向上を図る。
蔵のまち喜多方ならではの座敷蔵（無窓
室）での農泊の実施

現行法令では農泊やグリーン・ツーリズムに関する
概念は無く、他の施設、内容と類似するものとなっ
てしまい地域の独自性や個性が発揮されない事や
ありのままの農村でのほんものの生活を提供でき
ない。

旅館業法第３条、旅
館業法施行令第１条
及び第２条、旅館業
法施行規則第５条第
１項第４号及び同条
第２項

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同様、一定
の衛生基準をクリアしていることが不可欠である。したがって、業務の適正な運
営を確保するため、公衆衛生上一定の構造設備を満たしているかにつき事前
に確認する必要があり、このため、事後的規制である届出制度ではなく、許可
制度に係らしめなければならない。よって、当該要望の実現は困難である。
なお、提案理由には「現行法令では農泊やグリーン・ツーリズムに関する概念
はなく」と記載されているところであるが、現行法令においても、農林漁業者が
農林漁業体験民宿業を行う場合について、簡易宿所営業の基準の適用に係る
特例措置を講じているところである。

提案者の要望は、座敷蔵を宿泊施設として
活用し、宿泊業を行う際の旅館業法等の
規制緩和を求めるものであり、その趣旨を
踏まえ、要望を実現するにはどうすればい
いか再度検討し、回答されたい。また、座
敷蔵については何が問題となるのかにつ
いても明らかにされたい。

3

○宿泊料を受けて不特定多数に役務を提
供する以上、ホテル、旅館と同様、一定の
衛生基準をクリアしていることが不可欠で
ある。したがって、公衆衛生上一定の構造
設備を満たしているかにつき事前に確認す
る必要があり、このため、事後的規制であ
る届出制度ではなく、許可制度に係らしめ
なければならない。よって、当該要望の実
現は困難である。
○座敷蔵を用いて農泊を行うに当たって
は、公衆衛生上の見地から、適当な換気、
採光、照明等の構造設備を有していること
が求められるが、その具体的要件及び衛
生措置の基準については都道府県の条例
によるものであるため、要望の実現の可否
は各都道府県の判断によるところであると
考える。

つくば市

筑波研究学園都市の
リニューアル及びつく
ばエクスプレスを活用
した地域活性化構想

1388 1388010 091900
健康づくりを核とした地域の活
性化及び新産業の創出

（施策の利便性の向上）
・大学・研究機関での先端科学プロ
グラムの導入，実践及び民間企業
との連携によるツアー企画等新事
業の創設。

　健康づくりへの関心が高まる中，筑波研
究学園都市を抱える当市のポテンシャルを
発揮し，産・官・学連携によるプログラムの
創設，実践を行う。このことにより，「つく
ば」の豊かな自然環境，里山の保全活動
等への参加をプログラムの一つとすること
で，環境保全の啓発と体力の向上，維持と
いった相乗効果が期待できる。

　産官学連携の強化 6 担当ではない。

つくば市

筑波研究学園都市の
リニューアル及びつく
ばエクスプレスを活用
した地域活性化構想

1388 1388020 091910
健康づくりを核とした地域の活
性化及び新産業の創出

（施策の利便性の向上）
・大学・研究機関での先端科学プロ
グラムの導入，実践及び民間企業
との連携によるツアー企画等新事
業の創設。

　首都圏からの立地条件やつくばエクスプ
レスを活用することで，滞在型，日帰型等
ニーズにあった柔軟なプログラミングを創
設、実践する。このことにより，「つくば」の
豊かな自然環境，里山の保全活動等への
参加をプログラムの一つとすることで，環
境保全の啓発と体力の向上，維持といった
相乗効果が期待できる。

　健康プログラム実践にあたってのマーケティン
グ，企画，事業評価等を総合的に行える人材「ウェ
ルネスマネージャー」の養成を行うことで，関係機
関の連携強化，新たな産業の創出が期待できる。

6 担当ではない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

呉市
（仮称）広市民セン
ター建設事業

2071 2071010 091920
「補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律」の適
用免除

　地域活性化の核となる公共施設
の建て替えに当たり，既存施設の
供用期間が一定期間を経過し，新
たな施設が既存施設に比べ機能面
での向上が見込まれ，なおかつ国
庫補助金の交付を受けずに建設す
る場合においては，既存施設の建
設時に交付された国庫補助金の返
還義務を免除していただきたい。
 併せて国庫補助金を財源に建設し
た公共施設の財産処分制限期間
見直しの検討をお願いする。

国庫補助金の返還義務の免除
（効果…概算）
青年教育センター：6,250千円
武道場：3,300千円
保健所：未定

　公共施設の建て替えに当たり，既存施設の供用
期間が一定期間を経過し，新施設が既存施設に
比べ機能面での向上が見込まれ，国庫補助金を
財源とせずに建設する場合において，既存施設建
設時に交付された国庫補助金の返還義務は，実
体上不合理であるとともに財政的にもマイナス要
因となる。

・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律
・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律施行令
・補助事業等により
取得し、又は効用の
増加した財産の処分
制限期間（厚生労働
省告示）
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
補助金交付要綱
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
負担（補助）金に係る
財産処分承認手続き
の簡素化について

　補助金の交付を受けて取得し、又は効用
の増加した財産を補助金の目的に反して
処分することは補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律第２２条の規定
により厚生労働大臣の承認が必要とされ
ているところであり、国庫補助金の返還の
有無等の取扱いについては、個々のケー
スによりその実情が異なるため、事例に応
じて判断を行っている。

3又は5

　補助金によって取得した財産が、補助を行った目的に反して処分されることと
なっては、補助金の交付の本来の目的を達成し得なくなることから、補助金等
適正化法第２２条において財産の処分について制限を設けているところであ
る。
　しかしながら、地域における事情の変化等に対応するため、事業を開始して
から相当期間を経過し、補助目的が達成したと認められる施設について同種施
設等に転用する場合には、補助施設の残存期間、転用後の施設として使用す
ることを条件として補助金の返還は不要とする等の取扱いを行っている。また、
「保健衛生施設等施設・設備整備費国庫負担（補助）金に係る財産処分承認手
続きの簡素化について」に示す財産処分に該当する場合については、処分報
告をもって承認があったものとして取り扱うものとし、補助金の返還は不要とし
ているところである。

提案者の要望内容は、実現できるのか、確
認されたい。

5（場合に
よっては３）

　　今回ご提案の件については、当該施設
を取り壊す予定であると伺っている。現行
の取扱いでは、取壊し費用と当該施設の
評価額を相殺した結果、取壊し費用が多い
場合には国庫補助金の返還の免除をする
ことが可能である。
　今回の件については、取壊し費用の見積
り額が不明であり、また、具体的な見積もり
は平成１７年度以降であると伺っているた
め、具体的な内容が決まった段階でお知ら
せいただきたい。

梼原町
地域健康の里づくり事
業

2075 2075010 091930
町で行う健康づくり事業補助金
（交付金）の見直し

町の実施する国保ヘルスアップモ
デル事業等の国保事業の対象者を
他被保険者にも拡大し、その財源
措置を国、及び各医療保険者によ
る交付金とする。

①具体的事業内容
生活習慣病の発症予防、進行予防を各地
域に住む生活者として個別指導と集団指
導を取り合わせ効果的に実施。地元医療
機関、保健師、栄養士、運動指導士、地元
健康づくりボランティアに委託協働で行う。
事業評価は高知大学医学部にお願いし、
科学的根拠に基づくものにする。
地元温泉や散策道、地元食材など地元の
資源も大いに活用し、地域資源の再開発、
見直しにつなげる。
②対象者
概ね６９歳までを対象とするが、保険の種
類による対象者の差を設けず、地域単位
で実施する。

保険の種類にかかわらず地域に住む生活者とし
て、保健サービスの受け手として、また、この体験
を通して主体的に健康づくりに関わり、地域全体の
健康づくりに進展の可能性がある。このような事業
はこれまでの縦割りでは実現できない。

3
提案主体に確認したところ、地域全体として取り組むヘルス事業として新たな
制度を創設し、その財源を国及び各医療保険者からの拠出金で賄うという追加
的な財源措置を求めるものであった。

町が取り組んでいる健康施策を教育や職
域まで広げ、生涯を通じ、地域に根差した
一体的、継続的な施策として位置付けると
いう提案の趣旨を踏まえ、再度検討し、回
答されたい。

8
提案の内容につき、提案主体に再度照会
したが、御回答をいただくことができなかっ
た。

大津市 古都大津ルネッサンス 2085 2085010 091940
公共施設の移転に係る補助金
返還及び起債残高一括返還の
免除

　高齢化が進み、会社や行政機関
の郊外への移転が進む中心市街
地を再生させるためには、住みや
すく働きやすい町の機能を取り戻
すことが最も大切である。そのた
め、公共施設の中心市街地への再
配置を検討しているが、その場合
には次の支援策が不可欠になる。
○　公共施設の中心市街地への移
転時における補助金や起債残高の
一括繰上返還の免除

高齢福祉や子育て支援、健康づくり、ライ
ブラリーなどの機能を有する心と体の健康
センターを市が再開発ビルの空き床を利用
して設置することを検討している。
○健康センター等市民生活に直結した公
共施設を高齢化の進む中心市街地へ移転
し、地域再生の核とする。

現在、既存施設の有効活用を図るための方策を多
面的に検討しているが、方針が決定した際に生じ
る補助金返還等の問題を解消しておく必要がある
ため

・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律
・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律施行令
・補助事業等により
取得し、又は効用の
増加した財産の処分
制限期間（厚生労働
省告示）
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
補助金交付要綱
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
負担（補助）金に係る
財産処分承認手続き
の簡素化について

　補助金の交付を受けて取得し、又は効用
の増加した財産を補助金の目的に反して
処分することは補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律第２２条の規定
により厚生労働大臣の承認が必要とされ
ているところであり、国庫補助金の返還の
有無等の取扱いについては、個々のケー
スによりその実情が異なるため、事例に応
じて判断を行っている。

3又は5

　補助金によって取得した財産が、補助を行った目的に反して処分されることと
なっては、補助金の交付の本来の目的を達成し得なくなることから、補助金等
適正化法第２２条において財産の処分について制限を設けているところであ
る。
　しかしながら、地域における事情の変化等に対応するため、事業を開始して
から相当期間を経過し、補助目的が達成したと認められる施設について同種施
設等に転用する場合には、補助施設の残存期間、転用後の施設として使用す
ることを条件として補助金の返還は不要とする等の取扱いを行っている。また、
「保健衛生施設等施設・設備整備費国庫負担（補助）金に係る財産処分承認手
続きの簡素化について」に示す財産処分に該当する場合については、処分報
告をもって承認があったものとして取り扱うものとし、補助金の返還は不要とし
ているところである。

健康センター等市民生活に直結した公共
施設を高齢化の進む中心市街地へ移転す
る場合に補助金の返還免除等を求める提
案者の要望内容は実現できるのか、確認
されたい。

5（場合に
よっては３）

　国庫補助を受けた施設の転用について
は、現行の取扱いでは、事業を開始してか
ら相当期間を経過し、補助目的が達成した
と認められる施設について国庫補助対象
施設に転用する場合、補助施設の残存期
間、転用後の施設として使用することを条
件として補助金の返還は不要としている。
　今回ご提案のあった件については、今後
の施設の転用先について案が固まってい
ない段階であると伺っており、具体的な計
画が決まった段階でお知らせいただきた
い。

大津市 古都大津ルネッサンス 2085 2085130 091950
公共施設の移転に係る補助金
返還及び起債残高一括返還の
免除

健康センター等市民生活に直結し
た公共施設を高齢化の進む中心市
街地へ移転を検討しているが、そ
の方針が決定した場合において、
その公共施設が移転した跡を利用
して、防災センターを整備したとき
に、当該公共施設設置の際、交付
を受けた補助金の返還及び起債残
高の一括返還を免除

地震調査委員会の長期評価によると、本
市域を南北に縦断する琵琶湖西岸断層帯
について、今後30年以内の地震発生確率
は0.09％～9％と高く、誠に憂慮すべき状
況にある。
地震、風水害など様々な災害から市民の
生命や財産を守るため、万一の災害発生
に際しても、その災害活動拠点や、市民に
対する防災意識の啓発などの機能も併せ
た防災拠点施設として、防災センターの整
備を検討している。

現在、防災センターの整備について、様々な事業
手法を検討している。選択肢の一つとして、既存の
公共施設が移転したあとの活用も検討している
が、その場合においては、当該公共施設を設置し
たときの補助金返還等の問題が考えられるため。

・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律
・補助金等に係る予
算の執行の適正化に
関する法律施行令
・補助事業等により
取得し、又は効用の
増加した財産の処分
制限期間（厚生労働
省告示）
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
補助金交付要綱
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
負担（補助）金に係る
財産処分承認手続き
の簡素化について

　補助金の交付を受けて取得し、又は効用
の増加した財産を補助金の目的に反して
処分することは補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律第２２条の規定
により厚生労働大臣の承認が必要とされ
ているところであり、国庫補助金の返還の
有無等の取扱いについては、個々のケー
スによりその実情が異なるため、事例に応
じて判断を行っている。

3又は5

　補助金によって取得した財産が、補助を行った目的に反して処分されることと
なっては、補助金の交付の本来の目的を達成し得なくなることから、補助金等
適正化法第２２条において財産の処分について制限を設けているところであ
る。
　しかしながら、地域における事情の変化等に対応するため、事業を開始して
から相当期間を経過し、補助目的が達成したと認められる施設について同種施
設等に転用する場合には、補助施設の残存期間、転用後の施設として使用す
ることを条件として補助金の返還は不要とする取扱い等を行っているところであ
る。

提案者の要望内容は、実現できるのか、確
認されたい。

5

　国庫補助を受けた施設の転用について
は、現行の取扱いでは、事業を開始してか
ら相当期間を経過し、補助目的が達成した
と認められる施設について国庫補助対象
施設に転用する場合、補助施設の残存期
間、転用後の施設として使用することを条
件として補助金の返還は不要としている。
　今回ご提案のあった防災センターについ
ては、内閣府所管の国庫補助（地域防災
拠点施設整備モデル事業費補助金）の対
象施設となっており、上記の取扱いに該当
すると思われるが、当該施設設置基準に
合致しているか等、確認をした上での判断
となるため、具体的な施設の内容が決まっ
た段階でお知らせいただきたい。

天草町
下田温泉地域再生構
想

2004 2004010 091960
　国民保養温泉地の指定を受
けた地域を重点的に整備推進
する。

　国民保養温泉地の指定を受けた
地域を重点的に整備推進する。

　国民保養温泉地として指定された下田温
泉を魅力ある地域資源を有効活用し、かつ
温泉利用効果が充分期待されるよう、温泉
の有する保健的機能や周辺の自然環境を
取り入れた足湯、砂浴、露天風呂等の整
備、自然教育、学習機能を持たせた交流
拠点としてのビジターセンター的な施設整
備、生態系を配慮した河川の環境整備な
ど、町を実施主体として整備する。
また、地域住民による花いっぱい運動の展
開、蛍の養殖・放流、アヒルの飼育、鯉の
放流、町ぐるみのイベントなどを実施し、自
然を活かした体験プログラム開発、地場産
業の連携強化など地域住民主体とした組
織の確立を図る。
施設整備、組織の確立による人材の育
成、雇用創出、交流人口の増加により、地
域の活性化が図られ、経済効果を波及で
きる。

　国民保養温泉地は、温泉地のうち温泉利用効果
が十分期待され、かつ健全な保養地として大いに
活用される場を温泉法第14条に基づき、環境庁長
官が指定し整備等もなされてきた。
下田温泉は、熊本県内で昭和36年に（3箇所）国民
保養温泉地の指定を受け、当時、天草島内唯一の
温泉場として地域住民の生活の一部として定着
し、県内外から観光客も増大していた。
しかしながら、昨今の温泉ブームと住民福祉施策
の名の元、国県は各地域に温泉掘削等の補助事
業を認可した結果、近隣地に温泉地が乱立し、従
来の国民保養温泉指定地は温泉の枯渇化と恵ま
れた自然環境が破壊されてきている。
国県はこのような時こそ、国民保養地温泉本来の
趣旨に沿った利用施設の整備充実と温泉地環境
の改善が不可欠で、この国民保養温泉地の指定を
受けた地域を重点的に整備推進する必要がある。

6 温泉法は環境省に移管されている。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

農事組合法
人フラワービ
レッジ倉渕生
産組合

健康の駅・園芸福祉
の里

3015 3015010 091970
所用金額　　　　  合計  ６００万
円也  の支援処置

３１の「具体的事業の実施内容」を
実施するにあたり、事業を潤滑に
運営するために所要金額の支援措
置を受ける必要がある。

件名：健康の駅・園芸福祉の里
目的：健康増進をはかる・スローライフ・ス
ローフードの体験
対象：主に都市住民
参加者：①一泊二日コース  ５０名
②一日  コース   １００名
内容：①園芸作業・（園芸福祉）森林浴・温
泉入浴等、②健康講話・健康診断・健康相
談  （専門医師による）、③健康データーの
作成  （東大式THI方式による）
事業主体者：農事組合法人  フラワービ
レッジ倉渕生産組合
協力者：倉渕村   村内NPO 2団体
効果：①園芸活動・園芸福祉・自然活動を
通じた健康増進のデーター
②事業推進における地域雇用の創造・地
域資源の活用
③都市農村交流における地産品の販売な
ど経済効果

このプログラムは、健康増進という全省庁共通の
目的であるため、適する事業が見当たらないこと。
また、すぐ事業ベースでの運営が難しすぎること。
ただし、実験事業としてマニュアルが確立されれ
ば、以後事業ベースとして地域再生のための重要
なプログラムとして継続できること。
特に農村の高齢化に伴う農業経験者による園芸
指導等人材に事欠かない。
農村高齢者にとっても園芸指導者になることによっ
て生きがいや健康増進の効果がある。
参加者には、スローライフ・スローフードの体験に
より、健康増進の効果と、健康調査による変化の
状態や、専門医の相談が受けられる。

6 担当ではない。

富山県
安全で安心な地域水
道づくり

1290 1290010 091980
町内会等の簡易水道の布設に
対する国庫補助（簡易水道等
施設整備費）の適用

国庫補助（簡易水道等施設整備
費）は市町村のみを対象としている
が、町内会等の簡易水道を補助対
象とし、水道施設の整備促進を図
る。

・町内会等の簡易水道の布設に対する
　国庫補助制度の要件緩和
・事務窓口は市町村

国庫補助対象が市町村に限られているため、対象
範囲を町内会等の簡易水道にも追加する。

水道法第４４条
簡易水道等施設整備
国庫補助金交付要綱

現行の補助要綱において、国庫補助は地
方公共団体が行う水道事業者の用に供す
る施設の整備について行っている。

3
水道施設整備に対する補助は、採算が取れない地域における水道の普及な
ど、一般においては整備が行われない事業等を対象としている。このため、補
助対象事業者を地方公共団体としている。

提案者の要望は、町内会等の簡易水道を
補助対象とすることにより、水道施設の整
備促進を図るというものであり、その趣旨
を踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

　水道事業については、独立採算が基本
原則であるが、採算が取れない地域にお
ける水道の普及など、一般においては整
備が行われない事業等を対象とすることか
ら、地方公団体を補助対象事業者としてい
るところであり、地方公共団体以外に補助
することは困難である。なお、地方公共団
体が所有権を取得し整備を行う事業に対し
ては補助の対象となる場合もある。

豊橋市
多文化共生まちづくり
構想

1261 1261030 091990
永住を前提としない外国人及
び短期在留外国人の年金加入
の弾力化

外国人及び短期在留外国人の年
金加入を義務付けない。

永住を前提としない外国人及び短期在留
外国人について、年金加入を義務付けしな
いことにより、健康保険加入者の増加を図
る。

永住を前提としない外国人及び短期在留外国人に
ついても、健康保険と年金への加入が義務付けら
れていることから、社会保険制度への加入が進ま
ず、医療現場における高額医療費の未払いなどの
問題が起きている。

国民年金法第7条、
厚生年金法第9条、
第10条

○国民年金では、２０歳以上６０歳未満で
日本国内に住所のある人は全て被保険者
になることとなっている。
○厚生年金では、適用事業所に使用され
る７０歳未満の人が被保険者となることと
なっている。（ただし、日雇い労働者、短期
間（２ヶ月以内）の臨時使用人、季節的業
務（４ヶ月以内）や臨時的事業の事業所
（６ヶ月以内）に使用される人は除く。）

3

　社会保障制度については、国籍による差別なく適用の対象とすることが国際
的にも要請されているところである。また、不慮の事故などによる障害や死亡
の場合には、障害給付や遺族給付を行う必要もあることから、永住を前提とし
ない外国人であっても公的年金の適用を除外することは適当ではない。

豊橋市
多文化共生まちづくり
構想

1261 1261040 092000
年金脱退一時金の納付金返還
適用期間の延長並びに返還の
率の緩和

年金脱退一時金の納付金返還適
用期間の延長並びに返還の率を緩
和する。

年金脱退一時金の納付金返還適用期間
の延長並びに返還の率を緩和することによ
り、年金及び健康保険加入者の増加を図
る。

年金納付金返還適用期間の限度が３年となってお
り、永住を前提としない外国人にとって不利益な内
容となるため、年金及び健康保険加入の阻害要因
となっているため。

国民年金法改正附則
第9条の3の2、厚生
年金保険法改正附則
第29条

○厚生年金の被保険者期間が６月以上あ
る日本国籍を有しない者（国民年金の被保
険者でないものに限る）であって、老齢厚
生年金の受給資格期間を満たしていない
ものに、請求により脱退一時金を支給す
る。
○国民年金の第１号被保険者としての保
険料納付済期間と半額免除期間の１／２
に相当する期間が６月以上ある日本国籍
を有しない者（被保険者でないものに限る）
であって、老齢基礎年金の受給資格期間
を満たしていないものに、請求により脱退
一時金を支給する。
※脱退一時金は、被保険者期間が３年以
上ある者についても３年分を限度として支
給することとしているが、その基本的考え
方は、次の点を考慮したもの。
①　 日本に短期滞在する外国人に対する
特別の措置であること。
②　 期間が定められている在留資格期間
の最長期間が３年以内であること。
③　 一時金の対象となる出国者の大部分
が滞在期間３年以内であること。（６月を超
える滞在の外国人出国者のうち、９０％以
上が滞在期間３年以内　「入国管理統計年
報」調べ）

3

　社会保障制度については、国籍による差別なく適用の対象とすることが国際
的にも要請されているところであり、また、不慮の事故などによる障害や死亡の
場合には、障害給付や遺族給付を行う必要もあることから、国籍を問わず、厚
生年金、国民年金を適用している。しかし、国際化が進展する中で、日本に短
期滞在する外国人については、厚生年金や国民年金の保険料納付が年金給
付に結び付かず、「掛捨て」となっているという問題が指摘されていた。この問
題については、最終的には、２国間の国際年金通算協定の締結により解決す
るべきであるが、このような解決が図られるまでの特例措置として平成６年改
正において短期滞在の外国人に対する脱退一時金制度を創設した。このよう
に、脱退一時金の制度は特例的なものであること、また滞在期間は通常３年以
内であること、そして、脱退一時金の額については保険料の還付的性格を有す
ることにかんがみ設定されていることから、ご要望のような見直しを行うことは
適当ではない。

提案者の要望は、年金及び健康保険加入
の阻害要因となっている年金脱退一時金
の納付金変換適用期間及び返還率の緩和
を求めるものであり、提案の趣旨を踏まえ
再度検討し、回答されたい。

3

　社会保障制度については、国際的にも国
籍を問わず、適用の対象とすることが要請
されているところであり、また、外国人の方
についても障害や死亡の場合には、障害
給付や遺族給付を行う必要もあることか
ら、厚生年金、国民年金を適用することとし
ている。日本に短期滞在する外国人につ
いては、２５年間の資格要件を満たさない
ため保険料納付が年金給付に結び付か
ず、「掛捨て」となるという問題については、
二重加入の調整を目的とする２国間の社
会保障協定の締結により解決が図られる
もの（当該協定は、現在ドイツとイギリスの
間では実施済、アメリカと韓国との間では
署名がされたところ。）である。脱退一時金
はこのような協定が締結されるまでの特例
的な制度であることから、返還の対象とな
る期間を延長することは適当ではなく、ま
た、その額についても、保険料の還付的性
格を有することに鑑み設定されていること
から、これ以上の額の返還をすることは適
切ではない。

我孫子市

年金福祉事業団法第
１７条第１項第４号の
規定に基づく貸し付け
審査の改善による生
活保護費の不正受給
防止

1040 1040010 092010
（旧）年金福祉事業団法第１７
条第１項第４号の規定に基づく
貸し出し審査の改善

年金担保貸付制度の審査に当たっ
ては、借入者の生活実態や返済能
力に見合った貸し出しを行うよう金
融機関に義務付けること。

年金担保貸付金の貸し出し審査にあたっ
て、当該年金以外に収入（財産等）が無い
者からの申請については、申請者の生活
実態や返済能力を充分に調査し、貸付額
を算定するとともに、生計維持に必要な額
（最低生活費相当額）を控除した額を返済
に充てるようにする。

（旧）年金福祉事業団法第１７条第１項第４号に規
定された年金の受給権者に、その受給権を担保と
して小口の貸付け（年金額の１８か月以内の額（１
０万円から２５０万円までの範囲内）で貸付け）が行
われているが、貸し出し審査で借入者の生活実態
や返済能力が考慮されていないため、貸付金を短
期間に費消し、担保期間を無収入で暮すことを選
ぶ者が増加し、生活保護の申請者が増加すること
が危惧される。そのため、貸し出しに当たって、借
入者の生活実態や返済能力を調査することを貸し
出し金融機関に義務付ける必要がある。

・独立行政法人福祉
医療機構法（平成１４
年法律第１６６号）第
１２条第１項第１２号
・独立行政法人福祉
医療機構業務方法書
第４４条から第４９条
・独立行政法人福祉
医療機構年金担保貸
付準則（平成１５年規
程第１５号）

　独立行政法人福祉医療機構（以下「機
構」という。）が行っている年金担保貸付に
おいては、機構の受託金融機関において
年金受給者からの申請を受け付け、当該
金融機関及び機構において、年金受給資
格等の事項について審査を行った上で資
金の貸付けを行っている。
　また、返済については、年金額の全額を
返済に充てる全額償還と年金額の半額を
返済に充てる半額償還という二方法があ
る。

3

　現在、機構の受託金融機関においては、年金担保貸付制度を利用することに
より年金受給者である借入申込者が生活困窮に陥ることが明らかと判断される
場合は貸付けの対象としない、という方針の下で個々の貸付審査を行っている
ところである。
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称
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管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

藤原町　　日
光市　　那須
町　　塩原町

「日光国立公園」観光
新生プロジェクト

1173 1173060 092020
（藤原町）　　　　　地域の中核
的医療機関としての総合病院
の整備

町の中核的医療機関である珪肺労
災病院（労働福祉事業団経営）の
廃止通告が国からなされたが、病
院の有無は地域住民はもとより、
観光をはじめとする旅行者にとって
も大変重要である。特に主要温泉
地である町にとっては大きな打撃と
なり、ひいては本県経済に及ぼす
影響も多大なものとなることが憂慮
される。ついては、当病院を総合病
院として、独立行政法人化される国
立病院で継続されるよう求めたい。

地域住民の医療を通じた健康の確保及び
修学旅行をはじめとする団体旅行等を誘
致する場合の、不測の事態に対応しうる救
急医療の確保が図られる。

地域医療の後退及び旅行業者による団体旅行等
が敬遠されることに伴う観光客数の更なる減少、
温泉街の停滞

労災保険においては、業務災害や通勤災
害などの被災労働者に対して、適切かつ
迅速な医療を行い、一日も早く労働能力を
回復し、社会復帰を図ることが強く要請さ
れており、また、業務災害や職業病などの
医療については、一般に傷病の場合より
も、これらの医療にふさわしい豊富な医学
的知識と専門的な技術を有する人材の確
保、これらの者がその能力を十分発揮でき
る設備をそろえた医療機関が必要となる。
労災病院は、これらの要請にこたえ、労災
保険の目的に積極的に寄与するため設け
られた医療機関である。
　また、独立行政法人国立病院機構（以下
「機構」という。）は、独立行政法人国立病
院機構法（平成十四年法律第百九十一
号）第三条により、がん・循環器病等の分
野における高度先駆的医療や、結核・重度
心身障害・進行性筋ジストロフィー等その
対応について国が中心的役割を果たすべ
きことが歴史的・社会的に要請されている
疾病に対して実施する医療など、国民の健
康に重大な影響のある疾病その他の医療
であって、国の医療政策として機構が担う
べきもの（政策医療）の向上を図ることを目
的として平成16年4月に設立される独立行
政法人である。

3
（対応は
不可能）

対応は不可能（分類３）
理由：
　労災病院の再編については、「労災疾病について研究機能を有する中核病
院を中心に再編し、業務の効率化を図る。この再編の対象外となる労災病院に
ついては廃止することとし、地域医療機関として必要なものは民営化又は民
間・地方に移管する。」との平成１３年１２月の閣議決定「特殊法人等整理合理
化計画」を踏まえ、平成１５年８月に「労災病院の再編に関する基本方針」を策
定し、平成１５年度中に労災病院に関する再編計画の策定を行うこととしてい
る。
　今後、具体的な労災病院の廃止等に当たっては、地方公共団体等関係者と
協議し、当該地域における医療の確保、産業保健活動の推進等に十分配慮す
ることとしており、地域医療機関として必要なものは民営化又は民間・地方に移
管することとしている。

　なお、独立行政法人国立病院機構（以下「機構」という。）は、「国から民間へ」
「行政の減量」を基本的考え方として取りまとめられた行政改革会議最終報告
等に基づき、中央省庁等改革の一環として、国立病院・療養所が独立行政法
人に移行することにより平成１６年４月に発足し、厳しい経営状況の中、経営改
善に取り組むこととなる。
また、そもそも国立病院・療養所は、「国立病院・療養所の再編成・合理化の基
本指針」（昭和60年3月28日策定）に基づき、地域における医療供給体制の中
で基本的・一般的医療の提供は他の公私の医療機関に委ね、国立病院・療養
所は「政策医療」を実施することとした上で、その役割を適切に果たし得ない国
立病院・療養所については、再編成計画を策定し、その移譲・廃止等を昭和61
年より進めてきたところである（対象87施設のうち73施設を既に実施。残る14施
設のうち10施設については機構において移譲・廃止等を実施予定）。
したがって、独立行政法人化の趣旨からも、機構が果たすべき役割からも、機
構が、新たに地域医療を担う総合病院を運営することは考えられず、対応は不
可能である。

大阪府社会
起業家サポー
ターズ（大阪
府、社会起業
家委員会、お
おさか元気
ネット）

地域コニュニティ活動
の活性化

2034 2034070 092030
労働金庫の貸付業務対象先拡
大

CBに関する労働金庫の貸付につ
いて、融資対象を拡大する。

労働金庫法第58条第4項に基づく会員以
外の資金の貸付については、労働金庫が
融資段階においてCBであることを認める
事業に限り、中間法人やいわゆるワーカー
ズ・コレクティブ等を融資対象とするべき。

地域再生の新たな担い手であるＣＢは、ＮＰＯ法人
をはじめ、中間法人、ワーカーズ・コレクティブ、有
限会社、事業協同組合、株式会社、社会福祉法人
など多様な法人形態によって展開されている。大
阪では、近畿労働金庫によるＣＢ向けの融資制度
が実施されているが、対象がＮＰＯ法人に限定され
ているため、ＣＢの幅広い活動実態に応じきれない
実情である。ＣＢの発展を図っていくためには、労
働金庫による融資の対象拡大を図ることが不可欠
である。

労働金庫法第５８条
第４項
同施行令第３条第６
号
平成１４年３月１２日
金融庁・厚生労働省
告示第２号

現行の制度では、公益法人、ＮＰＯ法人、
社会福祉法人等については貸付の対象と
なっている。

3
（対応は
不可能）

対応は不可能（分類３）
理由：
　労働金庫は、労働組合等の団体の行う福利共済活動のために金融の円滑化
を図り、その健全な発展を促進するとともに、労働者の経済的地位の向上を図
るために設立された会員制の協同組織金融機関であることから、会員以外の
者に対する資金の貸付けについては、労働金庫の設立趣旨に照らし適切で
あって、会員の利用を妨げない範囲において、「営利を目的としない法人」又は
「労働者の福祉の増進を図るため資金の貸付け又は手形の割引を行うことが
適当なもの」といった要件を満たすものに限定しているところである。
　したがって、コミュニティ・ビジネスを行う法人等全般に対し貸付けを行うことは
労働金庫の設立趣旨を逸脱することになり不可能である。
　なお、中間法人のうち、住民の福祉の増進を図ることを目的とするものや、
ワーカーズコレクティブのうち、労働金庫の会員となっているものについては、
貸付けの対象としてきているところである。

コミュニティビジネスの発展を図るために、
労働金庫による融資の対象拡大を求める
要望を踏まえ、再度検討し、回答された
い。

3

　コミュニティ・ビジネスも含め、融資対象と
なりうるかについては、その具体的な事業
の実施主体、事業内容等が、労働金庫が
行う金融としての要件を満たしているか否
かにより判断しているところである。
　したがって、コミュニティ・ビジネスを行う
法人等全般に対し貸付けを行うことは労働
金庫の設立趣旨を逸脱することになり不可
能である。

三島町
森林業のビジネス
チェーン再構築による
地域再生構想

1098 1098050 092040
緊急雇用創出特別交付金の事
業委託先の条件緩和と支給
額、支給期間の変更

豊かな森林環境の維持を行うた
め、自立した森林維持・管理業者
の育成を目的に「緊急地域雇用創
出特別交付金」の運用に特例を設
ける。
森林維持・管理に係る業務を対象
に、市町村の事業の委託先、額、
交付期間の緩和を行う。
委託先については、既存の事業主
だけでなく、新たに自ら創業する者
に対して、法人、個人を問わず一定
の条件を満たすことで委託できるよ
うにする。その際の交付額につい
ては、全額を支給するのではなく

豊かな森林環境を維持していくためには、
森林維持・管理を業とする地域住民が必要
となる。
そこで、新たにこれらの事業を自ら始めよう
とする地位住民に対し、事業が軌道になる
までの期間、「緊急地域雇用創出特別交付
金」で対象となる森林管理事業を、失業者
が３人以上事業に参画するといったような
条件を前庭に、個人事業主に対しても事業
委託ができるにする。
なおその際の委託費用は、既存の委託費
用の半額程度とし、その代わりそれぞれの
事業者が自立して事業が行えるようになる
まで、３年を上限に委託期間を延長するこ
とができるようにする。これにより、経済的
に自立可能な森林維持・管理事業者を育
成が可能となり、新たな雇用が地域に創出
される。
これはまた、経済林のみらず、本地域に広
大に存在する広葉樹林の森林環境を維持
し、さらに水源地としての環境を良好に保
つための人材の育成でもある。

本地域においては、すでに個人で森林維持・管理
を業として成り立たせているものがおり、この需要
は今後もぞかする者と思われる。
一方本地域においては、失業者が急増しており、
この中には新たに彼らのように自立した業として森
林維持・管理業を始めようと考える者も少なくない
が、創業期の有効な支援策がほとんど存在しな
い。
この支援が行えれば、地域特性に適応した、自立
した職業と雇用の創出が可能となる。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

基金事業における委託の対象者は、委託
事業を的確に遂行するに足る能力を有す
るものであれば、法人格等の有無にかか
わらず、幅広く委託の対象者になりうる。
また、そもそも本事業の事業期間は平成１
６年度までであるが、委託期間について
は、特段の制限を設けていない。

5

○委託の対象者に法人格の有無による制限をかけていない（基金実施要領第
５の２及び第６の２）。
○また、本事業としては委託期間についての特段の制限は設けていない。（雇
用される者については原則６ヶ月以内の雇用期間）
○なお、本事業は平成１６年度末で終了することとなっている。

猪苗代町
雇用対策、求職者の
早期就職促進

1158 1158010 092050
職業安定法に基づく地方公共
団体が行うことのできる無料職
業紹介事業の拡充

　地域の求職者及び求人企業が身
近なものとして利用できる利便性
や、「求職」・「求人」の早期対応を
図るため、職業安定法による地方
公共団体が行うことができる無料
職業紹介事業の内容を拡充してい
ただきたい。

　現在は、会津若松公共職業安定所管内
の求人情報を提供する「求人情報提供窓
口」を開設しているが、十分な成果が得ら
れないため、無料職業紹介事業を実施し、
町商工会や町内企業等関係機関と連携し
ながら、雇用の拡大、雇用機会の開拓、求
職者の早期就職促進を図り、もって地域経
済の発展及び地域の活性化に資する。

　地方公共団体が無料職業紹介事業を行うことに
より、地域求職者の早期就職及び地域求人企業
の早期雇用確保を図ることができる。
　平成１５年６月１３日法律第８２号改正の職業安
定法により地方公共団体が無料職業紹介事業を
行うことができることとなるが、事業対象が一部分
に限られているため、地域求職者及び求人企業の
身近な町としての十分な取り組みを行うことができ
ない。
　地域と密着した町が取り扱う事業であることによ
る利便性を図り、充実した雇用対策を講ずるため
職業安定法により地方公共団体が行うことのでき
る無料職業紹介事業の内容の拡充をお願いした
い。

職業安定法第33条の
４

改正職業安定法の施行（平成16年３月１
日）により、地方公共団体の施策に附帯す
る業務として無料職業紹介事業を届出に
より行うことができることとなる。

5

○無料職業紹介事業が附帯する行政施策については、改正職業安定法第33
条の４第１項に規定された「住民の福祉の増進、産業経済の発展」に資する施
策は例示であり、これらに限定されるものではなく、例えばＵターン就職の促進
のための施策、生活相談等のカウンセリングを中心とする再就職支援に係る
施策、自然環境の保全のための施策等、地方公共団体において、自ら行うべ
き行政施策であると判断されるものであれば認められる。
○また、行政施策と無料職業紹介事業との関連性については、地方公共団体
において、当該行政施策を効果的に実施する等の観点から無料職業紹介事業
の実施が必要であると判断するものであれば、それで足りるものであり、特段、
地方公共団体が行いうる無料職業紹介事業の範囲が狭く限定されるものでは
ない。

野田市

ユビキタス・スタディ＆
ワーク～生涯学習環
境の高度化と雇用創
出

1175 1175040 092060 シルバー人材センターの充実

教育に関する専門的技能を有する
人材を確保するため、シルバー人
材センターとNPO法人の人的交流
を図ることについて、地域雇用機会
増大促進支援事業の対象とする。

今後高齢社会の深度により、高齢者の雇
用創出と生きがい対策としてのシルバー人
材センターの今後の役割がますます大きく
なることが予想され、また厚生労働省のシ
ルバー人材の職域拡大の方針を見据えつ
つ、特に教育に関する専門的技能を有す
る人材をシルバー人材センターに登録して
もらうことにより、NPO法人とシルバー人材
センターの派遣事業等による人的交流を
図り、もって当構想の一翼を担う人材の確
保を図ると共に、高齢者の雇用創出と生き
がい作りの環境を構築する。

地域の特性に応じた高齢者の雇用創出を積極的
に図っていくため要望するもの。

平成16年度新規事業
(予算事業、予算成立
後事業実施通達を発
出予定)

平成16年度新規事業として、地域雇用開
発促進法に基づく雇用機会増大促進地域
において産業振興に伴う雇用面の問題を
解決するため、市町村及び地元経済団体
等により設立された協議会から、地域の創
意工夫を活かした事業の提案を受け、高い
雇用創出効果が認められる提案を行った
協議会に対し事業を委託して実施する予
定。

3

地域雇用機会増大支援事業は、関係市町村、経済団体等地域の力を集結さ
せ、いわゆる地域の総力を挙げた地域や産業の振興の取組を行うことにより、
雇用機会の増大を図ることを目的とする事業であり、関係市町村、経済団体等
で構成する協議会が提案する事業のうち雇用機会創出効果の高い事業を採択
し、委託する提案公募型事業であることから趣旨に照らし不適切。

シルバー人材センターとＮＰＯ法人の人的
交流を図ることで、地域の特性に応じた高
齢者の雇用創出を積極的に図っていくとい
う提案の趣旨を踏まえ、再度検討し、回答
されたい。また、仮に要件に合致したシル
バー人材センター等の派遣事業について
協議会の事業計画が提案されてきた場
合、採択の対象となりうるのか明らかにさ
れたい。

3

○事業内容が不明確であり、要件に合致
するか否か不明。
○なお、地域雇用機会増大支援事業は、
関係市町村、経済団体等地域の力を集結
させ、いわゆる地域の総力を挙げた地域
や産業の振興の取組を行うことにより、雇
用機会の増大を図ることを目的とする事業
であり、関係市町村、経済団体等で構成す
る協議会が提案する事業のうち雇用機会
創出効果の高い事業を採択し、委託する
提案公募型事業である。
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名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211140 092070
地域求職活動援助計画の区域
拡大

　宇都宮・小山地域（２市８町）を対
象とした現在の「栃木県地域求職
活動援助計画」の適用区域を栃木
県全域とする。
○現在の要件
①　自然的経済的社会的条件が一
体の地域
②　月平均求職者が概ね3,000人
以上
③　求職者に求人情報が適切に提
供されていないこと
④　求職者の就業が困難な状況に
あること
○要件の改善
　現在の適用区域を栃木県全域と
すること

　「栃木県地域求職活動援助計画」に基づ
き、県内の求職者に対し求人に関する情
報を適切に提供し、求職者の安定した職業
への就業を援助する。
①　人材受入情報の収集・提供
②　職業講習の実施
③　企業合同説明会の実施
④　職業適性検査の実施
⑤　就職ガイダンスの実施
⑥　求職者・就業者間の交流会の実施
⑦　労働力需給調査の実施

①　足利銀行の一時国有化により、経営不安等に
よる事業活動の縮小、雇用調整が懸念される。
②　県全域における雇用環境の悪化が懸念され、
求職者が安定した職業に就くための求人情報の適
切な提供が困難になり、労働力需給のミスマッチ
の発生が懸念される。

地域雇用開発促進法
第２条第４項
地域雇用開発促進法
施行規則第４条及び
第５条
雇用機会増大促進地
域、能力開発就職促
進地域、求職活動援
助地域及び高度技能
活用雇用安定地域に
おける地域雇用開発
の促進に関する指針
（厚生労働省告示第
３０８号）
第１の１の（３）

地域雇用開発促進法第４条に基づく「雇用
機会増大促進地域、能力開発就職促進地
域、求職活動援助地域及び高度技能活用
雇用安定地域における地域雇用開発の促
進に関する指針（厚生労働省告示第３０８
号）第１の１の（３）」を要件としている。

5

○地域雇用開発促進法に基づく求職活動援助計画等は、都道府県が地域雇
用開発促進法の規定（第７条３項ほか）に基づき関係市町村の意見を聴いた
上、計画を作成し、国が同意する仕組みとなっており、地域の実情に応じた事
業展開が図られるようになっている。
○したがって、既存の制度で提案事項と同様の効果をもたらすことが可能。

貴省の回答にある「既存の制度で提案理
由の事項と同様の効果をもたらすこと」の
意味を明らかにされたい。

5
栃木県全域を求職活動援助地域にするこ
とも可能なので、現在の同意計画を変更
し、国に同意を求められたい。

栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211150 092080
高度技能活用雇用安定計画の
同意要件改善

　地域雇用開発促進法に基づく「高
度技能活用雇用安定計画」に係る
国の同意要件を緩和する。
○現在の同意要件（いずれか）
①　最近６か月間の地域の常用有
効求人倍率の月平均値が全国の
常用有効求人倍率の月平均値以
下
②　最近６か月間の常用有効求人
倍率の月平均値が最近５年間のい
ずれかの同期の常用有効求人倍
率の月平均値と比し低下
○要件の改善（次の要件を追加）
①　最近６か月間の地域の常用有
効求人倍率の月平均値が１倍未満

　「県南高度技能活用雇用安定計画」に基
づき、高度の技能等を活用した新事業展
開による新たな雇用機会の開発を図るとと
もに、製造業の構造変化に伴う円滑な労働
移動や「ものづくり」を支える人材の育成を
推進し、地域の雇用の改善を図る。
①　新たな雇用機会の開発促進
・新事業展開のための高度技能労働者の
確保支援
・雇用環境の改善、労働者福祉の増進
・新事業展開のための雇用開発の情報提
供
②　失業なき労働移動の実現
・新事業展開や技能職種等の情報提供
・求人、求職のマッチング支援

①　足利銀行の一時国有化により、雇用環境の悪
化が懸念される。
②　県南地域は製造業関係の多数の事業所及び
労働者を有し、基盤となる技能が集積しているが、
県南地域は、経済・雇用状況が厳しい現況にあり、
今後、地域社会の発展の基盤を揺るがしかねない
状況にある。
③　現在の要件では、計画の同意が困難であり、
企業における新事業展開による新たな雇用機会
の開発などを支援することができない。

地域雇用開発促進法
第２条第５項
雇用機会増大促進地
域、能力開発就職促
進地域、求職活動援
助地域及び高度技能
活用雇用安定地域に
おける地域雇用開発
の促進に関する指針
（厚生労働省告示第
３０８号）
第１の１の（４）

地域雇用開発促進法第４条に基づく「雇用
機会増大促進地域、能力開発就職促進地
域、求職活動援助地域及び高度技能活用
雇用安定地域における地域雇用開発の促
進に関する指針（厚生労働省告示第３０８
号）第１の１の（４）」を要件としている。

3
当該改善提案は、全国のほとんどの地域が高度技能活用雇用安定地域に該
当しうることとなるほか、追加の財政措置が必要であることから対応は困難。

本要望は、地域限定の措置を求めるもの
である。要望の実現により、新たな雇用機
会の開発を図るとともに、地域の雇用の改
善を図るという趣旨を踏まえ、要望が実現
できないか再度検討し、回答されたい。

3

○当該改善提案は、全国のほとんどの地
域が高度技能活用雇用安定地域に該当し
うることとなるほか、追加の財政措置が必
要であることから対応は困難。
○また、当該提案を栃木県のみに適用す
ることは不適切。

栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211160 092090
緊急地域雇用創出中小企業特
別委託事業の要件改善

　緊急地域雇用創出特別基金事業
である中小企業特別委託事業の委
託対象者の内、中小企業信用保険
法第２条第３項第６号による認定を
受けた企業の委託要件を緩和す
る。
○現在の要件
①　常時雇用する労働者の数が５
０人未満
②　売上高が３年前から直近の事
業年度まで２年連続減少
③　直近の事業年度の生産指標が
３年前に比べ３分の１以上減少
○要件の改善
①　中小企業事業主
②　最近３ヶ月間の生産指標が前
年同期比から減少

　中小企業の雇用の安定や雇用機会の創
出を目的とした事業の委託を推進し、県及
び市町村における緊急かつ臨時的な雇
用・就業機会の創出を図る。
①　環境の保全、改善等に資する事業
②　防災体制の整備に資する事業
③　住民の福祉や健康増進に資する事業
④　歴史、文化、伝統工芸品等に関する理
解の促進等に資する事業など

①　足利銀行の一時国有化により、中小企業の経
営不安等による事業活動の縮小、雇用調整が懸
念される。
②　現在の緊急地域雇用創出特別基金事業であ
る中小企業特別委託事業対象者の要件が厳しく、
また、直近の事業年度の指標としているため、突
発的に業績の低下した企業に対して迅速に支援す
ることができない。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

　緊急地域雇用創出特別交付金事業のう
ち中小企業特別委託事業については、雇
用機会の創出に加えて、経営の悪化した
中小企業における雇用の安定についても
目的としていることから、本事業を受託でき
る中小企業については、従業者数が５０人
未満であること、最近の売上高が一定以上
減少していることなどを要件としているとこ
ろである。

3

本事業は、一般的に売上高等が減少傾向にあり、現在厳しい状況にある中小
企業の雇用の安定や雇用機会の創出を目的に創設されたところであり、中小
企業信用保険法第２条第３項第６号に規定する金融環境の変化により経営の
悪化した中小企業のみを特別な委託対象とすることはできない。

提案者の要望は、足利銀行の一時国有化
などの突発的なことが原因で、業績が低下
した企業に対して、迅速な支援を求めるも
のであり、要望を実現するにはどうすれば
いいか、再度検討し、回答されたい。

2,3

本事業は、一般的に売上高等が減少傾向
にあり、現在厳しい状況にある中小企業の
雇用の安定や雇用機会の創出を目的に創
設されたところであり、中小企業信用保険
法第２条第３項第６号に規定する金融環境
の変化により経営の悪化した中小企業の
みを特別な委託対象とすることはできな
い。なお、本事業は、中小企業の雇用の安
定や雇用機会の提供を目的とするもので
あるが、最近の景気が着実に回復している
状況を踏まえると、今後においては、景気
の回復が雇用機会の創出・拡大に確実に
結びつくようにしていくことが重要であるこ
とから、従来の事業類型のほかに、①売上
高の減少割合である「１／３以上減少」を
「１／５以上減少」とする、②事業に従事す
る労働者のうち新規雇用者の割合である
「１／１０以上（最低１人以上）」を「１／２以
上（最低１人以上）」とする新たな事業類型
の創設等を行う。

栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211170 092100
離転職者向け特別職業訓練の
実施要件の改善

離職者の急増等の緊急的な変化
に対応して、年間計画にない特別
職業訓練の実施を可能とし、かつ、
対象者の年齢を問わないこととす
る。

足利銀行の一時国有化に起因する離転職
者の増加が懸念されるが、これらに迅速に
対応し、特別職業訓練として、転職を容易
にする緊急再就職訓練を実施する。

特別職業訓練は、国と協議の上で年間計画を立て
て実施するため、雇用情勢の変化に迅速に対応し
た訓練が実施できず、また、訓練対象者が中高年
齢者優先とされている。しかしながら、足利銀行の
一時国有化の影響で、今後、雇用情勢が悪化する
ような場合には、離職者の円滑な転職に資する訓
練の緊急実施が必要となる。

職業能力開発促進法
１５条の６第３項
委託訓練実施要領
（平成１３年１２月３日
能発第519-2号）

本事業については、年度当初に都道府県
が作成する計画に基づき、国と委託契約を
締結することにより実施している。
また、特別職業訓練対象者としては、中高
年ホワイトカラー離職者を中心に想定して
いる。

５

本事業については、年度当初に都道府県が作成する計画に基づき、国と委託
契約を締結することにより実施しているものであるが、年度途中の内容の変
更・追加等の要望には随時対応してきたところであり、個別にご相談いただき
たい。
また、対象者については、委託要領上では「①公共職業安定所に求職申込を
行っており、さらに、②受講指示又は受講推薦を受けた者」を対象者として整理
しており、年齢制限を設けているものではない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

新城市
「今夜は街に出かけよ
う」構想

1237 1237020 092110
職業安定所との求職・人材情
報の交換

職業安定所の有する求人・求職情
報を共有する。

市の募集に応じてレストランの開業を決め
た遠方の事業予定者の従業員確保を支援
するため、職業安定所と求職情報等をオン
ラインで情報交換できるようにする。

求職情報は遠隔地では入手が困難であり、遠方か
らの転居と同時に開業する場合、従業員の確保が
難しい。

平成10年3月27日付
け職発第171号「地方
公共団体に対する雇
用情報の提供等につ
いて」

公共職業安定所が保有する求人情報及び
求職情報については、地方公共団体の求
めに応じ、一覧表等の形式で提供を行うこ
ととしている。

5
一部2

Ⅴ

昨年の職業安定法の改正により、地方公共団体が自らの行政施策に附帯して
無料職業紹介事業を行うことが可能になったところである。このような地方公共
団体に対しては、平成１６年度から、公共職業安定所の求人のうち、求人者が
公共職業安定所外に提供することに同意した求人、具体的には、ハローワーク
インターネットサービスにおいて公共職業安定所の求職者以外に公開されてい
る求人について、電子媒体で情報提供を行うこととしている。

札幌市
交流と創造の空間・活
動づくり

1258 1258110 092120
無料職業紹介事業の国との共
有・共同実施

求人情報分野においては，国が膨
大な情報とそのノウハウを蓄積して
いることから，その情報の共有化と
図ることで，効率的な職業紹介を実
施する。

高年齢者職業相談室との連携した中で
の，パートなどの職業紹介を併設など。

国の職業紹介事業との連携強化による事業執行
の効率化

平成10年3月27日付
け職発第171号「地方
公共団体に対する雇
用情報の提供等につ
いて」

公共職業安定所が保有する求人情報及び
求職情報については、地方公共団体の求
めに応じ、一覧表等の形式で提供を行うこ
ととしている。

5
一部2

Ⅴ

昨年の職業安定法の改正により、地方公共団体が自らの行政施策に附帯して
無料職業紹介事業を行うことが可能になったところである。このような地方公共
団体に対しては、平成１６年度から、公共職業安定所の求人のうち、求人者が
公共職業安定所外に提供することに同意した求人、具体的には、ハローワーク
インターネットサービスにおいて公共職業安定所の求職者以外に公開されてい
る求人について、電子媒体で情報提供を行うこととしている。

札幌市
交流と創造の空間・活
動づくり

1258 1258130 092130
新たな雇用形態によらない働
き方の無料紹介事業

雇用によらない多様な就労形態
（＝SOHOなど）への就労促進する
ため，職業紹介業務の対象範囲を
拡大するとともに，雇用形態に準じ
た労働体系と負担の整備を図るこ
とを要望する。

使用する者,共同就労する者の責任負担を
明確にし，雇用保険,労災保険の適用を図
るとともに,職業紹介の求人情報として取り
扱えるように措置する。

雇用によらない働き方の活用
職業安定法第４条第
１項

「職業紹介」とは、求人及び求職の申込み
を受け、求人者と求職者との間における雇
用関係の成立をあっせんすることをいう。 3・5

○「職業紹介」とは、求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者との間に
おける雇用関係の成立をあっせんすることであり、御提案の内容が雇用関係
の成立をあっせんするものでないならば、これに当たらず、職業安定法におい
ては規制されていない。
○雇用保険制度は、労使間の雇用関係に着目し、賃金の額に応じて労使が折
半で負担する保険料を財源として、雇用関係の終了により失業した労働者に対
して必要な給付を行うという労使の共同連帯による保険制度であるため、被保
険者の範囲に事業主に雇用されていない者を加えることはできない。
○また、希望者のみの任意加入を認めるという別の制度を設けるにしても、失
業のリスクの高い者のみが加入するという「逆選択」を引き起こすとともに、公
的制度として保険料を誰が負担するかを確定することも困難である。
○労働基準法上、使用者は、労働者の業務上の傷病等に対し災害補償責任を
負っている。労災保険は、この使用者の労働者に対する災害補償責任を確実
に履行するための制度であり、労働者を使用する事業に適用され、被災労働
者に対し、必要な保険給付を行うものであり、労働者以外に適用し保険給付を
行うことは、制度の本来の趣旨から困難である。

雇用によらない多様な就労形態への就労
を促進するという提案の趣旨を踏まえ、再
度検討し、回答されたい。

3

雇用保険制度は、労使間の雇用関係に着
目し、賃金の額に応じて労使が折半で負担
する保険料を財源として、雇用関係の終了
により失業した労働者に対して必要な給付
を行うという労使の共同連帯による保険制
度であるため、被保険者の範囲に事業主
に雇用されていない者を加えることはでき
ないことは前回の回答のとおり。

札幌市
交流と創造の空間・活
動づくり

1258 1258140 092140
高齢者の短期的就労の無料紹
介と労働保険の適用

高齢者の就労を積極的に活用する
ため，短期就労についても,雇用に
準じて職業紹介の対象とするととも
に,労働保険などの関係規定整備を
要望する。

使用する者,共同就労する者の責任負担を
明確にし，雇用保険,労災保険の適用を図
るとともに,職業紹介の求人情報として取り
扱えるように措置する。

雇用によらない働き方の活用

職業安定法第5条の5

雇用保険法第６条

職業安定法第４条第
１項

公共職業安定所においては、対価を支
払って自己のために他人の労働力の提供
を求めようとする「求人」であって、その申
込みの内容が各種の法令に違反していな
ければ、短期の就労期間であっても、職業
紹介の対象として受理することが可能であ
る。

６５歳以上の者については、雇用保険の適
用除外

「職業紹介」とは、求人及び求職の申込み
を受け、求人者と求職者との間における雇
用関係の成立をあっせんすることをいう。

5

3

5

○公共職業安定所においては、対価を支払って自己のために他人の労働力の
提供を求めようとする「求人」であって、その申込みの内容が各種の法令に違
反していなければ、短期の就労期間であっても、求人申込書の「雇用期間」欄
に期間を明示して、職業紹介の対象として受理することが可能である。

○雇用保険は、求職者の生活の安定と再就職の促進を図ることを目的とする
ものであるが、６５歳以上の者は引退を希望する者が多く、また、年金が支給さ
れるため雇用保険により生活の安定を図る必要性は乏しい。
なお、６５歳以前から引き続き雇用される者が離職した場合には、一時金（高年
齢求職者給付金）が支給される。

○「職業紹介」とは、求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者との間に
おける雇用関係の成立をあっせんすることをいい、あっせんの結果結ばれた雇
用契約の期間が短期であるか長期であるかは問わないため、短期の雇用につ
いての職業紹介も可能となっている。
また、御提案の内容が雇用関係の成立をあっせんするものでないならば、これ
に当たらず、職業安定法においては規制されていない。

○労働基準法上、使用者は、労働者の業務上の傷病等に対し災害補償責任を
負っている。労災保険は、この使用者の労働者に対する災害補償責任を確実
に履行するための制度であり、労働者を使用する事業に適用され、被災労働
者に対し、必要な保険給付を行うものであり、労働者以外に適用し保険給付を
行うことは、制度の本来の趣旨から困難である。

豊橋市
とよはし行政サービス
アップ構想

1262 1262040 092150
福祉事業における事業決定・
委託補助の一本化

障害者就業・生活支援センター事
業の雇用安定及び生活支援の2事
業における事業決定・委託補助を
一本化する。

2事業の事業決定、委託補助を一本化する
ことにより、福祉圏域単価での事業の推進
を可能にする。

福祉圏域内に中核市と市町村が含まれる場合、国
庫補助の負担割合や、県や市町村との調整が困
難なため、雇用安定と生活支援で支援対象の地域
が異なっているため。
雇用安定事業については、国が県に対し決定を通
知し、国が直接委託を行っている。生活支援事業
は、中核市である豊橋市より委託をしているため
支援対象地域が異なっているため。

障害者の雇用の促進
等に関する法律（昭
和３５年法律第１２３
号）

障害者就業・生活支援センターは雇用安
定等事業と生活支援等事業からなり、就業
面における支援と生活面における支援を
一体的に行う事業である。
このように、事業内容、趣旨が異なるた
め、就職や職場適応などの就業面の支援
を主たる内容とする雇用安定等事業は労
働保険特別会計雇用勘定から委託費とし
て、生活習慣の形成や日常生活の自己管
理などに関する生活支援を主たる内容とす
る生活支援等事業は一般会計から補助金
として支出されている。
なお、障害者就業・生活支援センターは都
道府県知事が社会福祉法人、ＮＰＯ法人な
どから指定することと

3

○障害者就業・生活支援センター事業は雇用安定等事業と生活支援等事業の
２つの事業を柱に、障害者の就業面及び生活面に関する一体的な支援を行う
ことを特色とする事業であり、就職や職場適応などの就業面の支援を主たる内
容とする雇用安定等事業と、生活習慣の形成や日常生活の自己管理などに関
する生活支援を主たる内容とする生活支援等事業はそれぞれ事業内容、趣旨
が異なるものである。
○こうした事業内容、趣旨の違いから、国庫においてもそれぞれ別々の目的を
持った予算科目に組み入れられているものであるので、これを一本化すること
は困難である。
○なお、当該センターの実施にあたっては、法律上、都道府県知事がその運営
主体の指定を行う（自治事務）こととされており、また、活動の区域についても
都道府県知事が指定することが可能であることから、事業決定面での一本化
はなされているものである。

雇用安定及び生活支援の２事業の事業決
定、委託補助を一本化することにより、福
祉圏域単位での事業の推進を可能にする
という提案の趣旨を踏まえ、再度検討し、
回答されたい。

3

○障害者就業・生活支援センター事業は雇用安定等事業と
生活支援等事業の２つの事業を柱に、障害者の就業面及
び生活面に関する一体的な支援を行うことを特色とする事
業であり、就職や職場適応などの就業面の支援を主たる内
容とする雇用安定等事業と、生活習慣の形成や日常生活
の自己管理などに関する生活支援を主たる内容とする生活
支援等事業はそれぞれ事業内容、趣旨が異なるものであ
る。
○こうした事業内容、趣旨の違いから、国庫においてもそれ
ぞれ別々の目的を持った予算科目に組み入れられているも
のであるので、これを一本化することは困難である。
○なお、当該センターの実施にあたっては、法律上、都道府
県知事がその運営主体の指定を行う（自治事務）こととされ
ており、また、活動の区域についても都道府県知事が指定
することが可能であることから、事業決定面での一本化はな
されており、福祉圏域単位での事業も可能である。

富山県
とやま地域再生・雇用
対策プロジェクト

1293 1293010 092160
「若年者トライアル雇用事業」
の期間特認の創設

「若年者トライアル雇用事業」の期
間の特認（延長）
→厚生労働省の事業であるが、地
域の実情に応じて弾力的な運用を
行いミスマッチ解消等による人材確
保を行うもの。

＜現状と支援措置＞
　現在､「若年者トライアル雇用事業」では､
３か月間の試行雇用により、常用雇用への
移行判断を行っているが、地域の実情にあ
わせた対応が必要である。
　このため､「トライアル雇用事業実施要
領」に特例を認めていただき、銅器や漆器
などの地場産業や医薬品配置業などの伝
統産業などの県が指定する業種として特
認制度を創設し、雇用期間を最大１年間に
限り延長を認める。
　また、平成１４年度まで実施されていた人
材育成（研修）に要する経費に対する給付
金の支給を復活させる。

　効果的に若年者の雇用の定着促進と産業振興
を図るためには、若年者トライアル雇用は有効な
事業である。
　しかし、地場産業をはじめとした県内製造業にお
いては、高度技能に関すことが多く、また作業工程
が多岐にわたることなどから、トライアル雇用期間
である３ヶ月以内に本人の能力・適性の見極める
ことが困難である。
　また、人材育成（研修）に要する経費なども併せ
て支給するなど、弾力的な運用が望まれている。

・雇用保険法施行規
則第１１０条の３
・通達（平成１５年３月
２８日付け職発第
0328002号）別添「トラ
イアル雇用事業実施
要領」

ハローワークに求職申込みをしており、職
業経験、技能、知識等の状況等から就職
が困難であると判断される３０歳未満の者
を、短期間（原則３か月）試行的に受け入
れて就業させる事業主に対し、対象労働者
１人につき月額５万円の奨励金を３か月支
給する。

3

○トライアル雇用期間は、求人者が求職者の適性や業務可能性を見極め、求
職者及び求人者の相互理解を促進するために設定しているものであり、求職
者がトライアル雇用を経て、可能な限り速やかに常用雇用へ移行できることが
望ましいことから、奨励金の対象となるトライアル雇用期間を３か月としている
ものであり、これを長期化することは、求職者の不安定な雇用期間が長期化す
ることとなり、不適当である。
○なお、現行制度においても、３か月のトライアル雇用期間内では、常用雇用
への移行の見極めが難しいと実施事業主及び対象者の双方が判断し、トライ
アル雇用期間を延長することに合意したときには、トライアル雇用期間自体を
最長６か月まで延長することは認められている。

地域の実情に応じてトライアル雇用の弾力
的な運用を行い、若年者の雇用の定着及
び産業振興を図るという提案の趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

○トライアル雇用期間については、できる
だけ短期間であるのが望ましいこと、現行
制度においても個別の事情に応じて６か月
までの期間延長が可能なことは前回回答
したとおり。
○また、トライアル雇用期間を６か月に延
長し、延長期間分についても奨励金を支給
することは、安易なトライアル雇用期間の
長期化を助長することにつながるとともに、
追加財政支出を伴うことにもなり、対応困
難である。
○こうした理由及び追加財政措置を要する
ことから、国の制度として実施することは困
難であるが、都道府県等が地域の実情に
応じて、追加的な助成を行うことを妨げる
のものではない。
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富山県
とやま地域再生・雇用
対策プロジェクト

1293 1293020 092170
「中小企業基盤人材確保助成
金」の助成対象の拡大

「中小企業基盤人材確保助成金」
の助成対象にＮＰＯ法人を認める
→中小企業基本法で定義する「中
小企業（者）」にＮＰＯ法人を含め、
雇用機会の拡大を図るもの

＜現状と支援措置＞
　現在、中小企業労働力確保法に基づき、
創業・異業種進出等を支援する制度である
「中小企業基盤人材確保助成金」において
は、助成対象者となる「中小企業（者）」に
は、ＮＰＯ法人が含まれていないことから、
ＮＰＯ法人へも対象を拡大し、創業・異業種
進出等の促進による地域の活性化と雇用
機会の増大を図る。

　ＮＰＯ法人による起業化が今後多く見込まれるた
め、創業・異業種進出等を支援する中小企業基盤
人材確保助成金の支給対象にＮＰＯ法人を加える
必要がある。
中小企業労働力確保法第２条の「中小企業者」の
中にＮＰＯ法人を加える。

中小企業における労
働力の確保及び良好
な雇用の機会の創出
のための雇用管理の
改善の促進に関する
法律（中小企業労働
力確保法）第２条

特定非営利活動法人（ＮＰＯ）は、中小企業
労働力確保法の対象とはならない。

3

中小企業労働力確保法に基づく中小企業基盤人材確保助成金は、中小企業
対策の一環として、雇用機会の創出の大きな担い手として期待される中小企業
を対象に創設したところであり、本助成金の対象にＮＰＯ法人を含めることはで
きない。

提案者の要望は、「中小企業基盤人材確
保助成金」の助成対象をＮＰＯ法人へも拡
大し、雇用機会の増大等を図るというもの
であり、その趣旨を踏まえ再度検討し、回
答されたい。

3
助成対象の拡大は追加財政支出を伴うこ
とから、対応は困難である。

富山県
とやま地域再生・雇用
対策プロジェクト

1293 1293030 092180
中小企業の雇用安定の拡大の
ための受託企業の要件緩和に
よる事業促進化

受託企業要件の緩和
・「２年連続の売上高減少」要件を
削除
・「３年前に比べた売上高等減少（３
分の１以上）」要件を現在の半分程
度に緩和
→対象企業の拡大により事業の活
用が促進され、より多くの中小企業
の緊急的な雇用の維持・安定が図
れる。

＜現状と支援措置＞
・「２年連続の売上高減少」要件を削除
→３年前に比べた売上高等減少が３分の１
以上となっているが、横ばい又は微増など
により「２年連続の減少」に該当しないケー
スもあることから、この要件の必要性が認
められない。また、若干景気も回復基調に
あることから、今後、（売上等が伸びなくて
も横ばい（或いは微増）となるケースの増
加で、）「連続して減少」に該当する企業が
減少することも見込まれるため、当該要件
を削除すべきである。

・「３年前に比べた売上高等減少（３分の１
以上）」要件を現在の半分程度に緩和

　緊急地域雇用創出特別基金事業（中小企業特別
委託事業）の受託企業の要件が厳しいため、本県
においては、当該事業が十分に活用されていない
状態にある。（対象事業主アンケート調査を実施し
たところ、該当事業所の８割を建設業種が占めて
おり、このため事業内容も限定され、幅広い業種を
対象とした事業実施が難しいなど活用が不十分な
状況。）
　このため、中小企業の緊急的な雇用の維持・安
定が十分に図られていないことから、事業実施要
領の委託対象者の要件を見直す。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

　緊急地域雇用創出特別交付金事業のう
ち中小企業特別委託事業については、雇
用機会の創出に加えて、経営の悪化した
中小企業における雇用の安定についても
目的としていることから、本事業を受託でき
る中小企業については、従業者数が５０人
未満であること、最近の売上高が一定以上
減少していることなどを要件としているとこ
ろである。

3

本事業は、厳しい経営環境におかれ売上高が減少している一定規模以下の中
小企業について、地方公共団体から事業を委託することにより、当該事業所に
おける労働者の雇用機会の維持・創出を図るものであり、臨時応急の措置とし
て実施しているものである。このため、本事業の委託先として対象とするのは、
景気の悪化の影響を受け、離職者を発生させる可能性の高い従業員数５０人
未満規模の企業であり、現行の要件も、そのようなものとして設定しているもの
である。

受託対象企業の拡大により、中小企業の
緊急的な雇用の維持・安定を図るという提
案の趣旨を踏まえ、再度検討し、回答され
たい。

2･3 Ⅴ

本事業は、中小企業の雇用の安定や雇用
機会の提供を目的とするものであるが、最
近の景気が着実に回復している状況を踏
まえると、今後においては、景気の回復が
雇用機会の創出・拡大に確実に結びつくよ
うにしていくことが重要であることから、従
来の事業類型のほかに、①生産指標の減
少要件である「１／３以上減少」を「１／５以
上減少」とする、②新規雇用者割合である
「１／１０以上（最低１人以上）」を「１／２以
上（最低１人以上）」とする等の要件の一部
を見直した新たな事業類型を創設する。

富山県
キャリアアップ教育推
進構想

1298 1298020 092190
　インターシップ受入企業への
助成措置

　国のインターンシップ推進等に関
する事業費等の使途拡大

　ジュニア・インターシップ推進事業費の受
入企業への助成金としての使途拡大

インターシップの実施においては、受入企業の負
担が大きく、実施規模の拡大には、受入企業への
支援が必要。

・通達（平成１５年４月
１日付け職発第
0401011号）「高等学
校における職業意識
形成支援事業の拡充
について」

インターンシップ受入れ先企業を開拓する
事業を経済団体等に委託し実施している。
ハローワークが実施するジュニア・インター
ンシップにおいては、事業主が実習生の受
入れに際して、事前講習等を実施した場合
には、その講師に対する謝金を支給。

3

○インターンシップの受入れは、各企業において、若年人材の育成等に関する
社会的責任を踏まえ、できる限りの対応をすべきものであり、企業に対する助
成金の支給はその趣旨に照らして不適切である。
○なお、ハローワークが実施するジュニア・インターンシップにおいては、実習
生の受入れに際して、事業主が事前講習等を実施した場合には、その講師に
対する謝金を支給しているところ。

提案者の要望は、インターンシップ受入企
業への助成措置により、インターンシップ
の実施拡大を図るというものであり、その
趣旨を踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

○インターンシップの受入れは、各企業において、
若年人材の育成等に関する社会的責任を踏まえ、
できる限りの対応がなされており、これにより、平成
１４年度には全国で２０万人を超える学生がインター
ンシップを経験しているところ、インターンシップの受
入に対する助成措置を講ずることは、膨大な追加財
政支出を伴うこととなり、対応困難である。
○なお、「若者自立・挑戦プラン」においても、産業
界がその社会的使命を認識し、企業が従来以上に
主体的に取り組むものとされているところ。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368160 092200
介護施設における高齢者雇用
に対する助成金の適用対象年
齢の拡大

特定求職者雇用開発助成金の受
給対象条件を介護サービス提供事
業所において満５５歳から７５歳ま
での者を野と入れた場合に同助成
金の支給が受けられるようにする。

介護施設を入所利用者のみならず周辺地
域の在宅介護及び介護予防に関する拠点
施設として活用を図ることを想定している。
このときに①高齢者の介護予防を図り身体
的な自立を促すと共に，経済的にも自立す
る施策の実施。②家族（自分の親等）の介
護をするため退職を余儀なくされた市民が
家族の介護に加え地域内の他の要介護者
の介護をしながら生活資金を得られるよう
な施策の実施。の観点から事業の実施を
行うことを想定している。

介護福祉産業分野での雇用拡大が期待されてい
るところに，高齢者の労働の機会を創出することを
組み合わせるモデルケースとして展開したいと考
える。

雇用保険法施行規則
第110条第２項第１号
平成13年９月12日職
発第540号、能発第
387号、雇児発第595
号
「経済社会の変化に
対応する円滑な再就
職を促進するための
雇用対策法等一部を
改正する等の法律等
の施行に伴う雇用保
険三事業に係る給付
金制度の改正につい
て」（通知）

○特定求職者雇用開発助成金は高齢者、
障害者その他就職が特に困難な者の雇用
機会の増大を図るため、これらの者を公共
職業安定所または、無料・有料職業紹介
事業者の紹介により、継続して雇用する労
働者として雇い入れる事業主に対して助成
を行う制度である。
○対象労働者のうち高齢者については、
60歳以上65歳未満を対象としている。

3
○６５歳以上の労働者については、基本的には雇用対策の対象ではない。
○６０才未満の者を支給対象者とすることについては、追加の財政措置が必要
となり、不適切。

介護福祉産業分野において、高齢者の労
働の機会の創出を図るという提案の趣旨
を踏まえ、再度検討し、回答されたい。

3

○６５歳以上の労働者については、基本的
には雇用対策の対象ではない。
○６０才未満の者を支給対象者とすること
については、追加の財政措置が必要とな
り、不適切。

大阪府 雇用状況の改善 2032 2032010 092210
緊急地域雇用創出特別基金事
業中小企業特別委託事業の要
件の緩和

　緊急地域雇用創出特別基金事業
の中小企業特別委託事業を活用
し、中小企業が、障害者就業・生活
支援センターやジョブカフェ、府が
事業展開を図っている地域就労支
援センター等を通じ障害者、中高
年齢者、母子家庭の母親、若年者
等を新規雇用する場合に限り、委
託対象中小企業の要件のうち特に
「３年前から直近の事業年度まで２
年連続売上が減少し、直近の事業
年度の生産指標が３年前に比べ３
分の１以上減少している企業」の撤
廃を求める。

　「３年前から直近の事業年度まで２年連
続売上が減少し、直近の事業年度の生産
指標が３年前に比べ３分の１以上減少して
いる企業」であることを要するとする要件を
緩和することにより、委託対象業者の範囲
を広げ、雇用創出の拡大を図る。

　中小企業特別委託事業については、委託対象者
の制約があり、事業化が難しいため、委託対象業
者の要件緩和が必要。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

　緊急地域雇用創出特別交付金事業のう
ち中小企業特別委託事業については、雇
用機会の創出に加えて、経営の悪化した
中小企業における雇用の安定についても
目的としていることから、本事業を受託でき
る中小企業については、従業者数が５０人
未満であること、最近の売上高が一定以上
減少していることなどを要件としているとこ
ろである。

3

本事業は、厳しい経営環境におかれ売上高が減少している一定規模以下の中
小企業について、地方公共団体から事業を委託することにより、当該事業所に
おける労働者の雇用機会の維持・創出を図るものであり、臨時応急の措置とし
て実施しているものである。このため、本事業の委託先として対象とするのは、
景気の悪化の影響を受け、離職者を発生させる可能性の高い従業員数５０人
未満規模の企業であり、現行の要件も、そのようなものとして設定しているもの
である。

委託対象業者の範囲を広げ、雇用創出の
拡大を図るという提案の趣旨を踏まえ、要
望を実現するにはどうすればいいか再度
検討し、回答されたい。

2･3 Ⅴ

本事業は、中小企業の雇用の安定や雇用
機会の提供を目的とするものであるが、最
近の景気が着実に回復している状況を踏
まえると、今後においては、景気の回復が
雇用機会の創出・拡大に確実に結びつくよ
うにしていくことが重要であることから、従
来の事業類型のほかに、①生産指標の減
少要件である「１／３以上減少」を「１／５以
上減少」とする、②新規雇用者割合である
「１／１０以上（最低１人以上）」を「１／２以
上（最低１人以上）」とする等の要件の一部
を見直した新たな事業類型を創設する。

熊本県
熊本セミコンダクタ・
フォレスト構想

2048 2048040 092220
地域雇用機会増大促進支援事
業の実施地域の要件緩和

「地域雇用機会増大促進支援事
業」について、地域再生計画を策定
して雇用対策に取り組む雇用機会
増大促進地域以外の地域について
も実施できるよう要件を緩和する。

　半導体産業の振興と相まって、その雇用
機会増大効果を図るための以下のような
取組を行う。　　　　　　　　　　　　　　　・くま
もとテクノ産業財団で実施している「ネット
ワーク型半導体教育・研修講座」や国内外
留学等による地域人材育成
・ヘッドハンティング会社等による人材の勧
誘等
・労務管理、人事戦略等に係る地域内外
の専門家によるコンサルティング支援

地域再生計画を策定しようとする区域（１３市町村）
の一部が地域雇用増大促進地域ではない（７市町
村）ため、地域再生計画により一体的な事業効果
が見込まれる当該事業を実施するため、要件の緩
和が必要である。

平成16年度新規事業
(予算事業、予算成立
後事業実施通達を発
出予定)

平成16年度新規事業として、地域雇用開
発促進法に基づく雇用機会増大促進地域
において産業振興に伴う雇用面の問題を
解決するため、市町村及び地元経済団体
等により設立された協議会から、地域の創
意工夫を活かした事業の提案を受け、高い
雇用創出効果が認められる提案を行った
協議会に対し事業を委託して実施する予
定。

Ⅴ 検討中

「地域雇用機会増大促進支援事業」につい
て、地域再生計画を策定して雇用対策に
取り組む雇用機会増大促進地域以外の地
域についても実施できるようにするという提
案の趣旨を踏まえ、要望を実現するにはど
うすればいいか検討し、回答されたい。

1 Ⅴ

○地域雇用機会増大促進支援事業（以下「増大プラ
ス事業」という。）の実施可能な地域の範囲につい
て、
①　認定された再生計画中に増大プラス事業を活用
することが盛り込まれており、
②　地域再生計画を認定された市町村の区域が、
雇用機会増大促進地域と同様、求職者の総数に比
し雇用機会が相当程度不足しているため、当該求職
者がその地域内において就職することが困難な状
況にあるものと判断できる
場合、雇用機会増大促進地域でなくとも、増大プラ
ス事業の実施可能な範囲とする。
○なお、本事業は提案公募型事業であり、関係市町
村、経済団体等で構成される協議会が提案する事
業のうち雇用創出効果の高い事業を採択し委託す
ることとなる。

京都府
京の芸術家支援事業
（文化ニューディール
事業）

2055 2055010 092230
緊急雇用創出特別基金事業を
活用した芸術家の雇用

緊急雇用創出特別基金事業を活
用し、芸術家の雇用を図る。

・京都文化財団に委託し、京都府内在住の
芸術家の創作活動を支援する。
・対象は、当事業の調整を行うアートプロ
デューサー、創作活動やパフォーマンスを
行う芸術家とする。　　　　　　　　　　・展示
系の芸術家には、作品の制作を依頼し、要
望のある市町村にパブリックアートとして設
置するとともに、公共の博物館等で展示公
開する。　　　　　　　　　　　・舞台系芸術家
は、公共の場でのパフォーマンスを実施す
るとともに、教育現場等において、ワーク
ショップを実施する。　　　　　　　・アートプロ
デューサーには総合的な企画調整機能の
役割を課す。

・京都には多くの芸術家が在住しているが、個人と
して活動しているものが多く、不安定な状況に置か
れている。　　　　・緊急雇用創出特別基金事業の
各種規制を緩和し、芸術家を雇用することにより、
安定的な創作活動の機会を提供するとともに、地
域の芸術的環境の醸成を図り、もって地域の活性
化に資することとする。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

本交付金事業は、各地域の実情に応じ、
地方公共団体の創意工夫に基づいた事業
を実施し、公的部門における緊急かつ臨時
的な雇用・就業機会を創出するものであ
る。

3・5

○本事業は、公的部門における緊急かつ臨時的な雇用・就業機会を創出する
ものであれば、地方公共団体が地域の実情に応じた事業を企画・実施するもの
であり、事業の種類に特段の制約を設けておらず、芸術家を活用した事業の企
画・実施は可能である（基金実施要領第５の１）。なお、平成14年12月20日に、
事業に従事する労働者のうち新規雇用の失業者の割合が概ね85％の場合に、
事業費に占める人件費割合が7割以上の場合も認める等の運用の改善を行
い、現行制度の効果的な運用を図っているところであり、更なる要件緩和につ
いては考えていない。
○また、本事業は、平成16年度末までの構造改革の集中調整期間中における
臨時応急の措置として実施しているものであり、延長は考えていない。

芸術家を雇用することにより、安定的な創
作活動の機会を提供するという提案の趣
旨を踏まえ、要件の緩和についても再度検
討し、回答されたい。

3・5

○本事業は、公的部門における緊急かつ
臨時的な雇用・就業機会を創出するもので
あれば、地方公共団体が地域の実情に応
じた事業を企画・実施するものであり、事業
の種類に特段の制約を設けておらず、芸
術家を活用した事業の企画・実施は可能で
ある（基金実施要領第５の１）。
○また、本事業は、平成16年度末までの構
造改革の集中調整期間中における臨時応
急の措置として実施しているものであり、
延長は考えていない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

堺市 地域雇用再生構想 2088 2088010 092240
緊急地域雇用創出特別基金事
業の委託対象者の条件撤廃

緊急地域雇用創出特別基金事業
のうち中小企業特別委託事業の委
託対象者の要件である「常時雇用
の従業員数、売上高、事業活動指
標」にかかる条件を撤廃する。

本市においても緊急地域雇用創出特別基
金事業を活用し、地域雇用の確保に努め
ているが、継続雇用に結びつきにくいのが
現状である。このことから当該事業の最終
年度である平成16年度においては、中小
企業特別委託事業の委託対象者の条件を
撤廃し、この厳しい経済の下、活力ある企
業も委託の対象者とすることにより継続雇
用の可能性を向上させる。

委託対象企業を拡大することにより、継続雇用の
機会の拡大を図るため

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

　緊急地域雇用創出特別交付金事業のう
ち中小企業特別委託事業については、雇
用機会の創出に加えて、経営の悪化した
中小企業における雇用の安定についても
目的としていることから、本事業を受託でき
る中小企業については、従業者数が５０人
未満であること、最近の売上高が一定以上
減少していることなどを要件としているとこ
ろである。

3

本事業は、厳しい経営環境におかれ売上高が減少している一定規模以下の中
小企業について、地方公共団体から事業を委託することにより、当該事業所に
おける労働者の雇用機会の維持・創出を図るものであり、臨時応急の措置とし
て実施しているものである。このため、本事業の委託先として対象とするのは、
景気の悪化の影響を受け、離職者を発生させる可能性の高い従業員数５０人
未満規模の企業であり、現行の要件も、そのようなものとして設定しているもの
である。

委託対象企業を拡大し、継続雇用の機会
の拡大を図るという提案の趣旨を踏まえ、
要望を実現するにはどうすればいいか再
度検討し、回答されたい。

2･3 Ⅴ

本事業は、中小企業の雇用の安定や雇用
機会の提供を目的とするものであるが、最
近の景気が着実に回復している状況を踏
まえると、今後においては、景気の回復が
雇用機会の創出・拡大に確実に結びつくよ
うにしていくことが重要であることから、従
来の事業類型のほかに、①生産指標の減
少要件である「１／３以上減少」を「１／５以
上減少」とする、②新規雇用者割合である
「１／１０以上（最低１人以上）」を「１／２以
上（最低１人以上）」とする等の要件の一部
を見直した新たな事業類型を創設する。

兵庫県
雇用機会の増大促進
構想

2110 2110010 092250
雇用機会増大促進地域に係る
要件の弾力化

雇用機会増大促進地域に係る要
件について、常用有効求職者数や
事業所数に係る要件を概ね満たし
ておればよいようにする。

雇用機会の増大促進

現行では雇用機会増大地域に係る要件を具備し
ていれば、引き続き地域雇用開発促進法に基づく
各種助成金等の活用による雇用機会の増大促進
を図ることができるが、西播磨地域では、現在の雇
用機会増大計画期間終了時（H18.3）に、当地域が
計画の要件を具備しているかが不透明であり、中
長期的な視点での企業誘致等に支障をきたしてい
る。そこで、常用有効求職者数や事業所数に係る
要件を概ね満たしておればよいように計画の要件
を弾力化する必要がある。

地域雇用開発促進法
第２条第２項
地域雇用開発促進法
施行規則第１条
雇用機会増大促進地
域、能力開発就職促
進地域、求職活動援
助地域及び高度技能
活用雇用安定地域に
おける地域雇用開発
の促進に関する指針
（厚生労働省告示第
３０８号）第１の１の
（１）

「雇用機会増大促進地域、能力開発就職
促進地域、求職活動援助地域及び高度技
能活用雇用安定地域における地域雇用開
発の促進に関する指針（厚生労働省告示
第３０８号）第１の１の（１）」を要件としてい
る。

3
提案のとおり「要件を概ね満たすこと」とすることは、運用が恣意的になり適切
ではない。

常用有効求職者数や事業所数に係る要件
の弾力化を求める提案の趣旨を踏まえ、
再度検討し、回答されたい。

3

○提案のとおり「要件を概ね満たすこと」と
することは、運用が恣意的になり適切では
ない。
○要件緩和に伴い、追加の財政支援措置
が必要となる可能性がある。

岡山県
条件不利地域におけ
る地域資源を生かした
農村再生

2167 2167050 092260
新規就農者及び雇用法人への
支援

１　営農開始には多額の初期投資
が必要となり、さらには経営安定に
は数年かかるため、円滑な就農に
向けた研修費（月額15万円程度）
支給に対して、農林水産省の新規
就農支援事業の補助対象とする。

２　従業員を雇用した事業主（農業
も同様）へは、厚生労働省の助成
措置（地域雇用開発促進助成金）
があるが、零細な農業法人に対し
ては、天候の影響が大きい農業の
特異性を考慮し、支給対象期間を
現行の６ヶ月から１２ヶ月に、また
支給率を１/４から１/３に支給内容
の拡充を図る。

１　岡山県では、毎年１００人の新規就農者
の確保・育成をめざして、各地で就農相談
を実施するとともに、就農希望者に対し先
進的農家での研修を実施し、研修期間中
は研修生に対し月額１５万円を県単独で支
給しているが、国庫補助対象となることに
より、より多くの研修生への支給が可能と
なる。

２　農業法人が従業員を雇用した場合の厚
生労働省の助成措置（地域雇用開発促進
助成金）について、支給対象期間が現行の
６ヶ月から１２ヶ月に、また支給率が１/４か
ら１/３に支給内容の拡充が図られることに
より、地域雇用の創出が期待できる。

１　営農開始には多額の初期投資が必要となり、さ
らには経営安定には数年かかるため、円滑な就農
に向けた研修費（月額15万円程度）支給に対して、
国庫による補助が必要である。

２　零細な農業法人に対しては、天候の影響が大
きい農業の特異性を考慮し、支給内容の拡充が必
要である。

雇用保険法施行規則
第１１２条第２項第３
号
平成13年９月12日職
発第540号、能発第
387号、雇児発第595
号
「経済社会の変化に
対応する円滑な再就
職を促進するための
雇用対策法等一部を
改正する等の法律等
の施行に伴う雇用保
険三事業に係る給付
金制度の改正につい
て」（通知）

地域雇用開発促進法第９条第１項に規定
する雇用機会増大促進地域、農村地域工
業等導入促進法第２条第１項に規定する
農村地域等に事業所を設置又は整備し、
その地域に居住する求職者等を継続して
雇用する労働者として雇い入れる事業主
に対して、賃金６か月相当額の６分の１（中
小企業事業主４分の１）助成や設置又は整
備に要した費用及び雇い入れた労働者数
に応じて助成している。

3 支給対象期間、支給率を上げることは追加の財政支出を伴い困難。
零細な農業法人に対する支給内容の見直
しを求める提案者の要望を踏まえ、再度検
討し、回答されたい。

3
支給対象期間、支給率を上げることは追加
の財政支出を伴い困難。

日興コーディ
アル証券株式
会社

地域資本市場創成プ
ロジェクト

3024 3024060 092270
投資調査の為の特別交付金事
業要件の緩和

地域資本市場への投資ニーズの
継続的調査を厚生労働省による推
奨事業例に追加し、雇用期間要
件、人件費割合要件を緩和、事業
期間を平成17年度まで延長する。

地域資本市場に関する投資ニーズ調査を
継続的に実施、公表することは、潜在的な
投資ニーズを掘り起こすとともに発行者の
効率的な市場利用につながる。しかし、毎
回の調査には大きな人的コストが発生する
ため、投資ニーズ調査が緊急地域雇用創
出特別交付金による事業として認定されれ
ば、各地方における地域資本市場創成プ
ロジェクトへの大きな支援策となる。

地域資本市場創成プロジェクトからの当初の利益
は利用者である地域における発行者や投資家で
ある住民に還元されるべきで、プロジェクト推進主
体に当面収益性はない。立上げ段階における調査
対応への支援があれば、プロジェクト推進ニーズ
は高まる。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

本交付金事業は、平成１６年度末までの措
置として、各地域の実情に応じ、地方公共
団体の創意工夫に基づいた事業を実施
し、公的部門における緊急かつ臨時的な
雇用・就業機会を創出するものである。
また、本事業は、雇用創出効果をより高め
るため、都道府県全体で事業費に占める
人件費の割合が８割を越えること等一定の
要件を定めている。

3

○本事業は、地方公共団体が地域の実情に応じた事業を企画・実施するもの
であり、事業の種類に特段の制約を設けておらず、地方公共団体が企画すれ
ば、地域資本市場に関する事業等の実施は可能である（基金実施要領第５の
１）。なお、平成14年12月20日に、事業に従事する労働者のうち新規雇用の失
業者の割合が概ね85％の場合に、事業費に占める人件費割合が7割以上の場
合も認める等の運用の改善を行い、現行制度の効果的な運用を図っているとこ
ろであり、更なる要件緩和については考えていない。
○また、本事業は、平成16年度末までの構造改革の集中調整期間中における
臨時応急の措置として実施しているものであり、延長は考えていない。

提案者の要望は、地域資本市場への投資
ニーズの継続的調査を行うにあたり、事業
実施期間の延長等を求めるものであり、そ
の趣旨を踏まえ再度検討し、回答された
い。

3

○本事業は、地方公共団体が地域の実情
に応じた事業を企画・実施するものであり、
事業の種類に特段の制約を設けておら
ず、地方公共団体が企画すれば、地域資
本市場に関する事業等の実施は可能であ
る（基金実施要領第５の１）。なお、平成14
年12月20日に、事業に従事する労働者の
うち新規雇用の失業者の割合が概ね85％
の場合に、事業費に占める人件費割合が7
割以上の場合も認める等の運用の改善を
行い、現行制度の効果的な運用を図って
いるところであり、更なる要件緩和につい
ては考えていない。
○また、本事業は、平成16年度末までの構
造改革の集中調整期間中における臨時応
急の措置として実施しているものであり、
延長は考えていない。

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051100 092280
緊急雇用対策事業時の就業者
の条件変更

緊急地域雇用創出特別交付金（基
金）事業に被雇用者として母子家
庭等の有職者の受け入れ

緊急地域雇用創出特別交付金（基金）事
業に被雇用者として母子家庭等でパート就
労者、児童扶養手当受給者を受け入れて
人件費に充当し、本事業に於いて就業す
る。

緊急雇用対策事業の雇用者は無職者限定。しかし
母子家庭等者は無職者は少ないがパート就労者
が４割強であり、そのほとんどが児童扶養手当受
給者である。それらが雇用対策事業での被雇用者
となれなければ、現状の就業先を複数抱え夜も外
出して就業し、子育てはおろか自分自身のカラダを
も犠牲にし続けなければならない。母親不在の家
で幼い子供らは寂しさを募らせ、子供自身も外に
出てしまい健康な生活を維持することは困難とな
る。尚かつ年金制度の改定でパート就労時間の短
縮を余儀なくされ益々収入が激減する可能性は大
である。そうなったときに給付金を外れ自立する事
はますますできなくなる。
自立支援推進特定モデル事業の実施自治体すら
いない状況では、母子家庭等の自立は机上の空
論となってしまう。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

本事業は厳しい雇用失業情勢の下で、緊
急かつ臨時的な雇用・就業機会を創出す
ることを目的としており、雇用創出効果が
高まるよう、都道府県の事業計画全体で事
業に従事する労働者のうち失業者の雇い
入れ割合が概ね3/4以上等の要件を設け
ている。

5

本事業は基本的に失業者を対象としているが、失業者以外（委託先の従業員
等）の就労も想定しており、都道府県の事業計画全体で事業に従事する労働
者のうち失業者の雇い入れ割合が概ね3/4以上という要件を充たしていれば、
母子家庭等でパート就業者であっても当該事業での就労は可能である。
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㈱東京リーガ
ルマインド

民間活力の積極的活
用による地域経済活
性化について

3088 3088010 092290
民間によるワンストップセン
ターの設置

民間事業者が求職者に対して、ワ
ンストップで職業紹介トータルサー
ビスを提供できるよう、求職者から
の紹介手数料徴収禁止規定を撤
廃していただきたい。

民間事業者による「ワンストップ職業紹介
サービス」により、地域の失業率を改善す
る。

民間活力による地域経済の活性化を実現させるた
め

職業安定法第32条の
３第２項
職業安定法施行規則
第20条第２項
職業安定法施行規則
第20条第２項の規定
に基づき、厚生労働
大臣の定める額を定
める件（平成14年厚
生労働省告示第26
号）

有料職業紹介事業者は、原則として求職
者から手数料を徴収してはならないことと
されており、例外的に一定の求職者（モデ
ル、芸能家、年収1,200万円を超える科学
技術者及び経営管理者）から就職後六箇
月以内に支払われた賃金の10.5/100（免
税事業者は10.2/100）に相当する額以下の
手数料を徴収する場合のみ認められてい
る。

7

野田市
環境バイオシティ野田
構想

1174 1174050 092300 新規事業の創出 地域雇用機会増大促進支援事業
新たな事業を創出するとともに、必要な人
員の確保を行い、あわせて関連事業にお
ける雇用促進を進める必要がある。

バイオ資材研究成果を活用した新産業・新規事業
の創出を行うため。

平成16年度新規事業
(予算事業、予算成立
後事業実施通達を発
出予定)

平成16年度新規事業として、地域雇用開
発促進法に基づく雇用機会増大促進地域
において産業振興に伴う雇用面の問題を
解決するため、市町村及び地元経済団体
等により設立された協議会から、地域の創
意工夫を活かした事業の提案を受け、高い
雇用創出効果が認められる提案を行った
協議会に対し事業を委託して実施する予
定。

Ⅴ 検討中

「地域雇用機会増大促進支援事業」につい
て、地域再生計画を策定して雇用対策に
取り組む雇用機会増大促進地域以外の地
域についても実施できるようにするという提
案の趣旨を踏まえ、要望を実現するにはど
うすればいいか検討し、回答されたい。

1 Ⅴ

○地域雇用機会増大促進支援事業（以下「増大プラス事
業」という。）の実施可能な地域の範囲について、
①　認定された再生計画中に増大プラス事業を活用するこ
とが盛り込まれており、
②　地域再生計画を認定された市町村の区域が、雇用機会
増大促進地域と同様、求職者の総数に比し雇用機会が相
当程度不足しているため、当該求職者がその地域内におい
て就職することが困難な状況にあるものと判断できる
場合、雇用機会増大促進地域でなくとも、増大プラス事業の
実施可能な範囲とする。
○なお、本事業は提案公募型事業であり、関係市町村、経
済団体等で構成される協議会が提案する事業のうち雇用
創出効果の高い事業を採択し委託することとなる。

㈱東京リーガ
ルマインド

デュアルシステムの促
進～「若年者トライア
ル雇用事業」の「ジョ
ブ・カフェ」への拡大適
用）～

3087 3087020 092310
デュアルシステムの促進（短期
的政策）

「若年者トライアル雇用事業」の職
業紹介ルートを「若年者のためのワ
ンストップセンター（通称：『ジョブ・カ
フェ』）」にも拡大する。「ジョブ・カ
フェ」は、ハローワークのみならず、
地方公共団体・民間事業者・学校
なども連携した若年者就業支援施
設であるため、より多くの若年者・
企業に対する職業紹介ルートの間
口を広げることになり、制度の実効
性も大幅に高まることになる。

「ジョブ・カフェ」への人材情報提供、求人情
報、各種職業知識・能力開発研修カリキュ
ラムの企画・制作に、一民間事業者として
協力していく。

「若年者トライアル雇用事業」は、企業が、ハロー
ワーク（公共職業安定所）から紹介された若年者
（30歳未満）を一定期間試行的に雇い、その業務
遂行能力を見極めたうえで、本採用するかどうかを
決めるという制度である。ただし、この制度は、ハ
ローワーク経由の職業紹介だけに限定適用されて
おり、間口が狭く実効的な制度とはなっていない。
それを改善する方法としては、紹介ルートを多様化
させ、より多くの若年者のアクセスを可能とするた
めに、「若年者トライアル雇用事業」の職業紹介
ルートを「若年者のためのワンストップセンター（通
称：『ジョブ・カフェ』）」にも拡大する。「ジョブ・カ
フェ」は、ハローワークのみならず、地方公共団体・
民間事業者・学校なども連携した若年者就業支援
施設であるため、より多くの若年者・企業に対する
職業紹介ルートの間口を広げることになり、制度の
実効性も大幅に高まることになる。

・雇用保険法施行規
則第１１０条の３
・通達（平成１５年３月
２８日付け職発第
0328002号）別添「トラ
イアル雇用事業実施
要領」
・「若者自立・挑戦プ
ラン」（平成１５年６月
１０日若者自立・挑戦
戦略会議）

・ハローワークに求職申込みをしており、職
業経験、技能、知識等の状況等から就職
が困難であると判断される３０歳未満の者
を、短期間（原則３か月）試行的に受け入
れて就業させる事業主に対し、対象労働者
１人につき月額５万円の奨励金を３か月支
給する。
・都道府県の要請に応じ、ジョブカフェにハ
ローワークを併設する。

5
都道府県の要請に応じ、ジョブカフェにハローワークを併設することとしており、
ジョブカフェに併設されるハローワークにおいては、ジョブカフェ利用者に対する
トライアル雇用の実施は、可能である。

貴省の回答によれば、ジョブカフェに併設
されるハローワークにおいてはトライアル
雇用の実施は可能であるとのことである
が、提案は職業紹介ルートをジョブカフェそ
のものにも拡大するということであり、その
趣旨を踏まえ、再度検討し、回答された
い。

5

〇若年者トライアル雇用事業については、
ハローワークの職業紹介過程の一環とし
て、職業経験の不足等から常用雇用のた
めには短期間の試行雇用を経ることが真
に有効であると考えられる者を選定し、十
分な職業指導等を行った上で、トライアル
雇用に係る職業紹介を行うものであり、国
としての関与が必要なものである。
〇なお、都道府県の要請に応じ、ジョブカ
フェにハローワークを併設することとしてお
り、ジョブカフェに併設されるハローワーク
においては、ジョブカフェ利用者に対するト
ライアル雇用の実施は、可能である。

石川県
石川デジタルコンテン
ツ産地形成推進構想

1051 1051020 092320
若年者のためのワンストップ
サービスセンターのモデル地域
の指定

デジタルコンテンツ産業を担う若手
人材をＯＪＴにより育成する石川県
独自のＥビジネストライアル事業を
核として、若年者に対して、カウン
セリングから研修等まで一貫した
サービスを実施するために、「若者
自立・挑戦プラン」に基づく若年者
のためのワンストップサービスセン
ター（通称：Job-Café）整備のため
のモデル地域に指定

デジタルコンテンツを活用したＥビジネスを
推進できる人材（Ｅビジネスプロデュー
サー）を養成するため、県や企業から実際
に発注されるＥビジネス企画案件にＯＪＴ方
式で取り組む教育プログラム（石川県Ｅビ
ジネストライアル）に、カウンセリングから一
貫した教育を追加することにより、デジタル
コンテンツ産業を担う若手人材を育成す
る。

若年者のためのワンストップサービスセンター（通
称：Job-Café）整備のためのモデル地域に指定さ
れることにより、企業及び若年者の参画と本県独
自の石川県Ｅビジネストライアル事業の円滑な推
進を図ることで、地域ブランドの確立を目指す。

6 本提案については、当省の担当とするところでない。

石川県
石川ニッチトップ企業
倍増計画

1052 1052060 092330
若年者のためのワンストップ
サービスセンターのモデル地域
の指定

キラリと光る技術を有する企業に対
し、人材不足のデスバレーを克服
するための支援を行うため、若年
者に対して、カウンセリングから研
修等まで一貫したサービスを実施
する、「若者自立・挑戦プラン」に基
づく若年者のためのワンストップ
サービスセンター（通称：Job-Café）
整備のためのモデル地域に指定

キラリと光る技術を有する企業が求める工
学系・ＭＯＴ人材や若年技能者等を養成す
るため、本県に集積する高等教育機関の
優秀な学生等若年者に対し、カウンセリン
グから一貫した教育を実施することにより、
ニッチトップ企業育成のための人材不足の
デスバレーを克服する。

キラリと光る技術を有する企業が、国内外で競争
力ある事業展開を行うためには、それを可能にす
る人材を育成する基盤を「いしかわ」に形成し、ニッ
チトップ企業創出の土壌形成を図る必要がある。

6 本提案に関しては、当省の担当とするところではない。

千葉県
雇用対策の推進と産
業人材の育成

1308 1308010 092340
緊急地域雇用創出特別交付金
事業の継続

本県においては、緊急地域雇用創
出特別基金事業を有効に活用し
て、（ⅰ）「障害者就業支援ｷｬﾘｱｾﾝ
ﾀｰ」を設置して、就労を希望する障
害者に対してマンツーマンで各々
の能力・特性に合った就業支援を
実施　（ⅱ）「県民再就職支援セン
ター」を設置して再就職を支援する
ための相談・情報提供を実施
（ⅲ）本年度、全国に先駆けて「地
域キャリアセンター」を設置して、高
校新卒者の就職支援を実施、など
様々な就業支援策を展開し、成果
を挙げてきているが、こうした地域
雇用の増加に大きく貢献する施策
に対しては、17年度以降も基金事
業を継続すること。

緊急地域雇用創出特別基金事業を有効に
活用して、（ⅰ）「障害者就業支援ｷｬﾘｱｾﾝ
ﾀｰ」を設置して、就労を希望する障害者に
対してマンツーマンで各々の能力・特性に
合った就業支援を実施　（ⅱ）「県民再就職
支援センター」を設置して再就職を支援す
るための相談・情報提供を実施　（ⅲ）本年
度、全国に先駆けて「地域キャリアセン
ター」を設置して、高校新卒者の就職支援
を実施、など様々な就業支援策を総合的
に展開している。

現在の緊急地域雇用創出特別基金事業が平成１
６年度で終了することから、現在交付金により実施
している事業のうち、就業支援の基幹となり、地域
の雇用拡大に大きく貢献する事業については、こ
れを継続することが必要である。

緊急地域雇用創出特
別基金事業実施要領
（平成15年２月10日
付け厚生労働省発職
第0210001号事務次
官通達）

本交付金事業は、平成１６年度末までの臨
時応急の措置として、各地域の実情に応
じ、地方公共団体の創意工夫に基づいた
事業を実施し、公的部門における緊急かつ
臨時的な雇用・就業機会を創出するもので
ある。

3
本交付金については、平成16年度末までの構造改革の集中調整期間中にお
ける臨時応急の措置として実施しているものであり、延長は考えていない。

提案者の要望は、就業支援の基幹となり、
地域の雇用拡大に大きく貢献する事業に
ついての継続を求めるものであり、その趣
旨を踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

本交付金については、平成16年度末まで
の構造改革の集中調整期間中における臨
時応急の措置として実施しているものであ
り、延長は考えていない。

43 / 66 ページ



09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

京都府
障害者雇用の促進に
よる社会福祉事業の
活性化

2054 2054010 092350

・障害者等の雇用数に応じた
介護保険及び支援費単価の設
定　　　　・財源として法定雇用
率未達成企業納付金等の活用

・事業規模に関係なく、障害者等の
雇用数に応じて介護保険及び支援
費の単価を設定。
・必要な財源は、法定雇用率未達
成企業納付金等を活用。

・事業規模に関係なく、障害者等の雇用数
に応じて介護保険及び支援費の単価を設
定。　　　　　　　　　　　　　　　　障害者を積
極的に雇用することに結びつく。
・必要な財源として、法定雇用率未達成企
業納付金等を活用。

・本府における社会福祉事業者の規模は小さく障
害者雇用促進法の対象となっていないため、社会
福祉施設や社会福祉サービス事業者において不
況等もあり障害者雇用が進まない。
状況を打破するためには、具体的に障害者雇用に
係る財源支援等が求められる。

障害者の雇用の促進
等に関する法律（昭
和３５年法律第１２３
号）

障害者の雇用の促進等に関する法律に基
づき、一般の民間事業主は雇用する常用
労働者の１．８％（雇用率）に相当する数の
身体障害者又は知的障害者を雇用するこ
とが義務付けられている。
この雇用率を満たさない事業主は雇用率
に不足する身体障害者又は知的障害者の
数に応じて障害者雇用納付金を納める義
務があり、現在は暫定的に常用労働者数
301人以上の企業を対象に障害者雇用納
付金を徴収している。また、障害者雇用納
付金を財源として、障害者雇用調整金、報
奨金、各種助成金を支給している。

3

障害者雇用納付金制度については、事業主が身体障害者又は知的障害者を
雇用した場合に生じる追加的な費用を事業主の間で調整すること等を目的に、
業種に関わることなく障害者雇用納付金を徴収し、これを原資として助成金等
を支給しているものである。このため、業種を限定することなく徴収している障
害者雇用納付金を特定の業種の事業主のためにのみ支出することは業種間
の不公平性を生じ、当該制度の趣旨に反するものである。
また、常用雇用労働者数301人以上の規模の企業については、法定雇用率を
満たしている場合に障害者雇用調整金を受けることが可能であり、常用雇用労
働者数300人以下の規模の企業についても、一定の身体障害者又は知的障害
者を雇用している場合に報奨金を受けることが可能であるため、要望内容が実
現した場合、企業の受益が二重に生じることからも当該要望を措置することは
困難である。

事業規模に関係なく、障害者等の雇用数
に応じて介護保険及び支援費の単価を設
定することにより障害者の雇用を図るとい
う提案者の要望を踏まえ、再度検討し、回
答されたい。

3

障害者雇用納付金制度については、事業主が身体
障害者又は知的障害者を雇用した場合に生じる追
加的な費用を事業主の間で調整すること等を目的
に障害者雇用納付金を徴収し、これを原資として助
成金等を支給しているものである。このため、介護
保険及び支援費と連動させ、業種を限定することな
く徴収している障害者雇用納付金を特定の業種の
事業主のためにのみ支出することは業種間の不公
平性を生じ、当該制度の趣旨に反するものである。
また、常用雇用労働者数301人以上の規模の企業
については、法定雇用率を満たしている場合に障害
者雇用調整金を受けることが可能であり、常用雇用
労働者数300人以下の規模の企業についても、一定
の身体障害者又は知的障害者を雇用している場合
に報奨金を受けることが可能であるため、要望内容
が実現した場合、企業の受益が二重に生じることか
らも当該要望を措置することは困難である。

長野県
コモンズの視点からの
人づくり

1069 1069100 092360
職業能力開発施設の教育訓練
方法の弾力化

職業能力開発施設の教育訓練方
法にITを活用した通信教育を採用
する。この場合、職業能力開発施
設での訓練をもって資格取得の要
件を満たすものと認めている他の
省庁が所管する資格（自動車整備
士等）についても、当該教育訓練方
法によってよいものとする。

職業能力開発施設の座学の教育訓練にイ
ンターネットを活用した手法を採用し、多忙
な在職者に利用しやすい環境を整え、社会
人の再教育を推進する。

学科に関する訓練を職業能力開発施設での座学
に限定する現行の方法では、資格取得を目指す在
職者の利用が不可能なため

職業能力開発促進法
施行規則第10条及び
第11条

施行規則１０条及び１１条において、訓練
の実施方法については、通信の方法に
よっても行うことができるとされている。
　自動車整備士等資格については、所掌
する担当省庁が個別の公共職業訓練施設
毎の設備や体制等を考慮した上で訓練
コースを認定・指定等行い、当該訓練修了
をもって取得できるものもある。

５（イン
ターネッ
トの活
用）
６（資格
の取得）

職業能力開発促進法施行規則第10条及び第11条において、普通課程及び短
期課程の普通職業訓練の実施に当たり、通信の方法によっても行うことができ
る旨規定されており、現行制度においても一定要件の下インターネットを活用し
た職業訓練の実施は可能である。
　資格の取得については所管外である。

富山県
とやま地域再生・雇用
対策プロジェクト

1293 1293040 092370
若年者対策訓練(国10/10)の委
託先に県を含めるよう要領の
改正

若年者職業能力開発支援事業の
実施主体に県を加えるよう諸規定
の変更を求めるもの。

　学卒未就職者や早期離職者、フリーター
等を対象とした就職促進のための民間教
育訓練機関を活用した委託訓練について
は、雇用・能力開発機構が主体となって実
施することとなっている。
　このため、県は独自に若年者就職支援
事業を実施しているが、実施回数が少ない
ことから受講者のニーズに充分応えれない
状況にある。
　若年者の雇用情勢については、依然とし
て厳しい状況が続いていることから県と雇
用・能力開発機構が連携を図り、充実した
体制で若年者の就職支援事業を実施する
ため、県が実施する若年者就職支援訓練
(H15～実施)や若年者

　厚生労働省の「若年者職業能力開発支援事業」
の実施主体については、実施要領によって雇用・
能力開発機構と定められている。
　県では、県単独で若年者の就職支援事業を実施
しているが、国の委託事業として実施できるように
なれば、雇用能力開機構と連携してより効果的な
事業・訓練を実施することができる。

平成15年６月19日付
け職発第0619001号

現行においてはフリーター等に対する訓練
を実施する若年者職業能力開発支援事業
は、雇用・能力開発機構で実施するものと
して予算措置しているところである。

2 Ⅶ
現行の事業は１５年度で修了する。なお、これを発展させた形で、１６年度から
日本版デュアルシステムを導入する予定であり、このうち職業能力開発施設を
活用した「普通課程活用型」については、都道府県が主体となる。

富山県
とやま地域再生・雇用
対策プロジェクト

1293 1293060 092380
職業訓練指導員免許の取得手
続の簡素化

　職業訓練指導員試験の受験免除
者に対する職業訓練指導員免許交
付の事務手続きの効率化を求める
もの。

　現状、職業訓練指導員免許の交付は、
職業能力開発総合大学校修了者や指導
員試験の合格者等からの申請に基づいて
行われている。一方、職業能力開発促進
法及び同法施行規則では指導員試験の受
験を免除される者であっても、試験の受験
申請手続きを行い、試験合格として申請を
しなければ免許の交付をできない規定と
なっている。
　このため、企業内で従業員の指導者に取
得を奨励している企業においては、指導員
試験の受験を免除される者であっても、年
１回実施している試験時期まで手続きを待
たなければならないことから改正の要望が
でている。

現

　職業訓練指導員免許は、指導員試験を免除され
る者であっても試験の受験申請手続きを行い、か
つ、試験合格者としての申請をしなければ免許の
交付を受けることができない。
　このため、試験免除者は随時交付申請すること
ができず、取得機会が限られる。

職業能力開発促進法
第２８条第３項、第３０
条の２第２項、職業能
力開発促進法施行規
則第４０条、第４６～４
８条、第４８条の３

職業訓練指導員免許は、申請に基づき職
業訓練指導員試験合格者等に対し、都道
府県知事から交付することとなっている。ま
た、知事は、一定の資格を有する者に対し
て、指導員試験の全部又は一部を免除で
きることになっている（法第３０条５項）。そ
の場合、免除を受けようとする者は免除の
要件に該当する書面を知事に提出（則第４
７条）し、知事により免除が認められ、その
後、知事に免許申請を行うこととなってい
る。（則第４０条）

5

現行制度において、指導員試験の実施回数については、職業能力開発促進法
令による特段の定めはなく、都道府県知事の判断で決定されるものであり、年
に複数回試験を実施している県も多い。試験の全部を免除される者に限定して
実施するなどの工夫により随時の手続きも行いうるものと考えている。

千葉県
雇用対策の推進と産
業人材の育成

1308 1308030 092390
既存施設を再生・有効活用す
る場合の国庫補助金の返還免
除

県立高等技術専門校（職業能力開
発促進法第15条の６第1項第1号に
規定する「職業能力開発校」）は、
その施設又は設備に要する経費の
1/2を国が負担しており、専門校の
利用目的を変更した場合、補助金
を返還する必要がある。
　県では、時代の変化に応じた適
切な産業人材育成を図るため、官
民の役割分担等を進めながら、職
業能力開発支援機能の拡充に向
けて、県立高等技術専門校の再編
を進める一方、民間による多様な
職業訓練委託を進めることとしてい
る。また、これに伴い、再編される
専門校については、地域の実情と
ニーズを踏まえ、地域の活性化に
効果的で柔軟な活用促進を図るこ
ととしている。このため、高等技術
専門校の再編に伴い、専門校施設
等の利用目的を変更した場合で
も、地域の活性化につながるような
目的に活用する場合は、返還が免
除されるよう提案するものである。

県立高等技術専門校の再編後において
は、地域の実情とニーズを踏まえ、地域の
活性化に効果的で柔軟な活用促進を図る
こととしている。活用策については、民間事
業者、ＮＰＯ法人、大学、地元市町村で「活
用のアイデアと手法」を探る検討会を開催
することを検討しているところである。
　県としては、現在のところ、施設・設備を
活用した住民向け技術講習や中高年（副
業のツール又はセカンドステージのライフ
プランのツールとして）を対象とした技術習
得（設備の活用、木工、エクステリア、造園
等）施設として活用することを考えている。

県立高等技術専門校は、その施設又は設備に要
する経費の1/2を国が負担しており、専門校の利用
目的を変更した場合、その補助金を返還する必要
がある。本県では、施設の統合による指導体制の
集約・強化を図るため、小規模校を再編するととも
に、再編後においては、地域の実情とニーズを踏
まえ、地域活性化に効果的で柔軟な活用促進を図
ることとしている。
職業能力開発支援の拡充の一環として行う県立高
等技術専門校の再編に当たって不可欠な施設転
用を進める場合に、地域に課せられる補助金返還
は、現在の厳しい財政状況下においては、大きな
制約条件となると考えられ、また、地元市町村の
ニーズに基づいて地域の活性化に向けた新たな活
用促進を図る際の障害になるとも考えられるので
支援措置が必要である。

補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律第22条
「職業能力開発事業
により取得した財産
等の管理について」
（昭和62年３月24日
付け能発第63号　労
働省職業能力開発局
長通達）

補助事業により取得した物件を用途変更
若しくは廃止する場合、補助金等の交付の
目的に類似した目的への用途変更である
場合は残存価格の返還は要しないこととし
ているが、それ以外の目的への用途変更
若しくは廃棄である場合は、残存価格等か
ら国庫補助負担率等によって算出した額を
国庫へ納付することとなる。

３

本補助事業は、都道府県立職業能力開発施設の建物・機械の整備事業等を
円滑に行いせしめ、労働者の職業能力の開発及び向上を促進することを目的
として、各都道府県からの申請に基づき交付しているものである。目的外への
使用の用途変更等を行った場合は補助金等に係る予算の執行の適正化に関
する法律に従うことになるため、返還を求めることになるが、どのような変更を
検討しているのか、個別具体的にに相談いただきたい。

転用した施設を用いて住民向け技術講習
や中高年を対象とした技術習得施設として
活用するという提案の趣旨を踏まえ、地域
の実情に応じ、既存施設の利用目的を変
更した場合に、補助金の返還を免除すると
いう要望を実現するにはどうすればいい
か、再度検討し、回答されたい。

1,3 Ⅴ

　職業能力開発校の施設転用について
は、平成１６年度から手続きの簡素合理化
及び地域再生の観点からの転用に当たっ
ての大臣同意基準等の必要な事項を明確
化した通達を都道府県に発出する。
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（事項名）
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係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
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する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類
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等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

日立市
ひとづくり・
ものづくり・
地域づくり構想

1377 1377100 092400
民間企業の施設及び機器を有
効活用してのニーズにあった
人材の育成

厚生労働省の職業能力開発促進
法によれば、職業能力開発校の各
訓練科ごとに必要とする設備につ
いては、「教科の科目に応じ当該科
目の訓練を適切に行うことができる
と認められているものであること」と
されており、職業能力開発校自体
に設置されなくとも、近隣の民間施
設に存在し適切に活用できる場合
は設置されているものとみなすこと
ができる。
また、訓練科ごとに定められている
各種の授業時間を柔軟に運用し、
企業ニーズに合わせた人材の育成
を図る。

職業訓練校を民間研修機関に隣接して設
置し、民間訓練機関に設置していない必要
な機器のみを整備することで対応する。
また、訓練科ごとの必要時間数を柔軟に運
用し、民間企業からのニーズに合わせた職
業訓練を行い、職場にすぐ対応できる訓練
生を育て、雇用の確保に寄与する。

職業能力開発校の施設及び設備の老朽化が進ん
でおり、また企業ニーズに直結しない人材育成と
なっている。ものづくりを継承していくために、地域
や時代が求める職業人の育成を進め、雇用の確
保に努めていく。

職業能力開発促進法
第１９条及び
職業能力開発促進法
施行規則第１０～１５
条

 　訓練時間数については公共職業訓練に
ついては職業訓練の基準に従い実施する
こととされており（法第１９条）、このうち、総
訓練時間数の下限と訓練期間の上限を職
業能力開発促進法施行規則第１１条にお
いて定めている。設備については、施行規
則第１０～１５条において、教科の科目に
応じ、訓練を的確に行うことができると認め
られるものでなければならない。

3

　職業能力開発促進法施行規則第１０～１５条において、職業能力開発校の各
訓練科ごとに必要としている設備は「教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切
に行うことができると認められるものであること。」とされていることから、ある訓
練科の科目が公共職業訓練施設以外の訓練施設を利用しなければならない
のであれば、当該施設は訓練基準をみたしていないこととなり、他の施設が利
用可能だとしても、当該訓練を公共職業訓練としては実施できない。

提案者の要望は、職業訓練校において、
民間訓練機関の設備を有効活用して民間
企業からのニーズに合った職業訓練を実
施するというものであり、その趣旨を踏ま
え、要望を実現するにはどうすればいいか
再度検討し、回答されたい。

5

職業能力開発促進法第１６条第１項により
公共職業能力開発施設は国及び都道府県
が設置し、職業能力開発促進法第１５条の
６第１項により、当該施設において職業訓
練を実施することとされている。また、職業
能力開発促進法第１９条及び職業能力開
発促進法施行規則１０～１５条に基づき、
職業能力開発校の各訓練科ごとについ
て、「教科の科目に応じ当該科目の訓練を
適切に行うことができると認められるもので
あること」とされていることから、基本的に
は公共職業能力開発施設において訓練を
実施すべきと考えるが、訓練の需要が急
激に増大した場合や、新たな施設の設備
に膨大な費用がかかる場合であって近隣
の認定訓練校において既に同等の施設が
存在する場合については、条例で都道府
県立能開校の分校という取扱いにすること
により現行制度においても対応できる。

山形県
やまがた産業ルネッサ
ンスプラン

1385 1385010 092410
ものづくり産業のコラボレート支
援のための補助事業の弾力的
運用

国庫補助事業で整備した職業訓練
施設や県立高校を活用し、企業の
コラボレート施設に転用する場合、
補助金返還義務を免除するもの。

廃止した県立の職業訓練施設や県立高校
を活用したコラボレート施設に、複数の企
業が入居して、企業間の交流を通じて技術
の向上や共同受注の推進を図るもの。

補助事業により整備した職業訓練施設等を「訓練
事業」以外の用途に供する場合、補助金の返還義
務が伴い、自治体の大きな負担となっているため。

「職業能力開発事業
により取得した財産
等の管理について」
（昭和62年３月24日
付け能発第63号　労
働省職業能力開発局
長通達）
補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律第22条

補助事業により取得した物件を用途変更
若しくは廃止する場合、補助金等の交付の
目的に類似した目的への用途変更である
場合は残存価格の返還は要しないこととし
ているが、それ以外の目的への用途変更
若しくは廃棄である場合は、残存価格等か
ら国庫補助負担率等によって算出した額を
国庫へ納付することとなる。

３

本補助事業は、都道府県立職業能力開発施設の建物・機械の整備事業等を
円滑に行いせしめ、労働者の職業能力の開発及び向上を促進することを目的
として、各都道府県からの申請に基づき交付しているものである。目的外への
使用を用途変更等を行った場合は補助金等に係る予算の執行の適正化に関
する法律に従うことになるため、返還を求めることになるが、どのような変更を
検討しているのか、個別具体的にに相談いただきたい。

提案者の要望は、補助事業により整備した
職業訓練施設等の目的外での使用の円滑
化を求めるものであり、その趣旨を踏ま
え、要望を実現するにはどうすればいいか
再度検討し、回答されたい。

1,3 Ⅴ

　職業能力開発校の施設転用について
は、平成１６年度から手続きの簡素合理化
及び地域再生の観点からの転用に当たっ
ての大臣同意基準等の必要な事項を明確
化した通達を都道府県に発出する。

大阪府 雇用状況の改善 2032 2032020 092420
離職者等再就職支援能力開発
事業の弾力化

離職者等再就職支援能力開発事
業の実施にあたり、訓練対象者や
訓練時間数、委託料の単価等を、
各地域の特性に応じて弾力的に設
定できるように運営方法の見直しを
図ることで、離職者等の再就職支
援を強化する。

・若年者、障害者、母子家庭の母親、ホー
ムレス等地域の実情に応じて対象者を限
定した訓練コースの設置
・訓練時間数の制限の撤廃（対象・目的に
より訓練時間を伸縮可能にする。）
・委託料単価全国一律設定の弾力化
など

現在の離職者等再就職支援能力開発事業では国
の定めた基準に基づき、全国一律・画一的な対応
が求められているが、雇用失業情勢には地域の特
性があり、各地域が離職者等の就職にあったてよ
り効果的な訓練を実施するためには、地域特性に
応じた当該事業の弾力的な運用が必要である。

委託訓練実施要領

離職者等再就職支援能力開発事業は雇
用保険法第６３条基づく雇用保険被保険者
等（被保険者及び被保険者であった者）を
対象とした事業である。
また、訓練時間数については職業能力開
発促進法施行規則第１１条において、総訓
練時間数の下限と訓練期間の上限を定め
ているが本事業については、１月あたりの
訓練時間が１００時間以上であり、総訓練
時間として標準３００時間としているところ
である。
さらに、委託費については、その適正な執
行を確保するため、委託訓練実施要領に
おいて、その上限額を示しているところで
ある。

5

　都道府県において就職に資する訓練科目や講座の設定にあたっては、地域
の人材ニーズを的確に把握した上で設定することとしている。したがって、雇用
保険被保険者等の範囲内であれば、地域の実情に応じて対象者を限定した訓
練コースの設定は可能である。
　また、訓練時間については、国から都道府県に委託し、雇用保険財源を活用
したセーフティーネットとして実施される離職者向け訓練であることを踏まえると
下限を定めることは必要と考えるが、できる限り弾力的な設定を可能としている
事業であることから、１月あたりの訓練時間が１００時間以上であり、総訓練時
間として標準３００時間としているところである。
　さらに、委託訓練実施要領に記載されている委託費については、適正な執行
を確保する必要があるため、上限額を示しているものであり、上限額以下なら
ば弾力的に設定することは可能であり、これにより対応することが困難である
場合についても、厚生労働省と協議の上、設定されたい。

兵庫県 産業人「財」育成構想 2112 2112010 092430
公共職業訓練の施設外訓練の
弾力的運用

職業能力開発制度の運用を改善
し、公共職業訓練の施設外訓練
（専修学校等への委託訓練）につ
いて、
①在職者も対象とすることができる
ようにする。
②企業ニーズに応じた高度な内容
の訓練で訓練費用が高額となる場
合については、求職者にも受講料
の一部の自己負担を求めることが
できるようにする。

公共職業訓練の施設外訓練(専修学校等
への委託訓練）の充実

現行では職業能力開発の促進のための公共職業
訓練が行われているが、①中小企業では従業員
の能力開発を単独で実施することが困難、②ニー
ズを同じくする企業の従業員を集めて訓練すること
により、地域産業を支える人材育成を効率的に実
施することができる、③施設外訓練機関では、求
職者に加えて在職者を訓練対象とすることで事業
リスクを軽減できる。そこで、公共職業訓練の施設
外訓練の弾力的運用を行う必要がある。

職業能力開発促進法
１５条の６第３項
２３条第１項

職業能力開発促進法第15条の６第３項に
おいて「職業を転換しようとする労働者等」
を対象に委託訓練を実施できることとされ
ている。

3

「職業を転換しようとする労働者等」を対象とする公共職業訓練は、雇用のセー
フティーネットとして多様な訓練ニーズに対応しなければならず、また、受講料
を徴収することは困難であることから、公共職業訓練として積極的に実施すべ
きものと考える。しかし、これら以外の者（在職者等）に対する公共職業訓練に
ついては、民間教育訓練機関で実施できないものを実施すべきと考える。
なお、求職者に対する訓練は雇用のセーフティネットとして実施するものである
ことから、引き続き無料のものとして行う必要がある。

公共職業訓練の施設外訓練の弾力的運
用を求める提案者の要望を踏まえ、再度
検討し、回答されたい。

3

　「職業を転換しようとする労働者等」を対
象とする公共職業訓練は、雇用のセーフ
ティーネットとして多様な訓練ニーズに対応
しなければならず、また、受講料を徴収す
ることは困難であることから、民間教育訓
練機関も活用しつつ、公共職業訓練として
積極的に実施すべきものと考える。しか
し、これら以外の者（在職者等）に対する公
共職業訓練については、官民の役割分担
の原則に従い民間教育訓練機関で実施で
きないものを実施すべきであり、委託訓練
の活用は不適当である。
なお、求職者に対する訓練は雇用のセーフ
ティネットとして実施するものであることか
ら、引き続き無料のものとして行う必要が
ある。

福岡パソコン
協同組合

地域再生と雇用につ
ながるパソコン教育の
効率化

3027 3027010 092440 職業訓練受講時間の改善

現行では、３ヶ月で３００時間以上
の受講となっているが、通常の技
能習得や高度な資格を除いた資格
取得は１ヶ月で１２０時間で可能で
あるため、受講時間の削減

①文書作成・表計算の基礎から応用まで
の講座を行い、パソコンスキルアップと資
格取得を目指す。
②インターネット・電子メールの操作や知識
を取得する。
③プレゼンテーションソフトの操作や作成
知識を取得する。
④ビジネスマナー知識の向上。

雇用・能力開発機構の委託提出書類での委託訓
練カリキュラムの訓練時間が３３０時間となってい
る。地域のパソコン教室での受講設定時間は、高
度で専門的でない資格取得のための講座時間は
概ね１００時間程度の設定となっている。また職業
訓練指導員は、都道府県知事の免許取得者でな
ければならなく、地域のパソコン教室では取得者は
いない。

・職業能力開発促進
法
　第１５条の６第３項
（委託訓練）
　第１９条（職業訓練
の基準）
・職業能力開発促進
法施行規則第１１条
（短期課程の訓練基
準）
・委託訓練実施要領
（平成１３年１２月３日
能発第５１９－２号）
第４、２、（２）

委託訓練については、職業能力開発促進
法施行規則第９条に規定する短期課程の
普通職業訓練として行われている。短期課
程の訓練期間は６月（訓練の対象となる技
能及びこれに関する知識の内容、訓練の
実施体制等によりこれにより難い場合に
あっては、１年）以下の適切な期間とされ
（同規則第１１条第１項第４号）、総訓練時
間は１２時間以上とされている（同第５号）。
これを受けて、情報通信関連コース及び知
識等習得コースの総訓練時間について
は、厚生労働省の委託訓練実施要領にお
いては３００時間を標準とし、最低５０時間
以上としているところである。

3

委託訓練は雇用のセーフティネットとして実施しされる離職者向け公共職業訓
練であることから、直接就職に結びつくものでなければならない。３か月訓練の
就職率が42.0％（平成１４年度実績。以下同じ。）である一方、提案の１か月間
の委託訓練の就職率は32.2％にとどまっている。また、予算執行調査の結果等
を踏まえると、１か月１２０時間という訓練時間では訓練による就職を促進する
効果が乏しいと考えており、委託訓練実施要領における標準訓練時間の削減
は、適当ではない。

現行の受講時間について、受講コースなど
によって弾力的な実施ができないか、再度
検討し、回答されたい。

3

　委託訓練は雇用のセーフティネットとして
実施しされる離職者向け公共職業訓練で
あることから、直接就職に結びつくものでな
ければならない。３か月訓練の就職率が
42.0％（平成１４年度実績。以下同じ。）で
ある一方、提案の１か月間の委託訓練の
就職率は32.2％にとどまっている。また、予
算執行調査の結果等を踏まえると、１か月
１２０時間という訓練時間では訓練による
就職を促進する効果が乏しいと考えてお
り、委託訓練実施要領における標準訓練
時間の削減は、適当ではない。
なお、平成１６年度より、訓練期間が１月の
IT訓練については、訓練期間標準３月とす
る一般の委託訓練に統合し、訓練カリキュ
ラムの中にIT活用スキルの訓練要素を組
み込むことにより、より就職に結びつく訓練
内容とする見直しを行うこととしたところで
ある。

45 / 66 ページ



09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

福岡パソコン
協同組合

地域再生と雇用につ
ながるパソコン教育の
効率化

3027 3027020 092450 職業訓練受講人数の改善

現在の２０～２５名の一斉受講では
受講生のレベルに差があり、レベ
ルに合ったキメ細やかな指導がで
きないので、５名前後の小人数制と
し、講習実施回数の増加。

少人数の徹底講習で各人のスキルにあっ
た講座進行を行い、資格取得は２級や３級
レベルを目指す。

雇用・能力開発機構の委託訓練受託対象要件で
は、概ね10人～25人の定員設定が可能であると
なっているが、地域のパソコン教室では、基本的に
少人数制度を設けており、教室の広さ自体も10名
定員位の広さなので、対象外となってしまう。

・職業能力開発促進
法
　第１５条の６第３項
（委託訓練）
　第１９条（職業訓練
の基準）
・職業能力開発促進
法施行規則第１１条
（短期課程の訓練基
準）
・委託訓練実施要領
（平成１３年１２月３日
能発第５１９－２号）
第４、３

委託訓練実施要領において、委託訓練を
行う一単位の訓練生数は、概ね１０人から
３０人とし、離転職者等の発生状況及び地
域労働市場の動向等によって弾力的に取
り扱うこととしている。

5

委託訓練の１コース当たりの定員については、公共職業訓練の訓練効果を確
保し、委託先機関が訓練期間中及び訓練修了後の就職支援を確実に実施す
ることを担保する目的で定めている。したがって、受講生のレベルに応じたキメ
細かな指導を図るために５名前後の少人数定員設定は可能である。なお、提
案の５名程度の少人数制による訓練実施が可能である旨を明確にするよう、委
託訓練実施要領の見直しを検討する。

富山県
とやま地域再生・雇用
対策プロジェクト

1293 1293050 092460
「離転職者等再就職訓練事業
委託」に成果主義を導入する
際の地域性配慮

離転職者等再就職訓練事業委託
の際に、委託費の支払い要件につ
いて、過去の平均の就職率等をも
とにするなど地域事情に配慮する
よう求めるもの。

　現在、国は民間教育訓練施設に委託して
実施する職業訓練については、H16年度か
ら全国一律要件で、成果主義を導入した委
託費の支払いを実施することが予定されて
いる。
　しかし、地域によっては資格停止等となっ
た場合、地域に必要な訓練の実施が困難
となることや委託先の確保が難しくなること
から、計画的に事業を実施するためには地
域の実情を加味する必要がある。

国改正(案)
「訓練実施経費＋就職支援経費」の２本立
て
　前年度の委託訓練の平均就職率を上
回った場合に就職支援経費を支給。更に
施設内訓練の就職率を上回った場合は

　地域の雇用情勢や産業構造に違いがあることか
ら、全国一律基準の就職率によって委託費に差を
つけることや委託を停止することは、計画的な訓練
の実施ができなくなることに加え、委託機関の確保
が困難になることから、円滑な委託訓練を実施す
るためには、地域性に配慮する必要がある。

職業能力開発促進法
第15条の６第３項、委
託訓練実施要領

委託訓練における就職状況は、施設内訓
練に比し低い状況となっている。このため、
委託先機関の就職率向上を図るため、現
行の委託費（上限６万円）を訓練実施経費
（上限５万円）と就職支援経費（上限２万
円）に区分し、就職支援経費については委
託先機関の就職率に応じて支給額に格差
を設ける仕組みを平成16年度より導入する
こととしている。

３、５

委託訓練は、雇用のセーフティネットとして全国的に実施される離職者向け訓
練であることから、新たな支給基準は、全国の就職実績の引上げを図るため一
律の基準を適用することとしている。資格停止については、経過措置として基
準を下回る場合でも、初回については就職率向上のための訓練カリキュラムの
改善指導を行うこととする。なお、ＮＰＯ委託訓練は、個別型委託訓練であるた
め、就職率に応じ委託費を支給するタイプの訓練ではない。

円滑な委託訓練を実施するために、雇用
情勢や産業構造の違いなどの地域性に配
慮してほしいという提案者の要望を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

３、５

　委託訓練は、雇用のセーフティネットとし
て全国的に実施される離職者向け訓練で
あることから、新たな支給基準は、全国の
就職実績の引上げを図るため一律の基準
を適用することとしている。資格停止につ
いては、来年度は経過措置として雇用情勢
や産業構造の違いなど地域性も考慮して
基準を下回る場合でも、初回については就
職率向上のための訓練カリキュラムの改
善指導を行うこととする。なお、ＮＰＯ委託
訓練は、個別型委託訓練であるため、就職
率に応じ委託費を支給するタイプの訓練で
はない。

札幌市
交流と創造の空間・活
動づくり

1258 1258050 092470
PFI事業を推進するための税制
措置，補助金の弾力的適用

PFI事業として公共施設等の整備を
行う場合の補助金交付や，税制措
置について，地方公共団体等が自
ら事業を実施する場合とイコール
フッティングを図る。

PFI事業についても非課税措置がなされた
り，BOT方式，BTO方式に関わらず補助金
が交付されることによって，PFI事業が一層
推進され，行政サービスの民間開放が促
進される。

現行の制度では，課税措置を避けたり，補助金の
交付を受けやすくするために，BTO方式のPFIを採
用するケースが多くなりがちであり，所有も含めた
民間開放に結びつきにくい。

・医療施設等整備費
補助金交付要綱
・憲法第８９条
・保健衛生施設等施
設・設備整備費国庫
補助金交付要綱
水道法第７条、第８条
・水道施設整備費国
庫補助金交付要綱に
ついて（昭和六三年
五月二〇日　厚生事
務次官通知）

○医療施設については、既にＢＯＴ、ＢＴＯ
ともに「医療施設等施設整備費補助金」に
おいて平成１４年度から補助ができるよう
に改正を行っている。
○社会福祉施設整備費補助金について
は、憲法第８９条において「公金その他の
公の財産は、（中略）公の支配に属しない
慈善若しくは博愛の事業に対し、これを支
出し、又はその利用に供してはならない」と
規定されていることから、公の支配に属し
ない法人については、施設整備費の補助
対象とすることはできない。
○保健衛生施設等施設・設備整備費補助
金については、現在、PFI事業に対する補
助は行っていない。
○水道施設整備事業にかかる国庫補助金
については、現行の補助要綱において、国
庫補助は地方公共団体が行う水道事業者
の用に供する施設の整備について行って
いる。

3

○医療施設については既にＢＯＴ、ＢＴＯともに「医療施設等施設整備費補助
金」において平成１４年度から補助ができるように改正を行っている。また、税
制上は、ＢＴＯ方式は既に非課税措置を講じられている。さらに、ＢＯＴ方式につ
いても平成１６年度に税制改正要望をしたが認められなかったところである。
　なお、現在、高知市民病院についてはＢＴＯ方式で、近江八幡市民病院につ
いてはＢＯＴ方式で整備が進められているところであり、ＢＴＯ方式を採用する
ケースが多くなりがちであるというご指摘は当てはまらない。
○社会福祉施設等について、ＢＯＴ方式は、民間企業等が設置し、かつ、運営
するものであり、同方式で行った場合に国庫を補助することは民間企業等の所
有に係る施設の整備費に対する補助となるため憲法上認められない。
○保健衛生施設等について、PFI事業に対する補助は現在検討中である。
○水道施設整備事業に係る国庫補助金については、ＰＦＩ法のBTO方式による
ものについては国庫補助を行うことは可能である。また、BTO方式以外による
ものについては、具体的事業内容に応じた検討が必要と考える。

イコールフッティングの観点から、ＢＯＴ方
式、ＢＴＯ方式を問わず補助対象とできな
いか再度検討し、回答されたい。

3

○社会福祉施設について、ＢＯＴ方式に対
する補助は、実質的に株式会社等に補助
金を交付することにほかならない。補助金
の交付対象を株式会社等に拡大すること
については、株式会社等に対する規制・監
督の制度や、その行動原理などに照らし、
社会福祉事業の安定的・継続的な経営が
社会福祉法人ほど十分には担保されない
ため認められず、ＢＯＴ方式に対して補助
を実施することは困難である。
　また、ＢＯＴ方式については、公の支配に
属しない事業に対する公金の支出を禁じた
憲法第８９条の規定に照らし疑義がある。
○保健衛生施設に対する補助について
は、医療施設類似のものについてＰＦＩ導入
を検討中である。

栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211010 092480
政府系金融機関の金融環境変
化対応資金の融資条件の緩和

国民生活金融公庫、中小企業金融
公庫及び商工組合中央金庫の｢金
融環境変化対応資金｣について、
貸出基準を緩和して踏み込んだ融
資を行うとともに、現在、担保と保
証人が必要とされているが、これ
を、原則として無担保、第三者保証
人なしの制度とする。

国民生活金融公庫、中小企業金融公庫及
び商工組合中央金庫の｢金融環境変化対
応資金｣について、原則として無担保、第
三者保証人なしの制度とする。これによ
り、足利銀行の破綻により資金繰りの悪化
が懸念される中小企業に対する円滑な資
金供給を可能とする。

地域の中核的な金融機関が破綻した地域では、地
域企業への資金供給に支障が生じることにより、
信用収縮や連鎖倒産等の発生が懸念されるが、こ
れを防止するには企業に対する政府系金融機関
による潤沢な資金供給が不可欠である。政府系金
融機関である、国民生活金融公庫、中小企業金融
公庫及び商工組合中央金庫の金融機関破綻対策
資金である｢金融環境変化対応資金｣を無担保・第
三者保証なしの制度とすることにより、同資金の利
用がより一層促進され、県内中小企業に対する円
滑な資金供給が可能となり、地域経済の安定化が
図られる。

国民生活金融公庫法
第１８条、第２８条

国民生活金融公庫の「生活衛生貸付」にお
ける金融環境変化対応資金については、
金融機関破綻等、取引状況の変化による
一時的な資金繰り難となっている事業者の
中長期的な業況の回復、事業継続と返済
能力を確実なものと判断する為に、経常利
益の計上、経営状況の悪化が見られない
こと、という条件を付している。
また、特例措置により、国民生活金融公庫
においてはリスクに見合った上乗せ金利を
付すことで、１千万円を限度として担保や
第三者保証人を不要としている（平成１６年
度より貸付限度額を１，５００円まで引き上
げ）。

1 Ⅴ
金融環境変化対応資金の貸出基準の緩和、原則無担保・第三者保証人不要と
することについては、国民生活金融公庫全体のリスク管理上の問題もあり共管
である財務省の見解等を踏まえつつ要件の緩和等について検討する。

貴省回答にある「検討」を踏まえた実施予
定時期及び実施内容を明確にされたい。

1 Ⅴ

地域の信用秩序の維持に重大な支障が生
じるおそれがあるものとして、いわゆる金
融危機対応の破綻処理が行われた金融機
関に係る、中小企業向け政府系金融機関
の金融環境変化対応資金の貸出基準につ
いては、金融機関との取引状況が変化して
いる事業者の中長期的な業況回復、事業
継続と返済能力の確実性を担保する条件
であることから、貸出基準を緩和したり、原
則無担保・第三者保証人を不要とする提案
に対しては、各政府系金融機関において、
リスクに見合った上乗せ金利を付すこと等
による融資条件の緩和に向け、提案者の
協力を得て、リスクデータの蓄積・分析に
取組む。
なお、国民生活金融公庫においては、１６
年度から第三者保証人不要特例の拡充
（融資限度額：1000万円→1500万円）を行
うなど事業者のニーズを踏まえた制度の充
実を図る。

栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211020 092490
政府系金融機関の特別貸付の
貸付対象等の拡充

商工組合中央金庫、中小企業金融
公庫及び国民生活金融公庫の特
別貸付の貸付対象を拡充し、再生
が軌道に乗りつつある事業者に対
して次の①～③からの借入金の返
済（リファイナンス）資金の融資を可
能とする。
①株式会社産業再生機構
②再生に取り組む中小企業等に対
する投資事業を行うために中小企
業等投資事業有限責任組合契約
に関する法律及び産業活力再生特
別措置法に基づいて組成された中
小企業等投資事業有限責任組合
（地域中小企業再生ファンド）
③株式会社整理回収機構

商工組合中央金庫、中小企業金融公庫及
び国民生活金融公庫の特別貸付の貸付対
象を拡充し、再生が軌道に乗りつつある事
業者に対して次の①～③からの借入金の
返済（リファイナンス）資金の円滑な融資を
可能とすることにより、県内中小企業等の
短期的、集中的な再生を促進させる。
①株式会社産業再生機構
②再生に取り組む中小企業等に対する投
資事業を行うために中小企業等投資事業
有限責任組合契約に関する法律及び産業
活力再生特別措置法に基づいて組成され
た中小企業等投資事業有限責任組合（地
域中小企業再生ファンド）
③株式会社整理回収機構

地域において企業再生を促進していくためには、
再生に取り組む中小企業等に対する投資事業を
円滑にする必要がある。大企業に比較し、中小企
業等は株式の売却等による投資の出口制約が極
めて大きく、このことが地域における企業再生の大
きな隘路となっている。このため、企業再生支援の
ノウハウを有する商工組合中央金庫、中小企業金
融公庫及び国民生活金融公庫の融資によって企
業再生の最終的出口が確保されることにより、地
域における企業再生が大きく促進される。

国民生活金融公庫法
第１８条

国民生活金融公庫においては、平成１６年
度より株式会社産業再生機構や株式会社
整理回収機構等に係る企業再生に取り組
む中小企業を支援するための貸付制度を
創設する。
なお、借入金返済目的とする資金の融資
については、①民業圧迫とならない範囲で
あること、②借入金返済のための融資が事
業者にとって必要である合理的な理由が
存在すること、③事業者の融資資金返済
能力に問題がないと判断されること、を満
たすことにより対応可能である。

5 国民生活金融公庫法第１８条による貸付業務の運用により対応可能である。
国民生活金融公庫法第18条に規定するど
の貸付業務のどのような運用により対応が
可能となるのか明らかにされたい。

2 Ⅴ

○国民生活金融公庫において、株式会社
産業再生機構や株式会社整理回収機構
等に係る企業再生に取り組む中小企業を
支援するための貸付制度について、平成１
６年度より創設する。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

福岡市
福岡アジアビジネス交
流拠点都市構想

2079 2079080 092500
競争的資金等による研究開発
終了後の機械器具等の管理法
人・大学への無償譲与

地域新生コンソーシアム研究開発
事業など産学官連携を推進するた
めの競争的資金等を活用し、国の
委託を受け研究開発を実施する場
合、管理法人は、研究開発（補完
研究を含む）終了後、購入した機械
器具等を国に返納しなければなら
ないが、当該機械器具等を活用し
た、新たな産学の研究開発を促進
するため、現物を管理法人もしくは
大学（私立大学を含む）に無償譲与
できるようにする。

（内容）
　産学官連携の推進による研究開発機能
の強化を通した地域産業振興
（効果）
　採択テーマは、比較優位にある研究分野
であるので、競争的資金等で購入した機械
器具等の蓄積を通して、当該分野の優位
性向上や新たな産学研究開発・グループ
の創出を図ることができる。

管理法人は、研究開発（補完研究を含む）終了後、
購入した機械器具等を国に返納しなければなら
ず、その後の当該地域・大学における産学の研究
開発の進展に何ら活用されない。

6

　厚生労働省の競争的資金は、全国の保健医療分野等の研究を行う研究者を
主な対象としており、コンソーシアム等の研究共同体への研究費の交付は行っ
ていない。なお、厚生労働省の競争的資金では、研究開発終了後に購入した
機械器具等の国への返納を義務づけていない。

水屋グループ
と西東京市役
所防災課との
共同提案（現
在進行中）

日本の新しい防災予
防対策整備の強化策
ならびに、地域住人の
防災への意識改革地
元商工業の活性化及
び構造改革。

3057 3057010 092510
各市の公共施設に備える飲用
水整備を図る為自治体レベル
での予算支援

各市における財源不足による防災
予算が取れない為、防災整備の遅
れが目立ちます。地域住人の意識
改革や酒販店の意識改革及び構
造改革の促進のためにも必要最低
限の支援措置を考慮願います。日
本における地下水の汚染、緊急井
戸に指定されている場所でも飲用
不適が目立ち、緊急時の安全な飲
用水の確保がこの先必ず不足して
いくことでしょう。対策整備には時
間が相当かかるので国よりなんら
かの対策を願います。

西東京市と西東京市小売酒販組合との協
力協定書を添付しておりますが、地域あり
とあらゆる場所に最低1400箱のピュア
ウォーター18㍑箱入りを備えるものとし、ラ
ンニングストックという一切無駄のない体制
整備が実現いたします。この事業の理念
は、意識改革な主な事業ですがペットボト
ル等のゴミ問題、減量化。資源の再利用、
再活用も念頭におき、地域住人のリサイク
ル活動の促進や飲用水の重要性なども普
及していくためです。

基本概念は、公共施設及び、地域住人各家庭にお
ける飲用水の確保は事業者負担、各家庭負担を
薦めております。しかし意識改革にはそれ相当の
期間を有するためいち早く体制整備を図る為、住
人の目立つ場所だけでも備えていく必要性はある
と思います。

6 担当ではない。

月舘町
国有施設の開放・有
効活用による地域再
生計画

1082 1082010 092520
国の機関・施設、遊休国有地
等の利活用規制の緩和

国の機関・施設、遊休国有地等の
利活用を図り、その使用に当たって
の規制を大幅に緩和する。

国の機関・施設、遊休国有地等は、自由に
使えることを市区町村や住民にＰＲする。
その使い方やアイデアは住民に委ねる。当
然、管理上問題ないよう、義務も負ってもら
うのは当然である。申告許可制でなく、届
出制で。

おそらく、現状は「私的」なものには使用させないで
あろうし、申請主義で、その内容も「あれ出せ、これ
を添付しろ、期間がどうの、内容が」とか事細か
で、結局なんやかや「使用させない」方向に持って
いこうとしているのでは。役所は問題がないほうが
楽だから。地域再生を目指すからには、多少のリ
スクは必要。住民活動支援、性善説で。

6 担当でない

茨城県
県央地域ユニバーサ
ルデザイン推進プロ
ジェクト

1279 1279090 092530
ホテル・観光施設等におけるホ
スピタリティの向上

・ホテル・観光施設等が障害者やそ
の関係者を講師として迎えホスピタ
リティの向上を目指す「もてなし向
上指導事業」に対し，助成措置を講
じる。

　ホテル・観光施設等のホスピタリティの向
上により，滞在型観光客の増加，観光産業
の振興が図れる。

　特に，高齢者，障害者の観光施設の利用を促進
するためには，ホスピタリティの向上が課題である
が，このホスピタリティを養成する場合の助成措置
がないのが現状である。このため，助成措置を講
じ，地方公共団体等が事業に積極的に取り組める
環境を作る必要がある。

6 担当ではない。

菊池市
いってみたい農山村・
やってみたい農林業

2128 2128020 092540
教育、福祉、医療、環境、農林
業の枠を越え生活者の視点に
立った食育の推進

各種施策の集中：各府省で行われ
るであろう食育関連施策（ソフト面）
を、効率的かつ一元的に地域と連
携しながら、その地域に集中して行
われたい。

国からの支援を受け、関係部局、関係者団
体が一体となって、事業主体（市、農業法
人、その他企業団体）が行う消費者教育、
食育理解の活動、啓発を積極的に支援す
る。特に消費者教育については、地域及び
その周辺にあるスーパー、量販店、農産物
直売所、飲食店、学校、病院、福祉施設、
公共施設などにポスター等の掲示を行うと
ともに、安全で安心できる地域農産物の購
買が自分たちの地域・環境・食を守るという
観点から、その購買意欲の向上（意識改
革）を図る手立てをあらゆる面から重点的
かつ積極的に講じることとしたい。生活者
の視点に立った食育の推進は、効果的に
農山村や農林業への関心の高まりにつな
がり、このことが、多様な農業経営体の育
成にも大きく作用することとなる。

この提案のねらいは、農外からやる気のある多様
な人材をより多く確保、支援し、その個人の力を最
大限生かすことである。食と農業は、市民生活にな
くてはならないものであり、その食と農業からの恩
恵を将来的に受けるためには、何を行うべきかと
いうことをより多くの消費者に考える機会を与える
必要がある。そのためには、関係府省の枠を越え
て生活者の視点で分かりやすく、食と農の大切さ
伝える必要がある。消費者の食と農山村･農林業
に対する関心・理解の高まりは、多様な農業経営
体を育成する上で必要不可欠なものであり、地域
再生構想の土台となるものである。

6 食育について、当該提案事項に関しては担当ではない。

袋井市
市民と地域の健康づく
り

1169 1169010 092550
「市民と地域の健康づくり」の拠
点整備に係る各府省連携によ
る集中的な支援

既存の公民館を活用した「市民の
健康づくり」の拠点整備（機能付加）
に係る各府省連携による集中的な
支援（関連補助事業の一元的な推
進）

地域コミュニティ強化、健康寿命の延伸や
地域健康水準の向上、地域内世代間交流
や生きがいづくりなどを拠点のコンセプトと
して、地域の特性やニーズを踏まえなが
ら、従来の公民館が有する機能（生涯学
習、コミュニティ、貸館など）に、①健康づく
り（出張（休日）検診、保健相談・保健指
導、フィットネスなど）、②福祉（児童プレイ
ルーム、放課後児童クラブ、生きがい対応
型デイサービス、高齢者いきいき農園な
ど）、③コミュニティ強化支援（コーディネー
ターの設置など）、④行政サービス（各種証
明の発行、行政相談、公共施設予約シス
テムなど）といった機能を付加する。（①、
②の詳細については、地域の特性に応じ
て決定）また、これらに必要なハード整備を
行う。

本構想を実現するためには、各府省にまたがる補
助事業を一元的（同時的かつ複数）に活用すること
が効率的かつ効果的であり、各府省の政策目的に
加え、本構想の趣旨の一つとなる地域コミュニティ
の強化等の効果も加味する中で、府省連携による
集中的な支援をいただきたい。

児童福祉法第６条の
２第１２号

放課後児童クラブは、学校や児童館など
様々な場所で実施でき、公民館において放
課後児童クラブを実施することは可能であ
る。

5
放課後児童クラブは、学校や児童館など様々な場所で実施でき、公民館にお
いて放課後児童クラブを実施することは可能である。

加西市
「花と歴史と愛のまち
－かさい」を活かした
産業再生計画

2007 2007020 092560
第三セクターに対する総合的
支援

公共性が高い第三セクターについ
ては、まちづくり的及び福祉的等の
視点から施策の集中を図り、総合
的に支援を行う。

第三セクターによる鉄道及び再開発ビルに
ついては、公的セクター職員の派遣容認及
びＰＦＩの導入支援等まちづくり的及び福祉
的等視点からの施策の集中の総合的支援
を行い、商業及び観光業の再生につなげ、
中心市街地の地活性化を図る。

外部と中心市街地を結ぶ鉄道や再開発ビルの管
理について、特に鉄道については福祉的な意味合
いが強いため、維持・活用することが困難となって
いる。福祉的意味合いが強い等の第三セクターに
ついては厚生労働省の支援や市街地活性化につ
なげるための関係省庁の総合的な支援が必要で
ある。

6 鉄道、ビル等については担当ではない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

長崎県
産学官連携リーディン
グプロジェクトを軸とし
た地域経済再生計画

2122 2122010 092570
「産学官連携リーディングプロ
ジェクト」への集中的投資・支援

「産学官連携リーディングプロジェ
クト」成功のための手法
・段階ごとの支援を「廃止」、または
「連結」し、一貫した研究開発支援
を実現。
１「一貫した研究プロジェクト」
・基礎研究、応用研究、知的財産
化、実用化・製品化、商品化・事業
化の流れの中に存在する「死の谷」
を克服するため、各省庁縦割りの
研究予算を連携・総合化し、政策
パッケージとして提供する。
２「一貫した研究評価システム」
・基礎研究から商品化・事業化に至
る複数プロジェクトを、同一メンバー
による評価委員会により、一貫した
責任ある評価を実現する。中間評
価・事後評価の結果を後継プロジェ
クトに反映させる。
３「一貫した人材支援システム」
・技術の研究開発から、事業化・製
品化までを戦略的にマネジメントで
きる「目利き」人材を、各プロジェク
トに配置する。

テーマ１「海洋環境の修復と海洋資源の持
続的利用による地域再生」
  地域結集型共同研究事業（「ミクロ海洋生
物の生理機能活用技術の開発」）の成果を
ベースとして、東アジアにおける海洋科学
の国際的研究拠点をめざす。
テーマ２「医療診断技術の革新と安心・安
全で質の高い生活環境の創造による地域
再生」
  都市エリア産学官連携促進事業（「ＱＯＬ
医療診断に向けた非侵襲センシング技
術」）の成果をベースとして、医工連携によ
るＩＴを活用した医療診断機器の開発拠点
をめざす。

本県固有の資源や強みを基盤に、産学官連携に
より本県の直面する課題の解決策を示し、地域社
会の再生を積極的にめざすうえで、関係省庁の支
援施策の強化を是非お願いしたい。

3

　厚生労働省の競争的資金は原則的に公募型を採用しており、毎年度全国か
ら研究課題を公募し、応募のあった研究課題のうち外部評価によって総合的に
高く評価された研究を対象に研究費を配分している。
　したがって、御提案に沿うことは困難である。
　なお、政府としては、総合科学技術会議を中心として、省庁横断的な資源配
分の重点化、重要研究開発の評価、研究人材の確保・育成等を実施しており、
厚生労働省としても関係省庁と連携して取り組んでまいりたい。

複数省庁にまたがる施策について、関係
省庁との連携の下、事業への集中的な投
資・支援を図るという趣旨を踏まえ、再度検
討し、回答されたい。また、提案者が想定
している事業に合致する貴省所管の個別
の競争的資金があるかどうかについても明
らかにされたい。

3

厚生労働省の競争的資金制度は、国民の
保健医療等に関し、行政施策の科学的な
推進を確保し、技術水準の向上を図ること
を目的としており、御指摘のような特定地
域・事業の活性化を直接の目的とするもの
ではないため、ご提案に沿うことは困難で
ある。
なお、医療機器分野等を対象とした研究事
業もあるが、あくまでも地域プロジェクト単
位ではなく研究者単位で研究費を交付して
いる。
また、政府としては、総合科学技術会議を
中心として、省庁横断的な資源配分の重
点化、重要研究開発の評価、研究人材の
確保・育成等を実施しており、厚生労働省
としても関係省庁と連携して取り組んでま
いりたい。

大阪商工会
議所

医療機器・研究開発
支援機器の開発促進
コンソーシアム

3067 3067010 092580
医療機器・研究開発支援機器
開発補助制度の一元化と適用
枠の設定

各省のもつ医療機器・研究開発支
援機器開発補助金制度を一元化す
ることで、補助金を求める企業が申
請しやすい環境を整備するよう窓
口も一本化する。その上で、大阪商
工会議所が運営する医療機器・研
究開発支援機器開発促進コンソー
シアムからたちあがった共同プロ
ジェクトに対して、補助金枠を設
定、あるいは少なくとも優先審査制
度の設定を提案する。これにより、
重要な案件開発が確実に助成を受
けることとなる。これが有効に機能
するかどうか見極めるため、まず3
年をめどに見極めを行うことが妥当
と考える。

大阪商工会議所では、医療機器・研究開
発支援機器開発を促進する「次世代医療
システム産業化フォーラム」を実施。医療
機関のニーズ、研究者のシーズが提示さ
れ、その製品化にむけて共同開発が進め
られる。すでに22の研究機関や大学、114
社の企業が参加しており、18もの具体的な
共同開発プロジェクトがたちあがり、確実に
機器開発が促進されるプラットフォームとし
て有効に機能している。これにより在阪企
業の潜在する技術力を生かして医療機器・
研究開発支援機器産業の活性化を図るこ
とができ、新たなビジネスチャンス創出が
実現する。

各省の機器開発補助金制度の最新情報を得るこ
とは、補助金を求める企業や産学連携コンソーシ
アムといった申請主体にとって煩雑な作業を伴い、
結果的に申請時期を逃してしまうなど不便が多
い。各省の制度を一元化して一括して情報を得る
ことはできれば、最適の制度に申請を行うことが可
能となり、申請主体にとって利便性が高まる。ま
た、大商の「次世代医療システム産業化フォーラ
ム」のように、有用な案件で望ましい共同開発チー
ムが組まれている重要な案件は、補助対象として
優先順位の高いものでるが、これまでの補助金制
度では、一律の審査しか実施されていないため、
適用枠の設定により、助成すべき案件に補助金を
与えることが必要であると考える。

・厚生労働科学研究
補助金取扱規程（平
成１０年厚生省告示
第１３０号）
・厚生労働科学研究
費補助金取扱細則
（平成１０年４月９日
厚科第２５６号）
　等

3

　厚生労働省の競争的資金は、保健医療分野等の研究を行う研究者を対象と
して、原則的に公募型を採用しており、毎年度全国から研究課題を公募し、応
募のあった研究課題のうち外部評価によって総合的に高く評価された研究を対
象に研究費を配分している。
　したがって、御提案に沿うことは困難である。
　なお、申請しやすい環境整備については、研究開発に係る各省の施策につい
ての情報の提供が一層、円滑かつ迅速に進められるよう関係府省と連携して
今後も引き続き取り組んでまいりたい。

提案の実現により、補助金申請の利便性
が高まり、医療機器・研究開発支援機器産
業の活性化を図るという趣旨を踏まえ、再
度検討し、回答されたい。また、提案者が
想定している事業に合致する貴省所管の
個別の競争的資金があるかどうかについ
ても明らかにされたい。

3

厚生労働省の競争的資金制度は、国民の
保健医療等に関し、行政施策の科学的な
推進を確保し、技術水準の向上を図ること
を目的としており、御指摘のような特定地
域・産業の活性化を直接の目的とするもの
ではないため、ご提案に沿うことは困難で
ある。
なお、医療機器分野を対象とした研究事業
もあるが、あくまでも地域や管理法人単位
ではなく研究者単位で研究費を交付してい
る。

五霞町
複合型産業拠点形成
プロジェクト

1028 1028020 092590
新たな産業拠点の形成のため
の関連施策の集中実施

【各種施策の集中】
新たな産業拠点の形成に資する基
盤整備を進めるため，各省庁にお
いて実施する関係施策を集中的に
展開する。

　
新４号国道における暫定４車線化（最終的
には６車線）及び主要交差点の早期立体
化を実現し，アクセス道路や上・下水道，
河川改修などの基盤整備を集中的に実施
し，商業・流通業務などの産業立地を促進
する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新たな産業
拠点の形成に際し，事業の早期完了を図るには，
集約的な整備促進が必要である。

・水道施設整備費国
庫補助金交付要綱に
ついて（昭和六三年
五月二〇日　厚生事
務次官通知）

（水道における国庫補助制度）
＜名称＞水道水源開発等施設整備費
＜補助対象＞地方公共団体
＜補助率＞１／２・１／３・１／４

5
水道施設整備事業が、現行の水道施設整備費国庫補助金交付要綱の補助対
象事業の補助要件に合致すれば国庫補助金交付は可能である。

貴省の回答にある「補助要件」の内容を明
らかにされたい。

5

水道施設整備費国庫補助金交付要綱につ
いて（昭和六三年五月二〇日　厚生事務
次官通知）の別表第１を御覧いただきた
い。

掛川市
日本救済運動という名
の地方都市経営構想

1064 1064010 092600

１歩行文化の確立の社会実験に対する支
援　　　　　　　　①歩く道を媒介に地域・広域
連携と塩の道や信仰の道など古道の復元
歩行を行う。　　　　　　　　　　　②エコツーリ
ズム、ウォーキング効果の研究、環境保護
歩道の整備を行う。　　　　　　　　③歩くこと
で切れない子どもを育成するとともに正しい
身体能力と知的能力のバランスによる真の
道徳教育を行う。
④歩くことで健康長寿者の増加、病気老人
の減少、健康保険・介護保険財政の健全
化を図る。　　　　　　　　　　　　⑤農村部歩
行で森林浴と森林環境保全と過疎対策を
図り、自然キャンプ、グリーンツーリズム等
を普及する。　　　　　　　　　　　⑥歩くまちづ
くり、中心市街地活性化、都市と農村の交
流を行う。　　　　　　　　　　　　　　⑦歴史古
道を媒介とし市町村の連携支援、地域自立
の道を探る。

各省庁別の政策連携による相乗効果を新視点
から社会実験を行うことを提案する。（掛川市の
運動をベースに）
①国土交通省－歩く道を媒介に地域・広域連
携、各所・公園や河川堤防のコースを設定－国
土総合計画行政　　　　　　　　　　　　　　　　②環境
省－日本ウォーキング協会の所管省庁、エコ
ツーリズム、ウォーク効果の研究、環境保護歩道
－環境行政　　　　　　　　　　③文部科学省－歩く
ことで切れない子ども育成、北京大学と国際二宮
尊徳思想学会強化－体育徳育の行政
④厚生労働省－健康長寿者の増加、病気老人
の減少、健康保険・介護保険財政の健全化
⑤農林水産省－食（米）と農（茶）の文化、和食風
土尊重、クラインガルテンの普及－農林行政
⑥経済産業省－歩くまちづくり、中心市街地活性
化、都市と農村の交流
⑦総務省－歴史古道を媒介とし市町村の連携支
援、地域自立の道－自治政策行政

日本救済運動として、全市内、全市民、廻
村的歩行事業を行う。

生涯学習、地域学習、地域振興、経済活性化、健
康増進などの複合的事業に対し、支援施策を集中
していただきたい。

特になし

健康づくりを推進するため、「健康日本２１」
を推進しており、身体活動・運動を柱として
その普及啓発等を推進しているところであ
る。

3
健康づくりを推進するため、「健康日本２１」を推進しており、身体活動・運動を
柱としてその普及啓発等を推進しており、市町村が自ら実施していると承知し
ている。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368010 092610

健康施策に関わる総合的な
パッケージ型モデル事業として
の適用（各省庁補助事業費の
重点化）

健康寿命の延伸を実現し，医療保
険及び介護保険の費用負担の膨
張を抑制させるための総合型モデ
ル事業を実施するような新制度を
創設し，その総合型モデル事業とし
て本提案構想を位置付け、各省庁
補助事業の重点配分を行う。

健康寿命の延伸を実現し，介護保険及び
医療保険の費用負担の膨張を抑制させる
ための国が指定する総合型モデル事業と
して本提案構想を位置付け，各省庁にお
ける施策を連携させかつ補助事業の重点
化を図ることにより，高齢化社会に対応し
た次世代の健康・福祉施策を早期に確立
させる。これにより，効率的にかつ早期に
本格的な高齢化社会への対応が可能とな
る。

本市では既に，国のプロジェクトとして認定を受け
た，｢高齢化社会対応産業クラスター事業｣｢IT活用
のフィンランド健康福祉プロジェクト｣｢健康福祉分
野での知的クラスター創成事業｣があり，また，寝
たきり予防・痴呆予防策の研究を地域で実証実験
を展開している｢鶴ヶ谷プロジェクト｣さらには国際
知的産業特区を起因とする東北大学との共同事業
である｢脳機能健康プロジェクト｣等の取り組みを
行っており，これらを総合的に行うモデル事業とし
てのベースが十分にある。

8
提案主体に確認したところ、当該提案事項は他の「健康づくりウェルネス・コミュ
ニティ構想」関連の提案事項のまとめとなっており、この欄自体には要望事項
がないとのことであった。

古殿町
流鏑馬の里づくりによ
る地域再生計画

1364 1364040 092620
地域資源活用促進事業等の活
用による事業の促進

　流鏑馬用馬の育成施設及び流鏑
馬の伝承・披露のための施設、都
市との交流促進施設（体験宿泊施
設）、親水公園施設等を整備するに
あたり、地域資源活用促進事業、
地域雇用機会増大促進支援事業
等の活用による事業の促進を図
る。

　流鏑馬用馬の育成施設及び流鏑馬の伝
承・披露のための施設、都市との交流促進
施設（体験宿泊施設）、親水公園施設等を
整備するにあたり、地域資源活用促進事
業、地域雇用機会増大促進支援事業等の
活用による事業の促進を図る。

　本町のような中山間地域の小規模町村にとって
各種補助事業を活用して財源を確保し事業を遂行
する必要性が高いため。

平成16年度新規事業
(予算事業、予算成立
後事業実施通達を発
出予定)

平成16年度新規事業として、地域雇用開
発促進法に基づく雇用機会増大促進地域
において産業振興に伴う雇用面の問題を
解決するため、市町村及び地元経済団体
等により設立された協議会から、地域の創
意工夫を活かした事業の提案を受け、高い
雇用創出効果が認められる提案を行った
協議会に対し事業を委託して実施する予
定。

3
施設の設置・整備事業は厚生労働省の所管事業ではなく、当省の委託事業と
して実施することは不適切。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

荒尾市

荒尾市における中小
企業及び観光と農漁
業の共生対流活性化
事業

2153 2153050 092630
農林水産省、国土交通省、経
済産業省、厚生労働省の補助
事業の集中化

荒尾市の地域再生拠点施設には、
農林水産省の農業構造改善事業、
民間結集型アグリビジネス創出技
術開発事業、漁業経営構造改善事
業、国土交通省の道の駅整備事
業、経済産業省の地場産業等活力
強化補助金、伝統的工芸品産業振
興に関する法律第７条（共同振興
計画）に基づく補助事業、厚生労働
省の地域再生雇用支援ネットワー
ク事業の集中化の要請。

（１）観光土産品や地域農水産物を販売する「特産品マー
ケット」の建設
　・地域ブランドである「荒尾梨」を始めとして鮮度と低農薬
の差別化農水産物の直売施設
　・地元食品製造業者等による地場農水産物を原料にした
観光土産品を販売するもので、例えば梨工房のできたてお
菓子や、豆　腐、こんにゃく等の「できたて商品」のテナント
が共存するマーケット施設
  (事業効果）　販売額７億７千万円、雇用１８名（職員２名、
パート１６名）が見込まれる他、梨の新フードシステム、遊休
農地の活用、転作地の作付による土地利用等の向上が見
込まれる。
（２）特産品加工施設の建設
　特産品である梨や米（パン）、のり加工を始めとして、地
元・新鮮・安全な素材を使ったスローフードの惣菜づくり等
を行う。
　（事業効果）　雇用１２名（職員１名、パート１１名）
（３）オーガニックレストランの建設
　レストラン隣接の農場や地元で作られた安全・新鮮な素材
を使った健康メニューや、梨を使った料理を提供する。
　（事業効果）　販売額7,500万円、雇用５名（職員１名、パー
ト４名）
（４）国の伝統工芸品である「小代焼」の実演・体験と展示即
売施設、小代焼の陶芸を楽しんでもらうことと小代焼７窯元
の特徴ある作品を展示・販売し、国の伝統工芸品としての
価値を宣伝し、小代焼窯元の振興を図る。
　（事業効果）　販売額1,７００万円、雇用２名（パート２名）
（５）市民農園や体験農園、親水施設、健康ロードの整備
　遊休農地や周辺の山林、川を活用して市民農園、梨のも
ぎとり体験農園、訪れる人がリフレッシュできる健康ロード、
親水施設を整備する。
　（事業効果）　販売額２４万円、雇用２名（職員２名）の他、
遊休地の活用と特産品である梨の振興
（６）情報双方向向施設
　道路情報、観光施設の案内だけではなく、生産者と消費
者、観光客と販売拠点、観光施設の双方を結ぶネットワー
クの構築と特産品の販売や観光の振興が図られる。
　（事業効果）　販売額（インターネット及び通販）2,000万
円、雇用３名（職員１名、パート２名）
（７）その他、駐車場、トイレの整備

本市構想は地域の農水産業、地場中小企業、観
光の振興及び広域交流の推進を図るため、それら
が一体的に融合した拠点施設建設であるので、一
体的な支援が必要である。

「『地域再生雇用支援
ネットワーク事業』の
創設について」（平成
15年12月19日発表）

自ら地域再生に取り組む市町村等に対し、
（１）情報・ノウハウ、（２）支援・協力、（３）助
成措置の活用の３本柱で雇用面から積極
的に支援する事業（２月頃創設予定）

1 Ⅶ

「地域再生雇用支援ネットワーク事業」の創設などにより地域再生に取り組む
市町村に積極的に支援を行うこととしている（「『地域再生雇用支援ネットワーク
事業』の創設について（平成15年12月19日発表）」）。
（創業支援や求人の確保などの具体的な課題について、都道府県労働局に今
後設置するワンストップ相談窓口などにご相談いただきたい。）

神戸市
神戸医療産業都市構
想の推進による地域
再生構想

2022 2022010 092640
産学民官の連携による地域の
科学技術振興・産業活性化の
ための中核機関の機能強化

産学民官の連携による地域の科学技術振興・産
業活性化のために、以下の中核機関の機能強化
が必要である。

（１）民間資金導入による中核機関の財政基盤強
化
　① 中核機関の「特定公益増進法人」としての認
定要件の緩和
　② 中核的支援機関が新事業創出促進法関連
税制優遇措置（基金の損金算入）を受けるため
の政令４事業実施要件の緩和

（２）地方公共団体による中核機関への支援体制
の強化
  ○中核機関への地方公共団体からの財政支援
に対する必要な措置
　・中核機関への出資金及び貸付金の財源を地
方債とする際の要件の緩和（国または地方公共
団体の出資比率の制限）等

（３）中核機関の機能強化を図るための研究費
（競争的資金）の運用の弾力化
・事業費に左右されず、すべての研究費（競争的
資金）に間接経費３０％を導入（第2期科学技術
基本計画に規定されている）

（４）大学発のバイオベンチャーの育成を支援す
るライフサイエンスＴＬＯを創設するための承認Ｔ
ＬＯの要件の弾力化
　○ ＴＬＯの承認基準の明示
　○ ＴＬＯの承認基準の弾力化
  ・原則１大学１ＴＬＯとの指導　→　複数のＴＬＯ
に弾力化
  ・承認には学長の同意が必要との指導　 →　同
意要件の弾力化（学部長等の同意）

（１）（２）民間資金の導入及び地方公共団
体の支援により、中核機関の財政措置を
強化し、産学民官の連携による地域の科
学技術振興・産業活性化に資する。

（３）地域の科学技術振興を目的とする公
益法人や大学等における産学連携型の研
究活動を加速することにより、地域におけ
る革新技術・新産業の創出を通じた地域経
済の活性化を図る。

（４）京都大学、大阪大学、神戸大学、理化
学研究所など、関西を中心に広域横断的
な研究機関を対象として、ライフサイエンス
に特化して、研究成果の事業化（アーリー
インキュベーション）及び技術移転を促進
するため、承認ＴＬＯとして、「ライフサイエ
ンスＴＬＯ」を創設する。
　これにより、ライフサイエンス分野特有の
課題に対応した事業化支援体制を構築す
ることが可能となり、その結果、研究成果
の事業化が加速され、地域経済の活性化
に資することとなる。

（１）民間資金を導入しやすくすることにより、中核
機関の財政基盤が強化され、地域産業活性化に
資する。

（２）地域産業活性化に向けた中核機関の財政基
盤強化は、地方公共団体における将来の税源の
涵養につながるため、後年度負担を求めることが
適切である。

（３）すべての研究費（競争的資金）に間接経費３
０％が適用されていない。本来、間接経費によって
中核機関の活性化及び産学連携の加速を図る必
要がある。

（４）大学知的財産本部の設置に伴い、ライフサイ
エンス分野での知的財産を、早期に実用化・産業
化するためにも、専門的・広域的なＴＬＯが必要。
しかしながら、国からは、承認ＴＬＯの要件として、
・原則１大学１ＴＬＯと指導されている。
・承認ＴＬＯを設置するには学長の同意が必要と指
導されている。
これらの承認基準を明確化するとともに、要件の
弾力化が必要。

・厚生労働科学研究
補助金取扱規程（平
成１０年厚生省告示
第１３０号）
・厚生労働科学研究
費補助金取扱細則
（平成１０年４月９日
厚科第２５６号）
・医薬品副作用被害
救済・研究振興調査
機構（「研究契約の締
結に当たっての書類
作成要領」
等

厚生労働科学研究費補助金については、
公募研究課題３千万円以上に対して２０％
を限度として間接経費を交付している。
医薬品副作用被害救済・研究振興調査機
構の保健医療分野における基礎研究推進
事業においては、研究委託研究機関として
の国立大学では、研究費に間接経費１
０％、私大、公益法人、企業等では、一般
管理費８％を導入している。（共同研究機
関としての国立試験研究機関には研究費
を交付していない。）

※　科学技術基本計画では、「間接経費の
比率は目安として当面３０％程度とする」と
されている。

３，６

（※(1),(2),(4)は当省所管の制度ではなく、担当ではない。）

（３）
　間接経費比率の大幅な引き上げは、研究費の減額につながるため試験研究
に支障が生じる恐れがあることから、今後についても実施状況を見ながら必要
に応じて見直しを図っていく考えである。

愛知県豊田
市

都市農山村共生活性
化構想

1192 1192050 092650
都市と農山漁村の共生・対流
の推進についての、施策集中
化

現状、関係省連絡会議による優良
事例集の配布や、民間の会議｢
オーライニッポン会議｣等において
取組みがなされているところである
が、市町村合併に伴う都市と農産
漁村の共生については、施策の集
中化による関連事業の優先集中採
択、総合補助金化等による、政策
の選択と集中化を望む。

地域連携システムの整備、グリーンツーリ
ズムの推進、地産地消の仕組みづくり、多
様な居住環境整備、都市と農山村の交流・
共生を支える交流基盤の整備推進につい
て、既存制度の統合化による国支援策の
利用促進、及び個性を活かした市単独事
業の実施による地域活性化を図る。

現状、国の関連事業メニューが、省庁ごとに非常
に細分化して市町村にとっては利用しにくいため、
統合化し整理して、その利用勝手を向上させるとと
もに、対象外となっている事業を明確化させること
により単独事業対応を進めるため。

6 本提案については当省の担当とするところではない。

神奈川県

知的イノベーション創
出プログラム（神奈川
方式の知的財産戦
略）

1284 1284020 092660
光科学分野を中心とするKAST
研究成果に競争的資金の集中
投資

　KASTでは、流動研究プロジェクト
などで優れた研究成果を創出して
いる。特に独創的で大きな展開が
期待される研究成果については、
光科学重点研究室において、研究
者と雇用関係を継続して、強力な
成果展開を進めている。
これらKASTの研究活動により創出
された有望な研究成果は、KASTの
研究システムを活用して成果展開
を図ることが最も効果的であり、光
科学分野を中心とするKAST研究
成果に、国等の各種競争的資金の
集中投資をお願いしたい。

「知的イノベーション創出プログラム」の重
点分野である「光科学（光触媒等）」につい
て、KASTの研究システム（成果創出・技術
移転一貫方式）を最大限に活用した、研究
成果の強力な地域展開が図られる。

○光科学重点研（KAST３大技術）
　・光機能材料グループ
　・近接場光学グループ
　・マイクロ化学グループ

KASTの研究システムにより創出された研究成果
について、国等の競争的資金を投入してへ応用展
開する際は、KASTの研究者としてかつKASTを中
核機関として推進することが最も望ましい。
KASTが創出してきた基本的特許の応用開発にか
かる国等の競争的資金は、KASTへ集中投資を行
う。

・厚生労働科学研究
補助金取扱規程（平
成１０年厚生省告示
第１３０号）
・厚生労働科学研究
費補助金取扱細則
（平成１０年４月９日
厚科第２５６号）

3

　厚生労働省の競争的資金は、保健医療分野等の研究を行う研究者を対象と
して、原則的に公募型を採用しており、毎年度全国から研究課題を公募し、応
募のあった研究課題のうち外部評価によって総合的に高く評価された研究を対
象に研究費を配分している。
　したがって、御提案に沿うことは困難である。

有望な研究成果の展開を図るため、地域
における中核機関での特定分野の研究に
競争的資金を集中投資するという提案の
趣旨を踏まえ、再度検討し、回答された
い。また、提案者が想定している事業に合
致する貴省所管の個別の競争的資金があ
るかどうかについても明らかにされたい。

3

厚生労働省の競争的資金制度は、国民の
保健医療等に関し、行政施策の科学的な
推進を確保し、技術水準の向上を図ること
を目的としており、御指摘のような特定地
域の活性化を直接の目的とするものでは
ないため、ご提案に沿うことは困難である。
なお、御提案の研究分野を特に対象とした
研究事業はない。

千葉県
「東京湾ゲノムベイ地
域」の形成の推進

1303 1303050 092670 科学技術予算の重点投入

「東京圏におけるゲノム科学の国
際拠点形成」（都市再生プロジェク
ト）の実現のため、対象地域であ
る、かずさ、千葉、柏・東葛地域に
おいて取り組むこととしている健康
科学分野の産業化を目指したゲノ
ム研究開発に関する国関連予算を
重点的投資。

都市再生プロジェクトを実現するため、か
ずさ地域において、かずさDNA研究所や生
物遺伝資源保存施設が有する資源を基
に、臨海部の企業や大学・研究機関等が
共同して実施する産業化・実用化を目指し
た研究プロジェクトを、国の科学技術予算
による重点的支援を得ながら積極的に進
めていく。
また、千葉地域、柏・東葛飾地域におい
て、千葉大学、東京大学柏キャンパス、東
京理科大学などを中心に企業との新技術
創出に向けた共同研究プロジェクトを創出
していく。

我が国がゲノム科学分野で国際的に優位に立つ
ためには、「東京圏ゲノム科学の国際拠点形成」
（第四次都市再生プロジェクト）が目指しているプロ
ジェクトの着実な進展が必要であるが、現在のとこ
ろ、本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対し、重点的に科学技術予算の
措置がなされていないので、所要の措置が必要で
ある。

・厚生労働科学研究
補助金取扱規程（平
成１０年厚生省告示
第１３０号）
・厚生労働科学研究
費補助金取扱細則
（平成１０年４月９日
厚科第２５６号）

「東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形
成」については、平成１４年７月２日のプロ
ジェクトに係る都市再生本部決定におい
て、国としても総合的な支援を集中的に推
進することが唱われているところであり、国
における推進体制の構築の一環として、関
係各省等からなる協議の場として「東京圏
ゲノム科学推進協議会」が平成１５年１月
に設置され、関係府省の一つとして厚生労
働省も参画している。

3

　厚生労働省としては、ゲノム科学等の先端技術の研究開発は、画期的な創
薬や新たな治療技術の開発に資する重要な研究開発分野として位置付けてい
る。
　しかしながら、厚生労働省の競争的資金は原則的に公募型を採用しており、
毎年度全国から研究課題を公募し、応募のあった研究課題のうち外部評価に
よって総合的に高く評価された研究を対象に研究費を配分している。
　したがって、御提案に沿うことは困難である。

地域における中核的な機関での特定分野
の研究に対する科学技術予算を集中する
という提案の趣旨を踏まえ、再度検討し、
回答されたい。また、提案者が想定してい
る事業に合致する貴省所管の個別の競争
的資金があるかどうかについても明らかに
されたい。

3

厚生労働省の競争的資金制度は、国民の
保健医療等に関し、行政施策の科学的な
推進を確保し、技術水準の向上を図ること
を目的としており、御指摘のような特定地
域の活性化を直接の目的とするものでは
ないため、ご提案に沿うことは困難である。
なお、御指摘のゲノム分野を対象とした研
究事業もあるが、あくまでも地域単位では
なく研究者単位で研究費を交付している。
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b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
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31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
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38.制度等の現状
39.措置
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類

40.措置
等の方
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41.措置等の概要（対応策）
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46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368020 092680
健康施策として各省庁の施策
の集中

各省庁が所管する健康福祉分野に
おける，介護医療技術の確立及び
育成・産業創出等の各種の施策を
集中して本提案構想に適用する。

財務省・厚生労働省・経済産業省における
健康福祉分野事業に対する補助制度，支
援制度及び保険適用範囲の拡大策を本構
想に集中的に適用することにより，高齢化
社会に対応した次世代の健康・福祉施策
を早期に確立させる。これにより，効率的
にかつ早期に本格的な高齢化社会への対
応が可能となる。

本市では既に，国のプロジェクトとして認定を受け
た，｢高齢化社会対応産業クラスター事業｣｢IT活用
のフィンランド健康福祉プロジェクト｣｢健康福祉分
野での知的クラスター創成事業｣があり，また，寝
たきり予防・痴呆予防策の研究を地域で実証実験
を展開している｢鶴ヶ谷プロジェクト｣さらには国際
知的産業特区を起因とする東北大学との共同事業
である｢脳機能健康プロジェクト｣等の取り組みを
行っており，これらを総合的に行うモデル事業とし
てのベースが十分にある。

8
提案主体に確認したところ、当該提案事項は他の「健康づくりウェルネス・コミュ
ニティ構想」関連の提案事項のまとめとなっており、この欄自体には要望事項
がないとのことであった。

神戸市
神戸医療産業都市構
想の推進による地域
再生構想

2022 2022020 092690

地域ごとのクラスター形成に向
けた、特定分野の研究費（競争
的資金）及び地域科学技術振
興施策・地域産業振興施策の
集中投資の推進

○都市再生プロジェクト・知的クラ
スター創成事業・産業クラスター計
画に基づく地域のクラスター形成に
向けた、特定分野での研究費（競
争的資金）及び科学技術振興施
策・地域産業振興施策の集中投資
の推進
・各省庁ごとに、目的別に創設され
ている研究費（競争的資金）及び科
学技術振興施策・地域産業振興施
策について、「地域における特定分
野のクラスター形成」の評価項目を
導入

都市再生プロジェクト・知的クラスター創成
事業・産業クラスター計画に基づき、クラス
ター形成に向けた取り組みを行っている地
域に、特定分野での研究費（競争的資金）
及び科学技術振興施策・地域産業振興施
策を集中投資する。
神戸においては、これらの集中投資によ
り、ライフサイエンスのスーパークラスター
形成の促進を図る。

地域ごとにクラスター形成の促進による地域経済
の活性化を図るためには、特定分野での研究費
（競争的資金）及び科学技術振興施策・地域産業
振興施策の集中投資が最重要課題である。

・厚生労働科学研究
補助金取扱規程（平
成１０年厚生省告示
第１３０号）
・厚生労働科学研究
費補助金取扱細則
（平成１０年４月９日
厚科第２５６号）

3

　厚生労働省の競争的資金は、保健医療分野等の研究を行う研究者を対象と
して、原則的に公募型を採用しており、毎年度全国から研究課題を公募し、応
募のあった研究課題のうち外部評価によって総合的に高く評価された研究を対
象に研究費を配分している。
　したがって、地域特性を評価項目に明示的に盛り込むことは、競争的資金の
性質を大きく変えるものであり、御提案に沿うことは困難である。

提案の実現により、ライフサイエンスの
スーパークラスター形成の促進を図るとい
う趣旨を踏まえ、再度検討し、回答された
い。

3

厚生労働省の競争的資金制度は、国民の
保健医療等に関し、行政施策の科学的な
推進を確保し、技術水準の向上を図ること
を目的としており、御指摘のような特定地
域のクラスター形成の促進を直接の目的と
するものではないため、ご提案に沿うこと
は困難である。

福岡市
ロボット共存都市・福
岡

2080 2080010 092700
ロボット関連施策に係る実証実
験の福岡市における集中実施

次世代ロボットビジョン懇談会（経
済産業省）の提言に基づき展開さ
れる各種施策の実施地域として本
市域を活用。また、複数の省庁で
研究開発される各ロボットの実証
実験の場として、本市地域を活用。

次世代ロボットビジョン懇談会（経済産業
省）においては制度的課題として安全性の
確保（技術基準、保険制度等）、環境整備
（エネルギー供給、通信環境等）を検討・提
言。提言に基づき展開される施策（エネル
ギー供給環境、通信供給環境整備など）の
テストフィールド（試行場所）として本市域を
活用。また、ネットワークロボット（総務
省）、防災ロボット研究開発（消防庁）など
複数の省庁で研究開発される各ロボットの
実証実験の場として本市域を活用｡

ロボット関連施策及び研究開発は現在、各省庁毎
に個別実施されているが、いずれにおいても、社
会普及の前提として実証実験が必要と思料。同一
フィールド（環境）での実験は貴重であり、「ロボット
開発・実証実験特区」の認定に加え、情報関連産
業、大学等の集積など、ロボット研究開発に高いポ
テンシャル、モチベーションを有する本市域にてこ
れら実証実験を集中展開する意義は大きい。ま
た、実験の結果取り纏められる各種基準は世界初
のものとなる。これらは、「博多スタンダード」として
世界中へ広まり、もって、本市におけるロボット研
究開発拠点形成や新産業の創出が促進される。

6 本提案に関しては、当省の担当とするところではない。

草加市
古さと新しさが調和す
る賑わいと潤いのある
「今様・草加宿」

1130 1130030 092710
中小小売商業高度化事業構想
の認定対象者の追加及び対象
事業の拡大

中心市街地活性化法第１８条で
は、ＴＭＯになり得る組織として、商
工会議所、商工会、第三セクター特
定会社、第三セクター公益法人の４
者が挙げられいる。この該当組織
に、地縁住民自治組織、商店街組
織といった既存の地域組織が含ま
れるよう同法の変更又は緩和する
こと。
　取り扱う活性化の項目を商業に
限定せず、中心市街地に求められ
る都市機能（福祉、住宅、文化等）
もその対象事業として追加するこ
と。

　現在、住民主体によるまちづくり活動を促
進させるための「パートナーシップによるま
ちづくり事業」を進めているが、まちづくりに
関する内容を最終的に決定するのは、行
政である。現在参加型まちづくりといった名
称により「住民参加」が標榜されているが、
参加型まちづくりは決定までの「仕組み」の
中には十分に取り入られていないのが現
状であるといわざるを得ない。住民参加、
住民による決定した内容によってまちづく
りを進めていくためには、それだけの権
限、自治権を住民側に付与し、本当の重
み・責任を持たせなければ、本質的なパー
トナーシップとはなり得ないし、まちづくりは
進められない。
　当該事業では、住民主体によるまちづく
り活動を進めながら、その地域の問題・課
題の整理、それを受けて地域の将来像の
検討、そして、その将来像を実現させるた
めの計画づくりを行っている。しかし、でき
あがった計画は、現状では地域内での合
意、紳士協定的なものでしかなく、何らか
の権限や規制、拘束力を持ち合わせてい
ない。そこで、住民の作成した計画、住民
の意思をより確実に実現するために、今回
の中心市街地活性化法の運用が必要であ
る。

　平成１２年度現在、活性化基本計画を策定している市町村
は２０４存在するが、その反面、市町村がＴＭＯ構想を認定し
た団体は３５団体のとどまっている。これは、各自治体がＴＭ
Ｏ構想については、市民参加によりじっくりと取り組んで行き
たいといった意向が強いと考えられる。しかし、既存のまちづく
り制度にはない新しい試みであるＴＭＯにはいくつかの改善す
べき課題が内在していると考えられる。まず第１に、まちづくり
組織が成熟していない都市において、無理にＴＭＯを設立し、
補助金の受け皿機関的に利用している事例が見受けられる。
周到な準備抜きにして本来の機能を十分に発揮するＴＭＯの
設立は困難であると考えられる。さらに、ＴＭＯのモデルとい
われるアメリカのＢＩＤでは、専任スタッフを配置している。それ
らは、地元の市民組織などの指導者だったものやショッピン
グ・センターの経営者や大企業の営業担当者からの転身組
が多く、そのための専門のノウハウを持ち、経営能力が高い
のが特徴といえる。アメリカとは異なり、地縁住民自治組織、
商店街組織がある日本においては、こうした地域組織をＮＰＯ
等との連携のもとに積極的に活かすことが重要である。次に、
ＴＭＯは、中心市街地活性化法上では「中小小売商業高度化
事業構想の認定構想推進事業者」として位置づけられてい
る。ここでのＴＭＯは商業機能の活性化に特化してしまってい
る。本来あるべきＴＭＯとしてのまちづくり会社になるために
は、商業機能だけではなく、福祉・居住・文化など総合的なま
ちづくりの視点が必要とされるが、法律ではそのあたりにふれ
られていない。また、全国一律に定められているため、より地
域の実情に合わせた形での対応が難しくなっている。このよう
な現状を反映し、中心市街地に求められる都市機能をふまえ
たＴＭＯの位置づけ、再構築が必要である。以上のように地域
組織の活用、総合的なまちづくりの視点に立った活性化を実
現するためには、右記の法令の改正、緩和が必要であると考
えます。

6 本提案事項の中心市街地活性化関係は当省の担当ではない。

神奈川県

知的イノベーション創
出プログラム（神奈川
方式の知的財産戦
略）

1284 1284010 092720
財団法人であるKASTを、公的
研究機関として法的認定

財団法人であるKASTを、公的研究
機関として法的に認定し、独立行
政法人である研究機関と同等の環
境整備及び各種補助事業等の対
象機関としてもらいたい。
具体的には、KASTについて、産業
技術力強化法第１６条（公設試験
研究機関（その他）の定義）の認定
を受け、また、科学技術振興調整
費などの各種競争的資金における
申請要件として、「独立行政法人」
と同様の取扱をしてもらいたい。

　本構想の中核的な研究活動を行っている
KASTの研究事業などが、研究機関として
大学や国の独立行政法人と同様の研究環
境が整備される。
このことにより、神奈川県が取り組んでい
る「知的イノベーション創出プログラム」の
強力な推進が始めて可能となる。

KASTは、実質的には地域における大学以上の公
的研究機関としての役割を担っているにもかかわ
らず、組織として財団法人であるため、国の各種競
争的資金の申請要件からもれてしまうケースが多
かった。
　KASTの活動は、これまでも、基礎的経費は県の
補助金などを中心として推進してきているが、本支
援措置が実現されることにより、その成果のより大
きな展開を図る際、国の競争的資金の積極的な活
用が図られ、本構想の推進が可能となる。

・厚生労働科学研究
補助金取扱規程（平
成１０年厚生省告示
第１３０号）
・厚生労働科学研究
費補助金取扱細則
（平成１０年４月９日
厚科第２５６号）
等

左記細則２（２）によって公益法人について
も交付対象とされている。

6

　厚生労働省の競争的資金は、保健医療分野等の研究を行う研究者を主な対
象としており、御提案にある産業技術力強化法第１６条の認定とは関連性がな
い。
　なお、厚生労働省の競争的資金については、財団法人も既に対象としてい
る。
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北海道滝川
市

商業都市の再生 1390 1390060 092730 幼保一元化の推進
幼稚園と保育所の教育・保育活動
の一体的運用

地域の大学として貢献する國學院短期大
学は、幼児教育学科を有することから、そ
の専門性等のメリットを生かし行政の連携
により、公設民営型（國學院短期大学に運
営委託）の幼稚園・保育所が一体となった
子育て施設を設置したい。

少子化が進む中、子どもの成長と家族や地域の
ニーズ考え、効率的・効果的な子育て支援を進め
るかが大きな課題であり、幼保一元化は地域の実
情にふさわしい子育て支援策と考えます。①幼稚
園入園年齢制限の緩和②幼稚園と保育所等の教
育・保育活動の一体的運用③保育所における保育
所児と幼稚園児の合同保育の容認④保育の実施
にかかる事務を教育委員会への委任の容認

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

7

○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格の
相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となるよう
連携を図ってきている。
○　また、保育所と幼稚園の共用化施設において、合同保育を実施するため
に、構造改革特区第２次提案及び第３次提案において、特例措置を設けたとこ
ろであり、この制度の活用により御提案は実現できると考える。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

石川町
幼児教育、保育の一
元化による地域再生
計画

1113 1113010 092740 保育所、幼稚園運営の一元化
１施設で保育と幼児教育の運営を
可能とする。

現在の施設において入所、入園希望児童
すべてを受け入れる。

少子化の現状の中で、限られた施設で効率的な子
育て支援が図れる。

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

7

○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格の
相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となるよう
連携を図ってきている。
○　また、保育所と幼稚園の共用化施設において、合同保育を実施するため
に、構造改革特区第２次提案及び第３次提案において、特例措置を設けたとこ
ろであり、この制度の活用により御提案は実現できると考える。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

袋井市

協働により実現する若
い世代が安心して働
き、子育てができるま
ち

1167 1167030 092750
文部科学省と厚生労働省の連
携強化

預かり保育と放課後児童クラブの
統合実施を可能とするとともに、放
課後児童健全育成事業費等補助
金交付要綱の対象事業とする。

預かり保育と放課後児童クラブの統合実
施及び地域組織やＮＰＯ法人への委託を
可能とするとともに、放課後児童健全育成
事業費等補助金交付要綱の対象事業とす
る。幼稚園と保育所の概念を取り払った子
育て支援施策の充実を積極的に支援す
る。

幼児は預かり保育、児童は放課後児童クラブと世
代によって支援体制が異なっている。これを一元
化し、地域やＮＰＯ団体に委託して実施すること
は、子育て支援体制の充実はもとより、ＮＰＯ団体
の育成や小さな行政の推進につながる。幼い子供
を持つ共働き世帯が仕事と子育ての両立ができ、
より安心して就労できる環境を整備するためにも、
これらを一元化して委託実施したいが、その場合
には、既存の放課後児童クラブについて、放課後
児童健全育成事業費等補助金交付要綱の対象外
となる懸念もある。また、現在、本市の放課後児童
クラブは、地域組織やＮＰＯに委託して実施してい
るが、預かり保育は市直営である。基本的には、
民にできることは民での実施を基本に、預かり保
育についても民の活用が図られることを望むもの
である。

児童福祉法第６条の
２第１２号

放課後児童クラブは、保育所や幼稚園など
の場で実施でき、地域組織やＮＰＯ法人へ
の運営委託は可能である。

3

放課後児童健全育成事業を実施するＮＰＯ法人等が放課後児童健全育成事業
の対象外の児童等を預かる事業を市町村から委託を受けて実施することを妨
げるものではないが、放課後児童健全育成事業として対象となる児童について
は、保育その他の施策がそれぞれの施策の目的によって対象が定められ、必
要なニーズに対応することから、小学校就学前の児童を放課後児童健全育成
事業の対象とする考えはない。（預かり保育の委託については、他省庁であ
る。）

預かり保育と放課後児童クラブについて、
提案者の構想する事業が要望に沿って円
滑に実施できるように、預かり保育を所管
する文部科学省との間で連携して予算執
行する等工夫することができないか、要望
を実現するにはどうすればいいかという観
点から再度検討し、回答されたい。

3

預かり保育の対象は就学前の児童である
が、就学前の保育に欠ける児童の保育に
ついては、乳幼児を適切に保育する観点
から必要な受け入れ体制が整備された保
育所等において対応すべきであり、放課後
児童健全育成事業の対象とすべきものと
は考えていない。

会津坂下町
幼・保一元化による保
育・教育内容の充実

1214 1214020 092760
教育・保育環境の充実のため
の幼・保一元化

国庫補助により整備した施設の目
的外使用や文部科学省・厚生労働
省間の垣根を越えた制度の合理的
な再編

就学前の幼児の教育・保育環境を充実さ
せるため、幼稚園・保育所の垣根を越えて
一元化教育を実施する。

少子化の進行により園児が減少している幼稚園と
待機児童が増加している保育所を就学前の教育・
保育の場として一体的に捉え、地域の子供の教
育・保育環境の向上を図るため。

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

7
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小野町
健康・安心のまちづく
りによる地域再生

1240 1240060 092770 幼稚園及び保育所の一元化

少子化、両親の共働きという家庭
の増加等を背景とする利用者ニー
ズの多様化、就学前の子ども達の
より良い育成環境を整備を図るた
めには、幼稚園と保育所の両者の
機能を巧みに活かした受け入れ態
勢の整備が必要であり、既存施設
の共用と合わせて、子育て支援の
必要な子どもや保護者のニーズに
合わせた施設運営を可能とするた
めに、幼稚園、保育所の一元化を
お願いしたい。

従来の幼稚園の就学前の教育機能や保
育園の保育機能を融合した施設運営を図
り、子育て支援の必要な保護者のニーズ
にあったサービスメニューを複数準備し、
利用者が複数の選択肢の中からサービス
の享受が図られることにより少子化に歯止
めをかける。
また、現在は利用者の所得応じた料金設
定から、利用するサービスにあった使用料
体系の構築を図る。

現在の二元制度下（幼稚園、保育園）においては、
多様化する利用者ニーズへの十分な対応が図ら
れていない。幼保一元化により、地域の実情に
合った子ども達の育成環境の整備充実が図られ
る。

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

7

○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格の
相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となるよう
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

埼玉県
こどもいきいき育成構
想

1316 1316010 092780
幼保一体施設における幼稚園
教諭、保育士資格の共用化

幼保一体施設において、幼稚園児
と保育所児の合同保育は、構造改
革特区の認定を受けることにより、
実施可能となっている。しかしなが
ら、この場合でも、幼稚園教諭と保
育士資格の両方を有していること
が条件となっている。幼保一体施
設では、幼稚園教諭と保育士の交
流が図られ、実質的にその能力の
向上が期待されるため、混合保育
の実施に際し、幼稚園教諭か保育
士資格のどちらか片方を有してい
れば差し支えないものとする。

・保育士資格のみの資格を有している職員
による幼保一体施設における合同保育の
実施を可能とする。

・幼保一体施設における合同保育の実施の際に、
保育に当たる職員が保育士資格と幼稚園教諭の
資格の両方を有しているものに限定されるため、
人事配置など柔軟な施設運営の妨げとなっている

構造改革特別区域に
おける「保育所にお
ける保育所児及び幼
稚園児の合同事業」
について

合同保育を行う一つの要件として、従事す
る職員が保育士資格及び幼稚園免許免許
を併有することが規定している。

3

○　構造改革特区第２次提案及び第３次提案を受け、保育所と幼稚園の共用
化施設において合同保育を実施するために、特例措置を設けたところである。
○　合同保育を行う要件として、従事する職員が保育士資格及び幼稚園免許
免許を併有することを挙げているのは、両資格については、たとえば、保育士
資格を取得するには、幼稚園免許とは違い、小児保健や小児栄養の知識が必
要など、要求される専門性が異なるからからである。
○　保育士資格と幼稚園免許の相互取得を促進するため、①平成１４年度、保
育士養成課程について、幼稚園教諭の養成課程との整合性が図られるよう科
目、単位数などの見直しを行い、さらに、②今年度「規制改革推進３ヶ年計画
（再改定）」や「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」に基づき、
保育士試験において、幼稚園教諭免許所有者が一部の科目を免除申請できる
よう措置を講じたところである。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

川俣町
保育園待機児童解消
のための幼稚園施設
の有効活用

1361 1361010 092790
幼稚園内への保育クラスの設
置

①保育園の１部分を幼稚園施設内
におくことができるような措置が必
要。

②保育所における給食の実施につ
いて、他からのケータリングや弁当
での代替ができるなど柔軟な運用
の容認。

③保育所の保育内容と幼稚園のカ
リキュラムの混在についての容認。

　年齢ごとの保育クラスを幼稚園内に設置
し、幼稚園のカリキュラムを実施する。

保育園を新たに設置することなく、待機児童の解
消を図ることができるとともに、柔軟性のある効率
的な職員の配置が可能となり、職員増を最小限に
抑えた中で住民の要望にこたえることができる。

・児童福祉施設最低
基準第３２条第１号及
び第５号
・保育所における調
理業務の委託につい
て（平成10年２月18
日児発第86号）
・公立保育所におけ
る給食の外部搬入方
式の容認（平成１５年
９月１２日構造改革特
別区域推進本部決
定）など

保育所には調理室を設けなければならず、
また、保育所の施設外において調理し搬
入することは原則認めないなどの基準を設
けている。

○幼稚
園の一
部を保育
所に転用
すること
について
は５
○公立
保育所に
おける給
食の外
部搬入に
ついては
４

○保育
内容の
統一につ
いては５
○その他
について
は７

○　保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格
の相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となる
よう連携を図ってきている。
○　幼稚園の一部を保育所へ転用することについては、保育所と幼稚園の連
携をもう一段進めるため、先般、文部科学省の方より、一定の要件の下で相当
額の国庫納付を必要とせず、転用が可能となる規制緩和措置を講じたところで
ある。
○　保育所における食事については、子どもの発育・発達に欠くことができない
重要なものであり、①離乳食等一人ひとりにきめ細やかな対応ができること、
②楽しい家庭的な雰囲気の中で、おいしく食事ができること、が必要。
○　このような認識の下、保育所の調理室については、①一人ひとりの子ども
の状況に応じたきめ細やかな対応、②多様な保育ニーズへの対応、③食育を
通じた児童の健全育成、を図る観点から、必要であると考える。
○　なお、構造改革特区第３次提案を受け、特区において、公立保育所の運営
の合理化を進める等の観点から、次の要件に該当する場合、公立保育所にお
ける給食の外部搬入を認めたところ。
①調理室として保存、配膳等のために必要な調理機能を有する設備を設ける
こと　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②児
童の食事の内容・回数・時機に適切に応じることができること
③社会福祉施設において外部搬入を行う場合の衛生基準に従うとともに、衛生
面では保健所との協力の下に行い、また、現行の調理業務の委託・受託に係る

下川町
働ける環境の支援体
制の推進

1234 1234010 092800
幼保複合に伴う平等経営に係
る支援措置

安心して働ける環境づくりと就学前
の教育の整備で幼稚園児と保育所
児を同一施設で保育しコミニュケー
ションを図り、良い環境で就学に望
み、よりよい環境で働けるよう取り
組んでいきたい。また、少子化で子
どもも少なくなっていることから幼い
頃からの環境整備も必要であると
考えることから、従来の幼稚園と保
育所にある財政的措置の運営費又
は支弁費等の集約を望むものであ
る

安心して働けるための環境整備に子育て
支援があるが、子供の教育には制度的区
分けは必要なく、幼保複合化が行われよう
と平等に教育が行われなければならない。
同一施設内で合同活動をしていく上で、子
供たちには区分けがなく同一であり、私的
契約児の区別はない。保育所児と同様に
支弁費の適用枠の拡大、幼稚園の交付税
措置の摘要を行い支援していくことが一元
化事務処理体制からも親にとっても預けや
すい環境になることから、地域への潜在的
労力の拡大になる

少子化、高齢化、核家族化など地域とも厳しい環
境になってきている。核家族化により幼児の保育
が主におかれ、働きたくても働けない環境にある。
そこで、子育ての支援をすることにより働くことがで
き、地域にとっても活力が出てき、起業の可能性も
あり新たな地域の活性化にもつながる。若い世代
の労力が不足がちであり、子育てが終わった人た
ちの雇用がおおくみられることから子育ての支援
が重要である。また、幼保複合化により体制を整
備し保育所機能を優先した支援体制を実施するた
めにも私的契約児への支弁費の拡大又は幼稚園
の交付税措置等の摘要は必要である。

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

7

○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格の
相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となるよう
連携を図ってきている。
○　また、保育所と幼稚園の共用化施設において、合同保育を実施するため
に、構造改革特区第２次提案及び第３次提案において、特例措置を設けたとこ
ろである。
○　「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討するこ
ととされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」につい
ては、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育てニーズ
に応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区における
保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平成１６
年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成１７年
度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々な準備
を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

秋田県
高齢化に対応したまち
づくり構想

1186 1186010 092810
学校給食センターにおける高
齢者向け配食サービスの実施

学校給食センターを活用した高齢
者用の食事サービスの実施
・文部科学省と厚生労働省の施策
の連携、一元化
・学校栄養職員の業務要件緩和

高齢者への配食が地域の経済事情や自
治体の財政事情で十分対応できない地域
において、学校給食センターの機能や学校
栄養職員を活用して、本来業務に支障に
ない範囲で高齢者用の配食サービスを実
施する。
このことにより、地域における在宅及び施
設入所高齢者の配食が行いやすくなり、地
域に住む高齢者の生活利便性が向上す
る。また、効率的な施設の管理運営により
市町村財政負担の軽減が図られる。

少子高齢化が全国的に最も進行している本県にお
いては、児童生徒数の減少が続く反面、高齢者の
増加が著しい。このため、高齢者への食事提供の
ニーズは高まっており、既存の学校給食センター
の本来的な機能を損なわず、地域の実情に合わ
せて、高齢者用の食事も作れるよう、条件整備を
進める必要がある。

規定なし 規定なし 6
　高齢者に対する配食サービスを行う拠点に関し、学校給食センターでは不可
能という規制は設けてはおらず、割り振られた支援措置への対応について、担
当府省庁には当たらない。

高齢者の施設サービスにおける食事の外
部搬入を認めるかどうかという観点から、
貴省も関係するものと思われる。学校給食
センターを活用した高齢者用の食事サービ
スの実施について、提案者の構想する事
業が要望に沿って円滑に実施できるよう
に、学校給食施設を所管する文部科学省
との間で連携する等工夫することができな
いか、要望を実現するにはどうすればいい
かという観点から再度検討し、回答された
い。

8

　在宅高齢者に対する配食サービス及び
老人福祉施設における調理業務の委託に
関し、学校給食センターでは不可能という
規制は設けてはおらず、事実誤認である。

愛知県、豊橋
市、蒲郡市、
田原市、御津
町

国際自動車産業交流
都市

1352 1352060 092820
国における外国人に対する諸
政策の一本化

三河港地域を構成する自治体に
は、外国人が多く居住し、自動車産
業に勤務する者も多い。外国人と
の共生は今後のこの地域の重要な
課題であるが、外国人に関わる各
種制度が関係省庁により個別に運
営されているため、外国人にとって
不便である。そこで、入国管理をは
じめとして査証許可や医療・保険・
教育等の外国人に関連する施策に
ついて国において窓口を一元化す
るなど総合的な対応を図る。これに
より、在住外国人も日本人と同様
に生活し働ける多文化共生社会を
整備することで、在住外国人の日
本における長期的生活設計が可能
となり、不動産の購入や教育支出
など経済効果が期待できるととも
に、外国人の企業による雇用の増
大が期待できる。

国において、多文化共生推進のための基
本方針の策定や、それを実現するため諸
課題に取組み下記の省庁間の調整を行う
ための統括窓口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部科学省）
④医療保険、年金、雇用管理(厚生労働
省）
⑤地方自治体への支援等(総務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察庁）

外国人の長期滞在化・永住化傾向が高まってお
り、地域の一員として生活するようになることで、教
育・保険・医療など現行の法制度では対応しきれな
い多くの問題が発生している。また、国においてこ
れら外国人の長期滞在化・永住化に対応する基本
方針が明らかでなく、対応する総合窓口等も存在
しないため、地方公共団体においてこれらの問題
への対応が困難となっている。

6 本提案については、当省の担当とするところでない。

提案者の要望は、外国人に係る医療保
険、年金及び雇用管理を含めた外国人に
対する諸政策一本化のための総括窓口設
置を要望しているものであり、これについて
は貴省も関係していると思われるので、提
案の趣旨を踏まえ検討し、回答されたい。

3

行政効率の観点から新たに総括窓口を設
置することは困難であるが、外国人に係る
行政については関係省庁感で連携を図っ
ており、今後とも関係機関の連携を密にし
てまいりたい。
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愛知県
あいち・なごやモノづく
り産業振興構想

1354 1354040 092830
国における外国人に対する諸
政策の一本化

名古屋圏には、外国人が多く居住
しているが、外国人との共生は今
後のこの地域の重要な課題である
が、外国人に関わる各種制度が関
係省庁により個別に運営されてい
るため、外国人にとって不便であ
る。そこで、入国管理をはじめとし
て査証許可や医療・保険・教育等
の外国人に関連する施策について
国において窓口を一元化するなど
総合的な対応を図る。これにより、
在住外国人も日本人と同様に生活
し働ける多文化共生社会を整備す
ることで、在住外国人の日本にお
ける長期的生活設計が可能とな
り、不動産の購入や教育支出など
経済効果が期待できるとともに、外
国人の企業による雇用の増大が期
待できる。

国において、多文化共生推進のための基
本方針の策定や、それを実現するため諸
課題に取組み下記の省庁間の調整を行う
ための統括窓口を設置する。
①入国・在留審査・管理(法務省）
②査証発給（外務省）
③日本語教育、子女教育(文部科学省）
④医療保険、年金、雇用管理(厚生労働
省）
⑤地方自治体への支援等(総務省）
⑥不法滞在者・治安対策(警察庁）

外国人の長期滞在化・永住化傾向が高まってお
り、地域の一員として生活するようになることで、教
育・保険・医療など現行の法制度では対応しきれな
い多くの問題が発生している。また、国においてこ
れら外国人の長期滞在化・永住化に対応する基本
方針が明らかでなく、対応する総合窓口等も存在
しないため、地方公共団体においてこれらの問題
への対応が困難となっている。

内閣官房副長官補室
が庶務を行い、外国
人に関する諸問題を
検討するため「外国
人労働者関係省庁連
絡会議」が設置され
ている。

法務省、外務省、文部科学省、厚生労働
省、総務省、警察庁を含む12省庁を構成
員として、年２回程度開催している。

５（関係
省庁間で
適宜連
絡をとっ
ているほ
か、当該
会議の
場を通じ
て関係省
庁間の
連携は
可能と考
えてお
り、また、
統括窓
口につい
ても当該
会議の
場を通じ
てその必
要性等を
検討する

各種会議の場等を活用しながら関係省庁間の連携は可能と考えており、また、
統括窓口についても当該会議等の場を通じてその必要性等を検討することは
可能と考えている。

提案者の要望は、外国人に対する諸政策
一本化のための、省庁間の調整を行うた
めの総括窓口設置を要望しているものであ
り、これについて再度検討し、回答された
い。

5
統括窓口については当該会議等の場を通
じてその必要性等を検討することは可能と
考えている。

小野町
健康・安心のまちづく
りによる地域再生

1240 1240030 092840
健康保険・老人保健・介護保険
制度の一元化及び保険者の一
本化

高齢者に係る給付の重複等を是正
し、もって住民の利便性と健康づく
り思想の高揚を図るため、現在個
別に給付事業を行っている健康保
険・老人保健・介護保険制度の一
元化をお願いしたい。

健康保険・老人保健・介護保険制度の一
元化により、高齢者に顕著な診療・介護給
付等の重複を防ぎ、過剰給付を防止すると
共に同一医師等の指導によるトータルなケ
アを実施し、健康づくりの重要性が喚起さ
れ、高齢者が、自ら健康づくりに目覚め、
適正な給付水準を保つことが可能となる。
また、個別事務を統合することにより、事
務能率の向上を図る。

高齢者に係る給付の重複等を是正し、もって住民
の利便性と健康づくり思想の高揚を図るために、
健康保険・老人保健・介護保険制度の一元化が必
要である。

国民健康保険法
老人保健法
介護保険法

現在、国民健康保険、老人保健制度、介
護保険はそれそれ個別に給付事業等を
行っている。

3

　介護保険制度については、従来、福祉、医療の双方の制度からそれぞれに
提供されていた介護サービスについて、総合的にサービス提供を行うとともに、
給付と負担の関係の明確化や社会的入院の解消等を図ったものである。
　また、老人保健制度は、老人の心身や疾病の特性に応じて医療や健康診査
等の各種の保健事業を総合的に実施すると同時に、高齢化の進展の中で増大
する高齢者医療費を国民が公平に負担することを目的としている。
　また、国民健康保険・介護保険の保険者については、制度運営の責任主体
の明確化を図るとともに、各サービスの給付と負担の関係を明確化する観点か
ら、制度毎に設ける必要があると考えている。
　以上の趣旨を踏まえ各制度を適切に運営することが適当であり、健康保険・
老人保健・介護保険制度の一元化を図ることは適切ではない。
　なお、現在でも、老人保健法第34条の2において介護と医療の給付の重複を
防止する規定を設けるなどの措置を講じているが、今後は、平成15年3月に閣
議決定された「医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方針」に規
定されているように、保健・医療・介護等の連携による各サービスの効率化をさ
らに進めていくこととしている。

提案者の要望を踏まえ、再度検討し、回答
されたい。

茨城県
ひたちなか地区の土
地活用及び港湾利用
推進プロジェクト

1278 1278060 092850 検疫体制の一元化

　現在，検査対象ごとに実施されて
いる検疫事務について，対象区域
内においては，体制を一元化して
行うこととする。

　船舶・人に係る検疫及び動植物，食品に
係る検疫について，対象区域内の検査機
関を一元化して対応することにより，迅速
かつ効率的な手続きとする。
　このことにより行政サービスの効率化を
図り，港湾の利便性を高めることで常陸那
珂港の利用を促進する。

　現在，常陸那珂港の検疫事務については，検査
対象ごとに，厚生労働省，農林水産省の職員が出
張等により実施している。このため，対象区域内に
おいて検査機関を一元化して体制を整備すること
により，リードタイムの短縮を図り，早期の引き取り
を要望する荷主のニーズ等への対応を可能とする
提案を行うものである。

食品衛生法
検疫法

　食品衛生法に基づき、輸入食品等の安
全性を確保する目的から、販売又は営業
上使用する食品等を輸入しようとする者は
届出を行わなければならない。
　検疫感染症の国内侵入を防止する目的
から、本邦に入港しようとする船舶の長
は、検疫法に基づいた通報を行い許可を
受けた後でなければ、国内の港に入港して
はならない。また、本邦到着後船舶の健康
状態に関する報告書を提出することとして
いる。

3

　常陸那珂港においては、
① 検疫については検疫官が臨船することなく、航行中の無線検疫により手続
を行っていること
② 食品等輸入届出手続については、貨物が到着する前に届出を行う事前届
出制度により行っていること
③ 輸入食品等のモニタリング検査についても、試験結果の判定を待たずに輸
入手続きを進めることができるものであること
から、現行の検疫所の体制においても、貨物を不要に留め置くことなく、流通さ
せることが可能である。
また、行政サービスの効率化によって、円滑な流通が確保されるべきであるこ
と等については、従前より輸出入・港湾手続関連の行政を担う省庁間におい
て、輸出入・港湾手続関連府省連絡会議や総合物流施策推進会議等において
十分な連携を図ってきたほか、平成１５年７月には輸出入・港湾関連手続のシ
ングルウィンドウ化の運用を開始する等、関係業界等の要望に応じて対応して
きたところであり、今後とも関係省庁間の連携により一層推進してまいりたい。

検査対象ごとに異なる検疫事務の一元化
によって、港湾の利便性を高めるという提
案の趣旨を踏まえ、再度検討し、回答され
たい。

3

　検疫については、検疫感染症の病原体の国内侵
入を防止することを目的として、船舶、人の検疫等
の業務を検疫官が行っており、また、輸入食品の安
全対策については、食品による衛生上の危害防止
等のため専門的な知識を有する食品衛生監視員に
よる輸入時のチェックが行われているところである。
　このように、国民の健康保護の観点から、検疫及
び輸入食品監視業務についてはそれぞれの専門知
識を有する職員が行うべきと考える。
　ただし、輸出入者の利便性の向上、港湾関連手続
の簡素化・迅速化等の観点から、輸出入・港湾関連
の行政を行う省庁間において十分な連携を図ること
は、重要な課題であり、これまでも、輸出入・港湾手
続関連府省連絡会議、総合物流施策推進会議等に
おいて、関係省庁相互の連携を図ってきたほか、昨
年７月には、１回の入力・送信で必要な輸出入・港
湾関連手続を行うことを可能とするシングルウィンド
ウ・システムが稼動したところである。今後ともこうし
た関係省庁間の連携を更に強化していくことが重要
と認識している。ご要望の趣旨である港湾物流の
リードタイム短縮による利便性の向上については、こ
れらの対応により実現できるものと考えている。

神戸市 神戸港再生構想 2023 2023020 092860
検疫所における輸入食品の検
査体制の強化・充実

国際みなと経済特区内における税
関職員の執務時間外の常駐体制と
同様な、検疫所の輸入食品の検査
体制の確立

税関職員の執務時間外の常駐体制と同様
に、検疫所における輸入食品の執務時間
外の検査体制を強化、充実することで、港
湾物流のリードタイムを短縮し、神戸港の
競争力を強化する。

輸入食品の検査は、税関の通関業務に先立って
実施されるものであり、これらの検査業務が円滑
に実施されることは、港湾物流のリードタイム短縮
につながるものと考えられる。　　　　　　　　　　　平
成15年4月に神戸港が国際みなと経済特区の認定
を受け、およそ8ヶ月が経過したが、税関の執務時
間外の体制が整備されたことで、時間外の輸出入
申告は増加している。　　　　　　　　　　　　　　　　こ
の税関の体制と一体的に輸入食品の検査体制を
整備することは、時間外の輸出入手続きに対する
需要をさらに顕在化し、取扱量の増加が見込まれ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　特に、生鮮食料品な
ど迅速な処理を必要とするものも多く、事業者から
の期待が寄せられている。

食品衛生法

①検査体制
検疫所では、輸入食品等について幅広く監
視（モニター）し、違反が発見された場合に
は検査を強化するなど、必要に応じた輸入
時の検査体制を構築することを目的として
モニタリング検査制度を導入している。
②執務時間外対応
現在、食品等輸入届出手続の窓口となる
主要港湾の厚生労働省検疫所は、土・日・
休日は閉庁となっているが、税関の執務時
間外における通関体制の整備に合わせ、
平成15年７月より検疫所においては、執務
時間外連絡窓口（平日 17:00～21:00、土・
日・休日 8:30～17:00）を開設するとともに、
要望があれば適宜対応しているところであ
る。
③ 事前届出制度の活用
食品等輸入届出手続については、貨物到
着７日前から届出を受け付けており、その
うち検査を要しないもので食品衛生上の問
題を生じるおそれのない貨物については、
搬入前に届出済証を交付しているところで
ある。

5

モニタリング検査は、試験結果の判定を待たずに輸入手続きを進めることがで
きるもので、貨物の流通を妨げるものではない。また、食品等輸入届出手続に
ついて、多くの場合は事前届出制度等により、食品等の輸入貨物が港に滞留
することはないが、全国における平成15年の届出件数約168万件に対し、執務
時間外対応が約400件と多少なりとも要望があることから、今後も事前届出制
度の活用等、現行制度の効率化を図りつつ適切に対応するとともに、平成16年
度予算（案）においても、24時間フルオープン化に対応できるよう輸入食品監視
支援システム（FAINS）の更改、主要港湾の食品衛生監視員の増員等、行政需
要に見合った適正な人員配置を図ることとしている。

大分県
港湾CIQ利便性向上
のための国・県タイ・
アップ計画

2060 2060010 092870
県専門職員の福岡検疫所職
員、動物検疫所門司支所兼務
発令

①現在、福岡検疫所支所から食品
衛生監視員の派遣を受けながら
行っている輸入食品検疫業務につ
いては、福岡検疫所支所において
研修を受け、その食品衛生監視員
として兼務発令を受けた大分県の
食品衛生監視員も行えるようにす
る。
②現在、動物検疫所門司支所から
職員の派遣を受けながら行ってい
る輸入動物検疫業務については、
動物検疫所門司支所において研修
を受け、その職員として兼務発令を
受けた大分県の専門職員も行うこ
とができるようにする。

①輸入食品検疫業務について、福岡検疫
所から出張してくる食品衛生監視員と、福
岡検疫所の食品衛生監視員として兼務発
令を受けた大分県の食品衛生監視員が役
割分担をし、いつでも輸入食品検疫を行え
るような体制を構築する。
②輸入動物検疫業務について、動物検疫
所門司支所から出張してくる職員と、動物
検疫所門司支所兼務発令を受けた大分県
の専門職員が役割分担をし、いつでも輸入
動物検疫を行えるような体制を構築する。

現在、大分港における食品検疫については、福岡
検疫所が所管しており、輸入食品に係る届出は福
岡検疫所に行わなければならず、年に数回行われ
る抜き取り検査では、福岡検疫所の食品衛生監視
員の出張予定との調整が必要になる。また、動物
検疫については、動物検疫所門司支所が所管して
おり、同支所の職員の出張によって行われている
ため、出張予定との調整が必要になる。これらは、
輸入業者にとって負担となっており、大分港を敬遠
する原因になっている。

食品衛生法

①輸 食品 視業務
輸入食品の監視業務は、全国の一様な監
視体制、輸出国との政府レベルでの折衝・
協議の必要性等から国の検疫所により行
われている。
②検査体制
検疫所では、輸入食品等について幅広く監
視（モニター）し、違反が発見された場合に
は検査を強化するなど、必要に応じた輸入
時の検査体制を構築することを目的として
モニタリング検査制度を導入している。
③執務時間外対応
現在、食品等輸入届出手続の窓口となる
主要港湾の厚生労働省検疫所は、土・日・
休日は閉庁となっているが、税関の執務時
間外における通関体制の整備に合わせ、
平成15年７月より検疫所においては、執務
時間外連絡窓口（平日 17:00～21:00、土・
日・休日 8:30～17:00）を開設するとともに、
要望があれば適宜対応しているところであ
る。
④ 事前届出制度の活用
食品等輸入届出手続については、貨物到
着７日前から届出を受け付けており、その
うち検査を要しないもので食品衛生上の問
題を生じるおそれのない貨物については、
搬入前に届出済証を交付しているところで
ある。

3

　輸入手続については、遠方利用者の利便性を考慮し、輸入届出のオンライン
化、事前届出制度の活用、郵送による書面届出の受理等、簡略化、迅速化を
図っているところである。
また、検査体制については、平成15年の大分港の輸入実績（届出件数約400
件、検査件数約10件）を踏まえると、事前届出制度を活用すれば、貨物の到着
に合わせた検査の実施等、事前の調整による対応は、福岡検疫所の現行体制
でも十分可能と考えている。
　なお、今後、さらに恒常的な行政需要があり、対応が求められる場合には、国
において迅速な検査体制が構築できるよう適正な人員配置を図ることにより対
応したい。

提案者の要望は、大分港における職員体
制の充実により、現行では、検疫の実施の
際に必要な職員の出張予定等の調整の改
善を求めるものであり、提案の趣旨を踏ま
え、再度検討し、回答されたい。

3

平成15年の大分港の輸入実績（届出件数
約400件、検査件数約10件）を踏まえると、
事前届出制度を活用すれば、貨物の到着
に合わせた検査の実施等、輸入者の意向
にそった事前の調整は、福岡検疫所の現
行体制でも十分可能である。
　また、これまでも輸入者の負担を軽減す
るため、遠方利用者の利便性を考慮した
輸入届出のオンライン化、事前届出制度の
活用、郵送による書面届出の受理等、輸
入手続の簡略化、迅速化を図るとともに、
検査体制についても、モニタリング検査に
より、貨物の収去のみを行い、その試験結
果の判定を待たずに輸入手続を進めること
ができる等、貨物の流通を妨げることのな
いよう対処しているところである。
　なお、今後、さらに恒常的な行政需要が
あり、対応が求められる場合には、国にお
いて迅速な検査体制が構築できるよう適正
な人員配置を図ることにより対応したい。
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名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

下関市
下関港港湾物流サー
ビス機能円滑化構想

2063 2063010 092880
動植物検疫及び食品検査の年
中無休検査体制の確保

　下関港を利用する貨物は、少し割
高な輸送コストを負担しても、ス
ピードを要求する貨物が多く、本港
の荷主等は一刻も早く確実に当該
貨物を目的地へ運びたい希望を
持っている。現在、下関港において
通関業務は年中無休の体制が整
備されているものの、日・祝日に植
物・動物・食品の検査が出来ないた
め、日・祝日に入港する船舶の貨
物は通関が出来ないため、利用に
制限を受けている。こうした荷主等
のニーズに応えられるよう、３６５日
年中無休の検査業務体制を整備し
ていただくことにより、下関港を利
用する外貿貨物の増大、関連企業
への経済波及効果が期待できる。

　海上輸入貨物の植物・動物・食品に関す
る検疫についても、税関と同様に日・祝日
の対応をしていただくことにより、下関港に
おける外貿貨物について年中無休の即日
通関を可能とする。

　現在、下関港では植物・動物・食品検査を必要と
する貨物は、日・祝日の取扱を取りやめる等の対
応を行っているが、曜日に関係なく取扱いが出来
ることによる利便性の向上から、下関港を利用す
る貨物量の増加、地域関連企業への経済波及効
果が見込まれる。

食品衛生法

①検査体制
検疫所では、輸入食品等について幅広く監
視（モニター）し、違反が発見された場合に
は検査を強化するなど、必要に応じた輸入
時の検査体制を構築することを目的として
モニタリング検査制度を導入している。
②執務時間外対応
現在、食品等輸入届出手続の窓口となる
主要港湾の厚生労働省検疫所は、土・日・
休日は閉庁（下関は土曜 8:30～17:00開
庁）となっているが、税関の執務時間外に
おける通関体制の整備に合わせ、平成15
年７月より検疫所においては、執務時間外
連絡窓口（平日 17:00～21:00、土・日・休日
8:30～17:00）を開設するとともに、要望が
あれば適宜対応しているところである。
③ 事前届出制度の活用
食品等輸入届出手続については、貨物到
着７日前から届出を受け付けており、その
うち検査を要しないもので食品衛生上の問
題を生じるおそれのない貨物については、
搬入前に届出済証を交付しているところで
ある。

5

モニタリング検査は、試験結果の判定を待たずに輸入手続きを進めることがで
きるもので、貨物の流通を妨げるものではない。また、食品等輸入届出手続に
ついて、多くの場合は事前届出制度等により、食品等の輸入貨物が港に滞留
することはないが、全国における平成15年の届出件数約168万件に対し、執務
時間外対応が約400件と多少なりとも要望があることから、今後も事前届出制
度の活用等、現行制度の効率化を図りつつ適切に対応するとともに、平成16年
度予算（案）においても、24時間フルオープン化に対応できるよう輸入食品監視
支援システム（FAINS）の更改、主要港湾の食品衛生監視員の増員等、行政需
要に見合った適正な人員配置を図ることとしている。

青森県
国際線を核とした地域
の活性化

1107 1107010 092890
ＣＩＱ関係機関の連携と体制強
化（県職員による応援も含む）

・地域の活性化、ビジット・ジャパ
ン・キャンペーン推進のため、地方
空港におけるＣＩＱ関係要員の充実
及び弾力的な相互応援など、関係
省庁の連携と柔軟な体制の確保に
よる地方空港の国際化促進に向け
た支援
・国際線運航時におけるＣＩＱ関連
業務について、県職員の応援が可
能となるような制度の導入

青森・ソウル線の増便をはじめとする青森
空港の国際化促進

ＣＩＱは、それぞれ所管省庁が分かれており、各機
関の連携により体制が整わないと国際線の運航が
できないため

検疫法

　外国から来航した航空機の長は、検疫済
証又は仮検疫済証を受けた後でなけれ
ば、当該飛行機を検疫飛行場以外の場所
に着陸させ、または着水させてはならな
い。ただし、検疫所長の許可を受けて当該
航空機を着陸させ、若しくは着水させる場
合、この限りでない。
　また、検疫所長は、検疫感染症につき、
外国から来航した航空機に乗ってきた者に
対し必要な質問、診察等を行い、必要に応
じ隔離、停留等の措置をとること、または
検疫官をしてこれを行わせることができる。

5(3)

　青森空港には職員が常駐し検疫を行っており、ご提案の国際便の増便等に
も、現行の体制で対応できると考えている。
　なお、地方空港の国際化に関しては、関係省庁の協力体制の強化及び情報
交換を図るとともに、国際化に係る手続が円滑に行われるようＣＩＱ関係省庁及
び国土交通省により構成される「空港・港湾におけるＣＩＱＴ連絡調整会議」を設
置し、連携を図っているところであるが、今後とも、この連携を強化してまいりた
い。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047110 092900
思春期の子ども達への血液検
査等を実施するための連携施
策の創設

生涯にわたる健康の維持・増進を
図るためには、生活習慣が確立さ
れる思春期（中高生）の子ども達の
健康の維持・増進が必要である。
そこで、思春期の子ども達への身
体・血液検査、骨密度測定等各種
検査等を実施することが可能となる
よう、厚生労働省と文部科学省とが
連携した施策を構築する。

生活習慣が確立される思春期（中高生）の
子ども達の健康の維持・増進を図ることに
より、長期的に見れば、将来の生活習慣病
や骨粗しょう症等を予防することが可能と
なり、医療費の抑制効果が期待される。

学校保健（文部科学省）と地域保健（厚生労働省）
とがより一層連携した取組みを行うことが必要。

健やか親子21検討会
報告書

我が国の母子保健における取組の成果や
課題を整理し、２１世紀の母子保健の取組
の方向性を示し、国民をはじめ各自治体・
関係団体等で推進する国民運動計画であ
る「健やか親子２１」に取り組んでいる。そ
の中で、厚生労働省と文部科学省が連携
し、取組の方向性の明確なメッセージを示
し、地域における保健、医療、福祉、教育
等の連携の促進を図りつつ、思春期の保
健対策を強化し、健康教育を推進すること
としている。

3
３（今後とも「健やか親子２１」の推進に努めてまいりたい。なお、健康改善につ
いての各種検査を思春期に実施することの有効性が確立していない現時点に
おいては、慎重な対応が必要である。）

思春期の子ども達の健康の維持・増進を
図るという提案者の趣旨を踏まえ、再度検
討し、回答されたい。

3

今後とも「健やか親子２１」の推進に努めて
まいりたい。なお、健康改善についての各
種検査を思春期に実施することの有効性
が確立していない現時点においては、慎重
な対応が必要である。

あさぎり町
石倉を拠点とした駅前
商店街の活性化

2161 2161030 092910
石倉を利用した宿泊施設開設
のための規制緩和等

石倉を宿泊施設に改造するために
は建築基準法等の規定をクリアす
る必要があるため、これらの規制
緩和等の検討をお願いしたい。

石倉を宿泊施設として活用することにより、
他の地域との差別化と滞在型観光の進展
を図る。

観光振興に当たっては他の地域との差別化と地域
の個性を発揮することが重要となっている。また、
滞在型の観光振興により地域への経済波及効果
を増加させることができる。

旅館業法第３条、旅
館業法施行令第１条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

一般に、宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同
様の衛生基準をクリアしていることが不可欠であることから、当該要望の実現
は困難である。ただし、旅館業法は、最小限の基準しか示しておらず、具体的
要件及び衛生措置の基準については都道府県の条例によるものである。

提案者の要望は、現存する石倉を宿泊施
設として活用し、宿泊業を行う際の旅館業
法等の規制緩和を求めるものであり、その
趣旨を踏まえ、要望を実現するにはどうす
ればいいか再度検討し、回答されたい。ま
た、石倉については何が問題となるのかに
ついても明らかにされたい。

3

○旅館業法に係る提案の趣旨については、①地域再生に
係る計画の認定を受けた地域については、農林漁業体験
民宿業と同様、「客室の延床面積３３㎡以上」の規定を適用
しないこと、②「適当な採光、換気」について、必要な要件の
緩和を行うこと、であると承知しているところである。
○①に関しては、農林漁業体験型の民宿業に対し、簡易宿
所の面積要件を適用しないこととしているのは、あくまで、実
際の農家に宿泊して、その暮らしぶりを実体験するためで
あり、提案の場合は通常のホテル及び旅館に宿泊する場
合と何ら変わりないものであるため、同一の基準を適用す
べきである。
○②に関しては、具体的要件は都道府県の条例により定め
られているため、要望実現の可否は都道府県の判断による
ところであると考える。

千葉県
雇用対策の推進と産
業人材の育成

1308 1308020 092920
若年者向け就業支援センター
への支援と関係省庁の施策相
互の連携推進

県では、若年者の就業について重
要な政策課題として捉え、14年度、
フリーター等の若年者就業につい
て実態調査を実施し、時代に合っ
た職業訓練や就業カウンセリング
に力を入れていくことにしており、
今後は、これらの実績を踏まえ、若
年者の就業支援のためのワンス
トップセンターを設置し、施策の一
層の拡充を図ることとしている。こ
のため、厚生労働省、経済産業省
等が平成16年度に計画している若
年者就業支援対策において、この
ワンストップセンターの設置運営を
支援するとともに、ワンストップセン
ターの運営に関して国の職業紹介
事業との十分な連携の確保など、
国施策の連携促進、を提案。

若年者向け就業支援センターにおけるキャ
リアカウンセリングや併設されるハロー
ワークでの職業紹介と併せ、産業人材の
育成に係る経済産業省事業を実施する。こ
れにより、若年者の就業支援に関するサー
ビスのワンストップでの提供が可能となる。

平成１６年度から３年間に経済産業省で実施する
産業人材育成事業の受け皿として、千葉県では平
成１６年度に若年者向けの就業支援センター（ワン
ストップサービスセンター（仮称））を設置する予定
であり、事業展開に必要な産学官民の態勢作りに
も既に取り組んでいる。こうしたことから、その事業
効果を最大限に発揮するという面から、国の産業
人材育成事業を本県で実施することが適当であ
る。

「若者自立・挑戦プラ
ン」
（平成15年6月10日策
定（若者自立・挑戦戦
略会議））

「『若者自立・挑戦プ
ラン』の推進」
（平成16年1月20日策
定（若者自立・挑戦戦
略会議））

平成16年度より、都道府県が若年者のた
めのワンストップサービスセンターを設置
する場合に、「若年者地域連携事業」を委
託するとともに、都道府県の要請に応じ、
ハローワークの併設を行うことにより、支援
することとしている。

２，６ Ⅶ

平成16年度より、都道府県が若年者のためのワンストップサービスセンターを
設置する場合に、企業説明会や高校生の保護者の就職に関する意識の啓発
等の「若年者地域連携事業」を委託するとともに、都道府県の要請に応じ、ハ
ローワークの併設を行うことにより、支援することとしており（「平成16年度予算
案」）、地域再生計画の策定の有無にかかわらず、ご要望の事業は実施可能で
ある。なお、若年産業人材育成事業については、経済産業省の所管である。

三島町
森林業のビジネス
チェーン再構築による
地域再生構想

1098 1098020 092930
複数省庁にまたがる施策の連
携と集中的実施

農林水産省、総務省、文部科学
省、厚生労働省、経済産業省、国
土交通省、環境省の連携で行われ
ている「都市と農山漁村の共生・対
流推進会議」の機能を強化し、現在
個別に実施されている施策を統括
的に活用できるようにする。

そのための相談、申請窓口と事務
機能を推進会議内もしくは地域再
生本部等の適切な機関内に設け
る。

本地域おいては、「エコツーリズム」
の推進を目的とした各省庁の施策
を統括的かつ集中的に実施する。

支援措置番号１において策定したアクショ
ンプログラムに基づき、「森林環境を活用し
たビジネスモデル創造プロジェクト」を推進
する。

特に本地域おいて有能な人材を多く保有
し、短期間での成果が期待される「エコ
ツーリズム」におけるビジネスモデルづくり
を推進する。

アクションプログラムの継続的な実施を実
現する人材を確保するため、有能な人材の
誘致を行うと共に、官民問わず地域の有望
な若者を中心に、実践的な教育を実施す
る。

これにより、本地域に不足しているツアー
コーディネーターやツアーオペレーターと
いった、エコツーリズムに関するプロの人
材を創出し、さらに効果的な施策を実施す
ることのできる公共スタッフを創出する

本来複合的な産業である「エコツーリズム」の促進
を実現するためには、既存の省庁の枠組みを超え
た支援が必要となる。

そのため、現在「都市と農山漁村の交流・対流推
進会議」が設置されているが、各省庁の施策を統
括的に運用するまでには至っていない。

この問題を解決するため、政府内に地域再生構想
の内容に即したワンパッケージ型の支援策が実施
できる、統括的な運用機関の設置を望む。

6 本提案に関しては、当省の担当とするところではない。
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栃木県 栃木県経済新生構想 1211 1211030 092940
産業再生機構、中小企業再生
支援協議会、整理回収機構等
の連携

足利銀行の一時国有化による本県
経済の停滞を防ぐためには、経営
不振に陥っている企業を、迅速か
つ集中的に、１社でも多く再生させ
る必要があることから、産業再生機
構、中小企業再生支援協議会、整
理回収機構、日本政策投資銀行を
はじめとする政府系金融機関が相
互に連携し、より効果的な支援が
可能となるよう、これら関係機関に
よるネットワークを構築する。

経営不振に陥った企業を再生させていくこ
とは、県内経済の活性化に不可欠な方策
である。規模、業種等により企業再生の形
態も様々であることから、産業再生機構、
中小企業再生支援協議会、整理回収機
構、日本政策投資銀行をはじめとする政府
系金融機関が相互に緊密な連携を図り、
それぞれの支援機能を最大限に発揮して
いただくことが重要である。そこで、各機関
担当者による連絡調整組織の整備により、
各種支援施策の実効性を確保するもので
ある。

産業再生機構、中小企業再生支援協議会、整理
回収機構、政府系金融機関が組織の壁を越えて
相互に連携を図ることにより、県内企業に対する
各種の再生支援の取組が迅速かつ効果的に実施
されるようになる。

6 本提案に関しては、当省の担当とするところではない。

東広島市
合併に伴う都市機能
の再編成

2039 2039070 092950
国合同庁舎建設のための省庁
間の調整

各地方機関の合同庁舎の早期建
設のための各省庁間の調整。

各地方機関の施設・敷地の狭隘化の解消
を図るため、中心市街地への合同庁舎建
設。

地方機関が市内各所にバラバラに存在しており、
また、施設・敷地の狭隘化が課題となっている。

6 本提案に関しては、当省の担当とするところではない。

福岡市
福岡アジアビジネス交
流拠点都市構想

2079 2079010 092960
対日直接投資総合案内窓口の
地方への設置

現在、東京のみに設置されている
対日直接投資総合案内窓口を、対
内投資を促進する地域にも設置
し、関係省庁の地方出先機関の対
内投資担当窓口を一元化すること
により、中国や韓国をはじめとした
海外からの進出に対応する。

本市では、外国企業の進出支援のための
ワンストップサービス機能を持つ「アジアビ
ジネス支援センター」を設置する予定であ
るが、同センターと関係省庁の地方出先機
関の対内投資担当窓口との連携により、よ
り効果的な外国企業の誘致を図る。

地方に進出してくる外国人事業者にとって、日本で
事業を実施する際に必要となる手続きは煩雑で分
かりにくく、具体的に進出を検討する際の障害と
なっている。そのため、地方における対内投資の
促進にはこのような総合案内窓口機能が必要であ
る。

6 本提案に関しては、当省の担当とするところではない。
対日直接投資については、貴省も関係省
庁と思われるので、提案の趣旨を踏まえ検
討し、回答されたい。

5

平成１５年５月に設置した「対日直接投資
総合案内窓口」において、既に民間事業者
だけでなく、各地方公共団体及び関係機関
等からの照会も受け付けており、地方公共
団体からの問い合わせ等にも対応してい
る。

千葉県
「東京湾ゲノムベイ地
域」の形成の推進

1303 1303070 092970
研究成果のネットワーク化の推
進等産学官の連携の強化

産学官の連携強化を推進するた
め、大学、国立試験研究機関等全
国の知的基盤を提供する機関の
ネットワーク化を進め、バイオテクノ
ロジーにおける研究成果に係る情
報を、関係省庁横断的に、かつ、一
元的に提供する国による総合的窓
口を整備。

大学、国立試験研究機関等知的基盤を提
供する機関の全国的なネットワーク化に基
づく、国のバイオテクノロジーの研究成果
に係る情報を活用することにより、当地域
における産学官の共同プロジェクトを積極
的に推進する。

産学官連携の共同研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを恒常的に実施し
ていくためには、地域を超えた連携が必要である
が、地域間連携は希薄で、地域のｼｰｽﾞやﾆｰｽﾞを
迅速かつｽﾑｰｽﾞに域外と連携させることが困難な
状況にある。
国際競争力のあるゲノム産業を加速化するために
は、産学官の連携強化を推進することが重要であ
り、公開可能な研究成果情報の一元的な共有化が
必要である。

6

　政府では、「バイオテクノロジー戦略大綱」等に基づき、内閣府・総合科学技
術会議を中心に、バイオテクノロジーの研究成果の活用等の取組を積極的に
進めており、国の一元的窓口という提案の実施主体は当省ではないと考える。
　なお、厚生労働省としても、引き続き関係府省と連携してまいりたい。

東広島市
合併に伴う都市機能
の再編成

2039 2039060 092980
国の各地方機関の行政管轄区
域の統一

市内における国の各地方機関の行
政管轄区域の統一する方針の決
定と統一までの期限の設定。

合併に伴う新市域内で行政管轄区域を統
一することの政府の方針決定を求めるとと
もに、これが迅速に行われるために期限の
設定を行う。

合併後の新市の一体性の強化や住民の利便性の
向上を図るため、これらの管轄区域を同一にする
ことが必要である。

6 本提案に関しては当省の担当とするところではない。

提案者の要望は、新市域内で行政管轄区
域を統一することを求めるものであり、東
広島市等を所管する貴省の出先機関では
社会保険事務所や公共職業安定所などが
あると思われるため、提案の趣旨を踏まえ
検討し、回答されたい。

5

　社会保険事務所については、東広島市
は、現在、呉社会保険事務所が管轄してお
り、合併後の東広島市の区域についても呉
社会保険事務所で管轄する方向で準備を
進めているところである。
　公共職業安定所については、雇用機会
や労働力人口が一定程度集積して一つの
地域労働市場を形成している地域ごとに、
その区域内の労働力需給調整が円滑に行
われるように設置することを基本としつつ、
利用者である求人者、求職者等が、十分な
サービスを享受できるように設置することと
している。こうした考え方に沿って、東広島
圏域の状況を分析し、地域労働市場の区
域が大きく変化し、労働力の需給調整や利
用者サービスに支障を生じている状況が
みられれば、管轄区域の見直しを検討して
まいりたい。
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㈱北海道二
十一世紀総
合研究所

地方分権・民間主体
型統計分析の実施

3036 3036010 092990
地域経済動向に関する統計の
一元化と地方主体の実態把握

１．国で実施されている統計業務の
都道府県（市町村）への移管
２．公的主体で管理・実施している
統計作業、集計作業の民間への譲
渡

１．地域の各種統計（人口、商業、工業、雇
用動向、景気動向、企業データベース等）
で国で実施されているものの都道府県（市
町村）移管
２．地域企業による統計の一元管理と実施
（地域での臨時雇用者を中心とした雇用管
理を含む）
３．地域企業による、地元企業や住民が利
用しやすい（利用促進につながる）形式へ
のデータの加工、公表手法、デザインの検
討
４．上記は、北海道での「道州制特区」の枠
組みで、試行することも考えられる。

１．失業率のように、地域では四半期ベースのみ
公表されるため、月きめ細かな雇用政策の立案が
困難な状況にある。
２．景気動向や世論調査等複数のアンケート調査
等が同一企業や個人に依頼される結果、多大な手
数をかけている。
３．一部統計については、都道府県レベルのデー
タ公表に留まり、市町村レベルでの施策推進に不
十分なデータもある。
４．総務省アンケートによれば、こうした統計結果
が市民や企業に有効活用されているとはいえない
状況にある。
以上に対して、地域の民間企業の一元管理の上で
統計調査等を実施すれば、データの地域密着化や
データ集計・管理の効率化が図られるとともに、
データの有効活用を推進する。また、調査員の募
集・管理も地域企業が実施することにより、地域で
の雇用創出につながる。

・統計法
・統計法施行令
・各種調査規則等

 【国の統計調査の移管】
　国が行う統計調査は、行政施策の企画・
立案のための基礎資料を得ること等を目
的として、全国的な規模で、統一的な方法
により実施しており、国の実態を把握する
のみならず、地方における実態も一定の範
囲で把握し、その結果を提供している。
　なお、各自治体において、さらに詳細な
情報が必要な場合には、各自治体におい
て追加して調査が行われている。
【統計事務の民間委託】
　統計に関する各種事務の民間委託につ
いては、「国の行政組織等の減量・効率化
等に関する基本的計画」（平成11年４月27
日閣議決定）の中で触れられており、各省
において推進が図られているところであ
る。ただし、国の基本的統計調査として、調
査の円滑かつ確実な実施、調査結果の精
度の確保が必要とされるものについては、
地方自治体又は地方支分部局を通じた調
査系統によって実施されており、また、必
要に応じて、国又は地方公共団体が民間
人等を非常勤の公務員に任命して実施し
ている。

３（国の
統計調
査の移
管）、５
（統計事
務の民
間委託）

-

【国の統計調査の移管】
　国が行う統計調査を都道府県等に移管すると、行政施策の的確な推進が困
難となる。
　また、一元的な企画の下で統一的な方法で調査が行われないことにより、調
査結果の精度の低下、地域間比較の困難を来たす恐れがある。その結果、調
査の実施面及び調査結果の利用面の双方において混乱を生じるおそれが高
い。
　さらに、国は、全国的な動向把握のみにとどめ、地方は地方ごとに調査を行う
とした場合には、都道府県・市町村それぞれが同様の調査を重ねて行うことに
より自治体の経費負担の増大や報告者の負担を増大させることとなる。
　なお、国が行う統計調査の実施に当たっては、統計法の趣旨に沿って、重複
の排除、調査の簡素・合理化について配慮されているところである。
【統計事務の民間委託】
　統計に関する各種事務の民間委託については、左記のとおり、その推進を図
ることとする。
　民間委託に当たっては、国民の信頼・協力を得るという視点から民間が実施
した場合協力の度合いが低下すること、また、受託できる事業者が事実上存在
しない可能性があるほか、受託できる事業者が存在しても地域によって事業者
が区々に分かれる可能性が強いことから調査の統一性の確保が困難となるこ
とにより、調査精度が低下するおそれがあること、被調査者のプライバシーの
保護が十分に図られないおそれがあること、また、個人や地域の利害に関わら
ない客観的・中立的立場で行う場合があること等の課題があるものの、これら
の課題が解決できるものについては、委託の拡大を検討してまいりたい。

国が行う統計調査の都道府県（市町村）へ
の移管については、データの集計管理の
効率化や雇用創出の観点から、要望を実
現することができないか、再度検討された
い。

３（国の統
計調査の
移管）、５
（統計事務
の民間委
託）

　国が行う統計調査を都道府県等に移管
すると、行政施策の的確な推進が困難とな
る。また、一元的な企画の下で統一的な方
法で調査が行われないことにより、調査結
果の精度の低下、地域間比較の困難を来
たす恐れがある。その結果、調査の実施面
及び調査結果の利用面の双方において混
乱を生じるおそれが高い。
　さらに、国は、全国的な動向把握のみに
とどめ、地方は地方ごとに調査を行うとした
場合には、都道府県・市町村それぞれが
同様の調査を重ねて行うことにより自治体
の経費負担の増大や報告者の負担を増大
させることとなる。
　なお、統計に関する更なる各種事務の民
間委託の推進については、平成16年に統
計関係府省により構成される検討会議を
設置し、「調査精度への影響など統計調査
における民間委託の状況や問題点を把握
した上で、委託先として求められる業務能
力、委託分野、委託方法などについて検討
し、報告者の信頼確保に重点を置いた統
計調査の民間委託に係るガイドラインを平
成16年度中に作成する」（「統計行政の新
たな展開方向」平成15年６月27日各府省
統計主管部局長等会議申合せ）こととして
いる。

山梨市
働く女性の支援再生
構想

1146 1146010 093000 女性団体等による販売の許可

働く婦人の家において、勤労女性
や勤労家庭の福利増進を目的とす
る団体等が、女性等の福利に必要
なサービスの提供や物品に対する
金品の受け渡しが建物内で可能と
なること。

生活研究グループが特産品の果樹を材料
としたびん詰、ジャム等や消費生活研究会
の廃油を利用した石鹸やぼかしの販売、
女性労働協会開催の保育サービス講習会
の修了者が行う病気などの急な短期保育
サービスや現在策定中の次世代育成支援
行動計画に関連するファミリーサポートセ
ンターでの保育の提供による保育料の徴
収など女性等の福利が増進する団体で
の、その団体の育成支援目的を達成する
ために必要な物品の販売やサービスの提
供に対する対価の授受が可能になること
により、女性団体の経理的な補助ができ
る。

働く婦人の家は、女性等の保護及び福祉増進、職
業生活等に必要な援助、地域における女性の福
祉に関する事業を総合的に実施しておりますが、
営利目的での活動や金品の受け渡し等ができな
い。そのため、女性団体やボランティアグループ等
が女性、障害者、高齢者等の福利厚生が向上する
事業を実施する場合、金品の受け渡し等が可能に
なることが必要である。

・育児休業等に関す
る法律の一部を改正
する法律による改正
前の男女雇用機会均
等法第30条
・働く婦人の家の設
置及び運営について
の望ましい基準

働く婦人の家は主に女性労働者を対象
に、各種の相談に応じ、必要な指導、講
習、実習を行い、並びに休養及びレクリ
エーションのための便宜を供与する等、女
性労働者の福祉に関する事業を総合的に
行う施設（平成15年 3月末日現在 214施
設）。

5 －
働く婦人の家の設置及び運営についての望ましい基準（昭和49年労働省告示
第52号）に基づき、施設の目的に反しない限り、対応が可能

特定非営利
活動法人就
業支援ネット
ワーク

地域活性化と母子家
庭等就業支援事業

3051 3051050 093010
収入事業に対する認可（小冊
子の広報誌同様世帯配布及び
情報収集への行政の協力）

地域再生目的の情報を地方自治
体発行広報誌への掲載又は広報
誌同様行政により配布可能にす
る。本事業のための広報誌等の行
政の情報発信手段での活用化

母子家庭等に対する就業に関する情報提
供。及び地域情報、商業、企業の広告を掲
載した情報をデジタル・アナログにて行政
情報提供手段にて発信。

通常広告収入等の収益事業に係わる民間情報は
行政の情報発信手段は使用不可である。地域全
世帯へ地域等の情報告知を趣致徹底しなければ
地域住民の意識下に情報は落ちない。今回の事
業はこの周知徹底が出来なければ愛着心の育成
も、官民一体となった地域メンテナンスも不可能で
ある。配布作業のコスト削減と効率化が図れ運営
費の負担削減。

広報誌等の運用については、各自治体の
責任において行われている。

3 －
広報誌等の運用については、各自治体の責任において行われるべきものであ
ると考える（各自治体に相談されたい。）。

埼玉県
特別養護老人ホーム
の整備による福祉
サービスの充実構想

1317 1317010 093020
特別養護老人ホームを設置す
る場合の土地確保に関する要
件緩和

現行の要件「賃借料の水準は、無
料又は極力低額であることが望ま
しい」から、既設法人が通所施設を
設置する場合の要件「賃借料が、
地域の水準に照らして適正な額以
下であること」への要件緩和

特別養護老人ホームの整備における土地
確保の要件を緩和することにより、土地の
確保が困難な都市部においても土地の確
保が可能になり、特別養護老人ホーム整
備の促進が図られる。

都市部においては土地の価格が高く、取得が困難
である。賃借でも「賃借料が無料又は極力低額」の
要件では賃貸する者が現れず、特別養護老人
ホーム整備が円滑に進まない。要件を緩和するこ
とにより、土地の確保が可能になり、整備促進が
図られる。

社会福祉法人の認可
について（平成１２年
１２月１日障第８９０
号、社援第２６１８号、
老発第７９４号、児発
第９０８号）

国又は地方公共団体
以外の者から施設用
地の貸与を受けて特
別養護老人ホームを
設置する場合の要件
緩和について（平成１
２年８月２２日社援第
１８９６号、老発第５９
９号）

地方自治法第２４５条の４第１項の規定に
基づく技術的助言として発出された「国又
は地方公共団体以外の者から施設用地の
貸与を受けて特別養護老人ホームを設置
する場合の要件緩和について」（平成１２年
８月２２日社援第１８９６号、老発第５９９号）
において、国又は地方公共団体以外の者
から施設用地の貸与を受けて特別養護老
人ホームを設置する場合は、「賃借料の水
準は、法人の経営の安定性の確保や社会
福祉事業の特性にかんがみ、無料又は極
力低額であることが望ましいものであり、ま
た、法人が寄附金等により当該賃借料を
長期間にわたって安定的に支払う能力が
あると認められる必要がある」としている。

5

○左記通知の趣旨は、特別養護老人ホームを経営する事業が安定的、継続的
に行われることを担保すると同時に、特別養護老人ホームについて、その整備
促進を図ることにある。

○ご要望の「賃借料が地域の水準に照らして適正な額以下である」場合であっ
ても、「法人が寄附金等により当該賃借料を長期間にわたって安定的に支払う
能力があると認められる」場合がある。したがって、「賃借料が地域の水準に照
らして適正な額以下である」場合の施設用地貸与を受けた特別養護老人ホー
ムの設置を認めることが、左記通知の趣旨（特別養護老人ホームを経営する事
業が安定的、継続的に行われることを担保すること）に反しないと所轄庁が判
断する場合には、これを認めても差し支えない。

堺市 地方行財政再生構想 2086 2086010 093030
短期臨時職員の職務範囲の拡
大（ケースワーク業務）

社会福祉主事の行う生活保護世帯
のケースワーク業務について、事
務吏員及び技術吏員の定義に所
定の資格を有する短期臨時職員を
加え、短期臨時職員によるケース
ワーク業務を可能とする。

生活保護世帯のうち、高齢者世帯のケー
スワークについては、社会福祉士等の資
格を有する短期臨時職員を活用する。な
お、短期臨時職員のケースワーカー職につ
いては、職務の範囲、守秘義務及び分限
等について条例化を行うなど正規職員に
準じた条件整備を行うものとする。また、そ
の職務上、一定の雇用期間が必要である
ため、構造改革特別区域法による「地方公
務員に係る臨時的任用事業」の活用も併
せて行い、制度の安定的運用を図る。

長期化する経済不況の中で、生活保護世帯のうち
稼動可能世帯の就労促進を図るために正規職員
を重点的に投入することを可能にするため。

生活保護法第二十一
条
社会福祉法第十五条

社会福祉法に定められている社会福祉主
事は生活保護法の施行において都道府県
知事又は市町村長の事務を補助するもの
とされ、社会福祉主事は、事務吏員又は技
術吏員とされている。

5

　生活保護法に係る事務を行う社会福祉主事については、社会福祉法の規定
により吏員とされていることから、吏員として採用される短期臨時職員について
は、社会福祉主事の要件を満たす限り、ケースワーク業務を行うことは可能で
ある。
　また、こうした要件に該当しない短期臨時職員であっても、ケースワークの補
助的な業務を行うことは可能である。
　現在、社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会
において、自立支援等生活保護の制度・運用の在り方について議論していただ
いており、生活保護行政の実施体制の在り方についても検討することとしてい
る。
　また、三位一体の改革において、昨年１２月に政府と与党の間で「生活保護
費負担金の見直しについて、自治体の自主性、独自性を生かし、民間の力も活
用した自立・就労支援の推進、事務執行体制の整備、給付の在り方、国と地方
の役割・費用負担等について、地方団体関係者等と協議しつつ、検討を行い、
その検討結果に基づいて平成１７年度に実施する」と合意したところである。
　これらの検討結果を踏まえ、平成１７年度を目途に生活保護行政における
ケースワークについて、可能なものについては短期臨時職員を活用できるよ
う、地方公共団体に対して助言等を行うこととする。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

大阪府社会
起業家サポー
ターズ（大阪
府、社会起業
家委員会、お
おさか元気
ネット）

地域コニュニティ活動
の活性化

2034 2034080 093040
小規模社会福祉法人の資産要
件の緩和（基本財産の引き下
げ）

小規模社会福祉事業の担い手とな
る小規模社会福祉法人の資産要
件である基本財産の引き下げ等を
図るべき。

より多くの住民等が地域福祉の担い手とし
て主体的に参画できるよう、小規模社会福
祉法人の資産要件である基本財産を引き
下げ。併せて、通知において規制されてい
る小規模社会福祉法人の経営する事業と
併せて行うことができる事業の範囲につい
て、自治体の判断等により必要に応じて拡
大できるよう所要の措置。

大阪府の抱える都市特有の地域福祉・介護課題に
対応していくためには、地域におけるきめ細かな介
護・福祉サービス供給基盤整備を確保することが
不可欠である。また、大阪府独自の施策として、
「街角デイハウス」や「痴呆性高齢者グループホー
ム（改修型）整備事業」を推進しており、地域で多
様な主体がサービスの担い手となる基盤が整って
いる。これらの現状から、大阪の課題に対応できる
大阪スタイルの介護・福祉サービス供給基盤とし
て、小規模多機能化を進めていく必要があるた
め。

・社会福祉法第２５条
・社会福祉法第２条
第４項第４号
・社会福祉法施行令
第１条
・「障害者に係る小規
模通所授産施設を経
営する社会福祉法人
に関する資産要件等
について」（平成１２
年１２月１日厚生省大
臣官房障害保健福祉
部長、厚生省社会・
援護局長通知）

　小規模通所授産施設の経営を目的として
社会福祉法人を設立する場合において
は、原則として、小規模通所授産施設の用
に供する不動産のすべてについて所有権
を有していることが必要であるが、１０００
万円以上に相当する資産を有している場
合には、施設用不動産について国若しくは
地方自治体から貸与若しくは使用許可、又
は国若しくは地方自治体以外の者から貸
与を受けていても差し支えない。
　小規模通所授産施設の経営を目的として
要件を満たして社会福祉法人を設立した
場合には、その法人は小規模通所授産施
設の経営のみを行うことを原則とするが、
次に掲げる事業については、小規模通所
授産施設の経営と併せて行うことができ
る。
①障害児相談支援事業、身体障害者相談
支援事業、知的障害者相談支援事業又は
精神障害者地域生活支援センターを経営
する事業
②身体障害者デイサービス事業又は知的
障害者デイサービス事業
③身体障害者居宅介護等事業、知的障害
者居宅介護等事業又は精神障害者居宅
介護等事業
④当該小規模通所授産施設を利用する障
害者等に対し、無料又は低額な料金で建
物を賃貸する事業

3

小規模通所授産施設については、小規模作業所からの移行を促進するため、
例外的に社会福祉事業とする際に必要な人数規模要件を緩和するとともに、
社会福祉施設を経営する社会福祉法人の設立要件についても、平成１２年１２
月から緩和したところであるため、現時点で一層の緩和を図ることは事業の安
定性・継続性との均衡等の問題があり困難である。また、当該法人はあくまで
小規模通所授産施設の経営を目的として設立され、そのために例外的に資産
要件等を緩和した社会福祉法人であるため、一般の社会福祉法人と同様の事
業を実施するためには通常の資産を有する必要があり、当該法人について資
産要件の緩和を行ったままで事業の範囲を拡大することは困難である。

大阪府社会
起業家サポー
ターズ（大阪
府、社会起業
家委員会、お
おさか元気
ネット）

地域コニュニティ活動
の活性化

2034 2034100 093050
民生委員の推薦に係る国籍条
項の撤廃

民生委員推薦に係る国籍条項につ
いて、民生委員を推薦するに当っ
て、定住外国人であっても、広く社
会の実情に通じ、社会福祉の増進
に熱意のある者であれば、地域の
実情に応じて民生委員として推薦
できるよう所要の措置を講じられた
い。

民生委員推薦に係る国籍条項について、
民生委員を推薦するに当っては、当該市
町村議会の議員の選挙権を有する者のう
ちから行うものと民生委員法第6条に規定
されており、定住外国人の推薦を行うこと
ができない。定住外国人であっても、広く社
会の実情に通じ、社会福祉の増進に熱意
のある者であれば、地域の実情に応じて民
生委員として推薦できるよう所要の措置を
講じられたい。

大阪では、数多くの在日外国人の方々が生活をし
ており、多文化共生の実現に向けて、国籍や言
語、文化の違いを認め合う地域社会づくりを進めて
いく必要がある。しかしながら、地域福祉推進の要
である民生委員の委嘱を外国籍の者が受けること
はできない。このことは、同じ地域に住む在日外国
人の中でも、地域貢献に対する意欲を持つ人も数
多く出てきている中で、見直しが不可欠な制度であ
るといえるため。

民生委員法第６条

民生委員法第６条において民生委員を推
薦するに当たっては、「当該市町村の議会
の議員の選挙権を有する者のうち、人格識
見高く、広く社会の実情に通じ、且つ、社会
福祉の増進に熱意のある者であって児童
福祉法の児童委員としても、適当である
者」から推薦することとされている。また、
市町村の議会の議員の選挙権の要件は、
公職選挙法第９条第２項に規定されてお
り、外国籍の者は該当しないものとなって
いる。

3

　民生委員・児童委員（民生委員は、民生委員法に定められており、同時に児
童委員は、児童福祉法によって民生委員が兼ねることとなっている。）は特別
職の地方公務員であり、地方公務員の国籍要件については、「公権力の行使
を行う公務員となるためには日本国籍を必要とする」こととされている。
　民生委員・児童委員については、児童委員として児童虐待等の立入調査権
に基づく公権力の行使を行うことなどから、民生委員法の規定にかかわらず、
日本国籍を必要とする。

熊本県
熊本型福祉でまちづく
り構想（案）

2047 2047050 093060
民生委員の推薦に係る国籍条
項の撤廃

現在、たんを吸引する行為は、医
行為にあたるとして、原則として医
師及び看護職員にしか認められて
おらず、例外的に、たんの吸引を必
要とする患者等の家族のみに認め
られていただけである。
このような患者等の生活の質（ＱＯ
Ｌ）の向上を図るとともに、家族の
負担軽減を図るため、ホームヘル
パーについても、たんを吸引する行
為を行うことを認める。

在宅で療養している患者等のうち、頻繁に
たんの吸引が必要な者については、家族
以外の者（医師及び看護職員を除く。）によ
るたんの吸引を認める。
これにより、当人のＱＯＬの向上と家族の
負担軽減が図られるとともに、ニーズに対
応したホームヘルプサービスが実行され、
また、これまで潜在化していたニーズが顕
在化することで、地域内での需要拡大にも
つながる。

たんを吸引する行為は、医行為として、医師及び
看護職員にしか認められていない。
燕下障害のある患者等であって介護にあたる者に
よるたんの吸引行為が頻繁に必要な者について
は、訪問看護等を受けている時間以外は、家族が
２４時間体制でたんの吸引を行っている。
そのため、必要な時に速やかにたんの吸引が行わ
れずに当人が苦痛を感じることもあり、また、例え
ばホープヘルプサービスを受けている間であって
も、たんの吸引行為がホームヘルパーには認めら
れていないため、家族がたんの吸引を行わなけれ
ばならず、家族の負担も非常に大きい。

医師法第１７条、保健
師助産師看護師法第
３１条、「ＡＬＳ（筋萎
縮性側索硬化症）患
者の在宅療養の支援
について」（医政局長
通知）

○　医師でなければ、医業をなしてはなら
ない。
○　看護師でなければ、傷病者若しくはじょ
く婦に対する療養上の世話又は診療の補
助を行うことを業としてはならない。

3

○　たんの吸引については、その危険性を考慮すれば、医師又は看護職員が
行うことが原則であるが、昨年７月に「ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者の在宅
療養の支援について」（医政局長通知）を発出し、ＡＬＳ患者の在宅療養の現状
にかんがみれば、在宅ＡＬＳ患者に対する家族以外の者（ヘルパーなど）による
たんの吸引の実施について、一定の条件の下では、当面のやむを得ない措置
として許容されるという考え方を示したところである。
○　ＡＬＳ以外の在宅患者に対するたんの吸引については、引き続き検討して
いるところである。

貴省回答にある「検討」を踏まえた実施予
定時期（検討スケジュール）及び実施内容
を明確にされたい。

3

「規制改革推進３か年計画（再改定）」（平
成１５年３月２８日閣議決定）に基づき、
ＡＬＳ以外の在宅患者に対するたんの吸引
の取扱いについても、引き続き検討してい
るところである。

仙台市
健康づくりウェルネス・
コミュニティ構想

1368 1368040 093070
大学病院の検査施設利用によ
る検査業の登録緩和

大学病院が有する高度な検査設備
と高度な知識と経験をもつ人材を
活用して，有償による検査業を行う
ことを認める。法的には特定機能
病院の地位を有したまま衛生検査
所登録が可能となるよう，衛生検査
所登録の登録要件から｢病院等を
除く｣という項目を除外する。

SARSや院内感染症といった高度な検査業
務について大学病院が地域医療機関から
業務受託し衛生検査業務を行う。地域の
医療機関と感染症ネットワークを構築する
ことにより市民の感染防止に役立ち、感染
予防に貢献できる。

特定が困難だったり，感染力が強く被害が大きい
感染症に対しは，一般の医療機関では対応が難し
く被害が拡大するケースが見られることから，専門
的かつ高度な知識と設備を有する大学病院との
ネットワーク構築は次世代の感染症防止策として
必要不可欠と考える。

7
提案の趣旨を踏まえ、対応策を記述された
い。

7

構造改革特区第４次提案を踏まえて検討
した結果、「②業として（反復継続して）行っ
ていないこと」という要件は、「③病院本来
の検体検査業務に支障が生じていないこ
と」という要件を確実に担保するために入
念的に設けていたものであり、③の要件が
満たされれば、②の要件を個別に求める
必要はないものと考えられることから、御
要望の病院における専門性の高い検体検
査業務の受託に関しては、今後、「②業と
して（反復継続して）行っていないこと」を要
件として求めないこととし、今年度中にその
旨全国に周知することする。

福崎町
大学と連携した地域再
生事業

2003 2003050 093080
（事項名）ＪＲ福崎駅周辺整備
(事項名）薬科大学周辺整備

・県保健医療計画の基準病床数の
緩和
　地域医療の核となる大学附属病
院誘致における、県保健医療計画
の基準病床数の緩和を図られた
い。（平成１５年４月現在、中播磨
圏域の基準病床数５１８７を実病床
数が超過しており、新規の病院建
築が困難な状況である）

・薬科大学の新設に伴う建築工事やその
周辺整備及び開学後の学生の活発な消費
活動やマンション需要の高まりなど、大き
な経済効果が期待できる。
・薬科大及び近畿福祉大学、県立福崎高
校にも配慮したＪＲ福崎駅周辺整備（橋上
駅整備、駅前広場整備、道路整備、区画
整理事業）の実施により、商業が活性化さ
れ、新たな雇用創出効果が期待できる。

　現在、福崎町内に学生向けマンションの供給が
不足しており、またＪＲ福崎駅周辺に商業施設もな
いため、近畿福祉大学の学生は隣接する姫路市
等から通学しており、薬科大学の新設により、学生
数が倍増しても地元には経済的メリットが少ない。
そのため、民間がマンションや店舗を建築可能な
インフラ整備を行うことにより学生が在住し、経済
の活性化や雇用創出につながる。また、薬科大学
周辺においても、市街化調整区域の規制等により
周辺整備が進まず、現状では将来計画されている
大学附属病院の誘致を行うには不十分である。そ
のため、地域医療の核になる可能性がある病院の
誘致が可能な条件整備を行いたい。

医療法第３０条の３第
４項

　都道府県の医療計画における基準病床
数については、国が定める標準の式により
算定することとされている。

3

　国が定める基準病床の制度は、国が標準の算定式を示し、各都道府県が地
域の実情を踏まえつつ算定し、医療計画に位置づけることにより、病床過剰地
域の病床を抑制するとともに、病床不足地域の病床の整備を促進するなど、病
床の地域偏在の是正を目的としているものである。
　なお、基準病床数は医療法に基づき、計画策定後の医療需要の変化等に対
応するため、少なくとも５年ごとに都道府県で見直すこととされている。

提案者の要望は、現在国が定める標準の
式により算定することとなっている基準病
床数の緩和を求めるものであり、提案の趣
旨を踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

　医療提供体制の整備に当たっては、先に
回答したように医療資源の偏在を是正して
いく必要があるところ、特定の地区におけ
る基準病床数の緩和は、地域間の医療資
源配置の不均衡等の弊害を招来する可能
性があり不適切である。
○○また、「新設される薬科大学周辺は市
街化調整区域であるが、今後大学駐車
場、学生用マンションや商業施設、大学附
属病院の誘致などが必要」との提案である
が、当該区域（中播磨医療圏）は、既存の
病床数が基準病床数を超えており、必要な
病床数確保の面から見ても既に地域医療
の確保はなされていることから、弊害を生
じる可能性のある基準病床数の緩和を
行ってまで、新たな附属病院を誘致し、こ
れ以上の病床数を増加させる必要性は認
められない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

キャプテンあ
おもり㈱、㈱
アイシーシー
コンピュータ
システム、マ
ルマンコン
ピュータサー
ビス㈱、㈱サ
ンコンピュー
タ、吉田シス
テム㈱、㈱ア
イディーエス、
青森県情報
サービス協同
組合

遠隔医療支援事業に
よる産業創出

3097 3097010 093090 遠隔医療規制の緩和

遠隔診療・遠隔診断を可能としていただけ
れば、無医村や辺地医療に効果的であ
る。寝たきり老人などの通院困難な患者へ
の在宅医療も実現でき、医療費抑制にもな
る。

遠隔診療・遠隔診断を可能としていただければ、無
医村や辺地医療に効果的である。患者の負担軽
減にもなる。遠隔医療サポートセンター業務など周
辺の雇用も充実する。

医師法第２０条、「情
報通信機器を用いた
診療（いわゆる『遠隔
診療』）について」（健
康政策局長通知）

○　直接の対面診療による場合と同等で
はないにしてもこれに代替し得る程度の患
者の心身の状況に関する有用な情報が得
られる場合には、遠隔診療を行うことは直
ちに医師法第２０条に抵触するものではな
い。
○　現在でも保険医療機関間において遠
隔画像診断を行うことは可能である。

5

○　平成９年に「情報通信機器を用いた診療（いわゆる『遠隔診療』）について」
（健康政策局長通知）を発出し、直接の対面診療による場合と同等ではないに
してもこれに代替し得る程度の患者の心身の状況に関する有用な情報が得ら
れる場合には、遠隔診療を行うことは直ちに医師法第２０条に抵触するもので
はなく、直接の対面診療を行うことが困難である場合（例えば、離島、へき地の
患者の場合など往診又は来診に相当な長時間を要したり、危険を伴うなどの困
難があり、遠隔診療によらなければ当面必要な診療を行うことが困難な者に対
して行う場合）には、遠隔診療によることも可能であると示している。
○　さらに、平成１５年３月に同通知を一部改正し、遠隔診療により患者の療養
環境の向上が認められるものを行うことも差し支えない旨を示したところであ
る。

茨城県
つくば広域都市圏活
性化プロジェクト

1277 1277120 093100 新産業の創出

・研究のための採血行為の規制緩
和
　研究機関において、研究のため
に採血する場合には、医師の指
導・監督がなくても、看護師などが
単独で携わることができるようにす
る。

　研究機関において、研究のために採血す
る場合には、医師の指導・監督がなくても、
看護師などが単独で携わることができるよ
うにする。

  研究機関において、研究のための採血であって
も、医師の指導・監督がなければ、医師以外の看
護師などが単独で携わることができず、研究の障
害となっている。

医師法第１７条、保健
師助産師看護師法第
３１条第１項

○　医師でなければ、医業をなしてはなら
ない。
○　看護師でなければ、傷病者若しくはじょ
く婦に対する療養上の世話又は診療の補
助を行うことを業としてはならない。

5

養護学校において、日常的にいわゆる医療的ケアが必要な児童生徒につい
て、学校や地域の実情を踏まえた適切な医療的ケアの実施体制の整備を図る
ため、文部科学省が当省との連携により「養護学校における医療的ケアに関す
るモデル事業」を実施しているところであり、当省としても、都道府県教育委員
会が設置する運営協議会に民生・衛生部局の関係者、医療関係団体の関係者
が参加するよう協力を求めるなど必要な協力を行っているところである。

提案者の要望は、研究機関において、研
究のために採血する場合には、医師の指
導・監督がなくても、看護師などが単独で
携わることができるようにするというもので
あり、その趣旨を踏まえ再度検討し、回答
されたい。

3

採血の可否の決定には、対象者の病態、
健康状況等の総合的な医学的判断を要す
るため、看護師が採血を行うに当たって
は、医師の指示を要する。

釜石市
環境産業を核とした釜
石の再生構想

1185 1185110 093110 薬事法に係る承認の簡素化
生体埋め込み用の新規デバイスに
関して、厚生労働省が定める薬事
法に係る承認の簡素化

現在は、これまでの研究開発で得られた研
究成果の技術確立と加工技術の標準化に
ついて更なる研究開発を進めている。今後
は標準化された加工素材を理美容用ハサ
ミ、義歯床、ステント、骨折用ボーンプレー
ト等への素材提供をしながら、将来的には
薬事法でクラス３に位置付けられる人工股
関節、人工股関節の製品化を目指す。

人工股関節のように体内に埋め込む生体材料は、
薬事法でクラス３に位置付けられており、新規デバ
イスが承認を受けるためには、数々の動物実験や
臨床試験が必要とされ、多額の費用と期間（１０～
２０年）を要するのが現状である。このことが国内
生産を鈍らせる原因と考えられることから、承認に
ついて簡素化を図られたい。また、既に外国で承
認を受けたデバイス又は既に存在するデバイスで
も配合比率の違うものの承認についても簡素化を
図られたい。

薬事法第１４条

新規の医療用具又は既に承認されている
医療用具であっても配合比がその承認範
囲内に含まれない医療用具等の製造等の
際には、薬事法上、品目毎の承認が必要
である。

3

  医療用具の規制に関しては、従来より保健衛生の向上を図りつつ、承認にか
かる手続きの簡素化、制度改正等に努めてきた。
１）平成１６年４月から独立行政法人医薬品医療機器総合機構において、医療
用具の治験及び申請前相談制度が開始される予定であり、当該制度を最大限
に活用されることで開発から承認申請までの期間の短縮が期待され、また審査
にあっても申請から承認までの期間の短縮がなされるよう努める。
２）外国で実施された医療用具の臨床試験に関するデータについては、平成９
年３月３１日薬発第４７９号通知により受入れが図られている。既に承認されて
いる医療用具であり配合比率の異なるものにあっては、配合比の違いによる安
全性を確認する必要があることから、承認の簡素化は困難である。なお、医療
用具の有効性・安全性に関しては、国際標準化機構、国際電気標準会議等に
おいて定められた国際基準をもとに、基準の策定を行っており、これに合致す
る医療用具として申請されたものにあっては、承認までの期間の短縮が期待さ
れる。

三重県
みえメディカルバレー
構想の推進

2057 2057080 093120
ＮＰＯ法人による治験審査委員
会設置の容認など（臨床治験）

　大規模治験ネットワークの事務局
であるＮＰＯ法人みえ治験医療ネッ
トにセントラル治験審査委員会を設
置できるようにする。
　また、治験ネットワーク全体で症
例数が確保できれば１施設あたり
の症例数に制限を加えないこと。
　さらに治験参加患者のインセン
ティブについても制限を加えないこ
と。

臨床治験のスピードアップ
　大規模治験ネットワークの事務局である
ＮＰＯ法人みえ治験医療ネットにセントラル
治験審査委員会を設置できるようにするこ
と等により、臨床治験のスピードアップや被
験者確保が図られる。

　ＮＰＯ法人は治験審査委員会設置主体として認
められていない。
　１施設あたりの症例数を増やすように指導を受け
るため、患者確保に時間を要し、治験のスピードが
低下している。
　また、患者へのインセンティブが制限されており、
治験の同意取得率が低くなる要因となっている。

臨床試験の実施に関
する基準（省令）第２
７条

治験実施医療機関に治験審査委員会を設
置するか、診療所等の小規模の医療機関
については、学術団体、民法法人（財団法
人、社団法人）の設置する治験審査委員
会を利用することができることとされてい
る。そこでは、ＮＰＯ法人は治験審査委員
会の設置主体として認められていない。

7

  実施医療機関が治験審査委員会を設置できない小規模な医療機関ではない
ことから、提案者の事業は、医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令第
27条第1号又は第4号に該当しないと解されるところであるが、ＮＰＯ法人の適
格性については厚生労働科学研究費補助金による研究班により検討が進めら
れているところである。ただし、設置主体の種類にかかわらず外部機関の審議
結果を利用して施設IRBの審議を効率化する対応は可能である。
   なお、治験の実施に際して、一施設あたりの症例数についての一般的な規
制は現在はなく、症例数については患者の参加状況において変動するもので
あり、個別に一定の目安を示すことはあっても、それを申請の承認申請の条件
とするものではない。治験のインセンティブとして、被験者の治験参加に係る負
担軽減費用（例えば交通費）について一回7000円という目安を示しているところ
であるが、各医療機関において設定する額については制限は設けていない。

三島町
森林業のビジネス
チェーン再構築による
地域再生構想

1098 1098060 093130
健康食品の機能表示を可能と
する薬事法の緩和

現在薬事法で規制されている健康
食品の機能表示を可能にできるよ
う、指定地域内の原材料を用いて
指定地域内で生産された健康食品
については、薬事法の適用を除外
する特例を設ける。

森林において採取できる健康食品の原材
料を基に、最先端のマーケティングを活用
し、さらにハイセンスなデザインを施した
パッケージや、コピーライトを導入し、高品
質で魅力的な健康食品の開発を行う。

本地域の森林には、古来から地域において薬とし
て利用されてきた「健康食品」の原材料となる林産
物が多く存在している。
これらの多くは、効能が認められているにも関わら
ず、薬事法の対象外であるために薬事法により機
能表示が規制されているものが少なくない。
この規制を緩和することで、地域の林産品を、今以
上に価値のある商品として提供することが可能と
なる。

薬事法第２条、「医薬
品の範囲に関する基
準」（昭和４６年６月１
日薬発第４７６号別
紙）、
健康増進法第２６条、
健康増進法施行規則
第１１条等、食品衛生
法第１１条、食品衛生
法施行規則第５条

疾病の診断、治療や予防等の効能を表示
する場合は医薬品として扱われ、薬事法の
承認・許可が必要になり、健康食品として
は販売できない。ただし、健康増進法第２６
条の規定に基づき、特定保健用食品等とし
て特定の保健の用途が期待できる旨の表
示（身体の機能や構造に影響を与え、健康
の維持増進に役立つ旨の表示を含み、疾
病の診断、治癒、予防に関する表示を除
く。）の許可を受けた場合には、医薬品とし
て扱われず、健康食品としてその表示をす
ることが可能である。

5
　特定保健用食品等としての許可を得れば、特定の保健の用途が期待できる
旨の表示（身体の機能や構造に影響を与え、健康の維持増進に役立つ旨の表
示を含み、疾病の診断、治癒、予防に関する表示を除く。）を行うことができる。

荒尾市

荒尾市における中小
企業及び観光と農漁
業の共生対流活性化
事業

2153 2153090 093140
梨のど飴等の効能書きへの薬
事法66条の特例措置

本市では梨栽培が明治４０年から
始まり、今日では生産地として全国
的に知られているが、地元では昔
から「はしか」の熱さましやのどの
痛み、咳には梨を食べさせるという
風習があるので「梨のど飴」や「梨
シロップ」の効能書きにその旨を記
載することの薬事法66条の特例の
要請。

全国有数の梨産地である本市の梨ブランド
化を進めるため、5年前から梨工房による
梨加工品を作っているが、その商品をさら
に消費者にアピールするため、効能書きを
加えたい。

梨加工品の商品力を高め、荒尾梨のブランド化に
資する。

薬事法第２条、第６８
条、「医薬品の範囲
に関する基準」（昭和
４６年６月１日薬発第
４７６号別紙）

薬事法第２条第１項により、人又は動物の
疾病の診断、治療又は予防に使用される
ことが目的とされるものは医薬品として扱
われ、薬事法の承認・許可が必要である。
承認前の医薬品については、薬事法第６８
条により、その名称、製造方法、効能、効
果又は性能に関する広告を禁じている。

3

　はしかの熱さましやのどの痛み、咳に対する効能を標ぼうした「梨のど飴」や
「梨シロップ」は、医薬品に該当するので、科学的に有効性、安全性等について
審査した上で、承認・許可を受ける必要がある。
　はしかは、医師による診察の下に適切な治療を受けるべき疾病であり、全国
的に流通する製品について、医薬品としての科学的な審査を受けることなく、は
しかに対する効能を表示することは、正しい医療を受ける機会を失わせるおそ
れなどがあるので、保健衛生上の観点から認められない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

（株）つえエー
ピー

地域特産物の商品化
事業

3111 3111030 093150 薬事法による規制の緩和

日本伝統の「冬至の湯」に使われ
る柚子を乾燥裁断し、入浴用として
販売することが「薬事法」ふれるの
は、小規模産地の商品化・ブランド
化を阻害する。是非規制緩和をし
て欲しい。

（実施内容）　                      　　薬事法に
よる規制の緩和　      　　　（効果）
新たな地域特産物の育成とその商品開発
が図れる。

農産物の高付加価値による地域の活性化を図る
必要がある。

薬事法第２条

浴槽に投入され又はこれに類する用法で
使用されるもので、あせも、うちみ、肩のこ
り等の効能・効果を標ぼうするものは、医
薬部外品に該当し、医薬部外品としての承
認・許可が必要である。また、同様の用法
で使用されるもので、身体の清浄等を目的
とするものは、化粧品として扱われ、化粧
品製造業の許可等が必要である。

8
　柚子を乾燥、裁断しただけで、外見から明らかに柚子と認識できる形状であっ
て、疾病の治療又は予防等の効能を標ぼうしなければ、入浴用であっても、薬
事法上の医薬部外品又は化粧品には該当せず、薬事法の規制はかからない。

　高郷村

太古のロマンあふれる
川と緑の里たかさと
～　村はまるごと
夢博物館　～

1150 1150010 093160
都市交流による地域再生を図
る構想であるが、核となるツー
リズム整備の支援措置

化石の調査や発掘調査と交流によ
る発掘体験を実施するには、現在
は河川法による手続きが大変であ
る。これらの手続きの簡素化。ま
た、農業体験をするは場合の農地
法、農振法、食品衛生法等の規制
緩和。さらには、農家への民泊を実
施したいが、その受入れる民泊手
続きの簡素化や複雑な届出の廃止
（市町村への権限移譲も含む）。

① グリーンツーリズム（農業体験・炭焼き
体験・そば打ち体験など）
② 化石発掘体験、地層学習、文化財・史
跡見学など）
③ 自然探察（ボート漕ぎ体験、山野草群生
地探訪、山登り、自然探訪など）
④ 村営施設を利用したスポレク体験
⑤ 温泉によるリフレッシュ体験
上記によるメニューで都市交流を展開し地
域再生を図りたい。

現行の補助事業については、これらのメニューの
採択は難しく、単品の事業は無かったので取り組
みが困難であった。また、補助と地方債の併用を
提案する。

業として食品の製
造、販売等を行う場
合は、食品の種類、
業態により営業の許
可が必要になること
がある。その場合、
都道府県等が定める
基準を満たした上で、
都道府県知事等に対
して営業の許可の申
請を行い、営業の許
可を受ける必要があ
る。（食品衛生法第２
１条）

業として食品の製造、販売等を行う場合
は、食品の種類、業態により営業の許可が
必要になることがある。その場合、都道府
県等が定める基準を満たした上で、都道府
県知事等に対して営業の許可の申請を行
い、営業の許可を受ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

標津町
地域の産業や自然環
境を活用した、都市住
民との交流推進事業

1156 1156030 093170
新鮮な食材を活用し、都市住
民に対し野趣あふれる料理の
提供を行うための支援

新鮮な食材を、北海道らしい自然
の中で提供（調理）するため、食品
衛生法の緩和に向けた支援

漁港で水揚された新鮮な水産物を、野趣あ
ふれる環境の中で食すことにより、本物を
味わう感動が得られると同時に、地域水産
物への理解と販売が促進される。

通常、食の提供に関しては屋内衛生施設での提供
が義務付けられているが、これらの緩和が必要で
ある。（責任ある事業者による徹底した衛生管理の
下実施）

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

只見町
伝統文化の伝承（いず
しづくり）

1331 1331010 093180 食品衛生法の緩和
町内旅館、民宿等でのいずし作り
を簡易にする。

昔からの伝統食文化を伝承する。 登録事業者の規制がある

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）
なお、食品衛生法では、飲食店営業やそう
ざい製造業については許可制であり、登録
制ではない。

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

滝根町
「あぶくま洞（鍾乳洞）」
を核とした活力ある観
光地づくり

1137 1137020 093190
地域特産物等を販売する際の
食品衛生管理者要件の緩和、
営業許可区分の整理統合

　農産物直売所等で加工食品を調
理販売する際は食品衛生管理者
の資格を必要とするが、一般農家
が地域農産物等を加工調理販売す
る場合は食品衛生管理者となる要
件を緩和する。
　また、３４区分に分かれている営
業区分を整理統合し、営業許可を
取る手続の簡素化を図る。

　農家の人が食品衛生管理者となり、自ら
が加工調理した地域農産物の加工食品を
販売することができる。
　また、営業許可を取る際の手続が簡素化
される。

　現在は指定された教育機関を卒業したり、実務
経験がなければ、食品衛生管理者になることがで
きない。
　３４の営業許可区分ごとに営業許可申請が必要
になる。

乳製品等特に衛生上の考慮を必要とす
る食品等の製造・加工を行う営業者は、
その製造・加工を衛生的に管理させる
ため、その施設ごとに、専任の食品衛
生管理者を置かなければならない。（食
品衛生法第１９条の１７）
また、以下の者でなければ食品衛生管
理者となることができない。
①　医師、歯科医師、薬剤師又は獣医
師
②　大学等で医学、歯学、薬学、獣医
学、畜産学、水産学又は農芸化学の課
程を修めて卒業した者
③　厚生労働大臣の登録を受けた食品
衛生管理者の養成施設において所定
の課程を修了した者
④　高校等を卒業し、食品衛生管理者
を置かなければならない製造業・加工
業において食品等の製造・加工の衛生
管理の業務に三年以上従事し、かつ、
厚生労働大臣の登録を受けた講習会の
課程を修了した者

 食品衛生法第四十八条第一項に規定
する政令で定める食品及び添加物は、
全粉乳（その容量が千四百グラム以下
である缶に収められるものに限る。）、
加糖粉乳、調製粉乳、食肉製品、魚肉
ハム、魚肉ソーセージ、放射線照射食
品、食用油脂（脱色又は脱臭の過程を
経て製造されるものに限る。）、マーガリ
ン、シヨートニング及び添加物（法第十
一条第一項 の規定により規格が定めら
れたものに限る。）とする。（食品衛生法
施行令第１３条）
 
飲食店営業等公衆衛生に与える影響
が著しい営業として政令で定める３４業
種については、都道府県等が定める基
準を満たした上で、都道府県知事等に
対して営業の許可の申請を行い、営業
の許可を受ける必要がある。（食品衛生
法第２１条、食品衛生法施行令第５条）

乳製品等特に衛生上の考慮を必要とする
食品等の製造・加工を行う営業者は、その
製造・加工を衛生的に管理させるため、そ
の施設ごとに、専任の食品衛生管理者を
置かなければならない。（食品衛生法第１９
条の１７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ま
た、以下の者でなければ食品衛生管理者
となることができない。
①　医師、歯科医師、薬剤師又は獣医師
②　大学等で医学、歯学、薬学、獣医学、
畜産学、水産学又は農芸化学の課程を修
めて卒業した者
③　厚生労働大臣の登録を受けた食品衛
生管理者の養成施設において所定の課程
を修了した者
④　高校等を卒業し、食品衛生管理者を置
かなければならない製造業・加工業におい
て食品等の製造・加工の衛生管理の業務
に三年以上従事し、かつ、厚生労働大臣
の登録を受けた講習会の課程を修了した
者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（食
品衛生法第１９条の１７）
飲食店営業等公衆衛生に与える影響が著
しい営業として政令で定める３４業種につ
いては、都道府県等が定める基準を満たし
た上で、都道府県知事等に対して営業の
許可の申請を行い、営業の許可を受ける
必要がある。（食品衛生法第２１条、食品
衛生法施行令第５条）

5

　食品衛生法上、製造・加工の過程において特に衛生上の考慮を必要とする
食品等として食品衛生管理者の設置が義務付けられているものは、全粉乳、
食肉製品など食品衛生法第１９条の１７及び食品衛生法施行令第１３条におい
て定められているもののみであり、ご要望の中で具体的に想定されている餅の
調理販売等は設置義務の対象となっていない。
　食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかど
うか等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設
に関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応
じ都道府県等の判断において行うことができるものであるので、営業許可を取
得する際の手続の簡素化を求めるご提案の趣旨については都道府県等の判
断により実現が可能である。

神奈川県
グリーンツーリズムに
よる水源地域の活性
化構想

1283 1283040 093200 農家レストラン 農家を利用した飲食物の提供
市民農園等において来訪者が自ら育てた
農産物を使用した伝統的な田舎料理の提
供

料理の提供や自家製どぶろくの販売には規制があ
るため。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

喜多方市
グリーン・ツーリズムで
地域活性

1342 1342040 093210
農泊を含む農山村及び農林業
体験における食品提供の容認

農泊を含む農山村及び農林業体験
での体験型による食品提供をス
ムーズに行い、地域ならではの食
文化を提供する。

※食品の提供及び漬物、味噌、しょ
うゆ等の加工について、参加者が
体験し、交流を目的とする場合、適
用除外であることを明確にする。

一般農村住宅、公民館等において、農家と
滞在者が一緒に、地域の農林産物を活用
し調理、加工の体験を行い、食文化を理解
し、食料の大切さ、安全・安心、本当の美
味しさを実感できるようにする。
※漬物、味噌、しょうゆ等の加工について
も行う。

現行法令では、製造品ごとに施設基準が定まって
おり、農業の延長にある農産物の加工であっても
大幅な改装が必要であり、農家の実態に馴染んで
いない。

飲食店営業や醤油製
造業等の営業を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）
都道府県等は営業施
設の内外の清潔の保
持等の公衆衛生上講
ずべき措置について
条例で必要な基準を
定めることができる。
（食品衛生法第１９条
の１８）

飲食店営業や醤油製造業等の営業を行う
場合は、都道府県等が定める基準を満た
した上で、都道府県知事等に対して営業の
許可の申請を行い、営業の許可を受ける
必要がある。（食品衛生法第２１条）
都道府県等は営業施設の内外の清潔の
保持等の公衆衛生上講ずべき措置につい
て条例で必要な基準を定めることができ
る。（食品衛生法第１９条の１８）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

兵庫県・
西宮市

芸術文化あふれるま
ちづくり構想

2099 2099090 093220 公共空間の活用の円滑化
道路使用許可申請、道路占用許可
申請及び飲食店営業許可申請等
の容易化・迅速化等の支援

駅前広場、歩道、公園等の公共空間にお
けるパフォーマンス、パレード、ミニコン
サート等のイベント実施

街なかの公共空間を有効活用し、地域に賑わいの
創出と芸術文化の振興に役立てる。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

あさぎり町
石倉を拠点とした駅前
商店街の活性化

2161 2161010 093230
石倉の移設・用途変更に係る
建築基準法等の弾力的運用等

明治時代から昭和時代にかけて造
られた石倉の移設や用途変更に当
たっては、建築基準法の組積造（第
５１条）等の基準をクリアする必要
がある。現在、伝統的建造物群保
存制度など建築基準法の制限緩和
規定が設けられているものもある
が、地域の資源を有効に活用する
ため、制度の拡大や規定の弾力的
運用等の検討をお願いしたい。

免田駅前商店街の活性化策の一つとし
て、地域にある石倉を資料館、ギャラリー
ホール、店舗等に改造し利用することを検
討している。また、他の地区にある石倉を
ここに移設することにより、石倉を活用した
まちづくりを展開することも検討中である。

石倉の移設や用途変更に当たっては補強措置等
が必要であるが、原形の変更による石倉の魅力の
減少や費用の増加などの問題がある。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

三島町
森林業のビジネス
チェーン再構築による
地域再生構想

1098 1098070 093240
良質なミネラルウォーターの商
品化を実現する食費衛生法の
緩和

現在食品衛生法で規制されている
ミネラルウォーターの製造基準を、
ヨーロッパの製造基準に準ずる内
容とすることで、きちんとした検査を
受け、基準を満たせば、源水のま
まボトリングして商品として販売す
ることを可能とする。

地域の森林に豊富に存在する良質な水
を、ヨーロッパのナチュラルミネラルウォー
ターと同様源水のままボトリングし、ミネラ
ルウォーターとして販売する。

ミネラルウォーターを商品として製造販売する際の
大きな問題は、殺菌に要する施設整備のコストと
製造原価の高さである。
この問題が解決できれば、良質な水源を持つ地域
においては、地域の経済力だけでもミネラルウォー
タービジネスを成立できる可能性大きくなり、きち
んとした商品化が行えれば地域の特産品へと育て
ていくことも可能となる。
そのため、製造基準の緩和が望まれる。

食品衛生法第７条
食品、添加物等の規
格基準（昭和３４年厚
生省告示第３７０号）
食品衛生法施行規則
及び食品、添加物等
の規格基準の一部改
正について（昭和６１
年６月２１日衛食第１
１６号、１１７号）

ミネラルウォーター類の製造基準におい
て、原則として殺菌又は除菌をしなければ
ならないとの規定を定めている。

5
ミネラルウォーター類については、厚生労働大臣が定める基準（ヨーロッパの基
準に準じたもの）に適合する方法で製造するものにあっては、殺菌又は除菌を
要しないこととされている。

長野県
コモンズの視点からの
観光・都市圏交流型
産業の推進

1070 1070140 093250
地域特産品開発の促進のため
の食品衛生法施行規制等の特
例

酪農からチーズ製造販売まで一貫
している農家について、食品衛生
法施行規則で定める殺菌処理規制
の適用せず、乳及び乳製品の成分
規格等に関する省令に基づく行政
指導等を緩和して、生乳を使った地
域特有のチーズ製造を可能とす
る。

牛乳の製造において、殺菌を義務づけて
いるのは、高栄養の生乳には雑菌が繁殖
しやすく、現在のような大量の生乳を扱う
集荷・製造システムで雑菌の繁殖を防ぐた
めに必要不可欠なもののためである。しか
し、自家牧場の生乳のみを使用しﾁｰｽﾞを
生産する場合には、しっかりと衛生管理さ
れていれば、雑菌の繁殖を最小限に抑え
ることが可能となる。また、現在ﾁｰｽﾞの味
を決めているのは、加熱殺菌した乳に加え
た数種類のｽﾀｰﾀｰ(最初に添加する培養
菌･･･輸入品）である。しかし、無殺菌生乳
を使用することにより、その中に含まれて
いる何十種類の菌が働き、ｽﾀｰﾀｰの添加
の必要がなくなる可能性がある。また。地
域の風土に根付いた菌で製造されるため、
地域特有のチーズが出来る可能性があ
り、地域の酪農の活性化につながる。

現在、長野県の酪農戸数は、乳用牛780戸（飼育
頭数約３万頭、全国10位）で、前年より4%減少して
いる。しかし、酪農からﾅﾁｭﾗﾙﾁｰｽﾞの生産・販売ま
でを一貫して行う農家がおり、酪農経営の維持に
貢献している。現在はﾁｰｽﾞの種類を変えて大手ﾒｰ
ｶｰと共存しているが、本年度、海外資本のﾅﾁｭﾗﾙ
ﾁｰｽﾞ工場が参入することにより、生産するﾁｰｽﾞの
差別化が急務となっている。しかし、乳製品に使わ
れる原乳について、牛乳製造と同じ加熱殺菌を行
うよう行政指導があるため、製造には殺菌乳しか
使用することが出来ない。無殺菌生乳を使用する
と、地域の風土のあった菌で製造出来るため、地
域特有のﾁｰｽﾞが出来る可能性がある。

①乳及び乳製品のリ
ステリアの汚染防止
等について（平成５年
８月２日付け衛乳１６
９号生活衛生局乳肉
衛生課長通知）
②乳及び乳製品の成
分規格等に関する省
令及び食品、添加物
等の規格基準の一部
改正について（平成１
４年１２月２０日付け
食発第1220004号医
薬局食品保健部長通
知）

ナチュラルチーズの製造に未殺菌乳を使
用する場合には、製造工程中において、保
持式により６３度で３０分間、又は同等以上
の殺菌効果を有する方法により加熱殺菌
を行うよう指導を行っている。

5

同様の趣旨の提案について回答したとおりであるが、未殺菌乳を使用した乳・
乳製品による食中毒が国際的に発生しており、原因となるリステリア菌等の病
原細菌は広く環境に分布していることから、ナチュラルチーズの製造にあたって
は製造工程中で加熱殺菌を行うか、殺菌乳を原料とすることが望ましいと考
え、通知により指導しているところであるが、病原細菌による汚染防止措置が
適切に講じられていると確認される場合には、未殺菌乳を原料とする製造も可
能と考えている。
　安全なナチュラルチーズを製造するための方法については科学的な検討が
必要であるが、現在、国において、ナチュラルチーズの製造に係る衛生管理に
関して、補助金による研究事業の実施を検討しているところである。

福岡県
田川市
香春町
添田町
金田町　　糸
田町　　　川
崎町　　　赤
池町　　　方
城町　　　大
任町　　　赤
村

田川地域産業再生構
想

2136 2136040 093260

　加工食品の製造・販売に関す
る規制の緩和
　

　農産物直販施設等において製
造・販売に関しての厚生労働省が
所管する食品衛生法等の規制の
緩和

　グリーンツーリズムによる農業振興
　農産物直販所の充実・強化
　農家レストラン
　農業体験
　農家民泊
 

  グリーンツーリズムによる農村振興及び地域振
興のため、各種規制の緩和を要望するもの。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。
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09　厚生労働省　再々検討要請（地域再生）第１次

15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

福島商工会
議所所

中心市街地活性化イ
ベントの規制緩和

3035 3035010 093270
中心市街地活性化イベントの
規制緩和

中心市街地活性化を目的とした地
域のイベントを実施する場合、道路
の使用及び飲食店の出店にかかる
許認可を緩和し、地域経済の活性
化を図る。

中心市街地で実施されるイベントについ
て、道路使用及び飲食店の営業に関して、
一元的な許認可と迅速化を実施することに
より、イベントを実施しやすくなることによ
り、中心市街地の賑わいが創出される。

現行の制度では、協認可の条件が厳しく、時間とコ
ストが負担となり、活発なイベントの実施が困難と
なっている。

飲食店営業等を行う
場合は、都道府県等
が定める基準を満た
した上で、都道府県
知事等に対して営業
の許可の申請を行
い、営業の許可を受
ける必要がある。（食
品衛生法第２１条）

飲食店営業等を行う場合は、都道府県等
が定める基準を満たした上で、都道府県知
事等に対して営業の許可の申請を行い、
営業の許可を受ける必要がある。（食品衛
生法第２１条）

5

食品の製造、販売等を反復継続して実施する行為として「営業」に当たるかどう
か等、提供するサービスの様態による営業許可の要否の判断や、営業施設に
関する基準の緩和、営業許可に関する事務の簡素化等は、地域の実情に応じ
都道府県等の判断において行うことができるものであるので、ご提案の趣旨に
ついては都道府県等の判断により実現が可能である。

標津町
地域の産業や自然環
境を活用した、都市住
民との交流推進事業

1156 1156010 093280
現存する鮭番屋を活用した、宿
泊施設への転用や、歴史保存
施設としての活用。

空き番屋を宿泊交流体験施設とし
て活用する場合、宿泊施設として
各種法律が適用となるため、その
緩和に向けた支援。

鮭の町ならではの特徴的な建造物である
鮭番屋を体験交流施設の拠点として活用
し、食育や漁業体験を通じ、地域で生産さ
れる安全な水産物を理解することで、国内
水産物の需要が高まると伴に、交流人口
の増加による地域活性化が図られる。

現存施設をそのまま転用し使用する場合、各種の
法律に抵触し、相当な投資が必要。

旅館業法第３条、旅
館業法施行令第１条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

一般に、宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同
様の衛生規制をクリアしていることが不可欠であることから、当該要望の実現
は困難である。ただし、旅館業法は、最小限の基準しか示しておらず、具体的
要件及び衛生措置の基準については都道府県の条例によるものである。

提案者の要望は、現存する鮭番屋を宿泊
施設として転用し、宿泊業を行う際の旅館
業法等の規制緩和を求めるものであり、そ
の趣旨を踏まえ、要望を実現するにはどう
すればいいか再度検討し、回答されたい。
また、鮭番屋については何が問題となるの
かについても明らかにされたい。

8

○提案主体に対し旅館業法に係る提案の
趣旨を確認したところ、便所数量規定（宿
泊15名に対し大便器2、小便器2）及び手洗
い施設設置（洗面所給水5名で1本）等に関
する要件緩和を求める要望であることを確
認したところである。
○旅館業法は、最小限の基準しか示して
おらず、当該要望事項に関する具体的要
件及び衛生措置の基準については都道府
県の条例によって定められているため、要
望の実現の可否は各都道府県の判断によ
るところであると考える。

標津町
地域の産業や自然環
境を活用した、都市住
民との交流推進事業

1156 1156020 093290
食育など、地域農業理解する
ための民泊容認支援対策

農家が食育を目的として、体験交
流者を宿泊させる場合、宿泊施設
としての様々な適用を受けるが、こ
れを容認してもらうため、関係する
法律の緩和に向けた支援

酪農業を活用した食育事業の展開により、
都市住民への安全な農産物への意識醸成
が図られ、国内産農産物の需要拡大と、交
流人口増加による地域活性が図られる。

営利を目的とした宿泊事業ではなく、食育を目的と
して酪農家の日常の生活を体験してもらうことに意
義があることから、宿泊営業としての対応を行うこ
とで、当初の目的が達成されないことや、施設改修
を伴う場合、相当な経費負担が伴うため、事業の
活発化が望めない。

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

5

酪農者がいわゆるグリーンツーリズム法（農山漁村滞在型余暇活動のための
基盤整備の促進に関する法律）に定める「農林漁業体験民宿業」を行う場合に
ついては、簡易宿所営業の基準の適用に係る特例措置が講じられているとこ
ろである。

滝根町
「あぶくま洞（鍾乳洞）」
を核とした活力ある観
光地づくり

1137 1137010 093300
グリーンツーリズムにおける宿
泊営業許可等の緩和

　一般住宅や居住者がいない農家
住宅を利用した旅館営業は不可能
なため、季節限定で行なわれるグ
リーンツーリズムでの民泊施設に
ついては、旅館業法や食品衛生法
の規制を緩和し、グリーンツーリズ
ムの促進と都市と農山村の交流促
進を図る。

　旅館として建設した建物以外の一般住宅
や農家住宅を利用した民泊を行なう。

　現在、一般住宅や居住者がいない農家住宅を利
用しての旅館営業は困難な状況であり、グリーン
ツーリズムに取り組む際の障害となっている。

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

一般に、宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同
様の衛生規制をクリアしていることが不可欠であることから、当該要望の実現
は困難である。ただし、旅館業法は、最小限の基準しか示しておらず、具体的
要件及び衛生措置の基準については都道府県の条例によるものである。
なお、農林漁業者がグリーンツーリズム法（農山漁村滞在型余暇活動のための
基盤整備の促進に関する法律）に定める「農林漁業体験民宿業」を行う場合
は、簡易宿所の面積要件を適用しないこととしている。

提案者の要望は、グリーンツーリズム及び
都市農村交流の促進のために、旅館業法
等の規制緩和を求めるものであり、その趣
旨を踏まえ、要望を実現するにはどうすれ
ばいいか再度検討し、回答されたい。ま
た、一般住宅等については何が問題となる
のかについても明らかにされたい。

3

○「農林漁業体験民宿業」を行うことができる者につ
いては、グリーンツーリズム法第２条第５項に基づ
き、農林漁業者又はその組織する団体が行うものに
限定されている。
○旅館業法において、農林漁業体験型の民宿業に
対し、簡易宿所の面積要件を適用しないこととしてい
るのは、あくまで、実際の農家に宿泊して、その暮ら
しぶりを実体験するためである。それ以外の者が運
営する宿所であれば、通常のホテル及び旅館に宿
泊して、農林漁業を体験する場合と何ら変わらない
ため、宿泊料を受けて不特数多数に役務を提供す
る以上、ホテル、旅館と同様に一定の衛生基準をク
リアしていることが不可欠であると考える。したがっ
て、当該要望の実現は困難である。

飯舘村
いいたてジット（貸家
民宿）構想

1263 1263010 093310
グリーン・ツーリズム推進に向
けて「農家民宿」営業許可基準
等の関係法規制の緩和

農家民宿の営業許可基準等の関
係法規制の緩和

　農家民宿の営業許可基準等を緩和する
ことにより本村のグリーン・ツーリズム活動
の推進を図る。
　農家民宿を普及させることにより、受け入
れ農家等の元気発揚、地域全体の活性化
を大いに期待する。

　現行規制により「農家民宿」を営業することは、多
額の経費負担が避けられず、意志や希望があって
も一歩踏み込めないなど、拡大阻害の要因とも
なっている。
　規制緩和により、飛躍的に農家民宿数が拡大さ
れる。一層の推進策となる。

旅館業法第２条、第３
条、旅館業法施行規
則第５条第１項４号

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

5

農林漁業者がグリーンツーリズム法（農山漁村滞在型余暇活動のための基盤
整備の促進に関する法律）に定める「農林漁業体験民宿業」を行う場合は、簡
易宿所の面積要件を適用しないこととしている。また、旅館業法上、「客専用」
の調理場設置については、特段の法的規制を課していない。

神奈川県
グリーンツーリズムに
よる水源地域の活性
化構想

1283 1283060 093320
農家民宿及び学校再利用によ
る農業体験宿泊施設

宿泊施設に係る諸規制の緩和
・農家を利用した宿泊型農業体験の実施
・市民農園や副業としてのレストランの経
営

簡易宿泊施設の営業許可の規制があるため。食
品衛生法上の規制緩和

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

5
農林漁業者がグリーンツーリズム法（農山漁村滞在型余暇活動のための基盤
整備の促進に関する法律）に定める「農林漁業体験民宿業」を行う場合は、簡
易宿所の面積要件を適用しないこととしている。

臼杵市

スローライフと地場産
業と観光の融合による
日本の正しいふるさと
づくり

2010 2010040 093330
旅館業法第3条第４項の意見を
求めることの規制緩和

旅館業法第3条4では、施設の敷地
の周囲おおむね100mの区域内の
施設について、清純な施設環境が
著しく害されるおそれがないかどう
かについて校長等に意見を求める
必要があるが、臼杵の町家は中心
市街地にあり、かつ歴史的街並保
存地区内に存在する歴史的物件が
多い。したがって、明らかに清純な
施設環境を害するおそれがないと
考えられるので、意見を求めること
なしに営業許可をもらえるよう規制
の緩和を提案したい。

臼杵市内の町家を宿泊施設とし、スローラ
イフ体験をしてもらう。

歴史的建造物である空き町家を再生することで、
建物の再生が図られる。また観光客も増え地域活
性化・雇用の増大が見込まれる。

旅館業法第３条４項

都道府県知事は、学校等の施設の周囲お
おむね１００メートルの区域内の施設につ
き営業の許可を与える場合には、その施
設の設置によって学校等の施設の清純な
施設環境が著しく害されるおそれがないか
どうかについて、校長等に意見を求める必
要がある。

3
旅館業法第３条第４項は、いわゆるモーテル等の風紀上及び教育環境上好ま
しくない影響を与えるものに対する規制を目的としたものであり、善良の風俗の
保持上、あらかじめ学校長等に意見を求めることは不可欠であると考える。

貴省の回答には、旅館業法第3条第４項
は、いわゆるモーテル等の風紀上及び教
育環境上好ましくない影響を与えるものに
対する規制を目的としたものとあるが、提
案者が要望する町家などは、少なくとも外
観上は「風紀上及び教育環境上好ましく内
影響を与える」ものでないと考えられ、それ
らについては例外的に意見を求めることを
不要にできないか、再度検討し、回答され
たい。

3

○風紀上及び教育環境上好ましくない影
響を与えるか否かは建物の構造だけでな
く、営業形態も勘案して判断するため、歴
史的建造物を使用し、モーテル等の風紀
上及び教育環境上好ましくない影響を与え
る営業を行うことも想定され得るため、当
該地区の住民感情、教育環境等の保持と
いう観点から、本手続を省略してしまうこと
は適当ではないと考える。
○なお、提案主体に問い合わせたところ、
学校長等に意見を求めることをめぐり支障
となっているような事例はなく、当該地域に
新たな宿泊施設を設けようとする動きもな
いと聞いているところである。

西郷町
観光を機軸に交流・産
業を創出するまち

2066 2066080 093340
・農家・漁家民泊の簡易化
・宿泊施設の送迎車を観光有
料タクシーとしての利用

・農家・漁家を体験型宿泊施設とし
て利用するときに、消防法や旅館
業法等の規制を緩和する。
・宿泊施設の白ナンバーの送迎車
を、有料観光案内に利用する。

離島交流メニューとしての農家・漁家民泊
や、宿泊施設の送迎車を宿泊客の要望に
よる有料の観光案内業務に利用すること
により、宿泊体験型のツーリズムを創出す
るし、観光振興を図る。

農家・漁家の宿泊施設としての利用を容易に、ま
た、宿泊施設の送迎車の有料観光案内を可能に
することで観光施設と交通手段の連携が図られ、
島独自の体験型ツーリズムが創出できる。

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

5
農林漁業者がグリーンツーリズム法（農山漁村滞在型余暇活動のための基盤
整備の促進に関する法律）に定める「農林漁業体験民宿業」を行う場合は、簡
易宿所の面積要件を適用しないこととしている。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
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宮崎県
みやざき産業クラス
ターの形成による地域
経済再生

2067 2067010 093350
特定保健用食品の許可手続き
の緩和及び保健機能食品の新
たなカテゴリーの設置

　保健機能食品の市場規模を拡大
し、新規産業創出、既存企業の新
商品開発を積極的に支援するた
め、①特定保健用食品の許可手続
きの緩和等を行う。②特定保健用
食品と栄養機能食品の中間に位置
する新たなカテゴリーを設ける。

　バイオ関連産業の創出・集積を図る上
で、食の機能性を活用した特定保健用食
品の開発が重要なテーマとなっており、大
学等が有する食の機能性に関する研究成
果を製品化に結びつける。

　特定保健用食品の許可申請には、医薬品に匹
敵する科学的データが要求されるが、その結果認
められるヘルスクレーム（健康強調表示）は非常に
限定されている。関与成分、作用機序が明らかで
なくても、複合成分において有効性、安全性が保
証されればヘルスクレームが表示できるような新た
なカテゴリーを創設することで、大学等の研究成果
が商品化に結びつきやすくなる。また、現在、特定
保健用食品の許可申請にあたって、商品ごとに必
要とされる添付書類を、既存関与成分においては
軽減することによって新規商品開発が加速され
る。

健康増進法第２６条、
健康増進法施行規則
第１１条第３号、食品
衛生法第７条及び第
１１条、食品衛生法施
行規則第５条、「食
品、添加物等の規格
基準」（昭和３４年厚
生省告示第３７０
号）、「特定保健用食
品の安全性及び効果
の審査の手続を定め
る件」（平成１３年厚
生労働省告示第９６
号）

現行では、保健機能食品制度は下記の２
つに分類されている。
　①特定保健用食品：体の生理学的機能
などに影響を与える保健機能成分を含み、
食生活において特定の保健の目的で摂取
する者に対し、その保健の目的が期待でき
る旨の表示を行った食品。（厚生労働大臣
による個別許可制）
　②栄養機能食品：厚生労働大臣が指定し
た栄養成分について、その機能の表示を
行った食品。（厚生労働大臣が定める規格
基準に基づく自己認証）
　また、特定保健用食品の添付資料につ
いては、昨年５月、既に許可等を受けてい
る食品（次欄で既許可食品という）について
別の者が申請を行う場合等にはヒトの試験
データを不要とするなどの大幅な添付資料
の緩和を図ったところである。

3(5)

特定保健用食品等を含む健康食品全体の制度のあり方については、現在公開
開催中の「健康食品」に係る制度のあり方に関する検討会（有識者等１６名）
で、早急に提言をまとめるべく検討を進めているところであり、その提言を得次
第必要な見直しを行うこととしている。また、特定保健用食品については、昨年
５月既許可食品等について、ヒトの試験データを不要とするなどの大幅な添付
資料の緩和を図ったところであるが、さらに上述の検討会が昨年１０月２０日に
まとめた論点整理においても「特定保健用食品の評価基準の緩和」等と記載さ
れており、検討会の提言を得次第必要な見直しを行うこととしている。

貴省回答にある「検討」を踏まえた実施予
定時期（検討スケジュール）及び実施内容
を明確にされたい。

3(5)

検討会の提言については、昨年末までにと
りまとめる予定であったが、健康食品につ
いては、種類や販売形態等が多岐にわた
り、各団体等において、別添資料のとおり
意見が大きく分かれたほか、そもそも実態
調査が必要との意見に基づき調査を行っ
た。このため、提言は昨年末までにとりとま
とめられなかったが、引き続き「早急に提
言を取りまとめる」こととされており、「論点
整理」に基づく検討が終了次第、提言がま
とめられる予定である。（次回の検討会は
２月２６日）。実施内容については、「審査
基準を緩和すべき」といった意見がある一
方で、別添資料にあるとおり、「特定保健
用食品の審査基準は緩和せず、再評価を
徹底するべき」、「審査基準を変更する必
要なし」との意見もある上、「論点整理」に
基づく検討も未だ行われていないことか
ら、現段階で具体的な内容を述べることは
できない。（別添資料
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/09/s09
03-6a.html）

三島町
森林業のビジネス
チェーン再構築による
地域再生構想

1098 1098040 093360
民泊を実現するための旅館業
法の緩和

市町村長の裁量により、旅館業法
に定める基準に満たない一般民家
においても宿泊サービスが行える
ように、旅館業法に適用除外の特
例を設ける。

本地域では、昭和４９年に、全国に先駆け
て都市と山村の交流を目的とした「ふるさと
運動」を始め、一般民家を利用したボラン
ティアベースの宿泊、「民泊」を実施してき
た。しかしながら、高齢化などの問題もあ
り、ボランティアベースでの「民泊」は、継続
が困難な状況にある。そこで、この一定の
基準を満たした一般民家において「民泊」
を業として行えるようにし、エコツーリズム
客の宿泊の受け皿を創出する。
宿泊サービスを提供する民家については、
市町村が定めるサービス基準を満たすこと
を条件づける。ただしこれは、旅館業法が
定める設備面での基準ではなく、あくまでも
お客様をもてなすためのサービス業におけ
る基準とする。
これにより、一般家庭における新たな収入
源が創出される。
また、夕食を提供しないＢ＆Ｂタイプの宿
泊形態を設けることで、民泊実施家庭の負
担を軽減する共に、夕食を地域内の飲食
施設でとってもらうことで、地域における外
食産業の振興もはかる。

農家民宿は特区において実現しつつある。しかし、
エコツーリズムの対象は農業だけはなく、一般民
家において地域の生活を体験し、地域住民と交流
を深めることも、魅力的なエコツーリズムのプログ
ラムとなりうる。それゆえ、旅館業法における適用
対象の緩和措置を望む者である。

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

一般に、宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同
様の衛生基準をクリアしていることが不可欠であり、エコツーリズムの概念が明
確になっていないことから、当該要望の実現は困難である。ただし、旅館業法
は、最小限の基準しか示しておらず、具体的要件及び衛生措置の基準につい
ては都道府県の条例によるものである。

提案者の要望は、旅館業法に定める基準
に満たない一般民家においても宿泊業が
できるよう旅館業法の適用除外を求めるも
のであり、その趣旨を踏まえ、要望を実現
するにはどうすればいいか再度検討し、回
答されたい。

3

○提案主体の要望事項については、「グ
リーンツーリズムに限らず、一般民家が旅
館業法の適用を受けないで宿泊サービス
ができ、宿泊料金を受けることができるよう
に要望」したものだと承知している。
○旅館業法において、農林漁業体験型の
民宿業に対し、簡易宿所の面積要件を適
用しないこととしているのは、あくまで、実
際の農家に宿泊して、その暮らしぶりを実
体験するためである。提案は、通常のホテ
ル及び旅館に宿泊して、地域住民と交流を
図る場合と何ら変わらないものであり、宿
泊料を受けて不特数多数に役務を提供す
る以上、ホテル、旅館と同様の衛生基準を
クリアしていることが不可欠であると考え
る。したがって、当該要望の実現は困難で
ある。
○なお、農林漁業体験民宿業についても、
あくまで簡易宿所の面積要件を緩和したの
みであり、それ以外の衛生基準等について
は、当然に旅館業法の適用を受けているも
のである。

長野県
コモンズの視点からの
観光・都市圏交流型
産業の推進

1070 1070110 093370
農家民泊の促進のための旅館
業法と食品衛生法の特例

旅館業法第３条で規定する旅館営
業の許可及び、食品衛生法第２１
条で規定する飲食営業許可につい
て、グリーンツーリズム、農作業体
験者等を宿泊させる農家に限り「届
出手続」とし、一般農家にて宿泊営
業ができることとする。

長野県の豊かな自然を育む農山村を都市
住民に体験してもらうためのグリーンツーリ
ズム事業は、県内各地で多くの事業をもと
に活発に行われている。農家民宿事業も、
その大きな要素であるが、宿泊及び食品
提供に係る規制を緩和し、農家民泊を推進
することにより、都市農村交流を促進して
地域再生を図る。

農作業体験などを希望する都市住民が増加するな
か、農家に宿泊し家族的に関わりながら毎シーズ
ン訪れるリピーターも増えている。農家民泊営業
は、普段の農家生活のままでその家族と一緒に宿
泊体験するものであり、一般の民宿とは一線を画
すものと考えられるが、関係法令による営業制限
があり交流促進のための資源が有効活用されてい
ない。そのため旅館業法及び食品衛生法の許可を
緩和（届出）することで農家生活のままの宿泊を多
くの希望者に体験させることができ、農家民泊の促
進につながり農村都市交流はさらに活発化する。

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同様、一定
の衛生基準をクリアしていることが不可欠である。したがって、業務の適正な運
営を確保するため、公衆衛生上一定の構造設備を満たしているかにつき事前
に確認する必要があり、このため、許可制度に係らしめなければならない。よっ
て、当該要望の実現は困難である。
なお、現行法令においても、農林漁業者が農林漁業体験民宿業を行う場合に
ついては、簡易宿所営業の面積要件を適用しないこととしているところである。

提案者の要望は、農家が宿泊業を営む際
の旅館業法等の許可制度を緩和するとい
うものであり、その趣旨を踏まえ、要望を実
現するにはどうすればいいか再度検討し、
回答されたい。

3

○農林漁業体験民宿業であっても、宿泊
料を受けて不特定多数に役務を提供する
以上、ホテル、旅館と同様、一定の衛生基
準をクリアしていることが不可欠である。し
たがって、公衆衛生上一定の構造設備を
満たしているかにつき事前に確認する必要
があり、このため、事後的規制である届出
制度ではなく、許可制度に係らしめる必要
があると考える。よって、当該要望の実現
は困難である。

常葉町
グリーンツーリズムを
活用した地域間交流

1157 1157010 093380
農家民宿を可能とするための
規制緩和

旅館業法の規制緩和 一般農家において旅行者を宿泊させる 農家民宿を可能とするため規制緩和を図る。
旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

5
農林漁業者がグリーンツーリズム法（農山漁村滞在型余暇活動のための基盤
整備の促進に関する法律）に定める「農林漁業体験民宿業」を行う場合は、簡
易宿所の面積要件を適用しないこととしている。

只見町
山里の農家民泊を主
体とした都市との交流
促進プラン

1339 1339010 093390

○グリーンツーリズムに関わる
許認可（宿泊業の緩和、食品
衛生法の緩和、消防法の緩
和、旅行業法の緩和、道路交
通法の緩和）
○国有林野法の緩和
○農地法の緩和
○都市との対流事業の国土交
通省、農林水産省、厚生労働
省、経済産業省等の支援の連
携、集中

○普通の農家であるので営業許可に
該当しない施設とする。(旅館業法第3
条)○宿泊及び農家レストランで食事
を提供しようとする場合には、飲食店
営業の営業許可が必要であるが普段
食べているものであり該当にならない
ものとする。(食品衛生法第20条)
○建築物の防火に関する消防長の同
意が必要な事項の緩和措置(非常ベ
ル、自動サイレン又は放送設備、自動
火災報知設備と検査)(消防法第7条)
○体験指導者が報酬を得て、旅行募
集、手配などを事業で行う場合旅行業
となるが、規制の緩和を図る。(旅行業
法第2条)○体験指導者が運転する場
合、白バス行為の禁止の範疇に入る
が、民宿のバス等で特定目的(民宿か
ら山や畑に行く)の場合は緩和を図
る。(道路交通法第4条第80条)○共用
林野の設定は市町村内の住民に限定
されているが市町村の契約者が一定
の条件を付けて利用範囲等を設定で
きることとする。（国有林野法第18条）
○許可権者は県となっているが市町
村に委譲する。（農地法第5条）

農家民泊を主体とした受け入れ体制を作
り、農村空間を多面的に活用した都市との
対流事業を推進する。

農家が宿泊業の許可を得る場合、旅館業法也、食
品衛生法上の営業許可、消防法上の規制が厳し
く、事業参入が難しい。共有林野の設定は市町村
内の住民に限定されている。

旅館業法第２条、第３
条

宿泊料を受けて、人を宿泊させるものを旅
館業法の適用対象としている。

3

宿泊料を受けて不特定多数に役務を提供する以上、ホテル、旅館と同様、一定
の衛生基準をクリアしていることが不可欠である。したがって、業務の適正な運
営を確保するため、公衆衛生上一定の構造設備を満たしているかにつき事前
に確認する必要があり、このため、許可制度に係らしめなければならない。よっ
て、当該要望の実現は困難である。
なお、現行法令においても、農林漁業者が農林漁業体験民宿業を行う場合に
ついては、簡易宿所営業の面積要件を適用しないこととしているところである。

提案者の要望は、農家が宿泊業を営む際
の旅館業法等の許可制度を緩和するとい
うものであり、その趣旨を踏まえ、要望を実
現するにはどうすればいいか再度検討し、
回答されたい。

3

○提案主体の要望事項については、農家
民宿を旅館業法の許可なく営業できるよう
にするものだと承知している。
○農林漁業体験民宿業であっても、宿泊
料を受けて不特定多数に役務を提供する
以上、ホテル、旅館と同様、一定の衛生基
準をクリアしていることが不可欠である。し
たがって、公衆衛生上一定の構造設備を
満たしているかにつき事前に確認する必要
があり、許可制度に係らしめなければなら
ないものと考える。よって、当該要望の実
現は困難である。
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豊橋市
多文化共生まちづくり
構想

1261 1261050 093400 社会保険加入の指導強化
業務請負業・雇用事業主に、社会
保険に確実に加入するよう、監督
官庁からの指導強化をする。

業務請負業・雇用事業主に、社会保険適
用事務所に確実に加入するよう、監督官庁
から指導の強化し、年金及び健康保険加
入者の増加を図る。

保険料負担をためらう事業主・労働者双方の思惑
が重なり、社会保険制度への加入が進まず、無保
険者の増加、医療現場における高額医療費の未
払いなどの問題が起きているため。

適法に就労する外国
人については、日本
人と同様に、適用事
業所と常用的使用関
係にある限り社会保
険の被保険者とする
取扱いを行っている。
健康保険法第３条
厚生年金保険法第９
条

社会保険事務所により実施されている事
業所調査の中で、社会保険の被保険者と
すべきであるにもかかわらず、手続きがさ
れていない外国人労働者を把握する都
度、事業主に対し適正な届出を行うよう指
導を行っている。
外国人労働者向けの７カ国語のパンフレッ
トを作成し、事業主に対する外国人労働者
の届出促進に活用している。

5
これまでの取組を引き続き行っていくほか、外国人労働者を多く使用する事業
所を重点的に調査していくなど、適切な指導を行ってまいりたいと考えている。

三重県
みえメディカルバレー
構想の推進

2057 2057040 093410
大学等教官の裁量労働制を附
属病院教官にも適用

　裁量労働制の適用外となってい
る附属病院教官の診療業務を適用

研究開発、技術開発の促進
　労働時間の制約を受けることなく研究に
没頭することが可能となり、治験等臨床研
究のより一層の研究成果が期待できる。

　大学等教官に対する労働時間に関する規定は裁
量労働制の適用を受けるが、附属病院の診療業
務が適用外となっており、支障をきたしている。

労働基準法　第３８条
の３
労働基準法施行規則
第２４条の２の２
労働省告示第７号
（平９・２・１4)
平成１５年１０月２２日
基発第１０２２００４号

専門業務型裁量労働制とは、業務の性質
上業務遂行の手段や方法、時間配分等を
大幅に労働者の裁量にゆだねる必要があ
る業務として厚生労働省令によって定めら
れた業務の中から、対象となる業務を労使
で定め、労働者を実際にその業務に就か
せた場合、労使であらかじめ定めた時間労
働したものとみなす制度である。

3
（対応は
不可能）

対応は不可能（分類３）
理由：
専門業務型裁量労働制は、業務の性質上その遂行方法及び時間配分の決定
等に関し大幅に労働者の裁量に委ねる必要性がある業務について認められる
ものである。一方、医師が行う患者との関係のために、一定の時間帯を設定し
て行う診療の業務は、医師法第１９条において「診療に従事する医師は、診察
治療の求があった場合には、正当な事由がなければ、これを拒んではならな
い。」とされているように、医師自らの裁量で時間配分等を決定することは困難
であることから、当該業務を行う医師は裁量労働制の対象とすることはできな
い。

貴省の回答にあるとおり、専門業務型裁量
労働制は、業務の性質上その遂行方法及
び時間配分の決定等に関し大幅に労働者
の裁量に委ねる必要性がある業務につい
て認められるものと考えられるが、大学附
属病院教官が、裁量労働制の適用外と
なっている理由について、明確にされた
い。

3

専門業務型裁量労働制は、業務の性質上
その遂行方法及び時間配分の決定等に関
し大幅に労働者の裁量に委ねる必要性が
ある業務について認められるものである。
医学部教員については、一般の医師と同
様、業務の性質上、患者との関係のために
時間配分の自由がない診療業務に従事す
る者であり、裁量労働制の対象者とはなら
ない。

㈱東京リーガ
ルマインド

有資格者の派遣事業
（コミュニティ・ビジネス
の促進）

3084 3084010 093420
有資格者の派遣事業（コミュニ
ティ・ビジネスの促進）

厚生労働省の労働者派遣事業関
係業務取扱要領の改正。
具体的には、第２　適用除外業務
等　３　適用除外業務以外の業務
に係る制限の２）を削除する。

コミュニティビジネスの事業体の会計・税
務・社会保険関係事務などについて専門
知識の面から支援するため、士業者をそれ
ら事業体に派遣する。

コミュニティビジネスの定着･発展は地域活性化に
とって重要。定着･発展のためには経営の効率化
やスタッフの待遇改善がされなければならず、その
ため士業者の支援が必要不可欠となる。資金の少
ない事業体が士業者の支援を受けられるには、そ
の派遣労働を認める必要があるため。

社会保険労務士法第
２７条

社会保険労務士又は社会保険労務士法
人でないものは、他人の求めに応じ、報酬
を得て、社会保険労務士法第２条第１項第
１号から第２号までに掲げる事務を業とし
て行ってはならない。

7
（特区の
第４次提
案事項で
ある）

7（特区の第４次提案事項である）

石川町 地域雇用の創出 1110 1110010 093430
時間外勤務に係る賃金の計算
額算出の弾力化

現在の労働基準法による時間外勤
務に係る賃金の計算額の算出規
定で「通常の労働時間の賃金の計
算額」を「通常の労働時間の賃金
の計算額または最低賃金法の規
定による最低賃金額を下回らない
額で労使協定により定めた額」に
改正する。

時間外勤務に係る賃金の計算額を引き下
げることにより弾力的労働力の確保を可能
にし、企業と労働者の地方への定着を促
進し、さら新たな雇用の創出（ワークシェア
リング)が可能となる。さらには、地方公務
員の時間外勤務手当の単価を引き下げる
ことも可能となり、公務部門での短期雇用
によるワークシェアリングも促進できる。福
島県の最低賃金６１０円を基本にすれば、
１時間あたり６１０円×１．２５＝７６３円で労
働力が提供できれば、地方の企業は安い
有能な労働力で繁忙期に対応でき、労働
者は可処分所得が増し地方の活力が復活
する。

通常の労働時間の賃金の計算額または最低賃金
法の規定による最低賃金額を下回らない額で労使
協定により定めた額に拡大することにより、新たな
雇用の創出が図れる｡

労働基準法  第３７条
労働基準法第３７条
第１項の時間外及び
休日の割増賃金に係
る率の最低限度を定
める政令（平成６・１・
４政令第５号）
労働基準法施行規則
第１９条

時間外労働、深夜労働に対しては、通常の
労働時間または労働日の賃金の２割５分
以上、休日労働については３割５分以上の
率で計算した割増賃金を支払わなければ
ならない。

3
（対応は
不可能）

対応は不可能（分類３）
理由：
割増賃金制度の意義は、労働基準法が規定する法定労働時間、週休制の原
則の維持をはかるとともに、過重な労働に対する労働者への補償を行おうとす
るところにある。割増賃金計算の基礎となる時間単価を労使協定により定める
ことは、割増賃金が不当に低額になり、時間外労働を助長する恐れがあり、労
働基準法の趣旨に反することから困難である。

㈱東京リーガ
ルマインド

デュアルシステムの促
進（短期的政策）

3087 3087010 093440
デュアルシステムの促進（短期
的政策）

一定の条件を満たす企業のイン
ターンシップ受入れ義務の法制化

１．インターンシップ前の学生に対する“社
会人としてのマナー研修”
２．受入れ企業のインターンシッププログラ
ムの作成補助
３．インターンシッププログラム実施中の一
部研修請負

インターンシップ受入れにおける募集に係るコスト
や、受入れにおけるトラブルを過剰に意識するた
め、受入れが進まず、社会的に必要とされる受入
量に達することができない。これによって、若年者
雇用問題の解決という社会的な便益の極めて高い
問題解決に関わるビジネスもまた、利益の出せる
ものとすることができない。

・通達（平成１３年１２
月３日付け職発第７３
２号）別添「インターン
シップ受入企業開拓
事業実施要領」

インターンシップ受入れ先企業を開拓する
事業を経済団体等に委託して実施してい
る。

3

インターンシップの受入れは、各企業において、若年人材の育成等に関する社
会的責任を踏まえ、できる限りの対応をすべきものであり、個々の企業の置か
れた状況を考慮せず一律に義務化することは、その趣旨に照らして不適切であ
る。

提案者の要望は、一定の条件を満たす企
業にインターンシップ受入れ体制の整備を
義務化させ、それによって、若年者雇用の
改善を図るというものであり、その趣旨を
踏まえ再度検討し、回答されたい。

3

○「一定の条件」の内容が明確ではない
が、現在、企業が社会的責任として実施し
ているインターンシップの受入れについて、
個々の企業の状況等を考慮せずに一律に
義務づけ、企業の負担を不当に増加させ
ることは、企業の活力や競争力を損なう恐
れがあるものであり不適切である。

㈱東京リーガ
ルマインド

雇用対策財源の確保
（雇用保険の制度改
革）

3090 3090010 093450
雇用保険財政制度の税方式へ
の転化

　雇用保険制度において、現在の
社会保険方式による保険料徴収か
ら税方式の徴収システムへと切り
替える。

　雇用保険制度における、雇用安定事業、
能力開発事業、雇用福祉事業の三事業へ
の関わることで、弊社の職業能力開発プロ
グラムなどを失業者への就職支援として行
う等。

　現在の厳しい雇用失業情勢の中で、失業者の生
活支援及び就業の促進は不可欠なものであり、
セーフティネットとして重要性を帯びている一方で、
雇用保険財政が悪化し十分な失業者への支援が
なされにくくなっており、失業者にとって雇用保険制
度が真にセーフティネットとなっていないから。

雇用保険法第６６条
及び第６８条

失業等給付については、保険料と国庫負
担（費用の原則１／４）により、三事業につ
いては保険料により、それぞれ運営

3

○雇用保険制度は、被保険者保険として労使の共同連帯を基本とする制度で
あり、欧米先進国においてはすべて保険方式により運営されている。これを税
法式にする場合には、労使以外の者（自営業者、学生、主婦等）も含めて負担
を求めることとなり不適当。
○セーフティネットとしての雇用保険制度の安定的運営を確保するため、昨年５
月に制度改正を行ったところ。
○現行においても、委託訓練の実施等、雇用保険三事業について民間への委
託も行っているところ。また、税法式にすることと要請者の職業能力プログラム
との関連性が不明。

提案の趣旨を踏まえ再度検討し、回答され
たい。

3

○雇用保険制度は、被保険者保険として労使の共同連帯
を基本とする制度であり、欧米先進国においてはすべて保
険方式により運営されている。これを税法式にする場合に
は、労使以外の者（自営業者、学生、主婦等）も含めて負担
を求めることとなり不適当である。
○また、提案の理由として「雇用保険財政が悪化し失業者
の十分な支援がなされにくくなっており、雇用保険制度が真
にセーフティネットとなっていないから」とあるが、セーフティ
ネットとしての雇用保険制度の安定的運営を確保するた
め、昨年５月に制度改正を行ったところであり、また、雇用
保険三事業についても事業の重点化、効率化を図ってお
り、事実誤認である。
○提案の具体的事業の実施内容として「雇用安定事業、能
力開発事業、雇用福祉事業の三事業への関わることで、弊
社の職業能力開発プログラムなどを失業者への就職支援と
して行う等」とあるが、現行においても、委託訓練の実施
等、雇用保険三事業について民間への委託も行っていると
ころである。また、税法式にすることと提案者の職業能力プ
ログラムとの関連性が不明である。

㈱東京リーガ
ルマインド

「キャリアアップ休暇制
度」の創設

3091 3091010 093460 キャリアアップ休暇制度の創設
育児休業制度に類似したキャリア
アップ休暇制度を創設し、人材の流
動化を図る。

キャリアアップ休暇制度を創設し、従業員
の資格取得等を促進し、人材としての仕立
て直しを行う。

雇用の流動化を図り地域経済の活性化を実現させ
るため

職業能力開発促進法
第１０条の３、雇用保
険法第６３条第１項第
１号、第４号、第５号
及び第７号、雇用保
険法施行規則第１２５
条の２及び第１２５条
の３第３項、第４項、
労働者の職業生活設
定に即した自発的な
職業能力の開発及び
向上を促進するため
に事業主が講ずる措
置に関する指針第４

法律に基づき育児休業は一定の要件の
下、労働者が事業主に申し出ることによ
り、取得することができるが、教育訓練の
ための休暇についてはそのような制度化
はなされていない。企業内における労働者
のキャリア形成の効果的な促進のため、そ
の雇用する労働者を対象として、長期教育
訓練休暇制度の導入、職業能力開発休暇
の付与等を行う事業主に対し、キャリア形
成促進助成金を支給している。

3

休暇制度の義務化等に当たっては、雇用コスト増大の影響等も考慮する必要
があるとともに、当該制度の導入について幅広い関係者の合意が得られてい
ることが重要である。教育訓練休暇については、現時点では、合意が得られて
いるとはいえず、また、事業主の取組等としても十分に定着普及している状況
にはないと考えられること等から、育児休業と同等の制度化は困難である。

キャリアアップ休暇制度を創設し、従業員
の資格取得等を促進し、人材育成を図ると
いう提案の趣旨を踏まえ、再度検討し、回
答されたい。

3

　休暇制度の義務化等に当たっては、雇用
コスト増大の影響等も考慮する必要がある
とともに、当該制度の導入について幅広い
関係者の合意が得られていることが重要
である。教育訓練休暇については、現時点
では、合意が得られているとはいえず、ま
た、事業主の取組等としても十分に定着普
及している状況にはないと考えられること
等から、育児休業と同等の制度化は困難
である。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

ユニバーサル
アソシエー
ション協同組
合設立準備
室

全国異業種経営者に
よる地域活性のため
の情報提供と雇用教
育

3048 3048010 093470
一般経営者への職業教育訓練
指導員の認定無しでの指導の
認可

職業訓練講座の中に新たに他地
区異業種経営者からの求められる
社員像講座を設置し、経営者が指
導する。

①職業訓練講座の一環として全国異業種
経営者が講師となり求められる業種職種
に沿った社員像の教育を実施。
②行政マン・ハローワーク職員と全国異業
種経営者との雇用に関する企業情報現場
の意見交換

①求職者は業種別の生の経営者の声を聞く機会
がない。
②現状の補助金、助成金と言った金員のみの施策
では充実せず、採用者としての多種の経営者の本
質を知ることが不可欠

職業能力開発促進法
３０条の２第２項
平成５年２月１２日付
け能発第２０号「職業
能力開発促進法施行
規則等の一部改正に
ついて」

訓練コースの設定に当たっては、各種関係
団体等からのヒアリング等により、公共職
業訓練における人材ニーズを把握した上
で、訓練コースを設定している。また、短期
課程において指導する職業訓練指導員に
ついては、職業能力開発促進法３０条の２
第２項に基づき、一定の要件を満たしてい
る者に対しては、職業訓練指導員免許を
要さずとも指導することができることとされ
ている。

5
講座の内容が求職者の就職に資するものであれば、訓練コースの一部又は受
講者の就職支援策（訓練ではない）として組み込むことは可能。

石川県
河北潟干拓地土地有
効活用構想

1056 1056030 093480
農振除外及び非農業用途への
転用に係る要件の緩和

河北潟干拓地の、農地の有効活用
を図るため、農振法において、事業
完了年度の翌年度から起算して８
年経過しない農地及び２０ｈａ以上
の農地は、農振除外できないとさ
れていること。及び、農地法上、事
業が行われた農地及び２０ｈａ以上
の農地は、原則として転用できない
「第１種農地」とされている等の要
件の適用除外を求める。

農振除外及び非農業用途への転用に係る
要件を緩和することで、県農業開発公社保
有農地を含む、買い手の見込めない農地
の新たな活用が期待できる。

河北潟干拓地の、農地の有効活用を図るため、農
振法において、事業完了年度の翌年度から起算し
て８年経過しない農地及び２０ｈａ以上の農地は、
農振除外できないとされていること。及び、農地法
上、事業が行われた農地及び２０ｈａ以上の農地
は、原則として転用できない「第１種農地」とされて
いる等の要件の適用除外を求める。

6 本提案については、当省の担当とするところでない。

（株）つえエー
ピー

地域特産物の商品化
事業

3111 3111010 093490
第三セクター方式の株式会社
による農地取得要件の緩和

地域農林業の活性化のために設
立した第３セクターの農産加工所で
あり、また株主は地域３村（中津江
村・上津江村・前津江村）とＪＡ（農
家代表）であることから、この様な
法人に対して農地取得の方途を開
くこと。

（実施内容）　　　　　　　　　　　　　農地確保
にかかる規制要件の緩和　　　　　　　（効
果）　　　　　　　　　　　　　　　独自の安定的
な原料の生産体制が確保できる。

急速に進む農家の高齢化に対応した生産の確保
と雇用の確保を図るため。

6 本提案については、当省の担当とするところでない。

株式会社　ユ
イプラン

現代民家と結作業の
現代哲学　　　　　ス
ローライフ・結（ゆい）
21

3046 3046010 093500 農地法の改正

「結プロジェクトマネジメント」では、
農業を行いたい人の受け入れ態勢
（インフラ）の整備をします。具体的
事業内容として、農地付賃貸集合
住宅建設、全国集中管理・住替え
システム（ライフスタイルの選択の
自由）、農家の方の敷地利用・農地
転用（食と農のオアシス創造特区
利用）等があります。

定期借地農地付賃貸集合住宅でありま
す。入居者＝生産者。地方行政からの援
助、農地法の緩和など、かなりの研究時期
が必要であります。しかしながら、新ビジネ
スモデルが構築できた時には、全国にこの
システムを広げてゆくことができます。

「結プロジェクトマネジメント」では、農業を行いたい
人の受け入れ態勢（インフラ）の整備をします。具
体的事業内容として、農地付賃貸集合住宅建設、
全国集中管理・住替えシステム（ライフスタイルの
選択の自由）、農家の方の敷地利用・農地転用（食
と農のオアシス創造特区利用）等があります。

6 本提案については、当省の担当とするところでない。

愛媛県
愛媛県公共施設木材
利用推進構想

2149 2149010 093510
　各省庁の公共施設整備事業
におけ　　　る木造化推進の徹
底

　　　国においては、平成８年７月、
関
　　係省庁における木材利用推進
の円
　　滑な実施が図られるよう、「木材
利
　　用推進関係省庁連絡会議」を設
置
　　し、木材利用推進に関する情報
交
　　換等を行うとともに、林野庁から
各
　　関係省庁に対し、各種施策の実
施
　　に当たり、積極的な木材利用の
促
　　進について依頼しているところ
で
　　あるが、未だに徹底されていな
い
　　ことから、今後、さらに連絡会議
の
　　趣旨を徹底するとともに、各省
庁
　　の公共施設整備事業等の導入
　　に当たっては、可能な限り木造
化

　現在、全庁的に公共施設の木造化に取
り組んでいる「公共施設等木材利用推進連
絡会議」において、毎年、翌年度に建設予
定である県、市町村、学校・医療法人等の
木造化が促進され、多くの木材資源を有す
る農山村地域における雇用の場が確保さ
れるとともに、林業・木材産業や地域経済
の活性化が期待される。

　農山村における地域経済の活性化や木質資源
を活用した資源循環型社会の構築に当たり、その
普及のための公共施設の木造化を推進するため
には、その障害となっている制度等について、国、
県、一体となった取り組みが必要である。

6 林野庁に対する連絡会議に関する要望であり、担当外である。

㈱東京リーガ
ルマインド

「民間事業者」の範囲 3078 3078010 093520
民間委託先を株式会社等の事
業法人に限定

行政サービスの民間委託先を株式
会社等の普通法人に限定

行政サービスの委託先を普通法人に限定
し、民間事業者による入札・プロポーザル
によるコンペティションを通じて、リーズナブ
ルな行政サービスを実施する。

民間活力による地域経済の活性化を実現させるた
め

6 本提案は当省の担当するところではない。

貴省の所管する行政分野においても、行
政サービスの民間委託を行っているケース
があると思われるので、提案の趣旨を踏ま
え検討し、回答されたい。

3

地方公共団体がその業務を委託する場
合、個別の法令により制限されている場合
を除き、その委託先については制限されて
いるものではない。また、その選定に当
たっては、個々の業務の内容、地域の実情
等を踏まえ、地方公共団体が自らの判断
により決定すべきものであるため、国にお
いて委託先限定するなど、制限を課すこと
は適当でない。

静岡県 静岡政令県構想 1325 1325040 093530
省エネ法に基づくエネルギー管
理指定工場に関する事務

現在、経済産業省関東経済産業局
に報告されている県内のエネル
ギー管理指定工場におけるエネル
ギー使用量の報告等の事務を、政
令県に全て移譲

・エネルギーの効率的利用の推進、多様な
自然環境の保全と復元、森林・林業の多面
的機能の発揮など様々な政策手法を組み
合わせて、地域における環境に関する総
合的な事務事業を実施する。
・環境に関する多くの事務事業権限を移譲
し、政令県の自主性・主体性に委ねること
により、地域において受益と負担の明確化
が図られ、真に住民に必要な行政サービ
スを地方自らの責任で効率的・効果的に実
施することが可能となる。

　大量生産・大量消費・大量廃棄を基調とした経済
社会システムから、最適生産・最適消費・最少廃棄
を基調とする経済社会システムへの変革を促進
し、「環境の世紀」にふさわしい“美しい地球文明”
のモデル県をめざすためには、電源三法交付金の
交付事務、国立公園内の行為の許認可、国有林
野の管理などの行政権限を可能な限り一元化し、
総合的に推進することが最も効率的・効果的であ
る。

6 本提案は当省の担当するところではない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

岩瀬村
幼稚園における幼稚
園児及び保育所児の
合同活動事業

1251 1251010 093540 幼保一体化活動特認
幼稚園における幼稚園児、保育所
児の合同活動の容認

幼稚園において、幼稚園児・保育所児の合
同保育活動を行う

　幼稚園及び保育所は、それぞれが設置基準によ
る対象者のみが入園・入所し、保育の対応となって
いる。

児童福祉法、学校教
育法

保育所は児童福祉法に基づく児童福祉施
設であり、幼稚園は学校教育法に基づく教
育施設である。

7

○保育所と幼稚園は、それぞれ整備充実を図る中で、施設の共用化や資格の
相互取得の促進等、地域の実情に応じた弾力的な設置・運営が可能となるよう
連携を図ってきている。
○　また、保育所と幼稚園の共用化施設において、合同保育を実施するため
に、構造改革特区第２次提案及び第３次提案において、特例措置を設けたとこ
ろであり、この制度の活用により御提案は実現できると考える。
○　なお、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」において検討
することとされた「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
については、児童の視点に立つとともに、待機児童解消を始め、地域の子育て
ニーズに応える観点から検討を進めているところである。具体的には、特区に
おける保育所と幼稚園の保育室の共用化の措置の実施状況等も踏まえ、①平
成１６年度中に総合施設の在り方について基本的考え方を取りまとめ、②平成
１７年度に試行事業を先行実施するなど、必要な法整備を行うことも含め様々
な準備を行い、③平成１８年度からの本格実施を目指す、こととしている。

滝川市
バイオマス・ランドたき
かわ

1391 1391030 093550
・産廃受入れにかかる補助金
適正化法規制緩和

　国庫補助を一般廃棄物処理施設
で受けたメタン発酵施設の産廃受
入れに係る補助金返還の要件緩
和

・滝川市が加入する一部事務組合が運営
している広域生ごみメタン発酵施設におい
て、産廃として焼却または埋立されている
食品残渣を受け入れたい

・一般廃棄物処理施設として国庫補助を受け建設
したため、産廃を受入れした場合には補助金の返
還があり有用な資源である食品残渣を受入れでき
ない

6 本提案は当省の担当とするところではない。

2047 2047030 093560
医療的ケアを必要とする児童
生徒に対応した支援制度の創
設

日常的・継続的に医療的行為を要
する児童生徒に対応するため、養
護学校等に対して医療機関から看
護師を派遣する等医療的ケアを必
要とする児童生徒に対応する取組
みについて、厚生労働省と文部科
学省とが連携した支援制度の創設
を図る。

日常的・継続的に医療的行為を要する児
童生徒に対し、看護師による医療的ケアを
提供することにより、当該児童生徒のＱＯＬ
の向上が図られるとともに、当該看護師に
係る雇用創出効果も見込まれる。

医師法第１７条、保健
師助産師看護師法第
３１条第１項

○　医師でなければ、医業をなしてはなら
ない。
○　看護師でなければ、傷病者若しくはじょ
く婦に対する療養上の世話又は診療の補
助を行うことを業としてはならない。

5

養護学校において、日常的にいわゆる医療的ケアが必要な児童生徒につい
て、学校や地域の実情を踏まえた適切な医療的ケアの実施体制の整備を図る
ため、文部科学省が当省との連携により「養護学校における医療的ケアに関す
るモデル事業」を実施しているところであり、当省としても、都道府県教育委員
会が設置する運営協議会に民生・衛生部局の関係者、医療関係団体の関係者
が参加するよう協力を求めるなど必要な協力を行っているところである。

（社）岐阜県
建設業協会

地域建設業の再生 3074 3074010 093570 労働者派遣法の規制緩和
労働者派遣法第４条２項の適用除
外業務である「建設業務」につい
て、条件付で規制緩和する

別紙 別紙
労働者派遣法第４条
第１項第２号

建設業務については、労働者派遣事業を
行ってはならない。

3

○労働者派遣事業の適用対象業務については、労働政策審議会において平
成１３年８月より本年にかけて行った労働者派遣事業制度全体の在り方につい
ての見直しの中で検討したところ、現行制度において労働者派遣事業の適用
除外業務とされている建設業務については、他法において特別の措置が講じ
られていること（「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」において雇用関
係の明確化等の措置が講じられていること）等から、引き続き適用除外業務と
することが適当とする結論が出されたところであり、これを踏まえ、引き続き適
用除外業務とされているところである。
○また、過去からの実態において悪質ブローカーが労務供給者として介入し、
強制労働、中間搾取等の弊害が生じていた分野であり、労働者派遣を導入す
ることは労働者保護の観点からも問題が大きいことから、労動者派遣事業の適
用対象業務とすることは適当でないと考えている。
○以上の問題は、御提案のような条件を付けたとしても解決できるものではな
く、また労働者の保護に欠ける事態が発生した場合、適切な代替措置を講ずる
ことは困難であることから、本規制を御提案のような条件を付けても緩和するこ
とは適切でないと考えている。
○なお、建設業務に就く職業に無料職業紹介事業を行うことは可能であること
から、建設業者が共同で無料職業紹介事業を行う事業協同組合を設立する等
により、当該事業協同組合において、「職を求める者」の情報と「人材を必要と
している」会社の情報を集め、マッチングすることで、御提案の趣旨を達成する
ことが期待できると考えている。
○また、建設業における、事業規模の縮小等による業界再編や経営資源の新
規・成長分野への集中化等の再生に向けた取組みを雇用面から総合的に支援
する施策として、平成16年度から「建設雇用再生トータルプラン（仮称）」を展開
することとしている。同プランにおいては、業界内外への円滑な労働移動に向
け、地域の事業主団体が無料職業紹介事業を実施しようとする場合や教育訓
練を実施する場合の新たな助成制度を設けるなど各種支援策の拡充を図るこ
ととしており、これら支援策を有効に活用することにより、雇用機会の安定拡大
を促進することができると考えている。

提案の趣旨を踏まえ再度検討し、回答され
たい。

3

○労働者派遣事業の適用対象業務については、労働政策
審議会において平成１３年８月より昨年にかけて行った労働
者派遣事業制度全体の在り方についての見直しの中で検
討したところであるが、建設業務については、重層的な下請
制度が発達していることを前提に、適正な請負がなされるよ
う雇用関係の明確化等の措置を、「建設労働者の雇用の改
善等に関する法律」に基づき講じており、別の形態の労働
力需給システムである労働者派遣事業を導入することは、
請負関係の混乱を招くなど雇用の改善の妨げになること
や、過去からの実態において悪質ブローカーが労務供給者
として介入し、強制労働、中間搾取等の弊害が生じていた
分野であり、労働者派遣を導入することは労働者保護の観
点からも問題が大きいことから、労働者派遣事業の適用対
象業務とすることは適当でないと考えている。
○以上の問題は、御提案のような条件を付けたとしても解
決できるものではなく、また労働者の保護に欠ける事態が
発生した場合、適切な代替措置を講ずることは困難である
ことから、本規制を御提案のような条件を付けても緩和する
ことは適切でないと考えている。
○なお、建設業務に就く職業に無料職業紹介事業を行うこ
とは可能であることから、建設業者が共同で無料職業紹介
事業を行う事業協同組合を設立する等により、当該事業協
同組合において、職を求める者の情報と人材を必要として
いる会社の情報を集め、マッチングすることで、御提案の趣
旨を達成することが期待できると考えている。
○また、建設業における、事業規模の縮小等による業界再
編や経営資源の新規・成長分野への集中化等の再生に向
けた取組みを雇用面から総合的に支援する施策として、平
成16年度から「建設雇用再生トータルプラン（仮称）」を展開
することとしている。同プランにおいては、業界内外への円
滑な労働移動に向け、地域の事業主団体が無料職業紹介
事業を実施しようとする場合や教育訓練を実施する場合の
新たな助成制度を設けるなど各種支援策の拡充を図ること
としており、これら支援策を有効に活用することにより、地域
の建設業の再生や人材の有効活用を図ることができると考
えている。

特定非営利
活動法人　や
まなし県民政
策ネットワー
ク

環境と産業の共生に
よる地域再生

3040 3040010 093580

１．遊休資源流動化２．バイオ
マスの利用機会拡大　　　　３．
都市農山村交流促進
４．事業・予算の集中
５．産業育成資金支援制度

１．地域の放置森林、遊休耕地を
バイオマス産業に有効活用するた
めの遊休資源流動化促進制度を
創設する。　　　　　　　２．公有林の
民間管理委託　　　　　　３．塩漬け
農地の規制緩和　　　　　　　　４．地
方公共団体の農地取得の要件緩
和　　５．発電事業を行うのにあ
たっての電気事業法の緩和
６．木造建築物の規制緩和
７．都市農山村交流事業の拠点と
して、遊休公共施設の目的外使用
の認可、あるいは民間の空き屋を
流動化させ、これに活用できる制
度を創設する。　　　　　　　　８．市
民農園開設者の民間への拡大
９．都市農山交流事業をおこなう際
の旅行業法上の規制緩和・撤廃
１０．森林整備補助金の収集輸送
費用への拡大使用緩和措置
１１．緑の雇用、緊急雇用対策事業
のバイオマス事業への集中
１２．RPS法の電力最低買い取り要
件の緩和　　１３．産官学民混合バ
イオマス産業育成機関の設置
１４．バイオマス産業育成金融機関
の設置要件緩和

１．高齢化や不在地主等の原因で放置されている民有林や
遊休耕地をバイオマス産業に有効活用するための資源流
動化促進制度を創設する。（添付資料参照）これにより、放
置森林や遊休耕地の流動化が促進され、バイオマス資源と
して有効に活用される。　　２．公有林の管理をＮＰＯ、株式
会社等民間に委託し、そこで得られる木質バイオマス資源
をバイオマス事業に活用することによって、公有林の整備管
理が促進される。　　３．不動産開発等で取得した農地が塩
漬け化しているケースが見られるが、バイオマス利用や都
市農山村交流等地域活性化目的に使用する際には、その
転用申請の際の規制を緩和する。これによって、塩漬け農
地の流動化を促進させる。　　４．塩漬け農地や長期放置農
地等、荒廃が極端に進んでしまった農地等に関して、農地
の存在する市町村の農地取得の緩和。これによって農地の
流動化を促進させる。　　５．発電事業の実施における届け
出や能力規制等の規制緩和。これにより地域資源に適した
規模における発電事業が実施される。　　６．地域木材の利
用を促進させるための木造建築物の規制緩和　　７．都市
農山村交流活動を促進するため、交流の拠点を確保する。
そのために、地域で遊休化している公共施設を目的外に使
用できるよう規制を緩和する。またこの時、この施設が償却
期間中でも、補助金を返還しなくてもこれが実施できるよう
にする。また、民間の空き屋もこれに活用できるよう、空き
屋バンク制度を地方公共団体に設置し、その流動化を促進
させる。これにより交流の拠点が、新たに大きな予算をかけ
ずに設置ができ、結果的に交流が促進される。　　８．ＮＰＯ
や民間会社が市民農園主体として経営できるように規制緩
和する。これにより遊休耕地が有効活用される。　　９．都市
農山村交流事業を行う際の旅行業法の規制緩和。具体的
には、農家の宿泊認可、有償での人の輸送認可。これによ
り都市農山村交流事業が活発化する。　　１０．間伐等の森
林整備補助金を間伐作業以外の材の収集輸送に柔軟に活
用できるように補助金の利便性を向上する。　　１１．現在実
施されている緊急雇用対策事業「緑の雇用」制度における
労働をバイオマス産業分野へ一部集中させることによって、
バイオマス資源の調達におけるコストを低減される。　　１
２．ＲＰＳ法における最低電力買い取り電力の低減措置をと
ることにより、バイオマス小規模発電産業の成長が促進さ
れる。　１３．地域でバイオマス産業クラスターを育成する機
関として、産官学民混合の専門機関を設置することによって、

地域にはバイオマス資源が山林、農地等豊富にあるが、それが流動化されていないという課題がある。すなわち、

耕作管理や山林管理を放棄したままとなっている状況にある。これらは地域の後継者が活用すればよいのだが、

農山村部の高齢化や、また地主の不在、不動産開発等開発行為の破綻等によって、地域ではもはや活用していく

すべがなくなってきているのが現状である。そこで、これの流動化促進制度を創設し、放置森林や遊休耕地の流動

化を促し、これを積極的に活用したいＮＰＯや民間会社を地域外からも広く公募しながら、活用していく仕組みが必

要なのである。そのための流動化制度であり、遊休耕地の市町村の取得なのである。市町村の農地取得に関して

いえば、現在都道府県においては公共目的使用において農地の取得が農地法第３条の許可なく取得できるが、市

町村の場合はこれが必要となる。このあたりの規制緩和も必要である。またこの流動化を進めるのと同時に、薄く

広く分布するバイオマス資源を産業として成立できるコストで収集輸送してくる仕組みが一方で必要となる。これを

森林整備補助金の柔軟な運用や緊急雇用対策事業として行われている緑の雇用の労働力をバイオマス産業に集

中させる等を行うことによって、そのコスト低減をはかる仕組みをつくる。例えば今、現在、間伐を積極的に進める

目的で森林整備補助金が広く活用されているが、多くは間伐作業のみがその対象となるため、伐採された材の多

く、約８７％（山梨県実績）は山林に放置されたままという状況である。そこでこの補助金の運用において、収集輸

送の運用に関しては柔軟に対応できるように緩和することが必要となる。それによって、材の有効利用、バイオマ

スへの有効利用につながる。またこの事業のサービスの出口としての電力や熱の買い取りの仕組みを準備するこ

とも必要となる。これに関してまず最低限、構造改革特区の電気事業法における特例措置を活用して電気事業の

緩和要件を最大限活用することはいうまでもないことだが、しかし、それだけでも発電された電気やまた熱等から

得られる収入源だけでは、経営が難しい点があげらえる。これに関しては、ＲＰＳ法において電力会社の買い取り

価格や基準が、柔軟に運用されるように緩和されることが必要である。また、このバイオマス地域産業を運動的、

さらに社会文化的に育成していく手段として都市農山村交流事業の活用があげられる。すなわち、森林ボランテイ

アや援農ボランテイア等の活用である。しかし、これを行うにあたってネックとなるのが、その交流の拠点の確保で

ある。新たに交流拠点を作るこ

とも考えられるが、やはり昨今の地方の財政的状況からして困難である。一方、

遊休化している、あるいは稼働率の悪い公共施設も多々見られるので、有効活

用のためにもそのような施設の目的外使用を認め、（償却期間中の場合でも補

助金返還することなしに）これに活用する。また、この事業を行う際には広くＮＰ

Ｏ等民間の力を活用して実施するが、現行の旅行業法においては、この免許が

なければ有償で人的輸送を行うことができない、都市農山村交流の活動におい

て宿泊の認可が得られない等、といったネックがる。これについても規制緩和し

て、都市農山村交流事業に関するものの柔軟な措置が必要となる。また、バイ

オマス産業を地域産業として地域で育成する専門金融機関の設立、あるいはそ

れを含めてこの産業全体を地域で育成する産官学民混合機関の設立も同時に

必要である。なぜなら、この産業を育てるには、当初多額の資金が必要となるが、

それを補助金等のみでまかなうことは昨今のきびしい財政状況の中においては

困難な状況である。一方、こういった地域産業を起こす際の金融の役割は本来、

地域金融機関にあり、プロジェクトファイナンス等によってそれを引き受けるのが

筋としてはよいのだが、一方で既存金融機関の経営体質に、こういった新しい取

り組みに対して消極的な姿勢が見られるのも事実である。そこで、この産業を地

域で起こし振興していく金融機関を新たに設置するということも必要となってくる。

また、その際には、その設置基準の緩和措置も必要となる。また、こういった産

業を次世代の産業クラスターとして育成していく専門機関の存在が必要となる。

ところで、バイオマス地域産業クラスターを育成するにあたり、必要な専門家とし

て、森林、農業、電気のエネルギー、技術、公共社会政策、産業政策、法律、環

境、財務、ＮＰＯ、コンサルタント等の専門家の集合体が必要となるが現在こうい

った専門家が一同に集まる機関は存在しない。産官学民各分野の専門家が協

働する機関の設置はこれ故、重要となる。

6 本提案は当省の担当するところではない。

提案内容のうち「緑の雇用、緊急雇用対策
事業のバイオマス事業への集中」は貴省
の担当と思われるので、これについて要望
を実現するにはどうすればいいか検討し、
回答されたい。

6
本提案に関しては、当省の担当とするとこ
ろでは
ない。
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15.提案主体
名

19.地域再生構想の名
称

a.地域再
生構想
管理番
号

b.支援措
置提案事
項管理番
号

c.管理
コード

27.地域再生のための支援措置
に係る提案事項
（事項名）

28.地域再生のための支援措置に
係る提案事項の内容

31.具体的事業の実施内容 32.提案理由
37.提案事項に関連
する法令、告示、通
達等の定め

38.制度等の現状
39.措置
等の分
類

40.措置
等の方
法

41.措置等の概要（対応策）
44.地域再生推進室から各府省庁への再

検討要請

45.「措置等
の分類」の
見直し

46.「措置等
の方法」の
見直し

47.再検討要請に対する各府省庁からの回
答

ニセコ町
公共施設住民組織に
よる運営及び財産の
委譲

1378 1378010 093590
公共施設財産の住民組織への
委譲及び運営

・公共施設財産の住民組織への財
産及び管理運営権限の委譲の円
滑化　　　　　　　　　　　　　　・地方
公共団体事務の住民組織への事
務委譲の円滑化

○公共施設財産の住民組織への委譲及び
運営の際の地方自治法第244条及び244条
の2、補助金等に関する予算の執行の適正
化に関する法律第22条の適用除外。
○地方公共団体事務の住民組織への事
務委譲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・蓄
犬、野犬掃討、動物愛護事務
・一般廃棄物の収集及び処理事務
・道路の維持管理、除排雪に関する事務事
業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・保育
所、幼稚園、学童保育に関する事務事業
・産業政策の立案、事業実施に関する事務
・公営住宅の管理運営に関する事務
・上下水道の維持管理、運営に関する事務

補助金等により設置した公共施設財産を住民組織
へ委譲し、より柔軟かつ効率的な運営を図りたい
が、このような財産委譲をする場合、補助金返還
等を行なわなければならず、現実には、財政的負
担が厳しいため、円滑に進まない状況にある。
また、公共団体事務の一部に、住民組織へ移譲し
た方がより、効率的な運用が図られるものがある
が、個々の法律の制限があるため、事務委譲でき
ない状況にある。これら事務の委譲を一括して行う
ことにより、更なる住民自治が図られ地域再生に
つながるものと期待される。

・水道法第６条
・水道法第８条第１項
第６号
・水道施設整備費国
庫補助金交付要綱に
ついて（昭和六三年
五月二〇日　厚生事
務次官通知）
・補助金に係る予算
の執行の適正化に関
する法律（昭和三十
二年八月二十七日法
律第百七十九号）第
二十二条

・水道事業を経営しようとする者は認可を
受けなければならない。
（水道における国庫補助制度）
＜名称＞水道水源開発等施設整備費
＜補助対象＞地方公共団体
＜補助率＞１／２・１／３

３、５

事業を遂行するに足りる経理的基礎があること等の認可基準を満たせば、市
町村の同意の上、水道事業の認可を受けることができる。
また、施設の維持管理・運営については、平成十三年水道法改正により、第三
者委託も可能となっている。

提案者の要望は、補助金等により設置した
公共施設を住民組織へ移譲し、効率的な
運営を図るというものであり、提案の趣旨
を踏まえ再度検討し、回答されたい。また、
提案の具体的事業の実施内容に記述され
ている保育所についての回答がないので、
これについても提案の趣旨を踏まえ検討
し、回答されたい。

３
１及び５

○地方公
共団体より
建物等の
貸付けを受
け、保育所
を設置・運
営する場合
の手続きに
ついてⅤ

○　水道事業については、詳細な事業概
要等について照会したが、回答を得られて
いないため、判断できない。
○　現行、保育所については、設置・運営
主体の制限はない。
○　よって、住民組織が地方公共団体より
①業務委託を受け保育所を運営すること
や②建物等の貸付けを受け保育所を設
置・運営すること、については住民組織が
保育所の認可に際して備えるべき要件を
満たしていれば、現行制度において可能で
ある。
○　また、地方公共団体より建物等の貸付
けを受け、保育所を設置・運営する場合の
手続きについては、以下の規制緩和措置
を講じることとする。
　・　地域再生計画の申請があり、当該計
画に掲げられた財産処分（無償貸与に限
る）が、
　①　処分を承認しない場合、遊休施設化
その他の不適切な事態が生ずる恐れがあ
ること
　②  貸与前の施設の利用者の処遇が低
下しないこと
　等一定の基準を満たす場合に、計画の
認定に同意をすることとし、この場合厚生
労働大臣の承認があったものとして取り扱
うもの　とする。（当該処分に係る補助金相
当額の国庫納付は不要。）

デイコール
サービス協会

人間同士の肉声によ
る「会話の力」が心の
人間大国日本を実現
する

3053 3053010 093600
緊急通報システムの管理責任
と毎日正常稼働の証明を義務
化する

●緊急通報システムの管理責任を明
確にする法令または条例を作る
・緊急通報システムの管理体制強化
による補助金や税金の無駄使いを防
止する。
ある地方自治体において独居老人宅
に設置中の緊急通報用電話機を地域
の電話番号変更に伴い、約１万台の
入力データの変更作業が実施された
ところ、約１千300台の通報用電話機
が行方不明などで変更になっていま
す。独居老人の実態が把握できない
ため、毎年行方不明分位の台数が新
規購入されています 。このように自治
体関係者や管理業者によって補助金
や税金の無駄使いが行われていま
す。
・毎日、緊急通報装置の正常稼働を
証明させ管理責任を明確にする。
日本国内に広く設置されている独居老
人や高齢者等「人からの24時間緊急
通報装置」は、非常ボタンが押せな
かったり、押してもつながらない場合
は、全く役に立ちません。突然死や孤
独死の場合でも死亡原因に不自然な
点がなければ、例え非常ボタンや通報
装置が通報不能な状態になっていて
も、単なる事故死として処理されてい
ます。

　平成14年11月１日から、人間同士の肉声を
介する心の交流（ヒューマンコミュニケーショ
ン）の「会話の力」で容態や安否を確認を行う
“おたっしゃコール”モデリング事業を実施中で
す。
　本モデリング事業の特徴は、独居老人宅や
高齢者夫婦宅とNPOやボランティアなど、地域
の人々をホットラインで結び、毎日定時に自動
的に人間同士の肉声による「会話の力」を習
慣づけることにより、生活にリズムを与えると
同時に、日々の些細な変化にも迅速に対応で
きるよう予防的見地からの情報収集とアプ
ローチを可能にした点です。
　一方、地方自治体では、緊急通報装置等を
設置して安否確認や孤独死防止対策を講じて
いますが、事故や病気になる前への対応等、
予防的見地からの安否確認には至っていない
のが現状です。
　人間よりも機械頼みの日本のホームセキュリ
ティや緊急通報システムは、高齢者の心身の
ケアに関しては全く無力です。それを裏付ける
かのように、最近、緊急通報装置を設置してい
る独居老人宅で孤独死が多発しています。緊
急通報システムには、管理責任を明確にする
ことを義務付ける必要があります。
モデリング事業を１年間実施した結果、利用者
の評価は高く、究極の緊急通報システムとして
注目を集めそうです。

日本国内に設置されている独居老人や高齢者等
「人からの24時間緊急通報装置」は、非常ボタンが
押せなかったり、押してもつながらない場合は、全
く役に立ちません。突然死や孤独死の場合でも死
亡原因に不自然な点がなければ、例え非常ボタン
や緊急通報装置が通報不能な状態になっていて
も、単なる事故死として処理されています。緊急通
報システムは、独居老人にとって命綱です。ある地
方自治体において、地域の電話番号変更に伴い、
約１万台の通報用電話機の入力データの変更作
業が実施したところ、約１千300台の通報用電話機
が行方不明で、変更作業ができなかったことが判
明、ずさんな管理体制が明らかになっています。最
近では、緊急通報装置を設置している独居老人宅
で孤独死が多発しています。これを防止できるシス
テムを稼働させているからです。

当初の検討要請はしなかったが、提案内
容から追加で検討要請をするので、回答さ
れたい。

6

提案主体に尋ねたところ、独居老人の安否
を定期的に確認できる仕組みをつくるべき
であり、例えば、現在生産されている緊急
通報装置は定期的に安否確認できる構造
にはなっていないためそれができる構造と
すべく、装置の製造業者等を指導してほし

いとのことであった。
緊急通報装置は医療機器等ではないた
め、当該要望については当省の担当では

ない。

㈱東京リーガ
ルマインド

民間活力の積極的活
用による地域経済活
性化

3085 3085010 093610
経営者教育事業（中小企業の
健全育成）

経営者が、「経営能力習得カリキュ
ラム」を履修することを助成金交付
の要件とする。

経営者が、「経営能力習得カリキュラム」を
履修することを助成金交付の要件とする。

中小企業の健全育成・雇用枠の拡大
当初の検討要請はしなかったが、提案内
容から追加で検討要請をするので、回答さ
れたい。

6

本提案に関しては、当省の担当とするとこ
ろでは
ない。

遠野市
日本のふるさと遠野
－「起業」と「交流」に
よる地域再生－

1210 1210040 093620
地域発信型ビジネスの起業化
支援

地域発信型ビジネスの起業や既存事業者
による雇用を伴う新事業展開などの取り組
みへの総合的な支援措置を講じられたい。
①地域雇用機会増大促進支援事業につい
て、地方公共団体が出資する地域雇用機
会拡大のためのファンドの原資及び運営
費としての経費までにその対象を拡大され
たいこと。
②遠野元気ファンドの設立に必要な人材を
地域内外から招致するにあたり、地域雇用
機会増大促進支援事業の対象とされたい
こと。
③人材育成や企業支援を行うなどのソフト
事業は１年間だけでは成果が上がりにくい
ため、最低３年間程度の継続を望む。
④コンサルティング支援は人事・労務と
いった狭い範囲となっており、経営全般に
わたるコンサルティング支援ができるように
して欲しい。
⑤この事業は、地域で任意協議会をつくり
厚生労働省と委託契約を締結する事業で
あるが、実施主体を商工会ができるように
して欲しい。

　地域発信型ビジネスに対する融資や出
資を行うファンドを地元商工会に設置する
にあたり、運営委員会に既存の商工会の
構成員だけでなく、専門分野からの人材の
招致を行う。特にもビジネスプランをブラッ
シュアップするコンサルティング業務や特
別の技能を持つ人材を招き入れる役割を
担うことができる人材を必要としており、こ
れらにより円滑な起業化の支援体制が確
立できる。

現行制度では新たな協議会が必要であるがファン
ドと運営委員会は一体のものであるため別組織に
なることは事業の推進に支障が生じる。むしろ今回
の場合、具体的な取り組み（ファンド）と連動した運
営委員会に同様の支援を行ったほうが資金と事業
展開が一体となって行われることにより地域の雇
用機会増大の促進が図られると考えられる。

当初の検討要請はしなかったが、提案内
容から追加で検討要請をするので、回答さ
れたい。

6

本提案に関しては、当省の担当とするとこ
ろでは
ない。
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